
◇ 重 要 行に当たって

世界情勢は、 o ツ ア に よ る ウ ク ラ イ ナ 侵 攻 の 長 期 化 や パ レ ス チ ナ 構

など、対立と分断がより鮮明化してきている。政府は、法の支配に基づ

く国藤検序の雑持・強化を日指した外交を進めるとともに、わが国を取

り8く安全保障環境が厳しくなる中で、新たな国家安全保障戰略を決定

した。

また、本年7月の世界の平均気温は観測史上最高を記録し、グテーレス

国連事務総長が地球沸購化時代の到来を指摘したように、異常気象が常

態化している。多くの国で山火事や水善が多発し、 わが国でも記録的な

猛号や線状降水帯の発生による童雨災書など、気候変動の影響が鮮明に

な , て お り 、 カ ー ポ ン ニ , ー ト ラ ルへの対応は世界の潮流として加速し

て い る o

一方、般物やエネルギー価格の上昇や展史的な円安の造行による輪入

原材料の値上がりなどによる物価高購は、家計や事業活動に重くのしか

かっている。

政府は11月2日、総額17兆円規模の「デフレ完全脱却のための総

合経済対策」 を題議決定した。 量金上昇が物価高に追いっいていない状

況を踏まえた取り組みであり、 1:のうち、物価高への対応や企業の:置上

げ解などを盛り込んだ総額13兆円余りの本年度補正予算は、 1 1 月

29日の参院本会議で可決、成立した。

こ れ に よ り 、 ガ ソ リ ン や 電 気 ・ 都 市 ガ ス 料 金 を 下 げ る 補 助 金 の 来 年

4月末までの延長や、住民税非課税の低所得世帯に1世帯当たり7万円

を 支 給 す る こ と な ど が 決 ま , た 。  1人当たり4万円の定額減税は来年

6月の実施を目指している。

今回の経済対策を「持lま能的なi上げや活発な投資が章引する成長型経

済」への変革のためのスタートダッシ,と位置づける岸田文雄首相は、

「先送りできない課題に一意専心に取り組む」 との決意を示した。

そうした取り組み姿第は、県議会の最大会派である我々いばらき自民党

の 基 本 的 な 姿 勢 そ の も の で も あ る 。  大并川和彦知事に対して提出した

「令和6年度いばらき日民党重要政策大綱」には、様々な県政課題ととも



に、 それらに対する処方せんが盛り込まれており、 県政に一生標命取り

組む姿勢を察してもらえれば幸いである。

重要政策大aの取りまとめに当たっては例年通り、政務調査会が8月

2 8 日 に 、 産 業 の 振 興 や 医 旗 ・ 福 祉 の 充 実 、 人 材 青 成 な ど に 関 わ る

1 0  0を超える各種団体との県政想談会を開催し、総務土木、防災環境

産業、保健福祉医療、営業戰略農林水産、文教響察の5部会が関連団体

の代表らから要望や提言を丁寧に購取した。 そ の 上 で 、 M に 反 映

すべき項日を抽出し、政調会の協議を経て、本書に登載している。

併せて、各識員がこの間の各定例会での代表質問や一般質問で浮き形

り に し た 県 政 課 題 も 相 罷 し て い る 。 近 年 は 、 新 の 重 要 能 項 目 が

県政に反映されるよう、一般質間でも取り上げるよう努めている。

その結果、今年の政策大構は新規項目57件、一部i基正113件を含

む 総 項 日 数 2 , 6 2 1 件 と な , た 。

構度子算編成に当たっては、 2期目を折り返した大井川県政が第2次

県総合計画でも基本理念に掲げた「活力があり、県民が日本一幸せな原」

の実現を日指すことはもちろん、本書に盛り込まれた我々の声に可能な

限り応えるよう強く求めるものである。県民各位には、施策の推進に当

たってご理解とご協力を切にお廳い申し上tfる 次 第 で あ る 。
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新型コロナウイルス感染症への感染リスクや、 ロシアのウ
ク ラ イ ナa攻の長期化等によるエネルギーや原材科価格・物
価の高●に加え、中東情動の系迫化など、依然として社会経
al情;;は厳しい状況が続いている。

また、人口滅少・少子高船化の意速な進展により人手不足
が一JI深刻化する中、来年から、 ト ラ ッ ク ド ラ イ パ ー の 長 時
間労a温 制 が 強 化 さ れ る 、 い わ ゆ る 「 2 0 2 4 年 間 題 」 な ど
に よ リ !fill流の停浦がa念されている。このように、物流・運
送業をはじめ、医藤、福祉、農林水産業等、標々な分野にお
いて労0ヵの不足がさらに大きくなると想定されるため、早
llな対策をllげる必要がある。

さらに、近年、 自然災書等の激基化・1;a発化などにより、
県民の日常生活や地域経済は大きな打章を受けていることか
ら、我々は果民の安全・安心な生活を守るための取組をしっ
かりと進めていかなければならない。

今後、県内経済の回a基蘭を破かなものとしていくために
は、物価高など果民生活や111111活動への影●に適時・適切な
対応を行うとともに、「2024年間題」等新たな間題に対し、
前例にとらわれるi と な く ス ピード感をもって対策を購ll:1 る
よ う 、  以下の事!iについて特段の配aを IlSaいしたい。

1 .  物価高●対策について

o物価やiネ ルキー価格の高購の影響を受けている医藤、 社会福祉

施設や学校のほか、 農業者や運送事業者をはじめとする申小企業

等に対し、負担の軽減に向けた対策を器じること。

2 , 人材不足対知Lついて

o今後、物流の停常が感念されることから、新たな輪送人材の確保

や モ ー ダ ル シ フ ト 、 D X の 推 進 等 に よ り 、 物 流 を 効 率 化 す る こ と

で生産性の向上を図るなど総合的な対策を早急に講ずるよう国と

連携し取り組むこと。

o人材が不足している福祉 ・ 介護 ・医法・ 農林水産業をはじめとす
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る各分野について、 高校における人材養成や専門学校への支授な

ど、就業促進を目指す取組を行うこと。また、外国人材の受入れ

に当たっては、外国人材が適切な労働環境と処通のもとに活国で

きる環境二tくりを進めること。
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最●要政量項目

◇安心、 いきいき、 eカい,ばいの新しい表城を日指す

と と もに、n書からのtiE ・a真を成しtt f る最●要
政量i日

1 . 安心、いきいき、魅力いっばいの新しい表城県を目指す
人ロit少がa速に進む中にあって、表城が「集民が日本一

幸せな果」となり、本集の理かしい未来を実現していくため、
県の総力を拳げて地方創生に取り組むとともに、 県民総活●
社会を見据えたiらしゃすい環境整備を進め、環民の表全安
b をa保して、本.!属発展に向けた施業のf実な推進を国る。

1 .  「新しい」 i ら し や す さ 、  安全・安心をつくる

(1) 少子化・人口it!i;l的tの ll書 lit充

;!i ① 「日本一子どもを産み青てやすい県」の実現を県政の基本指

針とし、結婚・出産・子育ての希望が叶う社会づくりに向けて、

少子化対策を始め、県内に新たな安定した目用を創出していく

ための取り組み、仕事と子育ての両立を図れるような労働環境

の整備、社会の意識改革や働き方改革など、あらゆる分野の施

策で具体化を進め、 官民挙ifて取り組む。

【新温】 oaき な が ら 安 心 し て 子 育 て が で き る よ う 、 放 課 後 児 重 ク ラ ブ

や病児保育、夜間保青等の体制について更なる充実を図る。

【新通】 o病児保青など保護者の多様なニーズに対応できるよう、制度

の充実を図るとともに周知m重を図る。

② 産婦人科・小児科の診療体制を整備するとともに、医療水準

の向上を図るため、医師をはじめとする医療従事者の養成・確

保を図る。

o地域医療介種総合確保基金を活用して、早期の医師確保と医

療体制の整備を図る。

③ 母 体 及 び 新 生 児 の 救 急 医 療 を 安 定 し て 提 供 で き る よ う 、

N I C U(新生児集中治療管理室)の整備を促進する。

④ 1離i的ケアを必要とする子どもとその家族への支提体制や保

育所等での受入体制など環境の整備を推進する。
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⑥ 小児医療量助成制度(マル福)の充実により、子育て家庭の

経済的:自担の軽減を図る。

〇 子ども・子青て支援新制度実施のため、確実な財遍を確保す

る o

⑦ 待機児重ゼロを実現すぺく、保育所や認定こども園などの拡

充を一属使造する。 また、保青士の処通改善を一ji造めてその

確保を図ることや、良質の保育ができるような施策を行う。

③ 少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化・晩産化に対応す

るため、各市解の結婚支援事業の連携をはじめ、結婚・妊娠・

出産・子育てを通じて切れ日のない支授が包括的に提供される

一元的な体制・制度の構集や環境整備を図る。

〇 首都日から着者を呼び込むため、市町村や県内企業等とも連

携し、オール茨城で、移住・二地域居住や関係人口の拡大等の

独自の取り組みを強力に推進するなど、U・ I・  J タ ー ン を 促

進する。官民一体での支援体制をつくる。

(ll) 全ての小学校区で放課後の子どもの安全で健やかな活動田

を確保するため、放課後子ども総合プランを推進し、そのため

の環境整備を行う。

(0 子育て家庭の経済的負担、すなわち保青料や医1藤量、 教 育1量

な ど の さ ら な る 軽 減 策 を 実 施 す る こ と に よ っ て 、 茨 城 は 「 子 青

て し ゃ す い 県 で あ る 」 と ア ピ ー ル し 、 こ れ に よ り 、 出 生 数 の 增

のみならず、若い世代の定住と流入につなげる。

〇 少子化対策として、「命をっないでいくことが大切である」と

いう認識を小学生の時から酸成していけるよう、心の教青の充

実を図る。

〇 特に、家庭で子育てをする親に対して施設保青と同等に支援

する。

〇 子どもの資困対策として、生活困窮家庭の子どもへの学習支

援などに取り組む。

【新温】 (0 茨城県子どもを意待から守る条例に基づき、児宣相談所の児

重福祉司等専門職について、 国の定め る基準以上の配置に場 め
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る と と も に 、  市町村、 響察、 医旗機関、 学校・保育所等と連携

し、地域全体で田解防止に取り組む。

(2) ll長寿日本一を目指す

① 健やかなライフサイクルの確立に向けた健康寿命の延伸につ

いては、健康寿命日本一を視野に入れ、健康政策に係るl:れま

での書積を十分に生かすとともに検証し、さらに、茨城システ

ムと言えるような仕組みを構築し、新たな産業創造も見据えて

取り組んでいく。

② 介護をはじめとする社会福祉事業に対する人材の確保・青成

のため、現場職員の処遇改善を図るとともに、経済情勢を適切

に反映した報酬や措置費単価の改定を国に対して働きかける。

o介護能処遇改善加算の継続を国に働きかける。

【新温】 o次期(令和6年度)報酬改定において、人材確保やサービス

の質の確保の観点及び物価上昇率をふまえた大幅な增額を行

うとともに、社会保障分野の識出削滅を厳に行わないよう国

に対し要望をする。

③ 要介識度の維持・改善や戦員の人材育成・処通改書等に成果

を上げた介護保険事業者に対し、インセンティプ(成功報翻)

を 与 え る こ と で 、 現 場 の モ チ ベ ー シ ョ ン を 高 め る 異 動 金 制 度 を

創設する。

④ 「人生10 0年時代」における県政の施策のあり方について、

全庁的議論を踏まえ、ピジ・ンを示す。

⑤ 長年にわたって培われた高船者の経験・知識・技術等を活か

し、長寿杜会の中で活国を促進するため、高餘者の多様な就業

機会の確保に取り組んでいく。

⑥ I CT機器を活用した施設入居者の体調等の目動記録・デー

タ化や事務負担のl墜滅に向けたD Xの推造等をはかるため、

I C T導入補助金助成率の引上げなど介護福祉施設における労

働環境の改書を図る。

【新温】 ⑦ 認知症になっても安心して基ら・lトる社会の実現を日指すため、

事例を積極的に細介するなどして理知症に対する正しい知識と
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理解の促進に努める。

【新通】 ⑧ 高節者は多くの知識や経験を持つ地域社会の財産であるl:と

から、長寿社会における高齢者のさらなる活国を図るため、e

スポーツを取り入れた施策の検討を行う。

(3) Ell llの世代が75tを111!,ll る 2 0 2 11 年間ll及び Eli:Iaジ,=ア

世代が高Ie化 す る 2 0 4 0 年 間・を前提としたE家・福祉・介e
体制強化

① 医師確保対策を県政の最重要課題とし、医師確保計画により、

県立高校の医学コースの設置や医学部の新設・議致による医師

の養成や、政策医購iを中心とした医師の配置調整等の取組を推

進し、抜本的な医師不足及び地域偏在の解消を図る。

(2) 魅力ある研修を行い、全国から若手医師を集め、県内に定着

を図るなど、 広範な医師確保施策を大胆に進める。

③ I CTを活用し、地域の中核的な医療機関相互の連携を図り、

茨城型遠隔医療モデルを構装することにより、医師不足を補完

する有効な手段とする。

④ 県内では医師不足等により医療機能が低下しており、医療提

供体制の再構集が必要な地域があることから、医療機関の再編

統合を推進する。

⑤ 訪間看識など看護師の役割の重要性に鑑み、看護師の增員と

質の向上を図る。准看護師養成校について、 .既存は当面絶持し

つつも、新設は止め、(正)看護師養成に向けた需導施策を識ず

る o

⑥ l要療(医師や看護師等)・福祉(介選職員等)の人材の青成強

化及び女性が活躍できる環境整備として、 離職防止対策と再就

業支援の強化等を図る。

(i) 救急患者が通速に適切な処置が受けられるよう、消防救急指

令の県内一元化を進めるとともに息者を違やかに医療の管理下

に置くような体制整備に努めること。

⑧ 高餘者の利用ニーズに応じた介護サービス基盤の整備や、介

護する家旗への支援など介護離職ゼoの実現に向けた施策に取
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り組む。

⑨ 本県独自に描進している地域ケアシステムの通用の中で書積

さ れ た ノ ウ ハ ウ で あ る 「 コ ー デ ィ ネ ー ト 機 能 」 の 充 実 を 図 り な

がら、高離者をはじめとする、すべての要接護者に対し、適切

で質の高い医療・介護サービス等が切れ日なく提供される「茨

城型地域包括ケアシステム」の構集を推進する。

⑩ 医表機関や回復期病床からの受け入れ先となる介捜施設の状

況や在宅介護の実情、患者の心情など、現場の視点を路まえて

地域医療能を実現していく。

Iii) 額知症の予防と容態に応じた適時・ 適切な医療・介幾の提供

体制の構集を推進する。

o認知症の前段階である軽度認知障書対策の推進などにより、

認知症の発症や重症化の予防に取り組む。

oかかりっけ医等が専門医、題知症サポート医等の支援を受け

ながら、必要に応じて認知症疾患医療センター等の専門医療

機関に紹介の上、 速やかに性別診断が行われる体制を構築す

る o

o若年性認知症に関する普及落発を推進するとともに、相談窓

口の設置などにより、適切な支援が受けられる体制を構築す

る o

〇 県民の生選を通じた歯と口腔の健康づくりを推造する。

o「茨城県歯と口腔の健康づくり8020・6424 推進条例」等に基

づき、8020・64%通動(80歳で20本以上の置を保つ1:と 及

び64識で 24 本以上の歯を保つこと)を推進する。

oむし歯のない子どもを增やすため、 むしlei防に科学的根拠

のあるフッ化物洗口を実施する施設等の增加を図るとともに

継続的に実施できるよう効果的な普及に努める。

o歯と口腔の健康づくりをさらに推進するため、行政に従事す

るIa科衛生士の確保を図る。

〇 葉局における健康相談や情報提供の機能強化を支援すること

に よ り 、 県 民 の セ ル フ メ デ ィ ケ ー シ ョ ン の 推 進 を 図 る 。 ま た 、
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薬局の在宅医療や地域活動への参画などを推進し、 住民の健康

を 幅 広 く サ ポ ー ト す る 「 健 康 サ ポ ー ト 集 局 」 の 普 及 を 図 る 。

〇 新たなインフルエンザの発生に備え医療体制を強化するとと

もに、タミフル等の医薬品の備蓄や県民への普及一啓発等の対策

を進める。

;!i 〇 地域医療介護総合確保基金を活用し、医療・介護等福祉の充

実を図るとともに、医療機関の課題やニーズを能動的に把握し、

各種補助制度の有効活用を図ることにより、医療提供体制の更

なる充実を図る。

⑩ 国民健康保険の都道府県単位化に伴い、市町村との連携を一

日強化し、新制度の円滑な通営を確保する。

〇 保健所の機能強化を図るため、老i9化が著しい庁合の改集を

早急に進め、適切な規模の相談・執務スペース等の確保やバリ

アフリー化を図る。その際、現体制への再編時に、利便性の低

下を壓念する声が高まったことなどを踏まえ、立地場所等を考

慮する。

〇 外国人介識人材の受入れに当たっては、外国人材が適切な労

働環境と処通のもとに活国できるよう、施設経営者に意識改革

を促すとともに、外国人介護人材が定着し、活躍できる仕組み

づくりを進めるl:とで、介l重人材の青成・確保を図つていく。

(4) 限 の 〇 と t 康 を 守 る 集 立 南 院 の M 集

① 中央病院、こころの医藤セ ン タ ー 及 び こ ど も 病 院 の 県 立 3 病

院は、 県民への安全・安心な医療提供のための積極的な機能充

実を図りながら、県財政への負担経滅を図るために、抜本的な

経営改善を推進する。

o県立中央病院は、建設後 a0年以上が経過し、 施設の老朽化、

狭隆化が進み、手術室不足が常態化している状況にある。災

害拠点病院として大規模災害に備えるぺく、早急に免震構造

にしなければならないことを踏まえ、無駄な二重投資は選け、

大局的な全体機想のもと、全面建て替えをする。

o中央病院を一目魅力的なものとする・Itめ、本県の強みを生か
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し、 医療とっくばのoポット技術や画期的な次世代がん治療

B N C Tなど科学技術との連携を進める、 いわゆる医工連携

をコンセプトとし、先進的な医療機関とする。全国の大学か

ら若手医師を呼び込み、養成して、県内定着を図るという医

師養成センター機能構想を確立する。

(5) がん対策推進

① 「茨城県がん検診を推進し、がんと向き合うための県民参療

条例」 の柱であるがん検?受診率50%以上の目標を早期に:建成

するため、条例の趣旨を県民にしっかりと浸透させながら、実

効性ある施策を関係機関との密接な連携のもと、積極的にかつ

広範に推進する。

② がんになっても働き携けられる労働環境の整備と意識の題成

を進める。

③ 自宅療養のがん患者の居場所づくりを進める。

④ 小児がん対策を進める。

⑤ がん治旗には、つくばの最新技術を活用する。

⑥ 胃 が ん リ ス ク を 知 る た め の A B  C 解 ( リ ス ク 日 別 化 検 査 )

の91入 を 能 す る 。

⑦ がん教育を推進する。

⑧ 女性の医師や検査技師等が検診にあたる女性専用がん検診車

の91入を推進する。

(6) いばらきノーマライゼーションの推道

① 「障害のある人もない人も共に歩み幸せに事らすための茨城

県づくり条例」の日的でもある、誰もが住みなれた地域で社会

を構成する一員として共に歩み幸せに1器ら す こ と の で き る 社 会

の実現のため、障害のある人が地域社会で目立し、様々な分野

で杜会参加が図れるよう、福祉サービスの基盤づくりを推造す

る と と も に 、 Ia用の拡充を図る。

② ヘルプマーク・ヘルプカードの認知度向上に向けた取組を行

う o

③ 購害のある未就学児の保育所、幼稚園、額定こども園等への
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受け入れを促進する。

※ ④ 老朽化、狭隘化等、多くの課題がある県立あすなろの郷は、

令和7年度完成予定のセーフティネット様建設に着手している

と こ ろ で あ る が 、 セ ー フ テ ィ ネ ッ ト と し て の 持  っぺき役割や

機能、通営面の課題などの検討を踏まえ、再編整備を確実に進

め る 。

(7) 犬指a処 分 ,ll'ロ実現

① 「茨限犬描般処分ゼロを目指す条例」に基づき、般処分減

少に対する各種通をa極的に展開する。

② 犬や装を保幾し、a渡等の機能を有する動物愛換セ ン タ ー の

設置を進める。

③ 県動物指導センターの支所を保健所ごとに開設するよう努め

る o

【新通】 ④ 保護犬・保護描を市町村や警察暑などの地域単位で収容し、

議 渡 会 を 開 催 す る ボ ラ ン テ ィ ア 団 体 等 に つ な げ る 新 た な ス キ ー

ムの構築を検討する。

(8) 集ll:al構差l,正対策

(i) 人口減少が著しい県北地域の1民里,を図るため、「定住人口の確

保」「交流人口の拡大」「生活環境基程の充実」を基本とし、各

種振興施策を積極的に推進する。

o県北地域の定住人口の確保を図るために、雇用の確保・創出

をはじめ、医旗、福祉、子育て、教青の環境や、広域交通ネッ

トワークの整備といった生活環境基盤の充実を図る。 I C T

を活用した学習機会の確保、医療提供体制の充実などを造め

る o

o県北地域の市町がそれぞれ有する豊かな目然や産業などの地

域置演、イ ーント等を有効に活用して、交流人口の拡大を図つ

ていく。多様な手段を使,て、地域の魅力を効果的に情報発

信していく。

oそれぞれの地域が真に必要とする起理刻の導入を支提するこ

とにより、効果的な県北地域の振興を図る。
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o石岡市から笠間市間の道組神時の トンネル化を実現して、 大

子町方面に向かう(仮称)茨城般買幹線道路の整備を進める。

o東京日の学生との交流を活発にするため、東京日の大学との

単位互換やサテライトキャンパスの設置を支後する。

(9) 去全・去心なltl二づくり

(i) 県民が安全安心を実感できる「いばらき」を確立するため、

設及び交通安全の構を強化する。

【新通】 oスクラップヤード等の保管場所にあっては、周辺住民の不安

を解消するために囲いを外部から保管の状況を確認できる機

造とし、ヤード内部の「見える化」を進める。併せて設営に

は許可を求めるなどの対応を早急に検討する。

o地域住民の安心の確保に最大限配意した上で、 響察署及び交

番・駐在所の整備を計画的に進め、警察力の一日の強化を図

る o

o交通信号機の視認性向上による交通事故の滅少を図るため、

信号灯器のL E D化を推進する。

o選回連絡を中心として、 留守番量話機能の設定及び普及促進

に努め、犯人からの電話を直接受けないための対策を推造す

る と と も に 、 最 新 手 口 を タ イ ム リ ー に 情 報 発 信 す る こ と で 握

抗力の向上を図る。

o 環 状 交 差 点 ( ラ ウ ン ド ァ パ ウ ト ) の 導 入 効 果 が 見 込 ま れ る 交

通事故の滅少や被善の軽滅、 交差点における待ち時間の滅少、

災者時の対応力の向上等を踏まえ、環状交差点導入に向けた

道路管理者への働きかけを推進する。

o車道を通行する自転車の安全と歩道を通行する歩行者の安全

の双方を確保するため、 日転車通行の総合対策を推進する。

o基力団排除条例の適用により、安心できる県民生活を実現す

る o

o 住 宅 侵 入 葡 盗 の 予 開 、 解 構 を 推 進 す る 。

o人ロ10万人当たりの自動車盗の認知件数が16年連続で全

国 ワ ー ス ト で あ る 状 況 を 踏 ま え 、 さ ら な る 取 締 り 強 化 を 図 る
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と と も に 、  県民への注意喚起にも力を入れるなど、 官民を挙

げた対策を講じる。

01良民の不安解消を図るとともに、自由で地な企業活動を様々

な犯罪から守るため、 響察官の增員を含めた警察力と響察活

動の充実・強化を図る。

;!i o飲酒運転根絶のため、參加・体験型の交通安全教青、様々な

広報媒体を活用した広報整発活動、 P D C A サ イ ク ル に 基 づ

く厳正な取締りを推進する。また、関係機関・団体・業界と

連携し、「ハンドルキーパー運動」への参加を広く県民に呼び

掛けるなど、「欲酒連転をしない、させない」という「飲酒運

転を許さない環境づくり」を推進する。

;!i o運転中の捜帯電話使用は極めて危険であることから、啓発と

取り締まりを推進する。

oテロに関する情報収集・分析、水際対策、警戒警備を徴底す

る と と も に 、 テ ロ 対 策 茨 城 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 推 進 会 識 等 を 通

じて関係機関や民間事業者と連携し、官民一体とな,たテo

開を推進し、テロの未然防止を図る。

o外国人就労者を含めた県内の在留外国人が、 安全安心を実感

できるための取組を推進する。

o安全・安心の茨限を確固たるものとするため、警察と知事

部局や教青委員会と犯第の未然防止を重視した連携の強化を

図 り 、 解 が 起 き に く い 社 会 づ く り を 進 め る 。

o犯罪の来然防止、解決に街頭防犯カメラが有効である1:と か

ら、設置を促造する。

② 食の安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、 もって県民の生命及び健康を保護するとともに、消費者

の信頼を確保する。

o食品等事業者に対して法令順守意識の向上を促すとともに、

営業施設等に対する監視指導体制の強化を図る。

o食品表示法の施行を踏まえ、食品表示の監視指導を強化する

とともに、事業者による白主的な食品表示適正化に向けた取
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り組みを支製する。

o G A P ( 農 業 生 産 工 程 管 理 ) や ト レ ー サ ピ リ テ ィ の 取 組 に つ い

て積極的な推造を図る。

o「茨域県食の安全・安心推進条例」に基づき、安全・安心な

食品の生産及び供給に寄与するため、 実効性のある総合的な

食の安全・安心施策を推進する。

o高病原性鳥インフルエンザ、口時疫や豚熱等、家書伝染病に

関する発生予防体制と万が一の発生に備えた防疫体制を構榮

することとし、特に、藤熟については、同養藤へのワクチン

接種及び野生いのししへの経口ワクチン散布を引き続き行う

とともに、アフリカぼ裁も含め、野生動物侵入防止対策とし

て防l整 till、 防 爲 ネ ッ ト の i fi正な維構理等を指導する。

o原産地の偽装表11示などの不適正な表示を確実に発見するため、

関係機関と連携し、 元素分析等の科学的手法を用いた検査を

実施し、県民の食に対する安心感の酸成を図る。

o食品衡生法等の一部改正を踏まえ、 食品等事業者に対する

H A C C  P ( ハ サ ッ プ : 危 害 要 因 分 析 重 要 管 理 点 ) を 用 い た

衛生管理方法の適正な運用を確認及び支援する。

o水道用水の水源でもある重ヶ浦の水質浄化は、 極めて重要で

あることから、一日推進する。

filii 'tiffな提a境づくり

① 子青て支1展 、 コ ミ ュ ニ テ ィ の 維 持 な ど 、 県 民 の 互 意 ・ 互 助

(助け合い)の精神を藤成する。

(2) 人口滅少や少子高齢化が造行する中、地域の移動手段確保な

どの観点から、国や市町村と連携して、市町村を越えた広域路

線 パ ス な ど を 含 む 公 共 交 通 ネ ッ ト ワ ー ク を 検 討 す る と と も に 、

地域住民にとって必要なパス路線の絶持確保を図る。

※ ③ 中山間地域の高ei者等の交通不便者への対策として、自動運

転車等の次世代モピリティの社会実装に向けた取組を促進する。

④ 県民生活に欠か・lトない生活道路の安全確保をはじめ、串l線道

路の雑持・ 補修や、県管理中小河川の改修及び波操に対して、
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大幅な予算確保に努める。

⑧ 水資温の安定的確保や用水供始対策、治水対策の充実強化を

進める。

o電ヶ浦導水事業については、重ヶ浦及び桜川(千波湖)の水

質淨化、利根川及び那珂川の温水被書の軽減、並びに新規都

市用水の確保のため不可欠な事業として、 関係者の理解を得

ながら、関係都県と連携し国への動きかけを行うなどにより

業 理 を 図 る 。

⑥ ごみの滅量化・再資渡化等の対策を推進するとともに、ご み

処理施設の整備促進を図る。

⑦ 下水道、農業集落排水施設や合併処理浄化糟の整備を推進す

るとともに、量ヶ浦(西浦、北浦、常陸利根川)、牛久沼、1固沼

などの湖沼・河川の水質淨化対策を強化する。

⑧ 資源循環型社会一;くりのため、環境教育を推進し、環境保全

l目fa i軍動の強化を図る。

⑨ 産業界等の様々な主体と連携し、プラスチック使用量の削減

や ぺ ッ ト ポ ト ル の 水 平 リ サ イ ク ル の 普 及 を 図 る ほ か 、 使 用 済 プ

ラスチック製品の分別収集、再資源化に係る市町村の取組を後

押しし、プラスチック資源括環を推進する。

〇 地域と共生した再生可能エネルギーの導入、省エネルギー施

設整備や次世代自動車の普及など、 脱炭素杜会づくりに向けた

取り組みを推進する。

o 「 い ば ら き ヵ ー ポ ン ニ ュ ー ト ラ ル 産 業頭,点創出プロジ,ク ト 」

に費同する企業、大学、研究機関、国や自治体等の関係機関

など、産学官の連携・協動がより一層深化されるよう、県が

リ ー ダ ー シ ッ プ を 発理 し、取組を推進する。

〇 太田光発電の導入については、地域住民の理解を図るととも

に、 自然環境に配意した適正な導入を促進する。

〇 いばらきエネルギーシフト促進事業について、多くの事業者

が活用できるよう、拡充を図る。

lilO 表城県地球温暖化対ill実行計画に基一二;き、二酸化炭素排出削
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減に向けた県地動や事業者の環境負荷低滅の取り組みを推進

するなど、地球温暖化対策を総合的・計画的に推進する。

o家度部門における大幅な二酸化炭素排出削滅を達成するため、

各家庭での取り組みを促進し、分かりやすい情報発信を心が

け、意識の啓発を推進する。

o事業者における二酸イ限表排出量削減のための対策支援や、

環境マネジメントシステムの普及など、特に中小規模事業者

への取り組みを推進する。

〇 森林湖沼環mの活用を図る。

o県民共有の財産である表林や湖沼・河川等の自然環境を、そ

の公益的機能が十分に発轉さ れ る よ う な 状 態 で 次 代 に 引 き 継

いでいくために、その税収を効率的に活用する。税を活用し

た事業の重要性や公益性について県民の十分な理解を得るた

め、 取組による経済効果について数値目標を設定するなど、

県民への恩意などの「見える化」に向けた情報を積極的に発

信する。

〇 世界湖沼会議の成果を踏まえ、湖沼に関わる関係者などの協

力関係のもと、願に環境学習等の機会を提供し、環境の保全・

改善に資する新たな]1雄[、成果に結びっけていく。

〇 地域との調和を図りっつ、日立市観訪町地内に計画する新た

な産業廃室物最終処分場の整備を進める。

111 1) 心をl かにする文化の1最a
伝統芸能や文化を次代に継承するとともに、新たな芸術、文化

の振興を図り、 心豊かな生活を送る中でi郎土愛の酸成を図る。

0a スポーツのlit
① 身近なスポーツへの関心や参加意欲を高め、スポーツを通じ

た県民の能增造、体力づくりにつなげる施策を推進する。

② スポーツを核とした地域振興やスポーツ産業の番致、青成に

取り組み、スポーツを通じた地域の活性化を推進する。

③ 地域活性化や;it力度アップ等を目指し、青少年を対象とした

全 国 規 技 の ス ポ ー ツ 大 会 の M 的 な 義 致 に 取 り 組 む 。
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④ ス ポ ー ツ 選 手 の 青 成 強 化 の た め 、 フ ィ ジ カ ル ト レ ー ニ ン グ 、

食 事 ト レ ー ニ ン グ 、 身 体 の メ ン テ ナ ン ス ( 先 進 的 な 医 療 を 含 む )

面 か ら ア プ ロ ー チ す る 体 制 を 整 備 す る と と も に 、 ス ポ ー ツ ト レ ー

ナーを県内各地の拠点に配置する。

⑤ 表城国体終了後においても、大会開催のレガ'シーとしてより

-Jiのスポーツ振異を図るため、引き続き老i9化した施設・設

備の改修に取り組む。改修にあたっては、 t*害 者 ス ポ ー ツ の 推

進や競技水準の向上を図るため、 障善者も利用可能な施設とな

る よ うmする。

⑥ 全国規模のスポーツ大会の支授や国体正式競技に加え、デモ

ン ス ト レ ー シ ョ ン ス ポ ー ツ 般 技 も 視 野 に 入 れ た 記 念 大 会 を 開 催

す る こ と に よ り 、 ス ポ ー ツ 人 口 や ス ポ ー ツ 交 流 人 口 の 拡 大 を 図

る o

1111 台属等の:ll;最ll災書対策

(i) 通m書やテロ等の1泰急事態に対応するため、能・消防・

海上保安庁・自衛隊・災数点病院等や行政との連携を強化し、

危機管理体制の整備や支選策の充実を図る。

o県広報紙等を活用し、 県民の防災意識向上のための情報を全

世帯に配布する。

o事前に災害発生時の状況を想定し防災行動を時系列で整理し

た行動計画、いわゆるタイムラインを個人ごとに作成する。

o防災に関する専門的知識・技術を持つス ーシ ャ リ ス ト を 育 成

して配置する。

o県で総合的に情報を収集して自洽体間で共有する。 気象情報

を的確に把握するため、 県に気象予報士を配置する。

o S N Sなど多様な発信手段を活用し県民に正確かつ迅速に情

報を伝える。

o防災教青に関連した内容の一元化を図り、 学校における防災

教育や防災訓線を推進する。

o地域における自主防用観、 消防団の強化や防災訓技への支

授 を 行 う と と も に 、 地 域 の リ ー ダ ー と し て の 活 躍 が 期 待 さ れ
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る防災士の積極的な活用が図られるよう、 市町村への支授を

強化する。

o線状降水'常の発生により、洪水や土砂崩れなどの発生が予見

される場合には、 自主防災組織による初動対応が地域住民の

命 を 守 る 健 と な る l : と か ら 、 災 害 ハ ザ ー ド ェ リ ァ 内 に お け る

自主防用機の結成を促進する。

o 選 難 所 の 冷 暖 房 の 整 備 や ト イ レ の 增 設 、 プ ラ イ バ シ ー の 確 保

な ど 開 性 の 保 持 を 田 す る 。

o災書の事前対策に対する中小企業の意識付けを進めるととも

に、災害により甚大な被害を受け、再建困難な産業等を支授

するため、 企業間の連携の強化を田する。

o令和元年台風第19号等により被書を受けた河川について、

本川・却llを含めた抜本的な河川改修を推進する。

o災者時における廃索物の迅速かつ円滑な処理のため、 市町村

による災書廃室物処理計画の策定を支援するとともに、関係

機関との連携・協力による広域的な処理体制の構業に取り組

むo

o流域治水の考えのもと、ハード対策として、浸水被書が大き

い市街地の区間など、優先度の高い箇所の提防整備、河道掘

削を実施していくとともに、 ソ フ ト 対 策 と し て 、 洪 水 ハ ザ ー

ドマップの作成に必要となる洪水浸水想定区域図を、すべて

の河川で令和6年度までに作成する。

o内水氾濫対策として、新たに「内水対策に関するワンストッ

プ相談意ロ」を設け、市町村が内水対策を実施するうえで抱

える課題などを包括的に受け止め、 関係部で連携しながら技

術 的 な 支 援 を し て い く と と も に 、 内 水 ハ ザ ー ド マ ッ プ の 作 成

についても働きかけていく。

o河川氾濫など水害からの逃げ通れによる人的被害ゼoに向け、

市町村と連携し、マイ・タイムラインの普及・啓発や選難行

動要支提者の支提体制の充実・強化に取り組むとともに、洪

水ハザード内の全住民を対象とする選難行動を呼びかける訓
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練を全市町村で実施するなど、 地域防災力の強化に努める。

00 国:l:強a化al推遭

(i) 切適する巨大地震等や気候変動の影響により境発・激甚化が

藤念される気象災害等を踏まえた防災・減災対策を着実に識じ、

国土強理化を強力に推進する。

(a) 災書に強い原土 一二S くりのため、「防災・演1111,、国土強靭化のた

めの5か年加違化対策」を有効に活用し、自然災害時の減災・

防災対応として、道路の法面・盛土対策や冠水対策、河川の流

木対策、海岸現防の高期対策等のインフラ整備を積極的に推造

する。

③ 「防災・減災、国土強m化のための5か年加速化対策」を確

実に実施するとともに終了後も、国土強觀化の取組みが迅速か

つ確実に実施できるよう、構の抜本強化を図る。

o令和元年東日本台風等により被書を受けた公共土木施設の迅

速な復旧・復興に取り組むとともに、災書に強い国土一二; く り

を着実に推進するため、 地方の社会資本整備財源の十分かつ

安定的な確保を国に働きかける。

o5か年加速化対策について、計画的に事業を推進するため、

5か年加速化対策後も、必要な予算・財源を別紳で継続的に

確保できるよう、国に働きかける。

o事前防災・滅災対策の強力な推進により激甚化する自然災書

に対する安全を確保するため、 河川改修や地域間交通のダブ

ルネットワーク構築など国土強組化予算の重点配分並びに大

幅な予算增を国に働きかける。

o将来の財政負担を抑える予防保全に早急に移行するため、 惨

断・修結等の長寿命化に必要な予算の別枠確保及び安定的な

財源確保を国に働きかける。

o平常時災害時を問わず経済を支える物流の効率化を図るため、

重要物流道路の更なる指定及び指定路線の早期補助事業化に

よる重点整備を国に働きかける。

④ 地域住民の安全安心に直接的な置任を有する基磁白治体を長
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期 的 か つ 安 定 的 に 支 え る こ と が で き る よ う 、  地方整備局等の体

制の充実・強化や災害対応に必要となる資機材の更なる確保を

図 る よ う 、 国 に 働 き か け る 。

※ ⑤ 災善復旧時のl地点となる土木事務所等の機能強化、技術職員

による災害への対応力の確保を図る。

;!i ⑥ 公共施設(橋集・トンネル等の土木機造物など)の老ff化対

策として、長寿命化計画を定め、予防保全型の維持管理を推進

するとともに、計画に基づく施設の適切な更新に勢める。さら

に橋果については、 災書に備えて lilt震化を推進する。

⑦ 住民の安全確保を優先し、一部屋のみを耐震化する等、家屋

全体の耐震化以外の耐震改修について普及啓発等を行うととも

に、助成措置の充実を図る。

③ 国土強觀化に向けた取り組みを推進するため、国土強組化地

域計画の県内全市町村での早期策定に向け、 支援を強化する。

00 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 能m
※ ① 引き続き、高齢者・障害者福lilt社設における感野防対策や、

発生した場合の感染拡大防止対策に万全を期し、高餘者・障害

者の安全・安心を確保するよう努めること。

② い わ ゆ る コ o ナ 解 に 書 し む 方 に 対 し 、 寄 せ ら れ る 相 談 に

丁事に耳を傾け、相談者に寄り添った対応に努めること。

③ 新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯

などが、早期に生活を再建できるよう、生活福祉資金の貸付け

や表食住の提供を行う支援など、相談者一人ひとりに寄り添っ

た丁章な支援に取り組むこと。

【新温】 ④ 新型コoナゥイルス感染症は5類へ移行されたが感染力は変

わ っ て い な い 1:とから、院内減染等危険と降り合わせの業務を

行う医療機関に対し感染を防ぐための備品に対する支提を行う

こ と o

2.「新しい」t業・◆用をつくる

(1) 人ロa少を可能な限りaやかにし、 持続的な活力ある地fill:会
を・る た 0 、  本!'の地前生に向けた;取組の強化
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① 県総合計画の一部として位置付けた本県の「まち ・ 〇 と ・し

ごと創生総合戦略」(県総合戦略)を着実に推進するとともに、

いばらき自民党から提出した「地方創生のためのアイデア施策

提集」(164項目)を十分に参考にして、真の地方創生を進める。

② 県総合戦略に関連する指標について、 県総合計画書議会にお

ける評価・分析、検証を踏まえて、施策の実効性を高め、県総

合戰略の着実な推進を図る。

③ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、市町村とも連携し

ながらデジタル技術を活用した取組を進める。

④ 先駆性のある取組などを対象とする国のデジタル田園都市国

家構想交付金(地方創生推進タイプ、地方創生拠点整備タイプ

など)を有効に活用し、さらなる地方創生を推進する。

(2) 新産業青成. 中小企業の業能操・事業承総支通

① 「県全体として様ぐ力をつくり出す」という基本理念を根本

に 据 え 、 新 し い 産 業 政 策 を 再 機 集 し て い く a そ の た め 、 商 ]:業
や農業はもとより、医療、介護、健康、食品、教青、科学技術

などで新産業を創造する。一方、 これまで本県経済を支えてき

たものづくりなどの既存の産業や中小企業についても一i発展

させる。

② 表城の持つ最先端科学技術の強みと特色を生かし、中長期的

な視点から、起業支援、新産業の創出やペンチャー ・ 新 事 通

開への支授、産業人材の確保・育成などへの投資を促し、新た

な需要と雇用を生み出すとともに、若者に対し起業家精神の青

成を進める。

③ 最先端の科学技術や数多くの研究人材の集種を游る「つくば」

は 、 本 県 の 大 き な 原 動 力 で あ り 、 そ の イ ノ ベ ー シ ョ ン を さ ら に

9 き 上 げ 対 日 投 資 を 呼 び 込 み 、 シ リ コ ン バ レ ー の よ う に し て い

く o

o産業技術総合研究所をはじめとするつくば地域の先端技術研

究機関との連搜強化を図りながら、創業や新事業展開の促造

を図る。
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oつくばの科学技術の集1整を活用し、 ラ イ フ イ ノ ベー シ ョ ン ・
グ リ ー ン イ ノ ベーション分野の新事業・新産業の創出を通じ

て、我が国の成長・発展に責献するため、「つくば国際戦m
合特区」の取り組みを推進する。

o「つくば・東海・日立」を有機的に結び付け、最先端科学技

術換点の形成を図る。

o 新 産 業 を 核 と し た ス タ ー ト ア ッ プ や 企 業 を 根 付 か せ る た め の

取り組みを強化すること。また、「つくば」に集積した科学技

術や研究人材等の強みを生かし、新産業の創出、青成、事業

展開の実現を図り、新産業の理点化を日指すこと。

④ ベ ン チ ャ 一 企 業 を は じ め 、 ス タ ー ト ア ッ プ を 強 く 支 援 し て 、

「 起 業 す る な ら 茨 城 」 と 言 わ れ る よ う に ス タ ー ト ア ッ プ 立 県 を 目

指すとともに、県内で起業したペンチャ一企業が県外に流出し

ないよう、有効な支援施策を講じ、ペンチャ一企業の育成・集

積につなげる。

⑤ 字宙航空研究開発機構(JAXA)をはじめ、国の研究機関等

と連携して、字宙関連ペンチャ一等が活動しやすい環境づくり

に取り組み、多くの企業が字富ビジネスに挑戦できる換点形成

を進める。

⑥ 地域の活性化や再生を図るため、国家戦略特区、地域再生、

流 生 な ど の 制 度 を 総 合 的 に 活 用 す る 。

⑦ 本県経済の基盤を形成する中小企業の新製品・新技術の開発、

販路拡大を支援するl:とにより、創造性・目立性に富んだ中小

企業の育成を図る。

③ 環境・ バ イ オ 分 野 を は じ め と す る リ ー デ ィ ン グ 産 業 の 新 規 立

地や事業拡大の大きな解となる人材確保について、 地元市町

村や企業・学校等の連携により、技術系人材を確保するととも

に、若年労働力の地元採用・定着を目指す。

⑨ 大強度陽子加速器施設( J P  ARC)における中性子の産業

利用を促造する。

⑩ 地方の人口滅少を食い止めるためには、国としての地方から
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東京目への人口流出に歯止めをかける対策が必要であ り、 「地域

における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修

学及び就業の促進に関する法律」に基づき、東京23区内の大

学の定員增が規制されたところであるが、 さらに実効性を高め

るため、地方大学・地域産業創生交付金制度の拡充等について、

国に対して働きかける。

Iii) 内需の停1特や申国経済の減速などによる悪影響等により、必

要な事業資金の円滑な調達に支障を来している中小企業に対し、

信用保証協会におけるセーフティネット保証制度等の円滑な利

用の促進や返済負担の軽減など、より一層の金融支授制度の充

実を図る。

〇 大手企業との交流や産学連携による技術開発を促進し、今後

成長が期待できる環境・新iネルキーや健康・医療機器等の産

業分野への県内中小企業の参入を積極的に支選する。

〇 県内中小企業の地域資減の活用や農商工等連携による新事業

への取り組みの支授を強化する。

〇 中小企業の新製品・新技術の開発に必要な技術シー スの移転

や I  o T活用を支提するとともに、 I CT等の次世代技術を活

用しながら、創造的企業・起業家の育成を強力に推進する。

〇 サービス業など労働集約型の地域密着型企業の新規立ち上げ

により、地元目用を創出し、中心商店街等の限わい復活につな

げる。

〇 中小小売店等を支援するため、街づくりと一体となった中心

市街地の活性化や、限わいのある商店街づくりを能する。

〇 大型店の撤退や交通相の弱体化等に伴う高餘者など買い物困

難者の增大に対応するため、 市町村等と連携した空き店舗への

出店を積極的に支援する。

〇 業mの円滑化に向けた支授の充実を図る。

※ 〇 厳しい経営環境に直面している建設業のイメージアップを図

るとともに、県発注工事について、ゼロ債務負担行為や速やか

な繼越、余裕期間制度の活用、適正な工期の設定等により、施
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工時期の平準化を図る。 併せて、 経営革新や地域貢献に取り組

む業者に対する支援の充実や県内業者育成のための地元業者へ

の優先発注を行う。

o建設業の働き方改革や就労環境改善を進める取り組みとして、

適正な工期設定並びに経費補正の遭用のもと「通休2日制促

進工事」を実施するとともに、建設現場における男女ともに

働きやすい環境整備の一環として、 建設関連団体など協力し

て「毎月土里日一斉休工」を推進するなど、着者や女性を含

めた建設業の担い手確保・青成に努める。また、これらの取

り組みが民間工事へも反映されるよう周知撤底を図る。

〇 中小企業における女性活題の取組を加速させるため、 女性活

国推進法に基づく事業主行動計画の策定を便す。

の 働き方改革を進めるため、テレワークなど多様な働き方が可

能な環境の創出を推進する。

〇 新たな地域経済の担い手を創出し産業の新陳代謝を促進する

ため、女性を中心とし・It起業を促進するとともに、後継者不足

と の マ ッ チ ン グ を 図 る 。

② T P Pなどの経済連捜協定については、農業分野をはじめ、

幅広い分野に大きな影響を及ぼすことが態念されるため、 国際

的な動向を踏まえながら、状況がどのように推移しても万全の

構 を 識 じ る よ う 政 府 等 へ 働 き か け る 。

の コoナ福で技弊した地域経済を再生させるため、事業者支授

体制の構集に取り組むとともに、次の磁染拡大に備え、事業者

支援のさらなる強化を図る。

〇 県 北 地 域 の 申 小 構 を 活 性 化 さ せ る た め 、 つ く ば 地 域 の 持

つ科学技術やペンチャ一企業と有機的に結びつけるとともに、

デジタル技術を活用した企業の競争力を強化すること。

e 物価やiネルキ'一価格の高Bの影響を受けている医藤、社会

福祉施設や学校のほか、 農業者や通送事業者をはじめとする中

小企業等に対し、負担の軽滅に向けた対策を識じる。

(3) 表城のnを支えるインフラ・i l l
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① 陸・海・空の広域交通ネット,プークの整備を図る。

o首都日中央連絡自動車道については、 4車線化の早期完成を

国等に働きかけ、整備を促進するとともに、 I C ア ク セ ス 道

路の整備を推進する。

o東関東自動車道水戸線については、 県内区間の全線開通に向

けて整備を促進し、さらには、處的・神栖方面への延伸に取

り組む。

o新4号国道の6車線化や、国道6号及び国道50号の4車線

化について、早期完成を国に働きかけ、整備を能する。

【新温】 o県北、県央地域の地域活性化に資する水戸外環状道路及び茨

城北部幹線道路の整備を推進する。

o遭路整備に必要な財渡を確保し、国・県遭などの幹線道路相

の整備を滞ることなく推進する。

※ o表城空港については、 民航機の着陸ルールの弾力的通用が開

始 さ れ た こ と か ら 、 国 内 、 国 際 定 期 便 や チ ャ ー タ ー 便 、 ピ ジ

ネ ス ジ , ツ ト な ど を で き る だ け 多 く 番 致 で き る よ う 取 り 組 む 。

※ o 表 城 空 港 に ピ ジ ネ ス ジ , ツトの建機場を增設し、海外富裕Ji

等との交流促造につなげる。

o表城港及び鹿島港の整備を促進するとともに、定期航路の開

設など、利用拡大を図るため、効果的なポートセールスを行

う o

② 用 発 展 に 結 び つ け る 幹 線 道 路 ネ ッ ト ワ ー ク 相 の 整 備 を 図 る 。

o石岡市から笠間市間の道組神峰のトンネル化を実現して、 大

子 町 方 面 に 向 か う ( 仮 称 ) 茨 城 経 幹 能 路 の 整 備 を 造 め る 。

【再掲】

o筑西幹線道路について、 全線を早期に結ぶことを最優先に、

配 を 造 め る 。

③ つ く ば エ ク ス プ レ ス 等 の 装 道cillの利便性向上を図り、首都目

との連携を強化するとともに、魅力ある治線開発を推進する。

oつくばエクスプレスの東京駅までの延伸の早期実現を図る。

oつくばエクスプレス沿線の早期市街化を図るため、土地区画
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整理事業を推進するとともに、 戰略的なP R に よ り 、  「つくば

スタイル」の定着を図る。

oつくばエクスプレス沿線の県有地の分識推進と優良企業の議

致を促進する。

④ 地域振興や観光振興を図る観点から、つくばエクスプレスの

県内延伸に向けた取り組みを推進する。

⑤ 東京直結鉄道(地下鉄3号線)の県西地域への延伸を田す

る o

⑥ ひたちなか海浜缺道漢線のひたちなか地区への延伸について

は、 〇たちなか地区開発を進展させる取り組みの一つと位置付

け、市と一体となって延伸の実現に取り組む。

(i) 遭路・橋果・トンネルの補修、道路の除革・防革対策、白線

の引き直し、河川の竹木の伐採、増種土砂の除去など、維持補

修を進める。

⑧ 海門橋など、老朽化した橋果の集け替えに計画的に取り組む。

(4) 企業立地のaカな推道、地tt1最a
① 企業ニーズに即した本社機能移転強化促進補助事業等各種優

通措置や企業が活動しゃすい事業環境の整備、戦略的な企業議

致策の実施などにより、 企業立地や新たな成長分野等の本社機

能の移転を促進し、 力強い産業と雇用の創出を図る。

o様々な企業の事業環境が向上するように、交通ネットワーク

を は じ め と す る 各 種 イ ン フ ラ の 整 備 は も と よ り 、 優 通 制 度 の

拡充、各種許認可の迅速簡素化に努め、地域間競争に負けな

い産1室基盤づくりを造める。

② 大型投資の進む次世代自動車や半導体関連産業のクラスタ一

化を図るため、関連企業の番致に積極的に取り組み、雇用の創

出を図る。また、それらの企業の製品を県内企業が活用しゃす

く な る よ う P R を 行 う な ど 、環1境二; くりに努める。

③ 首都日中央連絡自動車道の沿線地域では、旺盛な産業用地の

需要に対し迅速な供給が要'fの 課 題 と な っ て い る こ と か ら 、 一

社でも多くの企業を本県に呼び込めるよう、市町村が主導する
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開発計画の支授強化を図るとともに、 県施行による産業用地開

発を含め他県の先を越す産業用地供給に向けた取り組みを強化

する。

④ テ レ ワ ー ク を 活 用 す る I  T ・ ペ ン チ ャ 一 企 業 の サ テ ラ イ ト オ

フィスなど、企業の In点の本県への番致促進を図る。

⑤ 地元企業、農家、研究機関と連推できる食品産業等の集積な

ど新しい発想と戰略で対処する。

⑥ 県等保有土地については、県有地等処分・管理対策本部にお

いて、土地の利用価値、取引の実勢や将来の金利負担等を総合

的に勘集した弾力的な価格設定を行うことなどにより、全庁挙

ifて早期処分に取り組む。

o企業誌致を推造するため、 全庁的に開発公杜と連搜を密にし

て、 公社領が有する専門的な知識・技術等を活用するなど、

販売体制の強化に努める。

(i) 茨城中央工業団地(笠間地区)へのおかめ納豆(タカノフー

ズ)立地に伴い、常響自動車道利用者に納豆の製造過程展示、

限売、食の提供を行うことにより、本県特産品をアピールする。

併・ttて、同団地の造出企業の製品を展i示 し 、 企 業 の イ メ ー ジ ア ッ

プ と 地 域 農 産 物 ( ク リ 等 ) の 直 売 も 併 せ て 行 う な ど 、 県 内 版 ア

ン テ ナ シ ョ ッ プ と し て 活 用 す る 。

⑧ 書産試験場跡地は、県央部発展の起爆刻として活用する。

n 若者が集う大学等の需致

tロ1 本社機能、 サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス な ど の 番 致

Pl 工 場 、 倉 庫 な ど へ の 単 開 は し な い

目 リ ト ル シ ー ア の メ ッ カ と な , て い る 現 状 を 継 続

m 県立I T末来高校の開校を活かしたI T拠点化構想

③ ひたちなか地区は県内有数の開発可能性を持つ地域であり、

今後、未利用の国有地で新たな工業団地を確保し、企業を義致

することは重要と考える。工業団地が確実に整備されるよう、

市との連解制の更なる強化を図る。

(5) 北 ll東新解口の創生と東日本のまllロとしてのa能・生
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① 北関東自動車道など陸・海・空の広域交通ネットワークを生

かし、茨城・栃木・群馬の北関東ll l県をはじめとした隣県等と

の官民一体となった連携を推造し、交流の拡大を図る。

o茨城空港の活用も取り入れた広;tf観光ルートの開発をはじめ、

産業、科学技術、保健・医療等、幅広い分野で地域資瀬の活

用を図る。

② 常 陽 銀 行 と 新 木 県 の 足 利 ホ ー ル デ ィ ン グ ス と の 経 営 統 合 ( め

ぶ き H  D )  を契機に、蛎木県及び群馬県とのさらなる連携強化

のもと、新たな北関東3県経済日の構集を視野に入れた産業展

開を図る。

(6) 国内有数の・業u型l!を成・i '業として発最させHかる●業を

実現

① 本県農業の成長産業化に向け、経営者マインドを備え、儲か

る農業を実隆する担い手の青成・確保を進めるとともに、スマー

ト農業の取り組みや農地の集積・集約化による生産性の向上、

本県農産物のブランド力強化や6次産業化による付加価値の向

上、国内外への新たな販路拡大等を推進する。

;!i (2) 人口滅少による国内市場の結小や、ロシアによるウクライナ

侵攻など国際情要llの不安定化による生産資材等の価格が高膝し、

農業を取り卷く環境が般しさを增す中、全国有数の農業産出額

を誇る本県は、安全・安心な農産物を安定的な供給していく役

割を担,ていることを踏まえ、輪入依存からの脱却に向けた構

造 構 づ く り に つ い て 、 ス ピ ー ド 底 を 持 つ て 取 り 組 ん で い く 。

③ 「意水」、「常陸の1配 き」の高投店での取m続等に場め る と

と も に 、  ト ッ プ ブ ラ ン ト 化 に 取 り 組 ん だ 手 法 を 他 品 目 等 に も 応

用し、本県農林水産物全体のイメージアップと限売促進を図る。

ま た 、 メ ロ ン の 「 イ パ ラ キ ン グ 」 や イ チ ゴ の 「 い ば ら キ ッ ス 」

な ど の 県 産 オ リ ジ ナ ル 品 種 に つ い て 、 o ツ ト の 拡 大 に よ る 認 知

度向上を図る。

④ 「かんしょ」について、国内外の需要にしっかりと応える必

要 が あ る こ と か ら 、 消 量 者 や 実 需 者 の ニ ー ズ に 応 え る 生 産 拡 大
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の支授や年間を通じた安定供拾を視野に入れた]Ill組を推進する。

⑧ 本県農林水産物や加工食品のブランド化や輪出促進に向け、

GI (地理的表示)の活用を進める。

⑥ 農商工連携や医福食農連携、6次産業化を進め、農林水産物

を利用した付加価値の高い新たな加工商品等の開発を支援する。

また、商品開発、販路開拓などの専門家を集めた「6施業化

サ ポ ー ト セ ン タ ー」を活用し、生産から加工・販売に取り組む

意欲の高い農林漁業者に対し、一買した通を行う。

(i) 国の米政策の転換に伴い需要に応じた生産が求められる中、

本県稲作農家の経営を安定させるため、 i同料用米等の戦略作物

に対する支援策である経営所得安定対策などが継続的・安定的

な 制 度 と な る よ う 、 国 に 強 く 働 き か け る口 また、主食用米から

阿料用米等の新規需要米への転換にあたり、経営的な優位性を

確保できるよう、産地交付金の見直しを投討する。

;!i ⑧ 本県産米の消費拡大を図るとともに、「特A評価」の獲得やブ

ランド化、米粉の活用促進に向けた新商品の開発支接など、利

用拡大及び需要拡大に積極的に取り組むとともに、農業大県と

して近年の気象変動に対応する高温耐性に優れた次世代コシヒ

カリ等の開発普及に取り組む。

⑨ 表城県主要農作物等種子条例に基づき、種子生産者や関係機

関と相互の連携總力した上で、必要な体制を整備しつつ、需要

の見込まれる米、表、大豆及びそば等の異励品種の指定、原種

及び原原種の生産など、優良な種子の生産供給に取り組む。

;!i 0;ib 地域の特性に応じて、コーディネータ一役を担う J A 、 市 町

村、 農業委員会などと農地中間管理機構が一体とな,て地域計

画を核に、農地の集積・集約化を一体的に推進する。

〇 畑地の基盤整備を造め、園芸品日の一属の品質向上や安定生

産対策を総続的に行うとともに、情報発信や効果的なP R等を

推進し、 消費者や実需者に信額される収益性の高い園芸産地の

育成を図るなど、地域特性に応じた農業振興に取り組む。

※ 〇 産地等における新規就農者の受入体制の充実や法人等におけ
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る雇用就農の拡大などにより新規就農を促進するとともに、 企

業等の農業参入を積極的に推進する。

〇 収益の向上を目指す農業経営体や農業参入を希望する経営体

等に対して、法人化や目用、賃金、農地の確保などの課題解決

に向けて専門家を派造し経営発展を支援するとともに、意欲あ

る中小農家の相談にきめ細やかに対応できる相談体制の整備を

図る。

〇 本県が有する意まれた教育、研修、研究環境を生かし、農業

者等が営農しながら経営の発展段階に応じて、 体系的に経営手

法や先進技術等を習得できる識座の充実と受幾者の利便性を図

る o

〇 中山間地域や水田作・畑作地域など、県内各地域の実情に応

じたきめ細かな農業者の確保・育成を進めるとともに、経営規

模に大小に関わらず、意欲のある農業者や新規就農者が挑戦し

や す い よ う 、 農 業 換 械 の レ ン タ ル や リ ー ス な ど も 含 め た き め 細

やかな支援を行う。

〇 農業生産条件の不利な中山間地域の農業振興を図るため、 当

該地域を対象とした事業 要件の援和や支援の拡充を行うとと

もに、担い手不足解消のため、法人の参入を促進する。

〇 選休農地については、国の助成措置を最大限活用しながら地

域の再生利用の]1随Lを支提するなど、 その解消と未然防止を図

る o

〇 国内外の産地間餘争に打ち勝つため、書産の生産基盤強化や

県オリジナル種書を活用したブランド力強化、輸出拡大等を推

進するとともに、書産環境対策と家書衡生対策の充実強化によ

る書産経営の安定化を図る。

〇 強い農業の基盤 一二S くりを造めるため、未整備地域における農

地の基盤整備を着実に進めつつ、 生産性の向上を図るためのE

場の大区画化や畑地かんがい等の整備、土地改良施設の修構・

更新対策の充実強化など、農業農村整備事業を計画的に推進す

るために必要な財演を 確 保 す る よ う 、 国 に 強 く 動 き か け を 行 う 。
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② 物価高展の影響を受けている土地改良区に対し、 運営経1量の

削減に有効な体制の見直しや、施設の省エネルギー化の取組の

促進等により、情勢変化の影響を受けにくい体制づくりを支提

する。

〇 農村地域の生活基盤の整備を支援するとともに、地域資源を

生かしたこだわり産地や、快適で魅力ある農村環境づくりを推

進する。また、地域リーダーの育成や農産物直売所の機能充実、

都市と農村の交流を促進し、農業・農村の活性化を図る。

〇 ィノシシなど有書爲戦による農作物被書は、経済的な被書の

みならず、営農意欲の減退等の影響が想念され、耕作放葉や離

農等の要因になるl:1とから、狩9事.者の育成や有者島獣の目撃情

報の周知線底を図るなど適切な対策を識じるとともに、島歡被

害防止総合対策交付金等を活用し、効果的な対策の強化に取り

組む。

② ィノシシによる農作物等への被書防止対策として、イノシシ

肉 の 利 活 用 ( ジ ピ エ 振 興 ) を 進 め る 。 ま た 、 イ ノ シ シ の 捕 獲 や

処理、販売、消費に至る出口戦略を一元的に担うための組繊体

制の強化を図る。

の 多面的機能支払交付金などの日本型直接支払制度を充分活用

し、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る取組を

-Ji推進する。

〇 輪入飼開格に左右されない書産経営体への転換を図るため、

銀l料自給率の向上や飼料価格高隆対策に対する支援を行うとと

もに、 価格安定制度も含めた乾牧革価格の高隆に対する支解

の実施を国に動きかける。

@ 隊無が発生した養隊農家に対しては、法に基づく支援や融資

制度などがあるが、再び収入を得るまでに1年以上を要する場

合 が あ る こ と か ら 、 養 豚 農 家 が 安 心 し て 経 営 を 続 け る こ と が で

きるよう、国の手当金が交付されるまでの期間に必要となるつ

なぎ融資により、発生農家の当面のii金繰りを支提する。

0 森林の有する公益的機能が将来にわ ・It, て 発ISIさ れ る よ う 、
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県民の理解と協力のもと、 表林湖沼環境税を活用し、 林業経営

体への表林経営の集約化や使採とその後の表林の再生を図るた

めの再造林など、森林の保全・整備に取り組むとともに、茨域

県県産木材利用促進条例に基一;き県産木材利用につ いて目標値

を定めて促進し、健全な表林の育成と林業・木材産業の振興を

図る。

【新温】 e 表林環境識与税は、全ての市町村等にa与されており、市町

村が中心となった表林整備が本格化することが期待されている

ところ。しかしながら、市町村によって、保有する森林の面積

や森林に期待する機能のほか、業務体制等に差異があることか

ら、各市町村の状況に応じた支援を行うことが重要である。一

方で、市町村に専門的な技術に習熱している職員が少なく、ニー

ズに応じた施策を行うために専門職の養成が課題である。

そのため、 県内唯一の林業を学べる学科を有する大子清流高

校における学習内容の拡充、全国から学生を受け入れる学生基

や卒業後も林業の専門課程を学ぺる場の創設等、 必要な支授を

投討する。

〇 漁協組織と連搜して担い手の青成確保、漁労設備の更新、漁

獲物の高鮮度化、 6次産業化など企業的経営体の育成を進める

とともに、資演管理型漁業や裁培漁業、漁業の基地となる漁港

や大規模水産加工場立地などの基盤整備を推進し、 漁 業 と 能

加]二業が共に成長していく水産業の成長産業化を図る。

@ 障 者 者 の 働 く 場 所 を 確 保 し 、 農 業 の イ メ ー ジ ア ッ プ に も 資 す

る た め 、 福 祉 施 設 等 と 連 携 ( 農 福 連 携 ) し 、 障 書 者 の 田 野

への就労を促進する。

Ia) 合風被害等の多発と被害拡大を踏まえ、低コスト耐候性ハウ

スの導入や老朽化等により十分な耐候性がなく対策が必要な農

業 用 ハ ウ ス に つ い て 、 ハ ウ ス の 補 強 や 防 風 ネ ッ ト の 設 置 等 を 促

進する。また、令和元年東日本合風のような甚大な災害が発生

した場合には、 被災した農地・土地改良施設の災書1ti旧事業に

ついて、 激甚災害指定による補助率の高上げを国へa きかける。
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@ 高い収益性や商品性が見込まれる魚種を対象に養殖技術の開

発を進めるとともに、企業や漁業者等のn業への参入を促し、

養殖産業の創出に取り組む。

3.「新しい」人材を青てる

(1) 次代を担う人llオ青成

① 県民の教青に対する関心と理解を深めるため、知事部局と教

育庁など関係機関が一体となり、全庁的に「いばらき教青の日」

(いばらき教青月間)における取り組みを推進することにより、

学校・家庭・地域が連携した社会全体の教青力の向上を図る。

② 「茨城!果家庭教青を支選iするための条例」 の施行を踏まえ、

学校、家庭、地域など関係機関の連携を強化するとともに、家

庭教育通に対する総合的な施策の推進を図る。

③ 生種にわたる人格形成の基使を培う乳幼児期から子どもの発

達段階に応じた教育を充実させるとともに、学びの連続性を確

保するため、長期的視野に立つて就学前教育を推進する。保青

所、動総園、認定こども園と家庭との連携を深め、生種の人格

形 成 に 必 要 な 規 範 意 識 や コ ミ ュ ー ケ ー シ ョ ン 能 力 を 酒 養 す る た

め、基本方針を提示する。

④ 豊かな心の青成や道徳の教科化を踏まえて道抽教青の充実を

図るとともに、教員養成課程における道値教青の充実や、教員

の指導力向上に向けた体制づくりについて国に働きかける。ま

た、高校における道種教育について、教員に対する研修会等を

実 施 し 、 学 校 の 措 導 体 制 等 の 充 実 が 図 れ る よ う 支 授 す る と と も

に、 青少年の健全育成諸対策を推進する。

⑤ 全国学力・学習状況調査等の結果を分析して学習指導の改善

に生かし、全国優位の地・生徒の学力向上を日指す。

⑥ 国語に対する興味・関心を高めるとともに、日本語の素暗ら

しさを認識できるよう、国語教育のさらなる充実を図る。

⑦ 外国語教育のための英語の教員、理科系を強化するため理科・

構 ( 算 数 ) の 教 員 の 適 正 配 置 に 努 め る 。

(a ネ ッ ト を 活 用 し た プ ロ グ ラ ミ ン グ や 英 語 の 教 青 を 実 施 し 、
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イ ノ ベ ー シ ョ ン を 起 こ す 次 世 代 人 材  ( デ ジ タ ル キ ッ ズ )  を育成

するなど、茨城ならではの人づくりを推進する。

③ 小学校に引き続き、中学校における学級編制基準を改善し、

全ての学年で「35人以下」学投が実現するよう、また、教職員

の定数改書が図られるよう国に働きかけるとともに、少人数教

育充実プラン(いばらき方式)を継続して実施する。

⑩ 教員の欠員補充や産休・育休に係る常動講師の確保に努める

とともに、いばらき輝く教師製を開講するなど、学生等に対し

て 教 職 の 魅 力 を 伝 え 、 能 設 者 の 增 加 を 図 る 。

Iii) 数給食に地場産物を使用する割合をさらに高めるとともに、

食青の推進・充実を図る。

〇 在器する児宣生德の增加に伴い、 特別支援学校のニーズが高

まる中で、児重生従の通学負担の軽滅や教室不足の解消とい,,

た課題に対応するため、児重生従の立場に立ち、児置生往数の

推移や地域バランスを踏まえた計画的な環境整備を随時検討す

る o

〇 武道の学習を通じて、生徒がわが国固有の伝統と文化にさら

に触れることができるよう、指導教員の確保と資質の向上を図

る 。 本 県 は 、 合 気 道 の 世 界 的 な メ ッ カ ( 笠 間 市 ) に な , て い る

ことから、武道教育に取り入れる。

〇 運動会など児宣が集団としての一体感を味わう場面や、地域

との交流事業等において、本県人発案のラジオ体操の効果的な

活用が図られるよう、学校に働きかけていく。

〇 経済的理由により大学造学を断念することがないよう、県独

自の拾付型異学金の導入を検討する。

〇 教 員 の 動 務 環 境 を 整 え る た め 、 ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー 等 の 外

部人材の活用や、部活動指導員の配置を含め新たな部活動の指

導体制の構業に取り組む。また、教員一人一人が持つ人間的魅

力を十分に発111しつつ、子どもたちの指導に当たっていくため、

教員の設向上を図る。

※ 〇 未 来 を 支 え る 人 財 育 成 の 要 と し て 、 校 長 の 強 い リ ー ダ ー シ ッ
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プ の も と 、  多様な外部人材の活用や地域との連携などにより、

チーム学校として総合力で様々な課題に対応できる魅力ある学

校づくりを進める。

〇 教員が心身ともに元気で活力に満ち、實の高い教青を実践で

きるよう、教員の働き方改革を推進して負担軽減を図るととも

に、 それを踏まえたうえで児宣生徒の学力と体力の向上を図る

]1雄[を展開する。

o教職員の働き方改革に関連して、 教員業務支援員の恒常的な

配置を検討する。

〇 表城県いじめの根絶を目指す条例の趣旨を踏まえ、子どもた

ちが健やかに育つ環境の整備を図る。

o「いばらき教青月間」において、いじめの根絶に向けた重点

的な客発活動を実施する。

o条例に基づく対策に向けた推進体制の整備を図る。

o S N Sなどを通じて行われるいじめの防止等を図る取組を推

進する。

o教職員への研修や子どもたちへの啓発資料の配付等により、

条例の趣旨や内容について周知を図る。

② 教職員の不祥事が多発する申、効果的と考えられるあらゆる

取組を行い、資質向上に努めるとともに、教職員一人ひとりが

コンプライアンスを速守し、服務規律を確保することで不祥事

の根絶を図る。

〇 学習指導要領に位置付けられたプログラミング教育への対応

や、 I CT(情報通信技術)杜会に適切に対応できる情報活用能

力の青成を図るため、教員のI CT活用指導力を高めるととも

に、 I CTに関する専門教員やI CT支援員の積極的な活用な

ど、スキル向上を図る手立てを早急に検討、実施する。

@ 子供の安全な通行を確保するための道路交通環境の整備を推

進する。

o未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路等の索

急安全点検の実施結果を踏まえ、交通安全施設の整備等、着
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手可能な事業から早急に子供の安全な通行を確保する道路交

通環境の整備を推進する。

o市町村の通学路交通安全プログラム等による合同点検を定期

的に実施し、 点検結果を登下校時の安全確保措置に反映させ

ていく取組を継続する。また、地域特性に応じた課題を設定

する等、合同点検を実効性のあるものにする。

o通学路などの日常生活に書着した道路について、 安全性の確

保と利便性の向上を図る観点から、 通学路の歩道整備などを

重点的に進める。

o幅員の決小な道路についても、 通学路の安全の確保を図る。

※ o通学路を中心とした生活道路において最高速度30キロメート

ル毎時の区域規制と物理的デバイスとの適切な組合・1,tに よ り

理 安 全 の 向 上 を 図 ろ う と す る 区 域 を 「 ソ ' ー ン 3 0 プ ラ ス 」 と

して設定し、人優先の安全・安心な通行空間の整備を図る。

また、既に整備された箇所については、指導取締りを推進し、

その実効性を確保する。

※ o関係機関・団体や県内の企業等と連携した交通マナー向上適動

や各季交通安全運動等を推造し、県民一人一人に広く交通安

全思想の普及・浸選を図る。

o犯罪の来然防止の観点から、 警察とも連携して学校などでの

地域安全マップづくりを進める。

o 登 下 校 時 の 警 察 に よ る パ ト o ー ル の 強 化 を 図 る と と も に 、

P T Aや民間団体などの協力を得て地域ぐるみの見守り活動

をさらに強化する。

(2) 着者への投資強イl;. 女性着・学ll、書少年対策

※ ① 人口減少や超高節社会を支える着者への財政支出(投資)や

生活支援と女性活国推進は、特に重要であり、県政の柱として

主要施策に位置付ける。特に若者の正規雇用を促進するはか、

仕事と家庭の両立を図る働き方改革を推進する。

また、性別による役割分担意識を払技し、女性が個性と能力

を十分に発海し て 、 さ ら に 題 き 活 躍 で き る 杜 会 づ く り を 進 め る 。
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② 女性の起業により、 女 性 が 生 き 生 き と 活 躍 で き る と と も に 、

本県産業の据野が広がり厚みが增すことから、起業に向けた種々

の課題にきめ細かに対応する。また、出産・青児等によりやむ

を得ず離職する女性が多いため、 「女性がaきやすい社会システ

ムの構集」 に向けて環境整備を図る。

③ 若者、青年が集う施設(若者館、新タイプの図書館)を整備

して、出会いの機会に活用する。

④ 青少年が、携帯電話等のインターネット端末を使用して有害

情 報 に ア ク セ ス す る こ と を 防 ぐ た め 、 イ ン タ ー ネ ッ ト やlei著電

話等の危険な側面やその対処法を保護者等に伝えるメディア教

育指導員の養成などの諸施策の充実を図る。

⑤ 保護者に対して、青少年が使用する携帯電話等にフイルタリ

ン グ サ ー ピ ス を 導 入 す る こ と を 1對野付ける。

⑥ 覚題刻、麻集、大麻、危険ドラッグなどの乱用防止を啓発し、

正しい知識を普及させる。 特に若い世代に対して薬物の危険性・

違法性を認識させるための薬物乱用防止教室の開催推進など教

育の充実を図り、集物乱用防止対策の強化を図る。

(3) latllを支えリードする人材の青成

① 政府が最重要課題と位置付ける地方創生では今後、 地方の創

意工夫が求められるl:とから、県が地域の特性を生かした地域

づくりの方向性を打ち出し、県内市町村の取り組みをリードす

るような先導的な役割を果たすとともに、県の内外を間わず、

地域づくりの核となる人材の積極的な活用を進める。

② 雇用の安定化を図るため、 職業訓據等の人材青成や職業紹介

施策を充実し、フリーターや若年無業者、離職者等に対して効

果的な聞対策を推進する。

;!i o い ば ら き 就 職 支 援 セ ン タ ー に お い て 、 キ ャ リ ァ カ ウ ン セ リ ン

グから職業紹介までの一貢した支援を行うなど、 求職者の正

規雇用を目指した聞対策を積極的に推進する。

o人材が不足している福祉・介護分野や農林水産業分野につい

ては、高校における人材養成、専門学校への支援を進める。
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就職説明会やセミナーの開催、 修学資金支援、 職業訓練の実

施などによる就業促進を日指す。

③ 言都日から若者を呼び込むため、市町村や県内企業等とも通

携し、オール茨城で、移住・二地域居住や関係人口の拡大等の

独目の取り組みを強力に推進するなど、U・ I・  J タ ー ン を 促

進する。官民一体での支援体制をつくる。 解 掲 】

④ 大学等高等教育機関を器致して、若者の県内定着に結び付け

る o

【新温】 ⑤ 人コ:知能・AIなどの技術革新が急速に進み、予測困難な時代

と言われる中、国際社会の競争に取り残されないようにするた

めにも、児重生従の基礎学力の向上はもとより、質の高い教員

の人材確保等さまざまな取り組みを推進すること。

【新温】 ⑥ 近年の経済環境の大幅な変化に対応するためには、 持続的に

イノベーションを生み出していく仕組みを地域全体で持つl :と

が重要であり、とりわけ新しい技術や分野に対応していく人材

の 青 成 が 大 切 で あ る こ と か ら 、 産 業 技 術 イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー

とっくばサイエンス高校をはじめとした専門高校との連携促進

」 を 図 る こ と 。

【新温】 ⑦ 少子高餘化の進展や都市部への人口流出などにより、地方に

おける労働力不足が一J国深刻さを增す中、 人手不足を解消する

ため、IT人材の青成や成長分野に人が自然と移るような環境整

備を行う。

【新通】 ⑧ デジタル化による人口減少や少子高静化などの社会課題の解

決 、 新 た な ビ ジ ネ ス や サ ー ビ ス の 創 出 の た め 、 デ ー タ サ イ ェ ン

ティストの青成等、デジタル人材を青成するための戦略や方策

などを投討、実施する。

4. 「新しい」・・希望をつくる

(1) I CT先道!'づ く リ

① Society5.0を見据えた新しい茨城づくりに向け、第4次産業

革 命 と い わ れ る A I 、 I  o T 、  ビ ッ グ デ ー タ 、 ロ ボ ッ ト な ど の

先端技術を活用し、 市町村との連換を強化して地域の課題を解
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決 す る こ と で 、  県民が安心・安全に暮らせる環境づく りを推進

す る と と も に 、  I CT等の次世代技術を活用しながら、本県産

業の振興と県民生活の向上を図る施策展開を積極的に検討する。

② ネ ッ ト を 活 用 し た プ o グ ラ ミ ン グ や 英 語 の 教 青 を 実 施 し 、 イ

ノ ベ ー シ ョ ン を 起 1:す 次 世 代 人 材 ( デ ジ タ ル キ ッ ズ ) を 育 成 す

るなど、茨城ならではの人づくりを推進する。 【再掲】

③ 高度情報社会の構築を図る。

o N H K県域デジタル放送の県内における周知促進、 視聴世帯

の拡大とともに、売実した情報発信を図る。

o 来 県 者 や 県 民 が 容 易 に イ ン タ ー ネ ッ ト に 接 続 で き る 環 境 を 提

供するため、無料公衆無線LAN「「BARAKI FREE WiFi」

スポットの整備を促造する。

④ イ ン タ ー ネ ッ ト 動 画 サ イ ト 「 い ば キ ラ T V 」 を 通 じ 、 茨 域 県

の魅力を国内外に発信する。

⑤ 県民意識を高場するため、いばキラTVをテレビで見られる

システムを開発する。

⑥ 県域民放テレビ局の開局と、映像による情報発信のあり方に

ついて、 様々な通択肢を勘案しながら、 最善策や支提策を幅広

く検討していく。

(2) 「 ll力 度 ワ ー ス ト 1 か ら N o . 1 へ」プロジニクト推造

(i) ブランド総研が毎年発表する都道府県魅力度ランキング上位

を日指し、観光資源や県産品など本県の魅力を積極的に発信す

る o

② 先 配 的 な 取 り 組 み で あ る イ ン タ ー ネ ッ ト 動 画 サ イ ト 「 い ば キ

ラTV」を通じ、本県における様々な企画や、食をはじめとす

る文化・歴史等の情報を発信することにより、本県の理解度と

知名度、魅力度の向上を図る。

※ ③ 本県の魅力の向上を図るため、市町村やメディア、観光業者、

県民との連携を強化し、様々な魅力を発掘しながら、S N S な

ど多様な手段をもって情報発信、戦略的なP Rを展開していく。

ま た 、 県 民 に 向 け た 広 報 の 充 実 の た め 、 広 報 紙 「 ひ ば り 」 な ど
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様々な媒体を活用し効果的な県政情報の発信に取り組む。

(3) 世界に;It■するmへ
(i) 本県は、予算規模が世要の中の一国にも匹散する規模であり、

港湾や空港など世界との交易・交流機能をも有していることか

ら、その潜在力を十分に発現するため、世界目線を持つた超大

県を日指す政策を展開する。

o県産品の輪出や中小企業の海外進出などの施策をより一層強

力に展開する。

(2) 国 や ジ ニ ト ロ な ど 関 係 機 関 と 連 携 し 、 国 際 化 セ ミ ナ ー の 開 催

や企業からの貿易等に関する相設への対応、 海外で開催される

展ラ示会・見本市への出展支援など、県内中小企業の海外展開を支

援する。

③ つくば国際戰略総合特区プoジ,クトなどの最先端の科学技

術を世界に発信し、海外からのペンチャ一投資を呼び込む取り

組みを推進する。また、外資系企業の試験研究機関等の県内議

致を促進するため、外資系企業関係者や研究者等が多く参加す

る 国 際 会 議 等 ( M I  CE)を番致し、最先端の科学技術の集積

など本県の優位性をアピールする。

④ グoーパル化の進展により、農業分野における国際銭争の激

化が選けられない状況の中、本県農業は、時代の湖流を的確に

提え、農業者の立場に立つた新しいピジgンに基づき、力強い

茨城農業を実現して、国内外の銭争に打ち勝,ていく体制を築

かなければならない。そのため、農産物のブランド力を強化す

ることや販路拡大・輸出拡大に向けた取り組みをii極的に行っ

て い く o

o農産物の輪出促進のため、ジ,トロやいばらき中小企業グロー

バ ル 開 機 と の 連 携 を よ り ー口強化する。

o東南アジアや米国、 香港への輪出の取組強化や欧州等への販

路開拓等により農産物の輪出拡大を図るとともに、国際認証

の取得等の必要な;取組を支提する。

⑤ ひたちなか地区においては、国際物流体制の整備や国際屋示
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場の建設、 企業mを推進し、 国際港湾公園都市づく りを図る。

⑥ 航空貨物については、取り扱い実鑽を積み重ねつつ、関係者

の意向を聞きながら、取り扱いの拡大に向けた検討を進める。

⑦ 農林水産物や食品の輪出については、諸外国・地域から輪入

規制措置等が取られており、早急に諸外国のe入規制解除が講

ぜられるよう、国に要望する。

③ 国内有数の農業県として、農林水産業関連のT P P対策等を

着実に進める。

(4) ビジッ l 表n新 a光a生

① 「いばらき観光おもてなし推進条例」の施行を踏まえた施策

として、観光客を受け入れる「おもてなしの心」の Ia成につい

て、取り組みを一Ji促進する。「県民識もが観光大使」となり、

おもてなしゃ情報発信ができるようにする。

② きめ細やかな観光サービスの提供を支援する。特に、外国人

能客の受入環境整備に取り組む。

③ 「観光目の整備による観光旅客の来訪及び常在の促進に関す

る法律」 による支援制度など、 広域的な観光誘客の取り組みに

資 す る 制 度 を 活 用 し 、 本 県 能 の さ ら な る 願 を 図 る 。

o も の づ く り 現 場 や コ ン ビ ナ ー ト の 夜 最 、 産 業 遭 産 な ど を運 る

産業観光を推進する。

;!i ④ 本県の;it力ある観光地域や観光資源を国内外の方に実感して

もらうために、農泊・民泊・体験・滞在型の観光の開拓や田

づくりにも力を入れ、魅力を実癌できる取り組みを進めていく。

⑤ 表城県の豊かな自然環境を活用し、誰もが楽しめる「日本一

のサイクリング王国いばらき」の構業に向け、「つくば霞ヶ浦り

んり んロ ー ド 」 「 奥 久益里 山 ヒ ル ク ラ イ ム ル ー ト 」 「 大 洗 ・'0'た

ち 海 浜 シ ー サ イ ド ル ー ト 」 「 鬼 経 ・ 小 員 リ パ ー サ イ ド ル ー ト ( 仮

称 ) 」 の モ デ ル ル ー ト の 整 備 を 追め、大会需致や拠点一i く り を 積

極的に行っていく。併せて、国や市町村と連携しながら、全県

的なルートの開発を検討し、いばらきの魅力再発見につなげる。

【新遍】 ⑥ サ イ ク ル ツ ー リ ズ ム の 推 進 に よ る 国 内 外 か ら の 交 流 人 口 の 拡
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大や地域の活性化につなげるため、 ハ ー ド ・ ソ フ ト 両 面 に わ た

る一日の充実を図る。

(i) 本県の重要な資瀬である重ヶ浦の再生に向けて、県民が自然

と 触 れ 合 う こ と が で き る 場 づ く り と し て 、 水 と 親 し む 園 地 の 整

備を検討する。

⑧ 言都日の小中学生などを対象に、幅広いメニューをそろえた

体験型教青旅行を企画し、首都目を代表する体験交流空間づく

りを促進する。

③ 県立学校等の修学旅行における茨城空港の利活用の促進を図

る o

〇 海外就航先とのビジネス交流を田するための支援策を講じ、

地域産業の拡大・活性化を図る。

Iii) 表城空港が今後もにぎわい拠点として存在し続けるよう、航

空目:ii i隊のPR館も兼ねた航空博物館(茨城空港PR館)の新

設を検討する。

〇 表城空港における、県産品アンテナショップ機能の拡充や県

外客に対する県の特徴を活かしたおもてなしを図る。

〇 表域空港の国際定期路線の更なる拡充と器客促進により国際

的視野を持,た県民の育成や幅広い世代・分野での交流促進を

図る。

〇 表城空港の利用者の確保のため、利用者に対するより分かり

やすい情報提供やその内容の充実など、利用者サービスの向上

に努める。

;!i 〇 大洗港区の沖防波現(粘り強い機造化)の整備や航路泊地の

理 没 波 深 を 推 進 す る と と も に 、 現 状 で 利 用 さ れ て い る フ , リ ー

や 客 船 の み な ら ず 、 大 型 客 船 に 対 応 で き る ク ル ー ズ ポ ー ト と し

て整備し、限わい換点の発展を図る。

⑩ つくばの研究施設や国際会議場などを活用した新たな観光資

温を開拓する。

〇 新 た な 観 光 ス ポ ッ ト と な る 観 光 資 演 の 発温 ・整備を進めると

と も に 、 サ イ ク リ ン グ や キ ャ ン プ と い , た ア ウ ト ド ア や 、 食 を
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含めた本県の魅力を広く発信し、 観光客の器客を促進する。 ま

た、宿泊観光を促進するため、本県のフラッグシップとなる新

たな宿泊施設の議致や、既存宿泊施設の魅力向上などに取り組

むo

〇 砂沼サンピーチ跡地は、延伸の実現を目指している地下鉄8

号線と常総線、 県西般断道路を結ぶ地域に当たり、 豊かな自然

が調和する広大なmが確保できることから、地域の将来像を

見据えつつ跡地利活用策の実現を図る。

〇 北 関 東 3 県 連 携 に よ る 観 簡 に 取 り 組 む 。

② 日本通産として報定されている、借楽園・弘道館、笠間焼、

牛 久 シ ャ ト ー に つ い て は 、 地 元 :l l市や本県と共に登録を受けて

いる場木県や山梨県等と連携して、 文化財を活用した広域的な

観光戦略に力を入れるとともに、県内外に向けた効果的な情報

発信に努めるなど、観光関連産業の復興・振興に資する様々な

取り組みを展開する。

(5) ・内版 アンテナショップのl'事l

県民や来県者に向けて本県産農林水産物等をP R し 、 味 わ う l :

と が で き る 換 点一二; くりを推造するとともに、言都日主要駅等を換

点に、食材の宝庫である本県のPR・ イ メ ー ジ ア ッ プ を 継 続 的 に

展開する。

(6) 「映口のE地いばらき」 日 本 版 ハ リ ゥ ッ ド 構 通

フ ィ ル ム コ ミ ッ シ ョ ン 日 本 一 の 実 績 を 活 か し 、 o ケ 地 を 観 光 資

源として活用する と ともに、本県を日本の映画・映像 一;く り の 最

大換点として位置付け、国内、海外からのロケ番致をして、日本

版 ハ リ ゥ ッ ド を 日 指 す 。

(7) スポーツ、 :i 業 文化等を通した;l;:ll:量ala成

(i) 野 球 、 サ ッ カ ー 、 パ ス ケ ッ ト ポ ー ル な ど ク ラ ブ チ ー ム ( プ ロ

野球を含む)と地域との交流を促進するとともに誘致を推進し

て、支援を行う。

;!i (a 「 ロ ッ ク ・ イ ン ・ ジ ャ パ ン ・ フ ニ ス テ ィ パ ル 」 や 「 ラ ッ キ ー

フ,ス 」 な ど 大 型 イ ベ ン ト の 継 続 、 種l致に積極的に取り組むと
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と も に 、  P Rや支授を行う。

③ 本 県 が 請 る サ イ ク リ ン グ や キ ャ ン プ に つ い て 、 学 校 行 事 な ど

を通じて子どもの項から組しみを持ち、幅広い年ti合;iの県民が、

生 渥 を 通 し て 、 本 県 の 良 さ を 体 感 し 、 楽 し む こ と が で き る よ う

取り組む。

5 . 「 新 し い 」 ● 政 を 支える財政基継・!lJi二組性体前をaリ、「行

政章命」を進める

(1) Mかれた集政の実現とイメージなど新しい・づくりに向けた戦

ItのIa新

(i) 本県の特性や優位性を生かしつつ、原勢発展の基盤となるシ

ン プ ル で ダ イ ナ ミ ッ ク か つ 地 域 バ ラ ン ス の と れ た グ ラ ン ド デ ザ

インを構集する。

(2) 国連の持続可能な開発日標SDGsを參考に、杜会と共に成

長することを県理営の戦略に位置づける。

③ 将来負担比率等の財政指標と併せて、県債残高について発行

の日的などに応じて整理、管理、分析するなど、分かりやすい

財政情報の開示に努める。

④ 県政の徴底した情報公開を進め、 ネ ッ ト の 活 用 な ど に よ る 県

民参加型行政を推進する。

(2) 民間の着力をフルに取り入れた表城の底カlltil二

① 真の地方創生の実現には、「産・官・学・金・労・言・民」一

体となった創意工夫が必須であることから、大学、金融機関、

民間団体、NP0とのさらなる連携・協力体制の構集を図り、

多様な主体を取り込んだインパクトのある施策を展開する。

(2) 民間経営感覚を取り入れ、民間の力を活用し、「公」の領域で

あ , た も の も 「 民 」 が 担 え る よ う に し て 、 官 民 が 協 働 し て 本 県

の活力を向上させるような大胆な行財政改革に取り組む。官民

連 換の 杜 会 責 献 型 投 資 、 い わ ゆ る ソ ー シ ャ ル ・ イ ン パ ク ト ・ ポ

ンドも、民間の力を行政に取り込む手法として検討する。

③ ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ ン グ を 活 用 し た 文 化 の 振 興 を 促 進 す る 。

寄附文化の整成
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(3) 財政e全イt行日1'lti!0fi;1の推道

① 財政健全化を図るために、施策の選択を行い、予算の重点配

分を大胆に行う。

② 施策の選択を行,た上で、従来の零細補助金を洗い出し、見

直しを行うなど、財源の有効活用を行う(スクラップ&ビルド)。

③ 本県の財政基盤の充実のため、以下について地方税財政の抜

本的な改革を国に要清する。

o引き続き增加する社会保障関係費など、 地方の行財政需要を

的確に把握し、地方において安定的な行政サービスを提供で

きるよう、地方交付税総額を確保・充実する。

o国から地方への更なる税温移義については、地域偏在性の少

ない安定的な地方税体系の構を図りっつ、速やかに実現する。

④ 県総合計画に基づく行財政改革を最優先に推進し、進行管理

に努めながらより一日の財政健全化を図る。

⑤ 歳出総額に占める義務的経費の割合が、近年增加傾向にある

ことから、持機可能な財政運営を確保するため、財政構造改革

を進める。特に、将来の世代に過大な負担をさせないよう、将

来負担比率の改善を図るとともに、県債残高の結滅などに努め

る o

⑥ 保有土地に係る実質的な将来負担見込額(令和4年度末見込:

56憶円程度)については、県民への負担を最小限としつつ、持

続可能な財政連営を確保するため、令和11年度までの対策額の

平準化を図りながら計画的に解消する。

(i) 県出資法人等について、更なる削滅に取り組むなど、抜本的

改革を推進する。

o県出資法人については、 県行政における役割や事業効果等を

踏まえ、更なる指導対象法人数の削滅に取り組む。

o人的関与については、 県出資法人等の自立的な運営を促すた

め、引き続き県派造職員数の削減を図る。

;!i o財政的関与については、公共工業団地造成書等を除く補動金・

委託料等 (令和4年度合計見込額126使円) を、 引 き 続 き
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150値円以下に抑制する。

⑧ 県出資法人等のうち、県民への影●lの特に大きい開発公社と

土地開発公杜については、事業運営の責任体制を明確にし、県

民負担の抑制を念頭に引き続き改革を推進する。

o開発公社については、土地開発事業を基本として存続し、県

の新たな財政負担が生じないよう、 集張感を持つて事業運営

に取り組む。このため、必要最小限の組織を日指し、福祉施

設部門、ピル管理部門については、収益性に十分配慮し、民

間への識渡も視野に入れて着実な事業運営に取り組む。

o土地開発公社については、 地価下落により公有地の拡大の推

進に関する法律に基づく用地の先行取得事業の必要性は限ら

れてきており、当面は事業締小に努めるとともに、保有土地

の販売体制を強化して早期処分を進める。

(4) 解 改 章 、 ll正な職i配量、Mの〇き方改章

(i) 新たな県民ニーズ等に的確に対応し、県民サービスを向上さ

せるため、職員の意識改革・組織の活性化、高度の専門性を有

する職員の青成、 成果を重視した行政通営など県庁改革を推進

する。

② 大規模災害への対応はマンパワーが重要であり、これ以上の

職員数削減は回選すべきである。県民サービスが低下するl:と

のないよう、かつ、職員の業務の過重負担にならないよう、行

政需要に見合,た適正な職員定数と配置に見直す。

oうつ病など「心の病」で病気休ll表を取る職員が少なくないl:

とから、これまでの職員個人を対象としたメンタルヘルス対

策とともに、過重労動やほれた超過動務の是正、自殺防止な

どに取り組み、職員がやる気を持つて働きやすい職場づくり

を進める。

③ 県庁合(行政練)や各出先機関庁合で分煙対策を識じること

により、敬地内禁煙を再考する。県庁数地内で分短に対応した

喫理所を設置し、9!_更環境の整備にあたっては、たばこ価格の

約 5 3 % を 占 め る た ば こ 税 を 活 用 す る 。
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11. 関東・東北●雨など常it化 ・a発化する災書からのa異を

成 し 選 げ る とと も に、 東日本大量31tからのa集をiiかなもの

にし、大a a災書にaいいばらきを日指す

1 .  関東・東北●雨など通Ia化・報発化する災書からのa真 と 今

後の災書構強化を国る

(1) m者支通

(i) m者の生活再建支援

o「被災者生活再建支搜i制度」 の支後上限額の大幅な引上げ及び

適用範囲の拡大について国に要望すること。

o災書救動r法に基づく住宅の応急修理については、「半通l」の場

合に求められる資力要件の撤廃を国に要望すること。 なお、

既に日費で修理した被災者に対しても通用するl:と。

o住宅金融支提機構の災書復興住宅融資制度について、 住宅再

建に係る被災者の負担軽減を図るため、 融資利率の引き下げ

などを国に働きかける。

(2) mした中小企業に対する支援

被災した申小企業の早期の事業再開や円滑な事業継続を図るた

め、以下の取組を行う。

o 被 災 し た 商 ]:業者に対する支援制度の拡充等を国に働きかけ

る o

o相談体制の充実とともに、事業再生に向けた支構を活用し、

二重解問題への対応を図る。

③ m者への生活支製

o D P A Tの組繊化など被災者への心のケア対策を図る。

o ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー ( 地 域 支 え あ い セ ン タ ー ) へ の 支 提 を

行 う 。

(2) 国・集・市町村の11111等
(i) 河川管理者からの選離指示系統の確立

大兩時において、河川管理者は、市町村長が発令する選難動告

などの判断材料となる河川水位等について、 より迅速かつ適切

で分かりやすい情報の提供に努める。

- a ;-



② 広域対応の必要性があるため、 県と市町村との選難に係る広

域連携組総の常設化を検討する。また、市町村と県との災害対

策本部間の連携を強化する。さらに、広域市町村での対策本部

の設置を検討する。

③ 県や市町村における危機管理部門へ気象予報士や自行隊0 B

等の配置を進める。

2. 東日本大最災からの復真と今後の量災対策の強化を国る

(1) 技災者対策等

被災者の生活再建支援策の充実等について

新たな理定方法によっても対象とならない液状化の被害を受け

た世特や、半域・床上浸水の被善を受けた世帯などに対する支援

の売実を図る。

(2) 田 M のa集

① 公共土木施設の復興事業について

K) 道開興事業のため十分な財減を確保する。

(ロ) 素急輸送道路ネットワークの強化を図るため、高速道路の

未開通区間の解消、防災上重要な施設等へのアクセス強化、

災書時における代書ルートの確保などについて重点的に取り

組む。

② 社会教青施設のii、t震化の促進について

公立杜会教青施設に係る経費は、 国が全面的に財政支提する

よう国に働きかける。

③ 文化財の補修等への支選について

国指定文イl:財、国登録文化財などの補修等について、十分な

財m能 置 を 幾 じ る 。 ま た 、 県 及 び 市 町 開 放 化 財 の 修 理 ・

修復についても、 目治体及び文化財所有者等の過大な負担とな

らないよう、国庫補動制度の創設を国に働きかける。

(3) a aM
① 「二重債務間題」 に直面している中小企業者に対する支援に

ついて

被災した中小企業の円滑な事業総続を図るため、平成23年
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11月に設置された 「茨城県産業復興相談センター」 については、

中小企業の再生計画や債構者間の調整等に関するワンストップ

相談窓口として、機能を十二分に果たすよう努める。

② 中小企業等グループの地域振興に資する共同事業実施に係る

nについて

中小企業等グループ施設等災書復旧事業の採択を受けた、 中

小企業等のグループが行う地域振興に資する共同事業について、

未完了のグループに対する早期の事業完了を支援する。

③ 企業立地の促造について

E災後の地域の産業振興を図るため、本県の優れた立地環境

や独自の優通制度などを積極的に情報発信すること等により、

企業立地を促進する。

(4) a旧 'a集のた〇の財政tii〇二CIIK) 「第2期復興・創生期間」において必要な事業等については、

乗飲かつ機動的に予算措置を識じる。その際には、今後の財政

運営に支障が生じないよう、県負担を極力抑制し、国に対して

以下の項目を強く要請する。

o国庫補助事業について、対象の拡大や要件の授和、補助率の

言上げなど、手厚く弾力的な制度とする。

o「第2期復興・創生期間」において必要な事業等に係る地方負

担分については、被災自洽体の過度な負担にならないよう、

引き続き震災復興特別交付税等による地方財政措置を識じる。

(ロ) 農林水産業など各分野の風評被善の解消について、 原発事故

による影9の1'f、:はに積極的に取り組むとともに、 自治体の取り

組みに対する十分な財能製を行う。

(5) 構島第一原子力発・所事故対策

(i) 原発事故の早期収東等について“) 原発事故の早期収東及び新たな放射性物質の放出防止策の

実施について、国及び東京電力に対し強く求める。

;!i (o) ALPS処理水の海津放出に係る属評対策について、消費

者の不安を払就するため客観性のある情報発信を強化するよ
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う国に求める。 また、 漁業関係者が安心して漁業を総続でき

る よ う 寄 り 添 っ たnを国に求める。

② 全ての損書への早急な賠値について

K) 原発事故に起因する全ての損害が迅違かつ適切に賠償され

るよう、国や東京電力に対し働きかけを行う。また、風評被

書に害しむ全ての事業者に対して、 賠償金を非課税扱いとす

るよう、国に対し動きかけを行う。

(ロ) 放射性物質を含む下水汚混や焼却灰の保管及び処分等に係

る経費について、 全額東京電力の損書賠償の対象とされるよ

う働きかけるとともに、早期の賠償金の受入れを進める。

③ 必性物質による汚染等への適切な対応について

K) 市町村等による除染に係る措置に対し、国が責任を持つて

適切な支授等を行うとともに、市町村等が実施した除染経1量

の全てを国が負担するように、国に対し強く求める。また、

除染により発生した除去土tまを埋立するための処分基準を国

が早急に策定するように、国に対し強く求める。

(ロ) 放射性物質に対する国民の不安を払試するため、放射性物

質の人体への影響等に関する正確な情報を発信するなど必要

な措置を幾じるよう、国に対し強く求める。

e1 指定廃前の処理については、関係目治体や地域住民の意

見をよく聞き、合意形成を前提とするよう、国に対し強く求

める。また、風評被害対策に万全を期すよう、国に対し強く

求める。

e1 放射性物質に汚染された焼却灰等の処理について、国によ

る処分先の確保、処分の実施及び保管費用等の全額を国の負

担措置になるよう国に要清するほか、環境省と連携して適切

な保管等が実施されるよう助言を行うなど、施設管理者の負

担軽減を図る。

㈱ 農林水産物の放射能に対する安全・安心の確保のため、放

射性物質の検査体制を継続する。

CH 食 品 の 簡 性 物 質 に 関 す る モ ニ タ リ ン グ 検 査 を 総 鏡 的 に 実
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施し、 その検査結果を県民に分かりやすく公表する。 また、

食品の放射性物質検査機器について、 国民生活センターが実

施する貸与制度の利用や消費者行政強化交付金を活用した助

成等により、市町村への機器配置を引き続き支援する。

④ 風評被害防止等への積極的な対応について

a) 県産品の安全性を能して情報発信するほか、季節や旬の

移り変わりに合わせ、風評被害の拡大防止・払技に向けて、

県産品の販売キャンペーンを行うなど積極的な対策を講じる。

また、農業産出額全国第3位を誇る本県の豊富な農林水産物

を県内外に広くP R す る イ ベ ン ト を 開 催 す る な ど 、 本 県 の 魅

力を積極的にアピールする。

(ロ) 著名人や地元の若者(県産娘や県産美少年を募るなど)を

活用し、メディアでの情報発信を大々的に行い、思い切,た

P R を 行 う 1:とにより、風評被害を超えた新たな付加価値を

創 造 し ブ ラ ン ド づ く り を 展 開 す る 。

e1 茨城県の「茨域をたべようD a y(毎月第3日l度日)」及び

「茨城をたべようWe e k (それから始まる一通間)」を活

用し、学校給食や杜員食堂、外食産業、量販店などの協力を

得て意識啓発に努めるなど、県産食材の消費拡大を図る。

※ 目 本県の農林水産物などの安全性を首都国にPRし、風評払

技 に 努 め る と と も に 、 茨 城 全 体 の イ メ ー ジ ア ッ プ を 目 的 と し

て 設 置 さ れ た ァ ン テ ナ シ ョ ツ プ を 有 効 に 活 用 し 、 本 県 の 魅 力

の ア ピ ー ル と イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る 県 産 品 の 販 売 に 取 り 組 む 。

(6) 防愛・治空対策

① 限 に 強 い 施 設 づ く り に つ い て

学校や病院等の耐震化を促進するなど、 大規模災害発生時に

備えた施設づくりを早急に進める。

② 津波防災対策について

L1津波(数十年から百数十年に1度の津波)から住民の生

命 ・ 財 産 を 守 る と と も に 、 こ れ を 超 え る 津 波 に 対 し て も 、 現 防

の 機 能 を 粘 り 強 く 発ISし 、 被 害 を 軽 減 さ せ る た め 、 海 岸と河川
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河口部の一体的な整備を推進する。

③ 災善時の情報収集・伝達システムの整備強化について

o ス マ ー ト フ,ン等のモバイル端末は、重要な情報伝達手段と

な る こ と か ら 、 災 害 時 で も 安 定 し た 通 信 ・ 通 話 が で き る よ う

な通信網の整備を図る。

o 防 災 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム に つ い て は 、 東 日 本 大 震 災 等

を踏まえ、関連システム等との聞機能強化等を図る。

o災者情報を迅速・正確に県民に対して提供するため、スマー

ト フ,ン等の開端末を活用した情報提供を検討する。

④ 災害時の安全・安心の確保等について

K) 災善時において安全で円滑な交通を確保するため、信号機

電源付:加装置の整備等を図る。

tic 災當対策用資機:l;It等の整備を図る。

t1 被害が想定される全ての県民に災書情報を迅違に伝えるた

め、市町村防災行政無線の整備を促造するaまた、個別選難

計画の策定などにより、ll害者や高餘者への情報伝連手段の

充実を図る。

e1 災書時における医療施設等のライフラインを確保するため、

并戸掘削に係る国庫補助制度の創設等の措置を幾じる。 また、

地域コミュニティごとに井戸を掘り、飲料水を確保する。

m 節電対策については、県民生活や経済活動に影響を及ばす

こ と の な い よ う 、 l 費 極 的 な 啓 発 活 動 を 行 う と と も に 、 省 エ ネ

ル :i'一機器の導入に対する支選の拡充を図る。

tH 首都直下地震の発生が想定される中で、東京日に多くの県

民が通動通学している本県としては、 県民の安全確保は県の

責務として、帰宅困難者対策を東京都などとの連携協力体制

の下に検討する。

(ト) 「茨域県災害ボランティア活動を支授し、田するための条

例」に基づき、市町村、関係団体等と連携して、災害ボラン

テ ィ ア セ ン タ ー の 円 滑 な 設 置 ・ 運 営 や 、 災 書 ボ ラ ン テ ィ ア の

育 成 ・8加拡大、情報発信に取り組むとともに、「茨城県災害
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ボランティア活動支提基金」 を 活 用 し た 災 善 ボ ラ ン テ ィ ア の

活動環境整備など、総合的に施策を展開する。

(7) 原子力室全・防;t出 書

① 原子力安全対策の強化について

K) 福島第一原子力発電所事故については、引き続き徴底した

事故原因の究明を行い、新たに得られた知見については、そ

の都度、適切に安全対策に反映させるよう、国に対し強く求

める。

(ロ) 全国の原子力発電所を対象に新規制基準への適合性を早急

に審査し、その結果について、国民に分かりやすく説明する

よう国に対し強く求める。

01 原子力施設において事故・故障等が発生した場合は、迅速

に県民に対し情報提供を行う。

目 東日本大震災における東京電力福島第一原発事故を踏まえ

策定された新規制基準に基づく安全対策に着実に取り組む。

? 県内原子力施設で発生している事故・故ll等を踏まえ、県

内の原子力関係施設の安全管理体制について徴底した見直し

と 、 能 体 制 の 強 化 を 図 る 。

CH 東海第二発重所の配働に当た,ては、県識会の意見を反

映し、判断を行う。

(ト) 原子力施設の安全対策に取り組むとともに、電力について

は風力、太陽光など、再生可能エネルギーの積極的な導入を

図る。また、併せて地域に存在する再生可能エネルギーの地

産地消の観点から、地域に根ざした取り組みを支援していく。

Cチ) 原子力機構の東海再処理施設の廃止措置が安全かつ計画的

に実施されるよう、安全性の確認とともに、県民の理解促進、

不安払技に努める。

② 原子力防災構の強化について

※ K) P A Z ( 予 防 的 防 護 措 置 を 準 備 す る 区 域 ) 及 び U P Z ( 緊

急防護措置を準備する区域)の30km日内には約92万人の

人口を抱えており、これら地域住民の迅違 ・的確な選離義導
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な ど が 大 き な 問 題 と な る た め 、  広域選難計画で課題とされた

事項を解決するとともに、日本原子力発電に対して要請し、

提出された放射性物質の拡散シミュレーシ,ン に よ り 、 選 難

計画の実効性を検証する。また、選難計画においては、県民

に過重な負担を求めることのないよう、選難が長期化した場

合の選難先は県内で収れんすることを基本とし、改めて検討

を深め、 県内での仮設住宅の建設に要する用地の選定などを

同時並行的に推進する。さらに、目治体・警察・消防・自衛

隊等の連捜を強化し即応体制の確立を図り、原子力総合防災

訓練等を通して緊急時の構措置の実効性の向上を図る。

(ロ) 県がリーダーシップを発算し、実効性のある原子力災害選

離計画の速やかな策定を市町村に働きかける。

t1 原子力災害発生時における迅速 ・的確な防災活動に万全を

期すため、防設服・防識マスク・線量計等の原子力災害対策

用装備資機材の充実を図る。

③ 原子力広報の強化について

K) 学校教青や社会教青において、原子力及び放射線について

の正しい知識を習得する機会を売実する。

※ (ロ) 東海第二発重所に係る安全性の検証、実効性ある選難計画

の策定状況等を県民に丁章に情報発信する。 また、情報発信

にあたっては、再様働に不安を抱く住民、県民が知りたい情

報を発信できる体制の構築を検討する。

④ 原子力災善医療体制の充実について

a) 選難所等に設置する救l整所における医療救護班(スクリー

ニング、除染等)、原子力災害医療協力機関、原子力事業所の

医療施設等の協力により初期医療体制を強化する。

(ロ) 原子力災書In点病院・高度被ばく医療支援センターと当該

医旗の受入れ可能な医輪i機関 に よ る ネ ッ ト , プ ー ク 化 を? し、

医療体制の充実に努める。

⑤ 財政支提の売実等について

原発事設による影響を払技するためには、息の長い風評被害
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対策や地域振興対策等の幅広い事業が必要であることから、 地

方の実情を路まえた取り組みに対する柔軟かつ十分な財政支援

を 行 う よ う 、 国 に 働 き か け る 。



1. 着実な最気回aと る

わが国ではデフレからの脱却に向け、 7年8か月にわたり安倍内関

がアベノミクスを持げ経済再生に取り組んできた結果、人口が法り機

ける中でも新たに展用 を 4 0  0万人增やし、下構し鏡けていた地方の

公示地fが27年ぶりに上昇に転じるなど、パプル崩壊後最高の経済

状;題を実現することができた。令和2年9月に発足した管内関では、

新たに発生した感染症の書成に立ち向かうとともに、 引き銘き経済対

策に取り組み、持機的な成長路線に結びっけてきた。令和3年10月

に発足した岸田内関では、「成長と分配の好指環」と「コロナ後の新し

い杜会の開拓」をコンセプトとした新しい資本主義の実現を目指して

い く と こ ろ で あ る 。

こうした中で、本県としては、地域経済の活性化と0く場の確保に

向け、中長期的な視点で、最先端科学技術から中小企業、地場産業に

至る、厚みのあるものづくり産業の集積など、本県の強みと特色を最

大限に生かし、新たな需要や属用機会を創出することにより、生産・

Ia用 ・ 消 費 の 好 開 を め ざ す 。

(1) 申小企量金l tl始資の:l確簡e化

個人や企業がtEt應な経済活動に挑戦できるよう、 活力ある中小企業を青成しつつ、

セーフティネットの税を國り、申小企業の資金調達の円滑化を推進する。

(i) 担保・保証it設it做存しない電It資の配を国る。

② 事業量金の円滑な相通に支障を来している中小企業に対し、政府系金配関に

おける一時的な業田ヒ、取引先の倒産、取引先金融換関のmに対応するセー

フ テ ィ ネ ッ ト 対 応1111付制度及び信用保証観会itおけるセーフティネット保証制度

の 活 用 を 田 す る と と も に 、 ル t ワ ー ア ッ プ 設 の 拡 充 を 国 る ほ か 、 中 小 企 業 再

生支最体制を強化する。

〇 経営環境の変化it中小企業が対応できるよう、適切なァドパイスを行う相設機

能を独化する。

④ 現 配 申 のmi lや 運 転 資 金 の 解 l度の税を國るほか、i動S'負組軽減

のため、解描子等への整力的な対応itついて〇きかけを行う。
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(2) 公l;l通;業9の;ll行の推進及び効率的教行

(!) 社会資本mの計画的な事業1tll行に必要な開確保を国る。

② 高e化・m化等に対応した新社会資本のmを進める。

〇 民間の資金・前・理営ノウハウを活用した社会資本の整備方式(P F I方式)

の導入田を国る。

④ 1果民生活に書 送に関連した公mへの重点化を國る。

(ii) 分割発注及び J V制度を活用した地元建設業者への受注換会を拡大するなど、

地元中小建設業者向け公共事業の確施大を国る。

@ 公 田 の 配 分 に 当 た っ て ll、県内各mのm 社会資本のm状混等

を勘111する。

(i) 施工時期等の平準化を一属推進するため、市町村に平準化の取組について0き

かけを行う。

〇 適正な利酒の確保が可能となる入解制度を確立する。

M) 市 田 査 に よ りm格を反映するなど、予定価格の適正化を国る。

し等によるダンピング対策を図る。

t, ,,l 市町村が開り を し な い よ う 商 す る 。

目 格付けや一般競争入札における地t腰件を適切に設定し、地元E般業者の受

注換会の確保に配意する。

的 計画的な発注、適切なコ期の設定・適切な設計変更を行う。

〇 公共事業の品質確保にmした入札を推進する。

X n 総 合 開 な ど 価 格 以 外 の 要 素 を 考 意 し た 解 で の 新 を 國 る と と も に 、

市 町 村 i t も M 的 i t 活 用 す る よ う 、 0 き か け を 行 う 。

l' 入札時に技術者や有1離i者の要件をllする。

〇 公 正 な 入 開 制 度 を 確 立 す る と と も に 、 設 新 の チ ュ ツ ク 換 能 の 強 化 等 、

公正な県政を推進する。

「 )  mの担い手である地元E般業者の確保・青成の観点から、建設工事の入札

制度の運用にあたってll、必要に応じて理証を行い、適切な運用を國る。

l・ 聞 i t 從 事 す る 将 来 の 担 い 手 を 確 保 ・ 青 成 す る た め 、 労 0 関 係 開 の 通

守を含め県発注工事に従事する労0者の処通向上を国る。

〇 集 と 「 入 前 資 格 申 請 」 の 共 同 受 付 を 行 う 市 町 村 の 中 精 能 の 続 イ l を 図 る 。

1111 聞許可it関する相設業書P建設業経営事l真書査の外部委託、同事l真書査の

当日提示書類の見直しについて前する。

〇 構 コ ン サ ル タ ン ト へ の 田 び 業 務 の 平 準 化 を 國 る 。

〇 路面再生:[事itおける区画ll・路面標示itついては、国士交通大臣3能 「 路 面

a示施工投能士ll格」取得者を有し、事Pi的な知融や前・技能を持,ている県
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内業者への分離発注を検討する。

1110 造園工事を伴う公園聞等の公共事業itついては、造園業の発展it1動tした分

離 発 注 を 前 す る 。

〇 令和元年度の改正品確法において調査・設計等の建設コンサルタント業務の品

ll保 が 受 発 注 者 の 前 と し て 規 定 さ れ た こ と か ら 、 今 後 、 入 解 i t お け る 必

要な1離i者の要件等を前する。

〇 公共施設整備において、左官性り壁)などの専門技能の活用設を設け、技

能 の 船 持 や 構 を 国 る 。

〇 精設り書え工事での現行の出来形管理基準は、複離かつ合理的ではない部分

が 通 さ れ る こ と か ら 、  国やMの状混等を踏まえながら、要全で効率のよい塗

因11定など、的確な出来形管理となるよう前する。

〇 m業の発展の観点から、コンクリート二次製品等の県内で製造・統され

て い る 製 品 や 石 材 等 の 県 産 材 を 能 的 に 配 す る 。

〇 地m 業itおける0き方改革を文選するため、 I CTの推進などitよ る 生

産性の向上を国る。

【新a】 Ia) 熟 申 症 前 ア ラ ー ト 発 令 な ど 、 ll下における建設従事者への健康配意、解

開 改 善 の た めコi随 ll長'P子配関の基歡な対i量を認ずる。

(3) m自の事業の●実な展開

地域の地it印し、住民it身近な社会資本の聞を国るため、自治体の創意と工

夫により、mの 特 色 を 生 か し た 主 体 的 な 個 性 豊 か な ふ る さ と づ く り な ど 、 前

業の着実かつ効率的な推進を國る。

(4) 開 地 の 取 得 のlief
〇 公 田 の 円 滑 な 実 施 を 國 る た め 、  外部委託の活用等により公共用地の取得を

推進する。

② 公共基準点や官民境界については、公共施設等をmしていく中で見直しを行

う。なお、県前部の1投水準点組について、lu解 団 体 の 性 力 を 得 て 維 持 管

理を行,ていく。

集 ③ 開 配 の 構 や 人 間 関 係 の 希 薄 化 な ど で 新 関 係 登 配 が 困 難 と な , て い る が 、

地 数 調 聞 の 改 正 が 行 わ れ た こ と か ら 、 m mを 得 る こ と が 困

離なm i tおいても、円滑な不動産取引を推造する。

(5) 住 理 の 促 進

(i) マイホームを取得しゃすくするため、都市計画の解lきの見直しと手続きの接

和 ・ 配 化 を 国 る 。
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② 県民が要心して住まいづくりに取り組める開聞を國るため、ーリ ア フ リ ー ・
省 エ ネ ル f - ・ リ ブ,ーム等の住宅関連開の提l発を推造する。

6) 申小企業対策

中小企業は本県の産m濟を文えており、 こ れ ら i t 十 分 対 応 し た キ メ 細 か い 構

を推進する必要がある。

〇 申 小 企 業 の 聞 に よ る 設 活 動 や 創 業 へ の 取 り 組 み を 通 す る と と も に 、 設

mなど、 文選制度の充実を国る。また、文選制 度 の 活 用 を 配 す る た め 、 情 報

能の充実を国る。

② 大手企;建との交流や産学聞による新開発を配し、今後成長が期待できる

環境・新エネルf一や M ・ 配 解 等 の 産 前 野 へ の 県 内 中 小 企 業 の 参 入 を 積

a的に支最する。

③ 将来にわたり県内企業が成長・発展を送げるよう、申小企業の目立化を配す

るなど、解 の文選を 配 す る 。

〇 中小企業の経営力を独化するため、中小企業の受注機会確保対策の拡充等を国

る o

n 中小企業の持つ前、サービスのM的な開 と P  Rへの文選を行う。

l' 受発注を田するため商般会等の機会を拡大する。

01 倒産防止のため、総合的対策を器じる。

目 原mの 安 定 確 保 、 原 開 格 の 変 動 i t よ る 配 げ 、 買 い 占 め 、 売 り 倍

しa等の監視独化を国る。

的 官公ll適格組合制度の周知・活用を國る。

(ii) 厳しい経営環境it対応するため、企業の合理化・省力化・効率化を一日配す

る o

@ 中,M喊解を通するため、街づくりと、体となった申心商店街の活性化や、

展わいのある商店街づくりを配する。

(i) 経mの割ヒしつつある中小企業の再生を支最する。

〇 ものづくり産業における中, 1 四 の 解 力 を 高 め る た め 、 新 イ ノ ペ ー シ・
ン セ ン タ ー の文選換能の強化を国る。

〇 国や独立行政法人等の機関へ地元業者活用の0きかけを行うなど、地元中小業

者 の 簡 と 能 活 用 を 國 る 。

lilt 消費裁率引上げの際の転量拒否等を防ぎ、中小企業の円滑かつ適正な消費裁の

転はを確保するため、 国 とnして事業者に対する相般体制を開する。

〇 消費税について、申小企業の免能・簡易mの拡大を国に要望する。

【新a】 1111 生産コスト上昇分の適正な価格転量i t向けたM前i tM的i t取り組むとと

も に 、 価 格 転 は が 進 ま な い 設 者 や 業 種 に 対 す る llを 行 う 。
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7) E用の整保対量

県内のa用情3は改書してきているが、 求1人例と求ll者 に お け る ミ ス マ ッ チ 現 象

も み ら れ る こ と か ら 、 開 能 の 税 を 國 る と と も に 、 再 就 前 を 強 化 し 、

配 の 配 を 国 る 。

(!) m制度の活用田などにより、a用の総持を国るとともに、求1人情報提

供 を ll的 に 行 う な ど 、 就mの拡大を國る。

(2) 構 配 間 国 へ の 対 策 を 充 実 さ せ る と と も i t 、 中 高 理 解 へ の き め 細 か

な対応を行うため、 いばらき就は支最センターの機能の充実を国る。

③ 經 者 の た め の 再 就 能 や 地 向 上 の た め の 研 修 等 、 支 量 対 策 を 進 め る 。

〇 新率者の就]lit対策等、きめ細かな文ll対策を進める。特it、新規高率者の就a
希望者全員が通できるよう、各学校や経済団体などとnし、 より一属の就a
通 に 努 め る 。

(ii) 失 業 の 子 防 、 配 設 の 開 0 者 の 設 の 安 定 i t 資 す る た め 、 商 動

成金の活用田を国る。

⑥ 企 業 に 対 し 、 設 者 の 正 規a用化を〇きかけるなどの取り組みを推進する。

8) 組城の流的成長に向けた新産業の創出・言成

〇 前の持つ;最先Ji器学技tErの強みと特色を生かし、 申 長 期 的 な 流 か ら 、  起業

文選、新産業の創出やーン チ ャ ー ・新現開への文選、産業人材の確保・青成

などへの設を便し、新たな需要と已用を生・-出す。

② 産業技新総合研究所をllじ め と す る つ く ばmの先J職itEr研 究 施 設 と の 聞 強

化 を 国 り な が ら 、 創 業 や 新 解 開 の 配 を 国 る 。

③ 全国で初めて開催した都道府県対抗eスポーツ通nの 経 験 や ネ ッ ト ワ ー ク 等

を最大限に活用し、県内企業の市場參入配や人l lオ育成、田構を活用した

イ ーン ト 開 個11:よ る 地 能 化 な ど 、  eスポーツの振製i t取り組む。



2. 行財政改革と地方分権を推,進し、
サー ビスの向上を国る

地方自治にふさわしい自立性を継持して、 新しい地域社会づくりを

進め、県民生活を質・量ともに向上させるためには、地域住民の達帯感

を操め、時代の要請に応じ簡素にして効率的な行政体制の確立を図る

必要がある。行財 ieきIr革と重要流策送行を面立させるためには、 スク

ラ ッ プ ・ ア ン ド ・ ビ ル ド を 構 種 的 に 推 建 す べ き で あ る 。

(1) 行財政改革の推進と民ll;l活力の導入

厳しい財政状視の下itあ,ても、県地展の基盤づくりや福祉の充実等、活力あ

る豊かなm会づくりを進めていかなければならない。そのためには、経費支出

の効率化に徴しながら、財源の重点配分に努め、併せて民間委託の推進等、財政の

健全化を国る。

(!) 簡素で効果的・効率的な行財地営を確立するため、用合計画に基づき計画

的 な 行 財 解 を 推 進 す る と と も に 、 市 町 村 の 行 財 解 を 通 す る 。

(2) 本庁及び出先換関の組;St・開を行政目的と新数の消長it対応し、聞・

mするとともに、付属機関はその設置日的、及び状通化をaてmを進め

る な ど 、 一 属 の 行 解 を 推 進 す る 。

〇 企業会計の健全化を推進する。

上・工・下水道、病院事業などの企業会計事業のe全な経営は、県政上大きな

課 題 で あ る 。 企 業 会 計 に よ る 設 ll、独立採llを確保することが経営上の原則で

あり、合理化・効率化を国り、健全経営it努力すべきである。

「 )  欠損l金の生ずる原因を相査し、具体的対策を立て、可能なものから印時実施

する。

l・ 経営の合理化・効率化・民間委託・起債の操上償通などを進め、田の館減

に努める。

01 サービス向上を常に心基lけ、料金など適正な収入の確保を國る。

目 福tif施設などを含め、企業的経営の求められる施設itついて、業書の見直し

を行う。

④ 行政の配化・効率化のため、業務の民間委託等を推進する。

n 専 門 的 業 書 や 開 書 の 民 間 委 構 を 進 め る と と も i t 、 公 の 施 設 の 管 理 i t つ

いて、指定管理者制度の活用拡大を国る。

l可 民間資金を活用した社会資本m ( P F  I ) 等 、 多 激 な 社 会 資 本m流 に
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ついて検討する。

t, ,,l 民営it適した事業は民営化、または處止する。

目 官公庁施設総持管理業ifな ど に つ い て 、 前 開 の 道 用 ・ 拡 大 を 国 る 。

⑤ 公共施設の計画的な長寿命化対策や、施設の維持管理コストの;最Ia化、及び施

設の有効利活用itよる8t外収入の確保を全庁的it推進するため、フ,シ リ テ ィ マ

ネジメントの導入を進める。

@ ネ ー ミ ン グ ラ イ ッ に つ い て 、 1 能 施 設 や 施 訓 外 の イ ーント等も合め、広く事

業 者 か ら 企 画 設 を 公 募 す る 能 な ど 、  より効果的な手法等itより、導入を進め

る o

〇 住民8加型市場公募地方償の発行再開に努める。

〇 0き方改革の能i t向け、RPA (ロボット i tよる業書の自動イl : )  i tよる県庁

の定型業ieの白動化を進める。

(2) 地方分Itと合,ell市町1111'への通の推進

分m社会の実現を国り、 自己決定と自設任の原則に基づき、 県 民 が ゆ と り と

豊かさを実感できる個性豊かで活力に満ちたm会を創出するため、田に身近

な行政はできる限り身近な自治体が行うことを基本として、置業で効率的な行財政

シ ス テ ム を 開 す る 。

また、地方分構や少子高割ヒの進展等により、市町村のa割はますます増大する。

これit対応するためitは、早急it市町村の財mの強化や行政体制の聞を国,

ていく必要があり、引き境き合併市町村に対する支最を行うとともに、合併による

市町村再l日を受けて、県と市町村の役割分姐を踏まえた新たな関係を税していく

必要がある。

(!) 開9市町村合併による北関東初の政令指定都市の実現を国る。

② 旧合併特例法下での合併市町村に対して、引き競き行財配営の円滑化と活力

ある地域一i く り をM的it文選する。

③ n中組都市日制度や定住自立日制度、また条件不利地tiにおける県の補完と

い う 構 を 踏 ま え な が ら 、 市 町 村 間 の 広 田 を 推 進 す る 。

〇 市町村への構限移選等を推進する。

「 )  合併後の市町村の温換・前に応じたさらなるa限移解を推進する。

l可 市町村の規樓等により、単独で移裁を受けることが困難である場合ll、周辺

市町村間での広開などの仕組みの活用を国る。

〇 一部事i組合の複合化・m合を一属推進する。

環 境 ・ 消 防 ・ 防 災 等 、 新 開 lの再編整備を推進する。
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(3) 地方行財iEf [の整立

地方行財政の確立について、 国へ前に要望する。

〇 地方の目由度のmや 財 配 の 税 に 結 び つ か な か っ た 三 位 一 体 改 l 革 の 結 果

を営まえ、真の地;11分構の実現を目指し、引き続き地;11分構構改革を推進する。

「 )  所得税・消費税など国から地方への開日による税源移aと税源の1目在是

正を推進する。

l可 国!i補動負担金については、地方の自由度の拡1大につながるよう、a前 け 、

前 け を 見 直 し 、 院 止 ・ 統 を 国 る 。

01 直 開 設 ll、極めて不合理であることから、必要な見直しを構に進

める。

目 地方交付税については開相整機能及び財源保開能を能するとともに、

その所聞を確保する。また、地方財源不足の解消ll、地方交付税の法定率

の引上げを含めた抜本的な改革等で対応する。

② 地方財政対策の推進

n 地方償資金の良質化と融資条件の改善を國る。

l・ 国i補動事業の地;1組過負担の解消を国る。

③ m開発に係る財政上の特別指置のm
解 町 に 対 す る 財 政 上 の 特 別 配 のmを國る。

〇 「集l書付け・前け」の見直しitついては、演み残し項目などの見直しを早期

に行うとともに、「従うべき基準」を真に必要な場合に限定し、地方の自由度の

拡大を國る。

(ii) 今 後 増 大 す る 社 能 降 関 係 費 の 安 定 的 な 開 を 確 保 し 、 社 能 降 解 を 開 可

能 な も の と す る た め 、 開 を 確 保 す る 方 策 を 確 実 に 実 施 す る 。

@ ふるさと納税制度ll、寄附金によるiii入確保とmの特産品の送付によるP R

を兼Ia備えた効果的な制度であり、近年の裁制改正itおける制度の拡充'P手続き

の簡素化によ,てより一属全国的に人気が高ま,ていることから、本県のは力度

アップにつながるような特産品で寄附を基る取り組みを推進する。

※ 〇 経濟の著しい割ヒやそれit伴う地方at財1重の大幅な減少が生じる状制tおいて

は、演収開債をはじめとする財政支最指置の活用を市町村へ便すとともに、必

要な通等を国へ〇きかける。

4) 公的施設のa指と行政サービスの向上
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③ 県 ・ 市 病 llの資質向上を國るため、 目治研修所の換能強化を國る。

〇 公的施設の複合化と能者itも対応したパリァフリ一化を推進する。

公共施設については、行政の効率化と住民の利便性の向上を国るため、複合施

設化を國る。

o省エネル?一等地斑競間国や能 者 の 利 用 it融tした施設設備とする。

〇 行政手義きにおける藤準処理期間を通守する。

@ 県の出先換関などにおける手義きや必要書類等が、担当換関や担当者によって

異ならないよう、可能な限り統一を国る。

(i) 聞の写しゃ戸籍の購本等の交付中常に係る利便性の向上を国るため、市町

村に対し、キャッシュレス决済の導入について動言を行う。

※ 〇 開 納 ll用地itついては、きちんとした計画的な士地利用方針を立てて有効活

用を進めるとともに、有効活用が国られていない土地については地元市町村の意

向にも配意しながら、激々な情報発信を行い、ll的に売却を推進する。

(11) It前や商m設 、 解 の 利 便 性 の 高 い 施 設 へ の 期 日 前 投 東 所 の 配 や 配 所

のパリァフリ一化を市町村に対して0きかけ、能でも投票しゃすいmのmを

推進する。



3. 生活環境を整備して、 住みよい杜会づくり
を進める

杜会資本は産業経済・生活・教青文化・福祉など諸活動の基盤をな

すものであり、安全で快適な県民生活を支えるものである。

そこで、本県のもつ登かな自然環境と経済文化の特性を生かしつつ、

さらには時代の変革や首都口城における特性を十分に把握し、 生活境

境の整備、杜会的サービスn設の整備を重点的に推通iする。特に、い

まだに清足すべき水準に送しない公園、上水道、下水道、生活道路、

街路などの社会資本の整備及び急速な開発と社会活動の多構化から接

出する要題の解決に全力を挙げて取り組み、 住るよい杜会資本づくり

及び災書に強い県土づくりを推通する。

1果民生活に直結する生活道路のmil、 通 動 ・ 通 装 産 解 活 動 の 円 滑 化 を 國

るため、M的i t推進する。

(!) 高 温 格 開 のm
n 首都日申田目動車道の4車線化及び東関東目動車造水戸線のm配 を

国る。

集 tロ1 ( 仮 称 ) つ く ば ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 称 ) つ く ば る ら い ス マ ー ト I  C、(仮称)

笠 間 P A ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 株 ) 千 代 田 P A ス マ ー ト I  Cの整備促進を図る。

ま た 、 既 設 ス マ ー ト I  C の 利 用 配 を 国 る は か 、 東 海 ス マ ー ト I  Cの大型章

対応について、東海村や那可市を支最する。さらに、準備段階相査へ着手した

( 仮 株 ) 土 浦 ス マ ー ト I  C 、 ( 解 ) 守 谷 S A ス マ ー ト I  C の 統 設 化 に 向 け 、

土浦市及び守谷市を文選する。

01 高 温 格 開 を 補 完 す る 理 ( ア ク セ ス ) 道 路 のmを推進する。

② 交通円滑化のためのll的 な 国 聞

n 直轄国道の構の早期完成を国る。

o 国 道 4 号 ・ 6 号 ・ 5 0 号 ・ 5 1 号

l可 補動国道の改集の早期完成を國る。

o一般国道118号・123号・121号・125号・?5号・293号・294号・u9号・

調4号・355号・的1号

③ 開 規 開 のm推進

水 戸 解m、 表 極 部 ・ 字a富m 、 開 ・ 字 通 部 連 絡m、
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百里飛行場連絡道路、開t部開、千1E3t域道路のm配 を 國 る 。

〇 県及び市町村道の聞推進

本県内の道路は北海道に次ぐ全国2位の実延長ということもあるが、領3年

3 月 :Ill日 現 在 の 改 良 率 は 、 集 道 ( 主 要 地 方 道 ・ 地 が 8 1 6 路 線 で 的 . 2 % 、

市町村道は 40.5%である。未改良区間の早期整備が必要である。

「 )  主要地方道及び一般県道整備の交付金事業を推進する。

l可 市 病 聞 の 交 付 金 構 び 解 補 動 設 を 推 進 す る 。

t, ,,l 精集の新設、集け換え、構化、精集・トンネルの子防保全型のi性持管理it

よる長寿命化を推進する。

目 境 西 開 、 助 開 、 都 市 軸 道 路 、 行 施 通 、 つ く ば か ら 笠 間 (道

組 神 峠 ト ン ネ ル イ l : ) 大 子 を 結 ぶ ( 仮 称 ) 表 解m、 常 翻 阿 港 区 か ら

県 北 内 陸 部 を 結 ぶ 開 な ど 、 經 開 のmを推進する。

的 Mな生活環境を創出するため、県内の主要道路(生活道路)のmを推進

する。̃ 交通不能県道の早期解消・mを国る。

lト) 水 戸 市 周 辺 の 通 投 將 解 消 の た め 、 開 の 早 期 整 備 を 國 る 。

al 日立市内など慢性的な交通法構itついては、交通法開和を国るためのm
mを推進する。

o ,f ス 停 周 辺 部 を 拡 幅 し 、 解 の 流 れ を 円 滑 に す る 。

lリ) 計 市 解m田 通 数 な ど i t よ り 、 計 市 町 村 のmの 聞

を支最する。

⑤ 日常生活道路のm
n 通 学 路 な ど の 地 な ど を 重 点 的 i t 進 め る 。

l' 消 防 ・ 構 の 能 時 交 通 確 保 の た め のmを進める。

01 「事故危験19所」等における面的かつ総合的な事m解 を 配 す る 。

目 ill行 者 ・ 自 転 章 の 經 を 確 保 す る た め 、 自 転 解 用 田 を 含 む 総 合 対 策 を

推進する。

的 山m m配 化 の た め の 通 のmを進める。̃ 經 ・ 快 適 な サ イ ク リ ン グmの 聞 を 進 め る 。

I t) 日常的に法格の発生している交差点の改良を進める。

MI す れ 違 い 困 難 な 幅 員 狭 小 区 間 へ の 解 配 を 推 進 す る 。

〇 パ スmの船持

「 )  県北山間mなど、人口演少地区のパス開の通行総持を国るための動成を

行 う と と も に 、mの 旅 ll送」P貨物配送の効率化を國り、m田 の 足

を 船 持 し て い く た め の 田 の 導 入 i t つ い て も 前 す る 。

l・ 公 流 の 活 性 化 を 国 る た め 、 M a  a S や 白 動 限 な ど 、 A  I や I  CT按tfi

一 能 一



の 活 用 に よ る 新 た な・送サービスの導入を後押しする。 また、 BRTの更なる

流 、 静mや 開 辺 、 パ スe付近での違法B章の取り締まり強化などの取

り組aを推進する。

01 ,fス利用者の利便性向上と安心要全な・送 サ ー ビ ス の 解 を 國 る た め 、 開

公共交通確開持改前等のパス関係子算の確保を国it要ヨすること。特it

m間開義の補動制度については、現行補動制度を能するとともに、十

分な予算額を確保すること。

【新a】 t::i A I や I  CTを活用したコミ,ニティ交通の田である収支改書については、

先進的なmiを参考に、 通量以外の副収入を選得するなど、収支改書につなが

る よ う な 仕 組 み,・くりを市町村と共に検討する。

〇 mの 新 設 や 配 聞 i t 器 せ 、 信 号 換 な ど 交 通1111全i般 の 聞 、 右 折 専 用 信 号

設置等の信号機改良などを推進する。

〇 開 施 設 整 備 計 画 調 査 に よ り 、 計 画 的 なmを國る。

n B 解 内 シ ス テ ム の 聞 を 国 る 。

l' 水戸、日立など都市那外の開び主要道路治iiに大ま能tit章場をm
する。

(11) m台限の電f化再整備を早急it進める。

〇 特構両通行許可の配化を国る。

〇 通照明について、環境へ配意したL E D照明への切り替えを推進する。

1111 m装 i t お い て 、 耐 久 性 や ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト i t i れ て い る コ ン ク リ ー ト

錦装の採用を前する。

〇 通 の 的 装 に お い て 修 構 へ の 対 応 の 通 化 や 設 節 解 の 効 果 が 期 待 さ れ る 、

A I を 活 用 し た シ ス テ ム に よ る 点 検 の 基 入 を 前 す る 。

2) 部市公目・mの量備

人と自然10 lift生する都市;日fiaの形成'e'都市住民のm造の場、 多機なレク リェー

シ・ン の 場 の 解 を 行 う と と も に 、 災 書 時 のm、救最活動の filL点としての防災

換能の強化により、都市の防災性、要全性の確保を國る。

(i) 防災都市一i くりを推進するため、a更活動'P観t地等として重要なll点となる

都市公園の防災機能向上のためのmを進める。

② 国営0・t= ち海l民公目のmmを國る。

〇 借楽目公園、笠間差術の森公園、處島基海浜公園等のm推造を図るとともに、

道切な管理に努める。

n 目内の回通や利便性が向上する施設のmを國る。

Ill 「値楽目始力 向 上 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 に 基一i き、雄力向上に向けた施策の推

進を国る。
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t 、l 「公目施設長寿命化計画」に基,・き、 通切に推持管理(施設点l i f t装i持補

修 ) す る こ と に よ り 、 施 設 の : 競 l 金 化 を 国 る 。

〇 市町村都市公園の開田を国る。

市 町 村 の 「 公 目 施 解 化 計 画 」 :業 定 を 配 す る 。

(ii) 都市it酒いを持たせる公園線地、能性を持たせた公園の聞を国る。

「 )  北 清 川 開 等 のmを進める。

l可 河 川 較 や 田 を 活 用 し 、 子 供 の 広 場 、 大 規 樓 ゲ ー ト ポ ー ル 解 、 ス ポ ー ッ

レ ク リ ェ ー シ ョ ン 施 設 を 聞 す る 。

l重) 開づくりのために設や街路の緑化や標の生け垣化を進める。

〇 花と録の都市,・くり等近那録地の保全及びm区の保全を進める。

3) 空らきのある豊かな部市 一;;く り

都市を要全で安らきのある豊かな屠住の場とするため、 都市換能のm税 を 國

る と と も i t 、 公 園 ・ 街 路 ・ 下 施 な ど 都 能 設 を 計 画 的 ・ 効 率 的 i t 聞 を 進 め 、 高

開 や 前 者 に も 安 全 な 税 ・ 都 市 環 境 の 形 成 を 国 る 。

〇 災害に強い街づくり、防災都市,・くりを推進する。

(2) 士地区画整理事業、市街地再開発事業、中心市街地活性化のための事業を前

的に推進する。

③ 都市線化及び都市公目等のmを推進する。

〇 都 市 交 通 の 開 消 と 都 領 能 を 増 進 さ せ る た め 、 街 願 を 推 進 す る 。

〇 安らきと潤いのある都市f章境を形成し、「わがまち」nの持てる都市づくり

のため、都市量al形成推進設を進める。

〇 ?限〇と itやさ し い ま ち一i くり条例」 it基一iき 、 能 者や高1tt者itやさ し

いまちづくりを推進する。

n 開 者 や 高 能 を 合 む す べ て の 人 々 が 安 心 し て 基 ら せ る よ う 、 ス ロ ー プ ・ 目

動 ド ア ・ 能 者 用 の ト イ レ や B 章 ス ペ ー ス の 配 ・mの 点 字 ブ ロ ッ ク 設 ・

能 の 解 消 を 推 進 す る と と も に 、 公 共 施 設 や 病 院 ・ デ パ ー ト ・ R ・mな

どの既存施設の改善・新設施設のユ=,f 一 サルデザイン化を國る。

l・ 離itでも使いやすく、わかりやすく、より快適it生活できる社会の実現を目

指 す た め 、 い ば ら き ュ ニ パ ー サ ル デ ザ イ ン 推 進 指 針 に 基 づ き 策 定 し た ソ フ ト ・

ハ ー ド 両 面 の ガ イ ド ラ イ ン を 周 知 す る こ と に よ り 、 ユ = ,f 一 サ ル デ ザ イ ン の 考

え 方 や 設 i t つ い て 普 及 ・ 配 を 国 る 。

(i) 簡 の パ リ ァ フ リ 一 化 ・ 安 全 対 策 や パ リ ァ フ リ 一 章 両 の 導 入 な ど ハ ー ド 面 の

構とともに、「障善のある人もない人も共に歩み幸せに基らすための表城県,・
く り 条 例 」 の 普 及 な ど ソ フ ト 面 の 統 に 取 り 組 み 、 配 の ま ち づ く り を 推 造 す る 。

〇 田 化 を 推 進 し 、mの:日alの向上と安心で前な通行空間の確保を国る。
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@ 線引きの見直しと、 各l書部市計画制度の活用を國る。

lilt 適正かつ合理的な士地利用を推進するとともit、士地取引届出制度の適正な理

用を国る。

〇 通学・通動者の利便を図るため、主要駅周辺に目転車置場と開を整備する。

1111 人ロmや高船化社会it対応するため、配・福祉、商業等の都領能'P居住

機 能 を 開 し 、 能 も が 住・-やすく、安心・安全に事ら 世 る コ ン パ ク ト シ テ ィ のi

要性がさらに高まるものと考えられることから、その実現を日指し、市町村への

文選などitつ い て 前 を 進 め る 。

〇 mのmに応じた民泊の営業日数の制限やェリァなど、県として独自に温制

条例を制定し、適正な民泊のmづくりを推進する。

〇 前 の i ll面it取り付けられた袖着板など理広告物の適切な管理のため、田

広告物の設置者に対し、定期点検の実施を田する。

〇 豊かな都市,・く り の 基 盤 と な るt気:[:事i建においても技tEi者不足が叫ばれてい

る中、第1種量気:[ 事 士 の 免 状 取 得 要 件 で あ る 実 務 経 験 の 解 の 改 善 を 国 i t

対して〇きかける。

4) 住宅? とゆとり・通いのある居t三Ia;集の創出

(!) ゆとりと酒いのある住宅m田 の た め 、  消Ia着対策としての県民への住宅情

報 の 解 や 住 宅 相 識 会 の 開 催 を 行 う と と も に 、 供 始 者 対 策 と し て の 構 宅 供 始

の 配 数 な ど を 行 う 。

「 )  県民への各種の住宅情報の提供、開宅相般会の開催などを行う。

l可 ゆ と り と llい の あ る 構 宅 の 保 を 配 す る た め 、 構 宅 総 合 対 策 事 業

な ど の 流 を 国 る 。

【新Ia】 01 中古住宅の流通拡大や空き家対策に寄与する既存新状况相査(インスベク

シ・ン ) に つ い て 、 関 係 団 体 と の 聞 を 強 化 し て 活 用 配 を 國 る 。

(2) 高1tt者・能者・子青て世帯P低al所得者など住宅の確保it特it融tを要する

者が安心・安全に生活できる、パリァフリ一対応のケア付き住宅などをmする

と と も に 、 福 祉 の ま ち,・くりを推進する。

n 構性・防犯性・高1tt者へのllなど、能な性能住理境を備えた公営住宅

のmを国るとともに、真に「住宅に困務する低額所得者」に対して必な家

量の住宅の公平かつ的確な保を行う。

l・ 適切なi性持管理・改善i tよる公営住宅のストック活用を国るとともi t、新

化した公営住宅の建て書え等を行う。 ま た 、 関 が 田 の 公 営 住 宅 に つ い

て ll、そのmを國る。

t, ,,l 大都市地域itおける宅地mの 配 を文選するため、住宅市街地基選整備事

業 の 配 的 な 活 用 等 を 国 る 。
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01 高 能 や 子 育 て 世 帯 な ど の 申 田 に 配 慮 し た 良 質 な 住 宅 を 確 保 す る た め 、

地 域 解 宅 の 適 正 な 開 を 国 る 。

m さ ら な る 少 ;i高解化時代を見据え、開・防災のためにも、空き象の実期1'l

握、空き家の有効活用、理化した際の組能配の描子、取り城しへの補動、

士地活用の制限最和等it取り組む市町村it対する文選を 前 す る 。

③ 開発許可の配化を国るとともに、開発許可制度の適切な通用を国る。

o設者の家族のための住宅などについてll、算力的な運用が國られるよう見直

しを国る。

cl 市'街化相整区;t i 内 の 既 存 店 解 の 設 物 に 関 す る 用 限 に つ い て は 、  より一

属 の 開 和 を 國 る 。

〇 住宅関進業の青成を国るとともit、建集技ttr者の基成確保対策を進め地位の

向上を国る。

⑤ 道路管理者ll、道路境界線と建集基準法第42条第2項のみなし境界線との間

の士;地. い わ ゆ る セ ッ ト パ ッ クmについては、接C的に所有管理するよう努M。

l重) 土砂等の理立て等に組因する生mへの影・や災書の防止を国るため、事業

者等による残土条例通等の様度を図る。また、令和4年5月27日付けで公布さ

れた「宅地造成等規制法の一部を改正する解(宅地造成及び特定度:i等規制法)」

では、 指定した温制区;ti内における虚り土が許可制とされるなどの温制が虚り込

まれたが、 より実効性のある制度の構集を国に〇きかける。

5 ) 上 水 道 の 能

要全で強aな水道を常院させることを日的とし、 本1果水道が日指すべき 「将来の

理想像」とその実現のための]ii組の方同性を示した「表城県施ビジ・ン」(令和

4年2月)  に基づいて、長jla的かつ広域的視点から水道の施mを推進する。

〇 鹿行、県南西及び県申央広城水道用水保設の施設整備を進める。

(2) 市 町 村 の 簡 設 の 聞 数 i t つ い て 、 国 i 補 動 金 の 確 関 を 国 る と と も i t 、

補動金の活用を便す。

③ 水道の普及配を國るため、市町村等が実施する末端配水管路のmを推進す

る と と も it、市町村等it対し水道普及01進支要事業it基一iき文選する。

〇 水道確設のmヒ を よ り 建 し 、 田 t ど の 開 書 に 独 い 能 づ く り を 進 め る 。

⑤ 要全でおいしい水を保するため、高度静水処理の導入を推進する。

〇 水 道 受 始 者 の 開 の 理 や 、 今 後 子 想 さ れ る 人 口 減 少 i t 伴 う 解 の 値

上 げ 抑 制 を 目 指 し 、 県 能 の 田 の 義 合 、 一 元 化 を 前 す る 。

6) 下 l'lei● な ど の 新 配

下水道などの生活能水対策は、 生mの改善と公共用水;ttの 商 防 止 を 国

一 的 一



る上で極めて設な施策であるが、 税 の 汚 M 口 普 及 率 は 、 8 7 . 4 % ( 令 和 4 年 度

末)と全国平均の92.9%に比べて低いことから、今後も引き続き数の配を国る。

(!) 各市町村の下簡び農業集識排水Ill設のmをmするため、市町村it員の

新 向 上 を 國 る 。

(2) 流 解 M び 處 離 確 特 定 公 共 下 施 の 聞 及 び 構 を 進 め る 。

「 )  tヶ清潮北流域下水道事業をはじめ、tヶ 開 、 tヶ清水all、那可久1意、

利 根 左 岸 さ し ま 、 前 j、員、小員川東部のm下水道及び鹿島随海特定公共

下施の各事業費の確保と事業の推進を国る。

l' 施設の老朽化に伴うmや汚水量llに向けた增設に効果的に対応するため、

ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト のmび 開 の 平 準 化 の 能 を 踏 ま え:業定した「ス

ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 」 it基一i き、計画的かつ効果的it施田を国る。

③ 市町村公共下水道事業を促進するため、 県費補助の事業費の確保を國る。

(令和4年度補動:21団体)

〇 全県下の効率的な下水道事業'Pa業集落1111水 事 業 及 び 制 ヒ M を 推 進 す る た

め 、 ま た 、 人 口 開 の 杜 会Iii勢の変化に対応するために、生活排水ベストプラン

に基,・き、mの展開を國る。

(ii) 下水開は今後も増加すると子想され、資源を有効活用し、省エネルf一化、

環境への負荷削油を国るため、汚泥の開 - エ ネ ル ギ ー化の前を造める。また、

2015年の下水道法改正に伴う、下水無利用に関する規制E和を受けて、下水無

利用の換会itついて前を行う。

l重) 解の災書にも独い制ヒ描の普及推進事業を進める。特に、tヶ清(西清、

北浦、常跡ll制ll)などの流域において、重素・リンが除去できる高度処理型191

化精の普及限を国る。また、 制ヒ精法it基一i く保守点検、清得、法定検査が適

切 に 実 施 さ れ る よ う 一 播 契 的 方 式 の 義 前 け を 前 す る と と も に 、 公 用 ヒ 前

業による市町村管理の導入や民間活力を活用したP F I 設 で の 公 開 ヒ 常 の 整

指 i t よ り 、 制 ヒ 精 のi性 持 管 理 の 能 を 国 る 。

7) ごみ,tlL理 ・ し

(i) ごみ処理・し尿処理施設等の聞を国るため、一般期基物処理施設の聞it係

る財政負担の9演を国ろうとする市町村に対し国の構社会形成推進交付金制

度の活用に関する動言や情報提修t等の通を行う。

(2) 橋理社会形成と県内産業の開的発展it必要不可欠な産m物 開

については、将来にわたり、安定的に確保するため、mとの相和を国りっつ、

日立市1;ll訪町地内に計画する新たな;最終処分場のmを進める。

-n -



4. 安心を支える保健・医療・福ltl:体制の充実
を国る

わが国は、 世界に例をるない早い速度で高船化 ・長寿社会の到来と

いう時代を迎える中で、近年、都市化の造行、少子イt、核家族の造行

と高船者世帯の增加、女性の杜会進出などの現象があり、一方、福社

施策の充実とともに個人のライフスタイルや高船者・B書者の介種に

対する考え方が大きく変化してきている。

そのため、それらの変化に的確に対応して、表城型地域包括ケアシ

ステムなど保健・医選・ 福 祉 サ ー ビ ス の ネ ッ ト ワ ー ク づ く り 、 生 き が

いを持てる杜会づくりや、安心して●らせる地域のまちづくり等々、

積極的な展開を図,ていく 口 また、出生率の向上とともに、子育てを

総合的に支援していく体制-'くり、青少年の健全青成、男女共同参画

杜会づくりや県民の消費生活の安全確保対策などの流策を推造する。

また、生選にわたり、県民一人0,とりの健康水準の向上を図り、長

寿を喜i sこ と の で き る 社 会-'くりのため、表病の予防から早期発見、

早期治藤、リハビリテーションまでの一貢性のある保使・医藤・福社

体 制 を 能 す る 。

1) uf i的 な 少IF化対策の推進

健全な社会とは、 高 能 代 ・ 現m代・年少世代のバランスが保たれている人口

構造であることは論を待たない。高解化・長寿社会の進行は、逆ピラミッド型の人

口 能 を 意 味 し 、 出 生 ll下の状IIEがこのまま競くと、わが国・本県の活力ある社

会を持続することが困建になってくる。事実、わが国の合計特殊出生率は昭和60

年1.76、領4年1.26、本県は昭和60年1.85、領4年1.27と大幅に低下を来し

ており、また、わが国の人口ll、平成17年に明治 :l l2年の精以来、初めて出生数

が配数を下回り、その後も平成18年を除き「自然減」が続いている。

新しい生命のE生は、e全で活力ある社会を発展さ世ていく根静をなすものであ

る。出生率の向上l地解の最も重要な今日的課題として、県政の申で取り組ま

なければならない。

(!) 願 開 世 代 青 成 プ ラ ン 」 に 基 づ き 、 結 婚 ・ 妊 最 ・ 出 産 ・ 子 青 て に 対 す る 支

最をmや企業 と 通 操 しながら社会全体の取り組みとして推進する。

e) 「表商世代青成プラン」の趣旨を被底させるため、普及啓発活動を推進

す る 。
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l? 設を集き、子どもを度み育てるという希望をかなえる1難集:i くりを進める。

o 開 ・通振・出産・青児の切れ目ない文選

cl 着者の自立のm
o す べ て の 子 ど も と 設 へ の 通

o子どもの社会性向上や自立の配

o mの実情に応じた支最

o 〇き方改l革による仕事と生活の調和の推進等

t, ,,l 少子化ita止めがかからない状制t対して、合計ll線出生率が上昇した地:ii

自治体の取り組; t,を參考にしながら、「後域県は保青 一 配 が 充 実 し 、 仕 事 と

設 を 両 立 し な が ら 安 心 し て 子 育 て が で き る 」 な ど と 若 い 世 代 に 開 さ れ る よ

う な 用 自 の 文 l l 体 制 の 構 集 を 前 す る 。

【新Ia】 ② 領5年4月に施行されたこども基本法の理念を踏まえ、県として独自にこど

も基本条例を制定し、全ての子どもが将来にわたって幸福な生活を送ることがで

き る 「 こ ど も ま ん な か 」 社 会 の 実 現 と い う メ ッ セ ー ジ を 広 く 県 民 i t 長 え て い く 。

③ 仕事00t場)と青児が両立し得るa用 1ンステムの確立とそれを支最する社会通

境づくりを國る。

n 青児・介護体業法など青児体業制度のmや、青児体業中のための生活

1日l金貸付金の充実を国る。

l可 構 後 の 円 滑 な 開 の た め 、 構 申 の 解 な ど 企 業 の 労 務 管 理 の 改

善を国るとともi t、フレックスタイム制・在宅動書制の導入等、多aな 配 シ

ステムの確立を国る。

01 県と県内44市町村が性定を結び、病気で保育所などに通えない子どもを一

時的it演かる「病児・病後児保青施般」の市町村の枠組みを超えた広域利用を

mする。

目 「越境入目」など市町村の区域を越えた広域的な見地から調整が必要なもの

itついて観aす る た め 、 県 や 関 係 市 町 村 か ら 構 成 さ れ る 観 設 を 配 し 、 田

解 消 に 向 け た 取 組 を 後 押 し す る 。

④ 仕 事 と 設 の 両 立 へ の 取 り 組 み や 子 育 て 通 に ll的に取り組んでいる企業へ

の文選を推進する。

〇 子どもの進び場・野外活動施設、ボランティアなどの社会参加活動等、いわゆ

る 子 ど も ィ ン フ ラ のmを 配 す る 。

〇 前 児 の 健 全 青 成 と 子 青 て 文 l l 体 制 の 充 実 を 国 る た め 、 田 の 解 消 i t 資 す

る保青所の新設、分園設置や短時間動番など田者の多裁なニーズに対応した保

育等の実施を配するとともに、必要となる保育士や着重師の人llオ育成強化及び

離a防止対策と再就業支liltついて関係換関等と観力し充実を国る。器せて、動

稚團における通かり保青をmす る 。
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n 前児等の保育補動制度の拡売を國るとともに、 mの 発 達 を 動 長 す る 能

ある保青を推進する。

l' 本県独自の保青人材パンクによる就労支最等により、処通改書や再m
対策を税するなどし、保育士及び動稚目教論等の確保・定着に総合的に取り

組む。器せて、地域差を解消し安定的it確保するため、処通等itついて統一的

な制度の創設や、公定価格の地ti区分について解mにmしmの実情

に応じた算力的運用を、国に対し求める。

t, ,,l 保青士定数を超えた加配保青士it対する動成を行う。

目 保青士の就労を支最するため、戦位配明書「キャリアパス」を導入し、キャ

リァァップのための基準を明確化して、労〇mを高めるとともに、保育士不

足の解消itもつなげる。

m 前 ア レ ル ギ ーの 解 が 增 え て お り 、 国 の 支 ; f F 基 準 に よ る 始 食a頭 の

配置員数でll構 な 食 の 要 全 確 保 が 難 し く な っ て き て い る 。 ま た 、 食 育 に 対 す

る?な指導を行えないため、栄i士 ・管理栄量11等iettt人員の体制強化it取

り組む。

【新a】 ̃ 子どもの要全対策として、送i明,f ス の 田 置 の 導 入 を 通 し 、 m理

を 国 る と と も i t 、 ili全管理マ, ユアルi t沿,た乗降時のチュツクや登園管理の

能 に よ り 、 ハ ー ド ・ ソ フ ト 両 面 か ら 置 き 去 り 事 故 ゼ ロ を 日 指 す 。

〇 保育所が、子育てに関するmの M と し て 激 々 な 通 活 動 を 行 う よ う に す る

など、地域の子青て環境づくりを配する。

〇 保青所と動推園の機能を併世持つ「題定こども園」を推進するため、より移行

し や す い よ う 通 に 努 め る 。

(11) 保 青 所 へ 演 け る 子 ど も の 解 船 化 が 進 む 中 、 在 宅 青 児 を 増 や し 、 田 の 抑

制を国るため、乳動児(6ヵ月̃1歳6ヵ月)を自者で青てる世帯に対し、1人

にっき毎月数万円を理する制度の創設を検討する。

lilt 思春期から雄振・出産・ IIL主ll児期までの母i'の心と体の健農管理it資する母i二

保a対策を総合的に推進する。

〇 不妊に悩む方々へ的確なmの解や専門的な相識に応じるため、不妊専門相

設センターの充実を国る。

〇 県立こども病院を主軸にmを国り、小Ia医 解It制の充実独化を国る。

〇 休日や夜間における小児設急医渡体制を配するとともに、「茨城子ども般急

能 測 の 充 実 を 国 る 。

〇 安心して妊最・出産できるmを 確 保 す る た め 、 総 合 周 産 期 解 配 セ ン タ ー

を申心とした周産期mi の 税 強 化 を 國 る 。

1110 母 体 及 び 新 生 児 の 流 配 を 安 定 し て 解 で き る よ う 、 N  I C U (新生児集中

治 法 管 理 室 ) の M をmする。
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〇 女性医師の離a防 止 や 再 股 の 配 の た め の 通 を 行 い 、 女 性 医 師 の 多 い 産 境

人科や小児科の屋師の確保・定l書の配を国る。

〇 a動児期からの l身障書Iaの早期発見・藤青支最体制の充実独化を国る。

〇 提 障 書 な ど の 早 期 発 見 を 目 的 に し た 「 5 能 健 診 」 の 、 全 児i対象実施の定

着を国る。

集 〇 基国alaのe全な発通には、構常の早期発見がt要であることから、県が実

施 し て い る 軽 ・ 申 等 度 の 開 に 対 す る 開 の1選入IR用等動成制度のm
を国る。

〇 a動 Iaを持つ組に対し、配、青Ia及び子青て支最サービスに関する相般・情

mを強化する。

〇 ひとり組家度等の福tlk施策の充実

n 「et城県〇とり能等自立促進計画」等に基づき、解家庭、父子家度及

び 能 の 開 な ど 生 活 の 安 定 と 向 上 を 國 る 。

l・ 組 が 新 の 場 合 な ど の 一 解 青 、 子 青 て 前 通 数 を 充 実 す る 。

01 IS子家度等の組子のきずなを操めるために、組子すこやか交流事業を推進す

る o

〇 表限子どもを解から守る条例を略まえ、児重相設所itよる立ち入り調査等

を道切に実施するなど、田のm・ 聞 保 の 独 化 を 国 る こ と に よ り 、 児

i 新 防 解 を 推 進 す る 。

〇 児重相設所Ia持対 応 ダ イ ヤ ル 1 8 9 番 ( い ち ・ はや・ く ) の 普 及 it努 め る と と

も に 、 田 解 防 止 に 携 わ る 関 係 機 関 の ネ ッ ト ワ ー ク 独 化 を 推 進 す る 。

の 子ども・子育て支最新制度に移行した認定こども目や動稚目等に対する補動を

確実it措置するとともit、制度の実施主体である市町村の意向を一略まえなが

ら、各市町村で総合的な質の高い教青・保青・子青て支最が実施できるよう支l最

に 努 め る 。 あ わ せ て 、 新 設 や M の 高 隆 に 対 す る 通 を 検 討 す る 。

n 居宅前間型保青事業、小規,度保青事業及び象民的保青事業などが地域型保育

事業として理司事業とな,たことから、円滑な実施に向け必要な支最を行う。

また、ベピーシッター(浦l型保育事l業) など、気軽に利用できるサービスの

充実を国る。

集 l' 動児教青・保青のM化に伴い、公立の場合、利用者負担が前m担

となるため、市町村に多額の財能担が生じることから、導入初年度に廳時交

付金が措置されたが、里年度以降も国のit任で恒久的な財配を講じる。

@ 着 い 世 代 が 開 に一歩踏3出世るよう、国では、新婚世帯に対し、住宅取得や

開 の 費  用 を 通 す る 解 生 活 通 設 に 取 り 組 ん で い る が 、 実 施 市 町 村

が少ないことから、県は、多くの市町村が取り組めるよう、国it制度の改善など

を〇きかける。
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@ 「子供の宣困対策に関する大組」 や 「 iitil媒子どもの宣困対策に関する計画」

等を路まえ、i困のllを新ち切るため、関係換関・団体と配し、文選 it取 り

組む。

@ 人ロi妙P少子化の進行を抑制するため、経済的負担の大きい多子世帯に対し、

3能満児の第3子以降の保青料の9減・無ISIイl:などの支援策の充実を図るほか、

在宅で青児する世帯向けの支最制度を新設する。

@ 令 和 4 年 4 月 か ら 不 妊 治 納 こ 公 的 解 険 が 適 用 さ れ 、 解 的 負 担 が 軽 減 さ れ

ることi tな,たが、対itは IE準的な治前lf法のみである。そのため、先進屋船9

分や温合e離tどは全額自設担とな,てしまう結果、院止された特定不ii治基

動 成 制 度 よ り も 解 的 負 担 が 増 え る ケ ー ス が 想 定 さ れ る こ と か ら 、 保 験Ia用 と な

る 治 前 lf法の範困の更なる拡大が求められているはか、県としても保田外の

治藤への支最を前する。

@ mにおいて子どもや子育てを支える]Ill組として重要な役割が期待される子ど

も地itついて、各地域の子ども地ネ ッ ト ワ ー ク ーi く り を文選するなど、開

の拡大推進を国る。

0 里線の発掘、里線の育成、マッチング、アフターケアを包括的に 支 最する民間

フ,ス タ リ ン グ 換 関 11:よ る フ,スタリング業書の実施体制を構集し、本県の社会

的養青の推進を国る。

l国) 子 ど も に と っ て 最 善 の 利 益 を 能 す る た め 、 通 の ケ ア =一ズや保i重者の意向

も考Itしながら、設基青開則it基一iき社会的基青を推進するとともit、 社

会的養青の現状についての県民への周知に努める。

〇 国 の 公 表 数 よ り 多 い と 指 描 さ れ て い る 能 開 に つ い て 、 実 1!iや個別=-
:''の把a lt努める。

2) uf i的なlilo者対策の推進

本県における高船者人口の比率は、令和5年 (10月1日現在) 30.8%に建して

おり、領7年には32.0%となり超高離社会を通えるものと予測されている。

明 る く 活 力 あ る 組 高 能 会 を 集 く た め 、 生 選 を 能 で 生 き が い を 持 つ て 社 会 活 動

it参加できる体制一i く り や、要介a状i豊itな,ても住み信れた地域で配・介a等

の サ ー ビ ス を 受 け ら れ るmづ く り 、mで支え合う体制づくりを推進する。

このため、「いばらき高tt者プラン21」に基づき、糖極的に各f高船者福祉構

の展開を国る。

e0者の生きがい対策のM)

〇 明るい長寿社会,・く り 推 進a構の体制強化を國り、1果民が一体となって高能

の生きがいと健農づくりを推進する。

② 高 it者の白主的な? 動などのllに11;め る 。
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③ 高能の学習の設及び三世代の集いなど、 世 代 間 の 交 流 設 の 配 を 國 る と

と も it、高1tt者の社会参加、生きがい一i くりの充実it努一進;。Eる。集 〇 シ ル バ ー世代の活動の場とともに、相性サービスの推進を国る観点からも、老

人クラブ等の育成強化を國る。

n 福祉サービス業書it対してm ・指導を行う。

l' 生きがい対策とともに、m内 の 相 互 田 能 が 発 輝 で き る よ う 、 老 人 ク ラ

ブの育成強化を國る。

使室サービス体01〇 ll・充実)

集 (!) M 保 険 制 度 と のn・ 相 整 を 国 り な が ら 、 高 開 に 能 か つ 効 率 的 な M ・

配 ・ 福 祉 サ ー ビ ス を 解 す る 、 田 能 ケ ア シ ス テ ム な ど を 推 進 し 、 在

宅福祉サービスの充実と在宅介aの文選を強化する。

② M予防に効果のあるシルパーリハピリ体操の普及を行う指導士の養成ととも

に、市町村での取り組み整t化に向けた〇きかけと指導士の地ti活動支通に場める。

〇 高1tt者ができる限りMで生き生きとした生活が送れるよう、介護子防の推進

を 国 る と と も に 、 元 気 な 高 開 がmでm的 に 活 国 で き る 田aづ く り を 進 め

る o

〇 高1tt者が住み信れた地域で自立して基らし続けることができるよう、総合的な

支最を行う地t胞括支最センターのm田と機能の充実を国る。

⑤ 田ヶァシステムの構にあたり、管理榮選士・證日整l直師・作;l l演法士・

理学a法:11S の 地 域 配 セ ン タ ー へ の 配 置 及 び そ の 活 用 と と も i t 、 そ れ ら 専

門戦のmヶァ会01への前を便すよう市町村に0きかける。 また、社会相批法

人への法人税課税の回選を國る。

〇 介護保険制度のl書実な実施を国るため、県民への構・啓発を推進する。

(i) 前問着度の実施にあた,ては、配機関やIll宅介l重支最事業者等とのnを国

り、家族に対する総合的な在宅ケアの税を國る。

〇 硬 た き り 高 開 i t 対 す る 開 を 進 め る 。

〇 防間福i止理容に対する助成制度のll入拡大に向けて、市町村にIllきか11を行う。

〇 認知症高能の治基・ケア施設のmやマンパワーの専門的研修等、総合的な

3基l知症高1tt者対策を推進する。

Iii) 質 の 高 い ホ ー ム ヘ ル パ ーの養成を国る。能介aや生活通ま要最l基者のニー

ズ に 応 じ た 在 宅 サ ー ビ ス の 税 を 國 る た め に ll、専門aと し て 開a 倫理al
の向上を国る必要がある。

「 )  ホ ー ム ヘ ル パ ーの 現 解 を 充 実 す る 。

l可 ま だ 体 力 ・ 気 力 ・ 般 力 の あ る 的 職 代 の 股 を 配 す る 。

1111 般 限 地 開一レ バ ー 受 田 」 を 推 進 し 、 互 い i t 動 け 合 い 、 文 え 合 う 地

城社会づくりを推進する。
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〇 市町村における介i重サービスに格差が生じないよう支最策を器ずる。

〇 市国Ill'l lの介護認定書査会が公平かつ通に理営されるよう、人Illオの基成を図る。

〇 介使保険制度の円滑な推進を国るため、介使支最事門員(ケアマネジャー ) を

基成する。介重支最専門員の指導・動言等を行う主任介重支最専門員の基成、介

配専門員の地域itおける文ll体制の強化を国る。

〇 要介期顯;や住所地特例制度に関する始問題の改書を国り、M保険制度の充

実に努める。

1111 財産や設の管理ができない高1tt者it対して、 日常生活自立文座i業などが活

用できるよう、制度の充実と広報に努める。

〇 高 能 新 の 防 解 を 推 進 す る 。

1111 県・市町l目等の公的施設(学l始む)の一部を開放し、地城ボランティアグルー

プ等との「地t摘i清ふ開ふれあい会」を設ける。

n 家に閉じこもりがちな高能などに対して、老人福祉センターや老人意いの

家、公民館等itおいて、日常動作ilnliaからa味 前 ( 生 き が い 活 動 ) な ど の 各

種 サ ー ビ ス を 解 す る 、 生 き が い デ イ サ ー ビ ス 事 業 を 推 進 す る 。

l可 町内会・目治会等で相互開能が発通できるよう地l自融t体制の税を國

る。高1tt者の配 や、日常生活itおける文選等、福祉サービスの基使的部

分は、町内会・自治会等、一番身近な近開団の活動に負うところが大きい。

01 認 知 症 高 能 、 特 に 開 高 能 に 対 す るmの 理 解 と 通 開 lを 税 す る 。

〇 高1tt者が安心して生活できる居住理境・まち一i くりを進める。

「 )  ヶァ付き住宅や子青てmの向上にも寄与する三世代住宅等の建設を田す

る た め 、 融 資 等 を 税 す る 。

l? 介ii対応のため増構・改造を文選する。

01 平成23年10月にいばらき身障者等用関利用配制度が導入されたが、

開に よ る身降者等用開の不通切な利用事例が報告されていることから、

適 正 利 用 i t つ い て 免 許 更 新 時 や 自 動 開 、 地 青 な ど で 周 知 能 を 国 る 。

目 解 や 解 能 に 対 す る 素 能 設 置 や 早 期 発 見 シ ス テ ム のmを造める。

(家族あるいlま貴任者が希望する場合)

的 3基l知症が原因で開し、身元不明のまま施設it開される高1tt者が相次ぐ間

題で、理知ii置の人とその通をmで支えるmづ く り の 一 環 と し て 、 開 高

ll清等の早期発見・保i重 に 向 け た 全 県 的 な ネ ッ ト ワ ー ク を 税 す る と と も に 、

離でもなれる3基l知症サポーターの基成を県田として展開する。

o青児・介豊休業法など介豊休業制度について、市町村や企業に対し普及・啓

発を國る。

o高1tt者を対itとする福ilk施策itは、行開器として理解し 一iらいカナ文字が

多 く 簡 さ れ て い る の で 、 分 か り や す い 日 本 文 字 に す べ き で あ る 。
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o保健・配・福祉等の関係換関をllじめ、 能 や 企 業 な ど も 合 め た 田 l

を整備し、ill知症高1tt者の早期発見'P文選体制一i くりを推進する。̃ 茨城型地t胞括ケアシステムの開に向けて、養成された理知ii置サポーター

のll的な活動を後押しするための体制,・くりを推進し、活国の場の拡大を國

る o

@ 在 宅 M を 行 う 通 へ のmを 田 す る 。

【新a】 @ 今 後 の 福 解 ll能 づ く り の 能 が 必 要 。 介i重予防・日常生活m合 設

を使いやすい仕組みitす る こ と が フ レ イ ル 子 防 it集が る 。 さ ら it本事業の場がシ

ル パ ー リ ハ ピ リ 体 操 な ど とnす る こ と で 、 よ 1りt i ; i-i くりに有効な場となる。

現在の状混でll、 通 を 受 け る 方 が 認 定 を 受 け て 本 設 の 利 用 に 至 る ま で ケ ア プ

ラン作成など時間と手間がかかりすぎるので、サービスを利用しゃすくし、フレ

イル対象者を取り込,l要介l重状想になりにくい社会づくりを推進する。

llln介f体tl の Ma)

介31保険制度のもとで、充実した施設サービスが受けられるようにするためには、

要介l度者のMを受け持つこととなる介l度老人保a施設、特別設老人ホーム等の

施設整備を配するとともに、必要なマンパワーの基成確保を國る必要がある。

(i) 介Ia老人保健施設の聞配を国る。

各 高 開 批 日 内 で の 設 置 市 町 村 の 備 在 や 、 入 所 者 の 通 簡 が 思 う よ う に 進

ん で い な い と い う 課 題 も 残 さ れ て い る た め 、 「 い ば ら き 高 開 プ ラ ン 2 1 」 に 基,・
き、地域,-:'' it印 し た 聞 を 国 る 。

「 )  将来的には、未設置市町村を解消することが必要であるが、当面、特にM

老人保e施設が立地していない市町村及び田に対して、介a老人保e施設に

関する制度の周知や通な利用の啓発を国る。

l' 入 所 者 の 通 簡 を 田 す る た め 、 施 設 に お け る リ ハ ピ リ テ ー シ・ンを充実

さ せ る と と も に 、 訪 間 リ ハ ピ リ テ ー シ・ン 等 の 在 宅 サ ー ビ ス の 利 用 配 を 國 る

ため広報・啓発it努める。

② 特 別 設 老 人 ホ ー ム を 增 設 す る と と も に 、 在 宅 相 批 サ ー ビ ス の filL点として、デ

イ サ ー ビ ス セ ン タ ー ( 通 所 介a 及びシ・一 ト ス デ イ (短期入所生活介a 専用

ベ ッ ド な ど を 器 設 し た 施 設 の 聞 老j=:一ム。aを国る。「 )  設 老 人 ホ ー ム 及 び 特 別 設 老 人 ホ ー ム の 老 朽 対 策 を 田 す る 。

l可 入 所 者 の 新 の 向 上 を 國 る た め 、 屠 ヨ の 個 ヨ 化 ・ ユ ニ ッ ト ケ ア 化 を 推 進

す る と と も it、低所得者it融tした多能の聞'P低所得者の利用m制度

の充実を国る。

③ 解床の再l日成に伴い、介議展基院や介a老人保e施設など受け皿となる施

設 の 聞 配 を 国 る 。

〇 M M の 労 〇mを改善するため、介E支l最用ロボット機器の導入をより一
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属推進する。

(ii) 介護子防のii点から、m老人ホームのm補動と老Ill対策を国る。

l重) 高 開 が 安 心 し て 生 活 で き る サ ー ビ ス 付 き 高 開 向 け 住 宅 や 三 世 代 住 宅 の 設

を 國 る 。

本県の死亡原因の順位ll、 第 1 位 llがんであり、 第2位が心期i、 第4位が腦血

管 能 で あ る 。  これらの生活習tl病対策は、n配の重点施策であり、 日常生活

を通しての発生予防、早期発見、及び早期治藤がt要である。このため、予防・検

診・治基の一貫した体制のmに 全 力 を 学 げ る 。 ま た 、 「 能 い ば ら き 2 1 プ ラ ン 」

及び「表域1果総合がん対策推進計画」it基一iき 、 生 構院子防をはじめとする健

康づくり対策に取り組む一方、がんm推進条例Cat城県がんmを推進し、がん

と向き合うための1果民8船 ll例) に基,・き着実ながん対策の取り組みを総合的に推

進する。

(!) がん対策の推進を国る。

? 科学的根it1に基,・いたがんに関する正しい知識の普及と生活習償の改善等に

よるがん子防対策を推進する。

o子ども通が、がんの予防や早期発見につながる習慣を身にっけ、がん患者に

対する正しい認識がもてるよう発通et階に応じたがん教育を推進する。

※ l・ がんの早期発見・早期治aの た め 、 民 間 企 業 ・ 団 体 と 配 し て 開 診 率 の

向上に取り組むとともに、開度の向上を国る。特に、コロナ相において受

流え等により低下した受診率を回復させるため、受診率向上の]Ill組みを改め

て強化する。

集 oがんの早期発見、早期治藤につなげるため、市町村が実施する受eしゃすい

検開i,・く り の通を行う。

t, ,,l がん展a体 制 の 聞 、選和ヶァの推進等itよ り 、 が ん展a体制一i くりを推進

する。

o が ん 田 院 を 申 心 と し て 、 が ん 田 lのmに 努 め る と と

もit、手tt演法・ i始Ill演法・化学a法の治a体制の充実を国る。

o患者の能的・精神的書常等をa和するため、がんとe新された時からa和

ケアを切れ目なく解するため、組和ケアの普及書発及び施設・在宅程和

ケアの推進を国る。

目 がんe,療通111lililL点病院の相般支最センターを法として、がんに関する情報提

供・相m開 lの 税 を 國 る 。

o が ん の 息 者 ・ 益 へ の ピ ア サ ポ ー ト の 能 や 息 者 サ ロ ン の 配 等 に よ り 患 者 ・

通を1111立さ世ない全県的な患者llの 田あづ く り に11;め る 。
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oがん患者の解に関する課題の極や関係換関への〇きかけにより、 〇く世

代のがん息者の就労文理体制を構集する。また、国が策定した数場での治

藤 とa業生活の両立支最のためのがイドラインの内容を踏まえながら、企業

における治基と仕事の両立のための]Ill組を推進する。

0 1組aがん (余命6ヵ月以内)と護,新され、住み信れた自宅で最期の時間を過

ごしたいと望むがん豊者の在宅療養の支Iaに取り組む。 (来期がんは厚生労

〇省の「特定16 1度病」に指定されており、 4 0 111以 上 l 描 間 介i重サービス

の 自 設 担 が 1 割 と な , て い る 。 )

cl 思春期から着年成人の年代を指す「A Y A 世 代 」 の t 要 な テ ー マ で あ る 解

性 温 新 法 の 理 解 を 操 め る ]Ill組 を 進 め る と と も に 、 解 性 温 新 法 を 希 望 す

る人が、必要な配を受けられる環境を聞する。

oがんによる手術により 19等の残る人が、入構の際に気に世ず楽しめるm
を 整 え る た め 、 関 係 設 者 や1果民の理解 Ill追 に ll的に取り組み、がんとの

共生社会の実現を目指す。

m 受e率 が 低 い 女 性 の が ん 開e率の向上に取り組む。

女性のがん検診の受診率向上のため、女性の =一ズを踏まえつつ、市病や

開 関 等 と 配 し 、 実 効 性 の あ る 能 の 前 を 進 め る 。

② 糖最器模Ia等対策の推進を国る。

心 能 や 腦 卒 申 な ど の 情 開 患 、 糖 願 、 肝 期 患 、 書 期 患 等 の 発 症 予 防 及 び

早 期 発 見 ・ 早 期 田 を 図 る た め 、 能m・特定保健指導を推造する。また、

日常生構慣の改書を具体的に指導して疾病の発生防止を国る。

n 特定健康議1査・特定保健指導の受診率等の向上に努める。

l・ 橋 解 子 田 を 実 施 し 、 新 の 子 防 を 国 る 。

01 は 康 教 青 ・ 能 相 解 を 充 実 し 、 聞 の 啓 発 ・ 普 及 を 国 る 。

目 人工通析に移行しないよう糖願予防対策を推進する。

〇 関係換関と配し、糖尿病等生活習tl病子備辞it対する効果的な保健指導の被

Eを国る。

④ 1果民の生選を通じ た 営 と 口 建 の 能 20、e=基jjtll1くりを推進する。? ) 「表域県a と 口性の健農づくり8020・6424推進条例」等に基一i: き、8020・

地 ( 8 0 裁 で 2 0 本 以 上 の 置 を 保 つ こ と 及 び 6 4 裁 で 2 4 本 以 上 の 置 を 保 つ

こ と ) を 推 進 す る 。

l? むしaのない子どもを増やすため、むし量 f 防it科学的mの あ る フ ッ 化 物

洗口を実施する施設等の增加を国るとともにm的に実施できるよう効果的な

普及に努める。

t, ,,l aと口鹿の健農づくりのさらなる推進のため、行政it從事する開生士の

確保を国る。
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01 口建ケアや定期的な題l!i使趙tの受診について普及書発を行う。

(ii) 大学と連a9 し 、 M づ く り の た め の 調 査 研 究 を 行 う と と も に 、 M の 提 供 、

県民へのは康教青・解などを行い、能づくりを推進する。

@ 1 果 民 の 聞 育 、 健 康 増 進 な ど 市 町 村 の 行 う 能 づ く り 体 制 の 通 を 税 す る

と と も it、?師・管理栄i士・a科行生士など健農づくりit換わるa員の田

向上を国る。

〇 関係団体と性力し、健康a座 や 健 康 相 識 等 の 生 開 開 予 防 の た め の 設 を 種

極的it実施する。

生活習慣病等予防のため、 i t事を中心とした各人の?づくりを支最するため

の 田 識 構 び 外 食 産 業 に 対 す る 減 E 対 策 等 を 配 す る 田 を 行 う 。

〇 ぁらゅる世代が健全な会生活を自ら設できるよう会青を推進する。

〇 能 づ く り のmや特定ee,を受eし た 県 民 に ポ イ ン ト を 付 与 す る 事 業 を 建

し て 、 開 の 解 や 配 の 抑 制 を 國 る 。

【新a】 lilt 栄i指導業書を効果的it推進するため、管理栄i士の更なる置9向上を国ると

ともに、港在管理栄養士発掘(再教青)に向けた必要な取組を推進する。

(4) lit書 者Elli;の 癌

前 の あ る 人 がmで安心してiら世るよう、  M ・ 配 ・ 相 批 ・ 教 青 ・ 産 業 労

〇 等 が 聞 し て 、  開 者 施 策 の 推 進 と 開 祉 サ ー ビ ス の 開1mに努める必要が

あ る o

このため、「新いばらき障書者プラン」に基づき、t章書者施策の推進と障書福祉

サ ー ビ ス の 開1mを 一 体 的 に 進 め 、 解 の 展 開 を 國 る 。

また、 「能者差別解消法」及び平成27年4月it施行した 「 能 の あ る 人 も な い

人も共に歩a幸 世 に i ら す た め の 茨 限 づ く り 条 例 」 に 基 づ き 、 前 者 に 対 す る 差

別の解消のための諸構を推進する。

(i) 能 指 合 通 法 施 行 i t 伴 う 能 能 祉 サ ー ビ ス の 利 用 者 負 担 の 独 自 8 構 の

導入を国る。

② 開 者 がmで目立して生活できるようグループホームのmや 、 在 宅 の 開

者 等 を 対 i t と し た 居 宅 用 や 重 度 前 間 介 護 等 の 前 間 系 開 祉 サ ー ビ ス の 流 、

農業や林業などを通じた識労支最等の日中活動の場等のMを総合的に推造す

る o

〇 能者の自立it向けて、県や市町村の施設itおいて外部委託している業書itお

け る開者の已用をmし、就労機会の拡大と已用の拡充を国る。

④ 開 者 に 対 す る デ ジ タ ル デ,f イ ド (m構 ) の 是 正 対 策 を 進 め る 。

n 点 訳 パ ソ コ ン 通 や 中 途 失 明 者 の 能 開 l 聞 の 実 施 、 手 話 通 9 t 者 ・ 要

約 i 配 者 の 養 成 ・ M な ど 能 ・ 能 前 構 を 進 め る 。
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l可 構 開 者 福 祉 セ ン タ ー ・点字國書館について利用者=一ズの変化やm a
器の普及など、施設を取り i量lく社会環境が大きく変化していることなどから、

機能の充実を前する。

e・ll 障害者のパソコン活用を総合的かつ、体的に支選するために、「障善者I T

サ ポ ー ト セ ン タ ー 」 で 実 施 す る 能 i t よ る 利 用 相 設 、 パ ソ コ ン ボ ラ ン テ ィ ア の

派ll事業等を推進する。

目 活字資料をコピー感覚で印座に点mに印刷できる点訳コピーの配置を國

る o

〇 前 者 の 体 力 增 独 と 明 る い 営 相 解 を 養 う た め 、 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン

等の各Ill大会を開催する。

〇 能者のスポーツ・レクリエーション及び文化活動が日常的it安定して行われ

るよう、総合的な支最体制のm接 を 国 る 。

開 の 普 及 の 促 通 に 関 す る 条 例 を 目 ま え 「 身 体 障 設 レ ク リ ェ ー シ・
ン事業」itついて、手話通9t者の配置it係る子算の計上を前する。

(i) 前 解 の 支 始 基 準 をa和するなど、t度身博者相l止対策の推進を国る。

〇 グ ル ー プ ホ ー ム 等 の 施 設 整 備 を 配 し 、 開 者 のm活や目立を通する。

ま た 、 構f li t適合しない新化した施設の改集'P入所施設it対するスプリン

ク ラ ーのmを進め、入所者の安全を国るとともに、必要な財政指置を購じる。

@ 量 正 会 設 流 祉 配 セ ン タ ー の 運 営 に つ い て ll、利用者やその保a者等の

開 it応 え ら れ る よ う 、 引 き 続 き集が関与・文選を行う。

〇 心身に開のある児童の日常生活自立のため、児董発通支l最やm等 デ イ サ ー

ビスなどによる、基本的な動作の指導、知解の付与、集団生活への前訓練

等の文選を行う。

Iii) 障書者が製作した物品を広く県民に販売するため、「福祉の店事業」を推進す

る o

1111 重度の度体不自由者の用や外出時の移動の介護を行う「重度前間介護從事者

解」事業を拡充する。

〇 健l書者の目立を通し、一人〇とりが必要に応じたサービスを受けられるよう、

相田専門員の配置、また、能者が地城生活で拉える課国i事決のための関係

機関による市町村自立交日富01会 の 通 開 を 国 る 。

X 〇 配 的 ケ ア 児 ・ 者 及 び そ の 家 族 の 福 祉 の 向 上 を 國 る た め 、 配 換 関 に よ る 配

型短期入所事業の推進、配的ヶァ児文llセンターの配、保青所等での受入体

制の充実を国る。併世て、障書Iaへ理定されないが特別なmが必要な子どもに

ついてll、 現 状 の ll配置基準による保育士等でll対応できないため、保育士等

を 加 配 す る 新 た な 財 配 等 を 前 す る 。

〇 理知ii置高ii者・知的前者・m前 者 な ど 、 白 己 前 が 低 下 し て い る 者
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の組利を基i重し、 目立した生活が送れるよう、 日常生活目立支最事;建の推進を國

る o

集 〇 前 者 の 自 立 し た 生 活 を サ ポ ー ト す る 補mの 前 をmす る 。 ま た 、 能 障

害者への官導大の始付について、本県でll今 年 7 月 か ら 、 構 開 2 設 の 人 に も

設 をmしたが、地域社会では、盲導大への理解が一操通しているとは言い

難いことから、 ま ず は 公 構 関 や 商 業 施 設 な ど の 受 け 入 れmのmを含め

た 官 導 大 の 普 及 配 を 國 っ て い く こ と が 必 要 で あ る 。

1111 提能i t関する理解・啓発を推進するとともi t、生経 一l9した文ll体制の充

実を国る。

提 開の統に操わる医師の確保・基成に努めるなど、 提 開を早期に発

見し、文選が必要な子どもを?新it集げる体制一i くりを推進する。

〇 前 者 に 対 す る 解 の 防mを推進する。

〇 111善時に障能m等 を 利 用 し て い る 開 者 (児)の安全を確保する。 また、

mが必要とな,た場合の選難:11111出 難 所 itおいて能者が困らないための施

策を推進する。

〇 開者施設の利用者が生きがいをもって〇けるよう、共同受発注センターの体

制を強化する等、能前設の受注換会の拡大と コ量水準mの向上を国る。また、

開 が 開 い 開 の 推 造 、 中 で も 、 開mの推進を国るためマッ

チングや情報発信を強化する。

〇 能 者 流 解 か ら の 物 品 等 の11先調建itついて、市町村it対し、開

の取組を周知することにより、更なる推進に努める。

@ 開 の 重 度 化 、 高e化、線亡き後を見把え、開者の生活をm前 で 支 え る

ことのできる地城生活文理ll点を表域型地域包括ヶァシステムとも配のうえ、

県内各地にmし、適切な支最やサービスの提供、充実を国る。

② 知 的 開 、 精 神 開 、 知 的 と 精 神 の 配 開 者 が 入 院 加 基 等 を 必 要 と す る 時 に

対応可能な配換関体制の聞を国る。

② l身 障 書 者 (Ia) の 解e開 lを独化するため、解の充実や医療機器購入

の助成制度創設などにより、集内で心身lie書者(児)に対応できるかかりっけ題科

ll所の増加を目指す。

@ 能 前 者 向 けi話リレーサービスについて、関係団体の営力を得て周知を国

る な ど 、 利 用 配 に 向 け た ]Ill組を進める。

〇 民間事業者の能者差別解消法it基一i く合理的aの理it関する費用it対し

て、市町村の動成制度の制定をmする。

@ 開 者 に 関 す る 構 や 施 設 等 のmにおける委員会やt8a会 な ど の 場 へ の 開

当事者の参画を推進する。

〇 t 度競問Mでは就 Si申のllは恩められていないことから、市町村において
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「Ia用施策との聞に よ る 重 度tot者者等歡對支通特別事ia 1 がm活通 設

の中で行われるよう0きかけるなど、就労中の文選を 配 す る 。

【新Ia】 @ 県は県手能言1fiの普及のmに関する条例で、手話の普及等に関する総合的な

施策を:業定し、実施することが求められている。このため、今後ll、手話言語な

どの普及路発と人 Itオ青成、文量i業 it加え、難境児の?a青・文選 と し て 、 能

から教青に至る切れ日のない支最体制の開に向け、開の解消や推mな ど

の検討を進める。

5)精糖保健の充実

精 神 開 構 に つ い て ll、 各ライフステージに応じた発症の予防、 早期発見及

び早期治a、並びit社会a帰対策を推進するとともit、在宅の精神能者が地域の

中で安心してiら世る基雄づくりを推進する。

〇 精 神 開 者 が 社 会 生 活 を 送 る た め に 、 生 活 通 開 lをmにおいて確立してい

く た め の 構 の 充 実 を 国 る と と も i t 、 精 神 開 祉 セ ン タ ー や 、 地 域mの基

本 指 針 に 定 め ら れ て い る 解 開 の 事 門 的 、 技 術 的fi l L 点 と し て の 開 に お け

るm神 開 祉 活 動 の 税 を 國 る 。

(2) 精神開祉センター'P保健所等itおける思春期精神保健対策、 ア ル コ ー ル 表

患対策を進める。また、業物書L用防止に関する正しい知験の普及に努めるととも

に 、 社 会 解 や 税 防 止 の た め の 施 策 を 進 め る 。

〇 前 能 に 対 し て は 、 い ま だ 開 と 備 秘 強 く 、 そ の 解 消 が 重 要 な 田 で あ る 。

こ の た め 、 心 の 能 づ く り に 関 す る 知 験 や 解 與a ・精神前者に対する正しい

知識の書発・広報をするため、mの 推 地 ・ 団 体 や 精 神 願 ボ ラ ン テ ィ ア の

青成を図る。また、家族への文最や、 高?tの造んでいる地域家tii会及び(一社)

茨城県精神保a相l止会連合会など各種団体の活動を支最する。

④ 精神願院からの退院に対する不安等の理由で社会的入院をしている精神開

者 i t 対 し 、 精 神 科 配 換 関 、 相 田 数 者 、 市 町 村 な ど 関 係 換 関 が 配 し た 文

最ができる体制づくりに努める。

⑤ 訪間着ii' P 精 神 科 デ イ ケ ア の 税 と と も に 、 県 立 こ こ ろ の 配 セ ン タ ー な ど の

f il を略まえた構の充実を国る。

l重) 病 状 の 割 M t ど 能 に 入 院 が 必 要 に な , た 在 宅 の 精 神 前 者 に 対 し て 、 配 な

配 が 解 で き る 精 神 科 能 配 シ ス テ ム の 税 強 化 を 國 る 。

〇 入 能 指 のa基 開 や 屋a從 事 者 の 開 i t 関 し て 、 前 な 環 境 の 確 保

を国るなどの配施設の近代化を推進するため、補動制度による支最を国る。

〇 配 患 者 の た め の 専 門 病 械 や デ イ ケ ア 施 設 の 整 解 を 追 め る と と も に 、 市 開 ・

流 配 セ ン タ ー を 中 心 と し た 、 地 域 の ネ ッ ト ワ ー ク の 確 立 を 国 る 。

〇 田 思 前 事 P i 病 破 の 理 を 国 る と と も に 、 田 思 前 特 有 の 心 の 病 に 対 応 す
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るため、 配 換 関 ・ 児i相 識 所 ・ 精 神 開 祉 セ ン タ ー ・保健所・教育換関など

関 係 換 関 の ネ ッ ト ワ ー ク ーi くりを推進する。

〇 県 立 こ こ ろ の 配 セ ン タ ー は 、 精 神 科 救 急 や 田 ・ 思 前 配 な ど の 事 門 的 基

幹 病 院 と し て の 役 割 の 税 を 國 る 。

lt1) 県及び市町村等は社会的不利の解消it向け、精神能を理由とする資格や利用

の制限の院止並び公共施設等の利用料のll等に努める。

〇 目 般 対 繼i本法に基,・き、関係換関との? 強化を國るなど、実効性のある目

投防止対策を推進する。

県が心の問題全般について相般できる法口として設置する「こころのホットラ

イ ン 」 を 始 め と す る 相m開 lの 税 強 化 を 國 り 、  目 開 者 な ど の 目 設 ハ イ

リスク者への対応itも取り組むととも it、 悩 み を組える方it気一iき、必要な文選

に つ な げ る ダ ー ト キ ー パ ーの 役 劃 が t 要 な こ と か ら 、 県 民 能 も が ダ ー ト キ ー パ ー

となることを日指す施策を進める。

ital 引 き こ も り 者 の 社 会 参 加 を 配 す る た め 、 ひ き こ も り 相 田 セ ン タ ー 、 M

構を中心に、市町村や民間の支最団体等とn営力し、多様な社会簡の方策

や通施を描示できるよう、引きこもり対策に取り組む。

〇 精 神 能 者 の 地 域 移 行 を 配 す る た め 、  ピアサポーターを活用した文ll体制の

拡充を国る。

X 〇 精神開者のマル福適用範囲の拡大についてll、 M の 事 例 も 解 に し つ つ 、

前 す る 。

6) 難病・感集症など特殊表病対策の充実

(i) 統 息 者 のa基 開 の 改 善 を 国 る た め 、  mの 公 費 負 担 を は じ め と し た 統

対策を推進する。

② 統 患 者 ・ 家 族 の 日 常 に お け る 相 識 ・ 通 、 m流活動のmび 田

な ど が 円 滑 i t 行 わ れ る よ う 、 統 相 田 セ ン タ ー 事 業 を 推 進 す る 。

③ 能 法 及 び 茨 城 県 感t国i置予防計画に基づき Ia染f置予防対策の充実を国る。特

に 新 開 生 時 に 通 か つ 的 確 に 対 応 で き る よ う 、 対 応 手 順 の 明 確 化 や 関 係

換関との連携体制の強化it努める。

〇 法に規定されている予防接種については市町村の財政基基や個人の経済状況

による格差が生じることのないよう、国に対し、必要な財瀬の確保を〇きかけ

る o

〇 肝 限 や 肝 が ん に つ な が る B 型 ・ C 新 炎 ウ イ ル ス 感 染 者 の 早 期 発 見 ・ 治 藤 を

國るため、肝炎ウイルスi;t査の受検a会を拡大し、1果民に対して肝炎設の受診

を推進する。

l重) エ イ ズ 構 の 拡 大 を 防 ぐ と と も に 、 不 空 や 心 配 の あ る 人 が 空 心 し て 相 酸
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や 能 が 受 け ら れ る よ う 、  相識・検査体制の税を國る。

〇 屋師・l言11師等へのエイズmの 能 や 、 配 換 関 相 互 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 を 国

るなど、 filL点病院等を中心としたエイズe開 lの充実を国る。

〇 解出血性大陽日開等の発生とまん延を予防するため、食品衛生・感染症

対 策 の 配 を 国 る 。

〇 ハンセン病に関する正しい知Bの普及i書発を進め、差別や偏見の解消を国

る o

lilt 前 パ ン ク 及 び ア イ パ ン ク の 田 を 国 る と と も i t 、 青 前 団 の 実 施 す る

青不全対策を支最する。

〇 円 滑 な 解 續 の た め の 開1mを進める。

n 前 ・a解 植 it対する理解とともit、a開 意思 新 カ ー ド の 普 及や、

m許 配 ・ 能 保 険 配 ・ マ イ ナ ン パ ー カ ー ド のM器提供意思表示構へのIa入

率向上を國るための書発を進める。

l・ 移植配の推進itは、病院illの移植配it対する深い理解の下、病院の体制

mがt要であることから、病院への情報提修tを行うとともに、配者を対象

と し た 設 的 な 研 修 会 を 開 催 す る な ど 、 病 院 の 開imの動換 -'けにつながる

取り組みを推進する。

t1 白 通 な ど の 流 に 有 効 なmを 解 し す る た め 、 開 の 開 ( ド ナ ー)

が移描手tErに性力して入院や通院をした場合に理するドナー動成制度の上限

額引き上げを国り、能者の減少itつなげる。

〇 新たなインフルエンザの発生に備え、mi を 独 化 す る と と も に 、 タ ミ フ ル

等の理品の備書や設防止に関する県民への普及書発等の対策を進める。

1果民が安心して日常生活を送るためにll、 保 健 ・ 配 ・ 福 祉 の 聞 が 特 に 重 要 で

あ り 、 関 係 換 関 相 互 の 配 と一体化を国ることが期待される。

(!) M 新 画 を 推 進 し 、mの Mml の確立を国る。また、m配 構

想の申に示されている施策の方向性の実現に向け、地l重医基構想調整会aにおい

て観aを行う。

② 茨城型地t胞括能ケアシステムの推進を国る。

n 高 能 ・ tiel善者や 児iなど要選a者 が 設 やmで安心して生活できるよう、

n・配・福祉の関係者がチームを組んで効率的・総合的な各種在宅サービ

スを能する、茨城型地tt包括ケアシステムをM保険制度等とのn・相整

を國りながら進める。

l・ m諾の参加・観力を使し、表域型地域包括ヶァシステムの充実強化を

国 る 。

- N ; -



o 配 換 関 に 対 し 、  田 能 ケ ア シ ス テ ム の 通 を 行 う と と も に 、

在宅it Mする入院息者の退院情報(息者の同意を得て)提修t体制一i く り を

国る。

o市町村のサービス調整会aや在宅ケアチームの申に、mの医基従事者が8

加するよう指導・1llr言を行う。

o 配 や 相 批 の 開 が 不 足 す るmにおいては、近解市町村とのnを国り、

田 能 ケ ア シ ス テ ム の 拡 売 を 進 め る 。

cl 施般'P在宅a基の場で、適切itたんの開l'P経管栄iな ど 特 定 の 配 的 ヶ ァ

を行うことができる介期t員等の養成を円滑に推進し、要最l度者が安心して

生活できるようにする。

〇 a条マッサージ師・業道整a師等の社会参加事業を使す。また、高解や前

前 者 に 対 す るa灸マッサージ施術費動成制度の創設を前する。

④ 国民健康保隆t財政の安定的運営と被保険者の負担軽減を國るため、県の財政支

愛を充実させるとともit、適切な国11動成措置を国it要ヨする。

〇 M 配 関 係 団 体 合 同 で の 能 づ く り フ , ス テ ィ パ ル な ど の 社 会 活 動 を 動 長 す

る o

〇 福 祉 と 配 の 配 のf il を担う前間着護ステーションの青成強化を国るととも

に、設置の拡大を進める。

n 訪間着 i重 ス テ ー ジ・ンの開設を促すため、設の補動をする。

l? 前間?aを担う人材の確保・青成を国るため、配換関等への文選を行う。

(i) 配 施 設 ・ 相m設 ・ 在 宅 を 通 し た 総 合 的 な リ ハ ピ リ テ ー シ・ン提供体制の確

立を國る。

n 県 立 配 開 E 病 院 を 技 と し た 、 屋 学 的 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン の 解 が で き

る 配 施 設 のm、及びm ( 在 宅 ) で リ ハ ピ リ テ ー シ・ンが受けられる体制

のmを 配 す る 。

l・ 災 書 時 i t お け る リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 通 前 を 円 滑 i t 実 施 す る た め 、  リ ハ ビ

リ テ ー シ・ン事門戦の派ll体制をmする。

01 高 能 会 化 に 伴 っ て 高 ま る 1 果 民 の リ ハ ピ リ テ ー シ・ン 配 の・要に応えるた

め、 集立配 ?及び付E病院は、a員数'i'子算編成等での自主性が確保され

大学の自律的な通営が期待できる公立大学法人化の前などにより機能独化を

國る。

〇 市 町 械f会福tl出a会の基盤の強化を国る。

〇 m接 の 自 主 的 前 に よ る 、mボランティア活動を推進する。

n mボランティア活動を動長し、グループの育成強化を國る。

l・ 表 限 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー や 市 町 械f会福tl出a会 を 中 心 i t 、 ボ ラ ン テ ィ

ア グ ル ー プ の ネ ッ ト ワ ー ク や 人 材 パ ン ク を M す る 。
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01 前 税 や ボ ラ ン テ ィ ア 保 険 の 加 入 等 、  ボランティア活動に參加しやすい環

境づくりを進める。

目 ボランティアグループの設の向上を国るため、指it者11;f修の実施とともに、

ネ ッ ト ワ ー ク ,・くりを國る。

flit 市町村P関係各換関it対して、m や ?・文選を強化する。

Iii) 民 生 委 員 ・ 聞 員 の 活 動 を 充 実 す る た め 、 地 配 営 や 県 民 児t9活動に動成

する。

o民生委員の負担1動IM'、なり手不足の解消などit一定程度寄与するものと考え

られる兵庫県の民生t9ヵ委員制度のようなmuを參考に、民生委員が活動しゃ

すいmを進めるとともに、民生委員の担い手確保に取り組む。

1111 地城住民参加による互動組i3tとして、「有償による在宅福祉サービス」を推進

独化するため、時間foEtiモ制度の普及を国る。

〇 と も に 支 え 合 う 福mの 前 と 、 m田の福祉活動への主体的な參加促通

を 国 る 福 祉 コ ミ ュ,テ ィ ーi くりを推進する。

〇 成年後見制度の利用が有効と理められる理知ii置高開・知的前者・精神開

者などの適切な財産管理等を通するため、成年後見制度の普及書発を國るとと

もit、成年後見制度利用文選期i,の 活 用 を 配 す る 。

「 )  成年後見制度の円滑な支最を行うには、市町村の営力が不可欠であり、担当

する社会福i止士等との線密な聞・性力の推進を國る。

l・ 成年後見制度が身近で利用しゃすいものitなるよう、市町村itおける地理

携 ネ ッ ト ワ ー ク 及 び 中m関のm等を推進する。

X 〇 障善のある家族の介議、難病の子どもの子育て、〇きこもりの家族のケアなど、

多aなIllを担,て い る ケ ァ ラ ー は 、能的、精神的、さらitは経濟的itも重い

負担を組えていることから、「茂域県ケァラー ーヤングケァラーを支最し、共に

生きやすい社会を実現するための条例」に基,・き :業 定 さ れ た 「iitil 媒 ヶ ァ ラ 一支

配 進 計 画 」 i t よ り 、 ケ ァ ラ ー と そ の 家 族 を 社 会 全 体 で 文 え て い く た め i t 、 前

的にmに取り組む。

〇 総合福i止会館の換能の統強化を國る。

n 地 開 祉 の 構 ・ 活 動 ・ 情 報 ・ サ ー ビ ス 等 の 発 信ll点としての換能の充実を

国る。

〇 福祉マンパワー対策を強化する。

※ n 福i止人材センターの換能を強化し、福祉・介護の仕事を知るためのインター

ンシップの機会提修t、離0t者防止及び再就業支最の取組の充実を国るほか、 シ

ニア属や外国人等の多激な人材が參入しやすいmづくりを行うなど、福祉マ

ン パ ワ ー の 基 成 確 開 を 推 進 す る 。

l・ M相祉士・社会相祉士修学ll金11与制度の活用を国る。
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〇 民間社会福i止施設のm配 を 國 る 。

m 設it着護師を必置するなど換能充実を国る。

〇県立社会相m設等のm mを国る。

n 県立福i止施設の計画的mを進める。

l・ 児重相設所等、県立相設換関の換能充実・相i離制の強化を国る。

〇 相批団体の青成独化を国る。

n 戰没者it族等が組aするm団体への動成を行い活動の配を國る。

l・ 民間の社会福祉関係諸団体の実情it応じ、きめ細やかな指導・青成・ 翻 1 を

行い、民間の相批活動を推進独化する。

01 ll身 開 者 を 持 つ 父 地 の 税 と 意 識 の 高 科 を 國 る 。

? 母IF動i福祉団体it対する文選の充実を国る。

@ 民間・企業等における相批関連事業の青成を国る。

多様化し增加する高能の構=一ズに対応し、かつ効果的・良質的な構サー

ビスをmするためitは、公的it加え、民間の活用が必要とな,てくる。また、

高能の自立田と介性者の:e連ila激を國る報点から、A I や I  o T、介段ロボッ

トなど介重支最a器や福田具などの活用を推進し、それらの開発・提修tを行う

企業を青成する。

「 )  民間事業者の参入を田する。

l可 介重支最a器 や 福 田 具 な ど の 研 究 開 発 と 普 及 の 配 を 國 る 。

t, ,,l 開祉 サ ー ビ ス開 、民間・企業の青成を国る。

目 企業前の高i清対策の推進を国る。

的 一船とIll 農の福祉に対する理解・認識を操める。̃ 介 護 体 業 及 び ボ ラ ン テ ィ ア 体Ia制度の普及itついて指導・啓発を行う。

@ 生活田の実施機関における1tll行体制の確保と自立支最プログラムの推進及び

ハ ロ ー ワ ー ク 等 と の 聞 強 化 等 に よ り 目 立 配 を 國 る 。

〇 生 活 開 の 不m防止対策を推進するため、関係換関との配強化を国る。

② 生活田制度における実施責任の11ト住地特例について、有料老人ホームに藤当

するサービス付高能住宅についても対象となるよう、国に対して要望する。

〇i困の世代間llを新ち切るため、生活困B者自立文ii法it基一i く子どもの学

習・生活支最事業などの生活困務世帯の子どもに対する支最内容の充実を国る。

@ 8 0 代 な ど 高eに な っ た 線 が 、 〇 き こ も る 5 0 代 ら 申 年 の 子 を 抱 え て 困 llする

「 8 0 5 0 間al が 開 l化しており、対策を早急it前する。

〇 ラ イ フ ラ イ ン を 止 め ら れ 解 ・ 1 11[立死した解が全国で相次いでいるのを踏ま

え、関係換関との連構会を設置して、高0清等の見守りを進め、 1111立死の未然防

止を国る。

〇 ? ・住宅の確保や保険配 ・ 相 祉 サ ー ビ ス の 利 用m等を虚り込んだ地方再
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犯防止推進計画を:業定する。

〇 児童Ia施設入所児重への文選を 充 実 さ せ る と と も it、児童Ia施設退所者が

経済的な不安を組えながら自立することは大変困難であることから、裁々な個a
や間題に対し相識できるmづくり等を進め、 目 立 を 通 す る 体 制 を 税 す る 。

〇 地で公共交通換関を利用して移動することが困離な者のm的な移動手段の

確保のため、相批有償通送事業者を支最する補動制度を創設する。

l国) 開 の 換 能 強 化 ( 人 員 増 強0 のため、保健師資格を持つllの確保を國る。

〇 能 防 止 対 策 の 要 で あ る 開 の 施 田 i t つ い て は 、 施 設 の 新 化 や 能

対応に加え、県民の利便性及びMの通動にも管意し、計画的に早期のmを日

指す。

〇 住み信れた地域で、自分らしい基らしを最後まで続けるための重要な取り組み

で あ るm リ ハ ピ リ テ ー シ・ンの推進にあた,ては、現場の声をMきながら、理

通 新 の 介i重予防への活用や、 リ ハ ピ リ 専 門aと の 聞 を 進 め る 。

8) m制の充実

〇 申 用 院 、  こ こ ろ の 配 セ ン タ ー 及 び こ ど も 病 院 の 県 立 3 病 院 ll、 1果民への安

全・安心なmのためのM的な換能充実を国りながら、県財政への負担9

演を国るために、抜本的な経営改書を推進する。

県 立 申 用 院 の 救 急 セ ン タ ー の 換 能 を 税 さ せ 、 救 能 セ ン タ ー と し て の 位

置一iけを国る。同病院の将来使を明確itす る と と も it、施設の免量化itよ る 建 て

書 え を 早 急 に 前 す る 。

② 常?田・0・kち な か 願配日に整Illした常tif大宮i船i会病院に、小能

の換能や産婦人科の護Ia体 制 を 聞 す る 。

③ 入期a者や医療従事者に良好な藤養・mの確保を国るための配施設や

mのmに対し動成する。

〇 配事故の?防止とともit、 開 と 安 心 で き る 体 制 一i くりのため、展aa員

の 解 な ど 充 実 を 国 る 。

⑤ 外国人在住者の医基対策事;建を実施する。

受診する際の情報を充実させるとともit、外国人屋a費末払金の補環制度の充実

を国る。

@ 配換能の分化 ・通操の推進を國る。

n 県取び屋師it対して、かかりっけ屋の普及・啓発を国る。

l' 医師会等に0きかけることにより、病e ・病病nをm的に推進する。

01 m配 通 院 の 拡 売 を 國 る 。

目 地域m 合 確 能 を 活 用 し 、 病 願 能 の 分 化 ・ 配 i t 資 す る 事 業 を

実施する。
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m 急性期をIlla した患者の受け皿となる回復期病床は、 2025 年の必要病床数約

7200原に対し、いまだに税があり、今後、円清な受け入れに向けて、受け

入 れ 税 の ハ ー ド ・ ソ フ ト 両 面 か ら よ り 一!i支最する。

〇 I C T や 5 G な ど の デ ジ タ ル 新 を 活 用 し た 通 隔 配 に 取 り 組 み 、 在 宅 配

供体制の充実・強化や配資源を健農管理など子防配it有効活用する。

〇 明業医の高解化やm者不在に伴いe藤所が演る中、m配の担い手を確保

するため、統所の第三者へのmを検討する県内の開業医と、開業を希望する

全国の動書屋らを仲介する「屋業承離パンク」の開設を前する。

〇 コロナ相において、e藤の差し違えttiii1き、持病が熱ヒしてから病院に行くと

いった間題への対応を検討する。

【新a】 lilt 人生の最期を迎えるやa基が必要itな,た場合it、多くの人が在宅配を希ヨ

していることから、人生の最後まで安心してiらし境けることができるよう、在

宅mi の 税 が 急 務 で あ る 。

【新a】 lt1) 護Ia報9Hは、厚生労ll 大 臣 が 中 地 能 険 配 観 設 のa論を略まえ決定して

いるものであることから、医療 - M関係団体の状況を極した上で、人材やサー

ビスの質を安定的に確保するために適切な配分となるよう国に要望する。

【新a】 1111 ?a現場itおけるM的 な I  C T の 活 用 ( I  T 化 、 D X の 推 進 ) を 配 ・文選

する。

( ll・東体tlの充実)

県民がいっでもどこでも十分な医表を 受 け ら れ る よ う 、 1 次 ( 初 期 ) ・ 2 次 ・

3 次 の 通 配 開 の 充 実 を 國 る と と も に 、 救 急 配 の 普 及 ・ 啓 発 を 行 う 。 さ ら に 、

災 害 時 に お け る 能mi のmを國る。

(i) ドクターヘりの活用と受け皿となる屋a体 制 の 聞 、  ドクターカー通行の充実

等により、県内に格差の生じない通配の充実を国る。

② 市町村が運営する体日夜間創患センター及び在宅当番医制度を推進するととも

it、 流能 配換関を文選する。

③ 夜間・休日における業局の地方世ん応需体制の充実を国る。

④ 病 開 制 病 院 の 施 設 及 び 医 基a器のmを國る。

(ii) 解 者 が 迅 速 i t 適 切 な 処 置 が 受 け ら れ る よ う 、 田 開 lの充実'P、消防

救急指令の一元化を進める。

@ 能 配 (応急手当て)の普及・書発を行う。

〇 災書l換l点病院等it対し、災書配it必要な施設・設備の聞を国る。

「 )  短時間l最送体制を確保するため、通配用へリポートのmを国る。

〇 救急医基対策の一環として、AED(目動体外式除細動器)の設置並びに活用

の01進及びパイスタンダー(現場it居合わせ応急手当てを行える人)の基成it-
国努める。
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n 学校施設の貸し出し時等においても、 A E Dが適正に活用できるよう運用体

制 の 聞 を 国 る 。

l' 「A S UKAモデル」を活用したA E Dのi的三利用の普及啓発を国る。また、

小 学 校 に お い て も 、 救 命 構 習 の 申 で 目 分 に で き る こ と を 教 え 、 救 能 の 税

を国る。

〇 相般体制の充実など、小児救急医解It制の独化を国る。

X 〇 県内において、医師不足等が解な鹿行地ttのmi の 税 を 國 る た め 、 神

酒濟生会病院が處行地域の安心經を守る重要な中開院としての使命を果たし

ていけるよう、新病田や機能独化に対する支最に取り組む。 また、行方m
を 合 む 解 の 開 lの 継 持 ・ 向 上 を 国 る た め 、 能 配 を 始 め と し た 、

地域配の換能向上it取り組む。

9) 医楽品の去全対策と献血の推進

(i) 理品の有効性・ill全性を確保するため、 解 業 の 充 実 ' P 理 品 の 正 し い 信

報 の 開 動 を 推 進 す る 。

n 新 の 在 宅 医 基 等 に お け る 理 品 保 換 能 の 拡 売 を 通 す る こ と に よ り 、 医

新 業 の 充 実 を 国 る 。 さ ら i t 、 地 構 へ の 参 画 やm設 な ど 、 住 民 の M

を 幅 広 く サ ポ ー ト す る 「 は 康 サ ポ ー ト 業 局 」 の 普 及 を 進 め る 。

l可 新 に お け る 一 般 用 展 集 品 の 適1] 三 使 用 に 係 る 能 や 聞 識 、 解 を 支

愛 し 、 県 民 の セ ル フ メ デ ィ ケ ー シ ョ ン を 推 進 す る 。

01 能 l師会の設置する業事情lat室や業の相能の通営に動成する。

② 一 般 用 展 集 品 の イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る 配 の 配 指 導 を 強 化 し 、 理 品 配 に

あ た , て の 經 確 保 を 国 る 。

③ いわゆるは康意品 (無承題無許可医業品の展いがあるもの)や危険ドラッグに

よる健康被害を防止するため、mを税し、市場への流通の防止を國る。

〇 能 理 品 ( シー リ ッ ク 理 品 ) の 普 及 は 、 息 者 負 担 の 1 動IM ' mの適正

化を国る上でt要であることから、市町村や配関係者への0きかけなどを通じ

て 地 t t ご と の 前 前 を 國 り っ つ 、 県 を 学 げ て さ ら な る 配 配 に 取 り 組 む 。

(ii) 血被の安定mのため、献血事業を推進する。

「 )  成分献血、,Iceni献 血 を 中 心 と し た 田 想 の 普 及 に 努 め る 。

l可 民間前性力団体などの拡売に努める。

t, ,,l 1 0 代 、  20代の献Jill者数が減少しているが、構日での落ち込みは将来の

m不足につながりかIa な い こ と か ら 、能国の献血者確保に11;め る 。
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國る。

n 県 通 セ ン タ ー と し て 屋a從事者のleltli体制の充実を国る。

l' 現任配戦のためのリガレント教青を推進する。

② 医師、解医師、薬剤師、保健ell、動産師、着重師、 l装ll!1111生士、t解!l技工士、

理学a法:l二、作業a法 l 二 、 能 購 宣 士 、 臨 解 師 、 la m師などの差

成確保及び解の機会を拡充する。

n 医師不足が前l化している県北山間部などのmに お け る 新 人 科 や 小 開 、

流 配 な ど の 能 配 を 推 進 す る た め 、 必 要 と な る 屋 師 の 基 成 確 保 を 国 る 。

l' 地tt医療介l度総合確保基金事業を活用して、早期の医統保とmi の整

備を國る。

Pl 解 解 聞 与 制 度 の 通 を 図 る と と も に 、 将 来 、 医 師 不 足 地 域 で あ ,

ても夢や希望をも,て配に従事できるよう、地t i医療支最センターが中心と

な っ て 、 修 学 生 な ど の キ ャ リ ア 形 成 を 通 す る 。

目 屋 解 聞 域 i t お け る 一 定 期 間 の llの集務づけ等の制度的措置を講じるよ

う国に0きかける。

的 医 師 の 〇 き 方 改 l 革 に よ る M を 極 す る と と も に 、 労 〇mの改善や院内保

青 所 の 配 配 等 を 進 め 、 地 屋 師 ' P l 言 fia員などの離a防 止 、 解

を独化する。

また、着ila員 が 安 心 し て 〇 き 競 け ら れ る よ う i 力 ・ ハ ラ ス メ ン ト 防 解

及び?aaの メ ン タ ルーレスケァ対策などal開 境 の 改 善 itついて文量i業を調

じる。̃ 県 ナ ー ス セ ン タ ー を 税 さ せ 、 学 生 対 象 の 着a題l場体験やie在着ila員の再

構教青研修体制、m介 事 業 の 流 を 国 る と と も i t 、 潜 在 l 言 fia員の再就

前 を 田 す る 。

lト) 動m改善のため、院内・公私立保育所の増設や統等に加え、小規樓病

院等itはl l配は厳しいため、 配 し て配出来るなどの文選を国る。

法) 看 度 M の 再 通 を 田 す る た め 、 属 能 ・ パ ー ト ・ 夜 間 事 従 な ど 多 様 な 動 義

開 ・ 条 件 の 導 入 を 國 る と と も に 、 mi の 税 の た め の 着 i重補動者の確保

対 策 を 配 す る 。

lリ) 看度師等修学1日l金貸与制度の充実を国るとともに、看度師が不足している地

域における着 i重師選成施設への通を行い、着ila員の基成確保を國る。さら

it、l言 fia員の処通改善it資する開を配する。准着護師基成校itついて、

既存は当面総持しつつも、新設は止め、C正)着度師養成にm入する。

い) 動産師基成においてll、県内動産師選成施設における県内推富枠を実施する

と と も i t 、一な臨地実習の場の確保を国る。

的 医 解 聞 消 の た め に 、 県 立 高 校 へ 般 置 す る 医 学 コ ー ス を 理 さ 世 、 医 地
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合格者増加の成果を上t f る。

l9) 本県の屋師不足は、屋前入学定員の増員などでは危換的な状況を解消する

ことは困難であり、抜本的な解決策として本県への医前新設を国る。

X 0 )  医師のm信 在 や 統 開 在 な ど の 抜 本 的 な 解 消 の た め に 、 医 師 解 推 計 の

再検証'P屋師の動書のあり方の見直しなど必要な制度の改善itついて、国it0

きかけていく。

P) 着 i重師の離a防止やie在着 i重 師 の 理 に つ な が る よ う 、 着 i重師が安

心して0ける保青体制の構集を国る。

lョ) 事門的な資格を持つ看度師 (題定看l度師、事門看度師等)の更なる青成と活

用を國る。

【新a】 0 )  着護師等基成換関の動書環境の改善はもとより、l却l題験i富な着護師が専

任教員へのキャリアプランを描けるような看度教青システムの開に必要な取

組 を 配 す る 。

【新a】 lり 県内の税l師 の 簡 在 や 地 域 偏 在 を 解 消 す る た め 、 第 8 次n配 計 画 i t

虚 り 込 む と と も に 、 実 効 性 あ る 業 剤 統 願 に 取 り 組 む 。

③ 人材,f ン ク を 設 置 し 、 円 滑 な 輪 旋 を 行 う な ど 、 プ ラ チ ナ ナ ー ス を llじめ、あら

ゆる世代のl言 fia員が、外国人材の受入を含めて、県内it構・定l書できるよう

な施策を推進する。

X ④ 訪間介設(ホームヘルパー)、訪間着議師、福祉に精通したll等、福祉サー

ビスを担う人材の基成、基成換関及び現任者atiltの充実強化を国る。

〇 医師の負担を減らすため、a子カルテの入力や修構の発行とい,た医師i堀,,

て き た 新 を 代 行 す る 配 ク ラ ー ク の 基 成 に 取 り 組 む 。

tif ) 社会福m への適切な支通

社会福i止施設ll、 高 能 や 開 指 に 対 す る 福 祉 サ ー ビ ス の 解 に お い て 重 要 な

f il を 担 , て い る こ と か ら 、 利 用 者 へ の サ ー ビ ス 低 下 を 招 来 し な い よ う 解 定 化

を支最することが必要である。

cl 基a老人,i,ーム等の配施設についてll、空床が日立つ施設も設けられるこ

と か ら 、M的it活 用 さ れ る よ う 市mit対しi'き か け を 行 う 。

t12) 食品の'拿't i,時の推進

(i) 会 品 の 田 を 確 保 す る た め 、  生産段階から流通・製造・加工・調理・消費it

至るまでの各過程における、常生対策の効果的な指導を総合的に推進する。

② 食品に起因する健康被害の予防対策をll的に推進し、被害拡大防止・再発防

止対策など関係換関と配の上、対策を総合的it講じるとともit、会品itよる危

書発生の未然防止に効果的な手法である、HAC C P (ハサップ:1書書l要因分新
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重要管理点)の適正な運用をmび 通 す る 。

〇 「会の經・安心推進条例」it基一i く、会品行生? it違反したa? 物の

出荷・統の温制、it品等始入者届出等のitの安全・安心の確保に関する具体的

配の適正な運用を國る。

〇 会 品 を 介 し て M 解 を 引 き 起 こ す 可 解 の あ るat生物や化釣質の多a化、

残管設等のポジティブリスト制度等に対応するため、 i t品の検査機能の独化を

國り、県内に流通する食品申のアレルギー物質や残留設、残留動物用理品等

の各種験査を始入会品も含め推進する。

〇 県民が日 i々 tべているi t品の能を正確に判新するため、 i t品常生検査施設

業 解 ( G L P ) を 能 し 、 能 の 信 頼 性 を 確 保 す る 。

〇 原産地のa新 な ど の 不 適 正 な 新 を 確 実 i t 発 見 す る た め 、 関 係 換 関 と 配

し、元素分構の科学的手法を用いた検査を実施し、県民のi tに対する安心感の

前 を 國 る 。

〇 「 県 ホ ー ム ペ ー ジ 」 や S  N S 等 を 活 用 し 、 会 の 經 i t 関 す る 情 報 公 開 を M 的

に実施するとともに、 i t品の開 梁も含めたi tの安全に関する施策等につい

て、1果民の意見を反映させるため、 リ ス ク コ ミ ュ ニ ケ ー シ・ン(関係者相互間の

情報・意見の交換1)を推進する。

〇 と 書 場 や 食 開 の 常 生 水illの向上を国るため、HA C C Pの適正な通用を確

認及tf支 最するとともに施設の改善をmする。

(11) 生会用会内の規解等が違守されるよう生会用会内を取り扱う事業者への監

視 指 導 を 能 す る 。

〇 食 品 の 放 射 性 物 質 に 関 す る モ ニ タ リ ン グ 能 をm的 に 実 施 し 、 そ の 解 果

を1111 民 i t 分 か り や す く 用 す る 。

tl3) 動物のn・i理対策の推進

本 県 の 大 及 び 組 の 田 は 、  令和元年度からa波適性があると判新した大及び控

がゼロとな,たが、依然として収容頭数が多い状想とな,ている。その普最には、

無貴任な飼い主のfl情放集や送子、野良益が産んだ仔益など、所有者のいない大基

が 動 物 指 導 セ ン タ ー i t 収 容 さ れ て い る こ と が あ る 。 そ こ で 、 県 民 と 配 し て 田

ゼロを総持するための取り組aを推進する。

M な ど で ll、 基 金 条 例 を 制 定 す る な ど し て 田 せ 口 のmした取り組みを始

めている。本県で も 「 大途mゼロを目指す条例」it基一iき、 集民 と 配 し た 動

物 llの 推 進 、 啓 発 、 教 青 、 田 を な く す た め の 対 策 に 資 す る 解 、 適

正な飼育、経等の推進と財政的配を器ずる必要がある。

動物受11管 理 施 策 を 充 実 し 、 関 係 団 体 へ の 前 通 を 通 し て 、 田 ゼ ロ を 船 持

す る 。
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〇 動 物 解 田 の 活 動 や 団m 、  民 間 団 体 ・ ボ ラ ン テ ィ ア に よ る 引 取 ( f ia い

離ぎ、里l観) と 引 田 間 の 理 や 能 口 の 流 、 不 妊 去 第 手 t tr、 開 基 の 文

最の充実を推進する。

② 無貴任な飼い主のfl情放集を防止するため、動物を量する心の教育・育成の為

の 「 い の ち の 能 」 の 充 実 を 推 進 す る と と も i t 、 ペ ッ ト 購 入 時 i t お け る 「 飼 い 主

マ ナ ー」向上のための啓発活動や放しl同いの指導独化、多動同養者への適切な指

導を推進する。

〇 マ イ ク ロ チ ッ プ の 装意 や大途 聞な ど 所 有 者 明 示 の 開 前 を文 鐵el進する

と と も に 、 開 設 防 止 、 事 1tli等防止の観点から、屋内l同青の普及啓発を推進す

る o

〇 令和元年6月の改正法施行itより動物解の規制が強化され、大控等の個体

に 関 す る 願 の 備 え 付 け が 義if化されるなどl同養管理の適正化が国られている。

それらの内容を選守させるため、ペットプリーダーなど動物]1国愛;建の配指導・

it任者atilt会 の 実 施 を 通 じ て 、 動 物 解 者 へ の 動 物 理 普 及 と 開 前 を 推 進

する。

⑤ 収容した大益の生mの拡大のため、収容動物mの ll的な公表と県内ll

も と よ り 、?への広mの推進や動物指導センターの充実を国るとともit市

町村にも量選事業の営力が得られるようR市町村、関連団体のn独化と情報

の共有を推進する。

※ 〇 県動物指導センターが引き取,た大や組を、新たな飼い主it引き取,てもらい

やすくするため、収容動物の0 1化を推進し、 しっけをしたりしてから希望者に11

渡 す る 設 に 取 り 組 み 、 「 田 せ ロ 」 を 維 持 す る 。

〇 動 物 の 理 と 適 正 な 管 理 を よ り 推 進 し て い く た め 、 田 ゼ ロ の 船 持 i t 向 け た

理を日指し、ふるさと納税の活用や犬の前 It断設立、 ト レ ー ナ ー 青 成 、 行 政

担当者の政業提集力向上などを推進する。

〇 災書時の新へのペットの受入l態勢の構集を市町村へ0きかけるとともi t、

災書時動物llボ ラ ン テ ィ ア リ ー ダ ー を 青 成 す る 。

@ 市町村が独目の動物l要a管理条例を制定する場合や、歡医師会やm田 等 と

共同して動物受11管 理 施 策 i t 取 り 組 む た め の 動 物 理 観 開 を 配 す る 場 合 i t

は積極的にこれを支最し、R市町村、歡医師会、m接 等 と のnの も と 金

県的に動物差iiに取り組む体制をmする。

lilt 県が主導して集内市町村に飼い描の開ll度を設け、国い主に組の田llや不通・

開 の 有 無 と い , た 情 報 を 市 町 村 に 中 常 す る よ う 求 め る と と も に 、 利 ・ 去

開 へ の 補 動 金 交 付 を 検 討 す る 。

lt1) 通 基 の 判 新 i t 関 す る 基 準 を 聞 す る と と も i t 、 極 基 が 認 め ら れ た 理

合には、法に基づき厳正に対処するよう努める。

- a ;-



tl4) !前i・青少年・若者の使全青成

た く ま し く 心 身 と も にe全なi沙 年 の 青 成 は 田 で あ る 。  特に、 解 動 に

取り組む青年リーダー(若者)の基成や書少年のための環境健全化活動を一属推進

する。

集 (!) 「i沙年・着者応最プラン」に基づき、 i沙 年 ・ 着 者 のeやかな成長と自立を

國るための施策を総合的・統一的に推進する。

(2) 青少年の健全青成のための体制整備とその活動の充実を国る。

「 ) i沙年青成市町村民会01の充実独化を国る。

l可 解 団 ・ 子 ど も 会 等 の 少 年 団 体 を 育 成 す る 。

〇 家民の基青・教青換能の充実強化を国る。

「 )  家度生活の中からしっけや思いやりの心が青つよう、家度教青の意機高場を

國る。

l・ 次代を担う児重の健全な成長を著しく阻書する、児童Ia待の防止it対する啓

発などの対策を進める。

01 線子のふれあいを推進する設や、m國書等の推異を進める。

? 教青や子青てit関する能設など子どもの教青を文選する相設数等を進

め る 。 ま た 、 聞 員 活 動 ・ 主 任 聞 員 の 活 性 化 を 国 る 。

的 小学校区で放課後の子どもの要全で健やかな活動場所を確保するとともに、

簡 構 ク ラ ブ i t お い て は 、 い わ ゆ る 田 が 年 々 増 加 複 向 i t あ る こ と か

ら、市町村の施mに対する支最を一属独化する。

また、放課開クラブの開設時間の延長、開設日数の拡大、小学校6年生

までの受入れ拡大、放課後児重文Ill員の確保・処通改善や施設・設備itついて

の基準への適応など、質の向上を国ろうとする市町村の取組を支最し、総合的

な放課後の対策の推進を國る。

? 生活が困Bしている家民を対it it、小学生の限 施クラブ(学童保青)

の 利 用 田 を 前 す る 。

lト) 流祉法に基,・く?新 防 止 のm 「要保ii児i対第地ttB a会」

の換能強化を国るとともit、市町村a員 の 専 門 性 向 上 の た め の 構 を 実 施 す

る o

MI 市町村要保ii児i対第地ttB a会 へ の 施 セ ン タ ー の 參 加 等 を 理

す る と と も i t 、 児 重 家 度 文 l l セ ン タ ー の 流 等 を 国 る こ と 。

〇 青年団体の活性化とi沙年の社会参加の田を国る。

n 地l重活動に取り組む青年リーダー(若者)を基成するため、mのm
や ?化it取り組む青? や 統の地構を文選する。

l・ 特に、申学生・高mの グ ル ー プ や 組 子 で の 相 祉 ボ ラ ン テ ィ ア な ど 社 会 参 加
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活 動 を 地 す る 。

(ii) 青少年のための環境整備を進めるはか、地域の教青換能を強化する。

集 「 )  有書環境対策を進めるため、少年響察ボランティア、開営会による活動の

税 強 化 を 國 る 。

l・ 青少年の健全な青成を阻書するおそれのある有書国書等の指定を行うととも

に 、 青 開 M 等 が 行 う 「i沙 年 のe全 青 成 に 営 力 す る 店 」 の 解 動 の 推

進など設者の目主的な規制等を通じて、社会環境の健全化を國る。

t, ,,l 青? 全青成a般 の 聞 を 推 進 す る 。

目 田 の 居 場 所 と な る 児 直 館 や 田 セ ン タ ー のmを 田 す る と と も に 、 子 ど

もの選び場を増設する。

cl 学校P地域の公的施解の有効活用を進める。

m 茨城県青少年青成1益;会等とllしながら、「あいさっ - 声かけ通動」を推進

する。

? ェイ :''の!a染f防及び息者等への差別 や偏 見 の 簡 it向けた普及能前 を

推進する。

(ト) 「大人のマナーアップ運動̃組が変われば、子どもも変わる̃」:i基動が県民

一人ひとりのレーレまで操通し、定l書するよう普及開前を推進する。

法) 子どもの宣困対策の一つとして、県立高解の個室トイレへの生理用品の設

置を検討する。

〇 青年を対itit自己啓発セミナーを開値し、自立した青年を青成する。

(i) 学校教青の中で、ボランティア活動や地ti率仕活動にm的に取り組む。

〇 不登校や引きこもり、就a困難など、困難を抱える子どもや者者の間題ll、複

控かつ開l さを増していることから、平成22年i t施行された子ども・着年青成

支m法に1最定されている総合的な相mロ「子ども・着者総合相般センター」

を 、 県 を llじ め 市 町 村 に 早 期 に 設 置 し 、 通 開 lの強化を國る。

X 野 ・ 高e化 の 配 や 解 活 動 の 成 無 化 な ど 、  社 田 の 能 な 変 化 に 的 確

it対応するためitは、男女共同参画社会を実現することが必要である。男女共同〇

画社会の実現のために、人材の青成をはじめ男女の人a3tなど、社会の理解を高

め る 構 を 進 め る と と も に 、 女 性 l it体などの青成強化を国り、その活動を支量する。

また、女性が主体的ita々な分野の意思解 it参画し、社会的・経濟的・政

治的な状况を変えていくことがt要であるため、地がその前を発輝して、いき

いきと活国できるmづくりを推進し、女性がBく社会,・くりに取り組む。

さら i t、通Eや価値E等がますます多a化する中、あらゆる人の人構・人格や

生き方が経Stされる優しい社会の実現を推進する。
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〇 国際的解を持つた女性リーダーを育成するための人l lオ育成設を行う。

(2) 企 業 i t お け る 「 0 き 方 改 革 」 の 開 を 配 し 、 労 0 者 が 囲 l l等itより差別され

ることなく、仕事と生活の相和を国りながら0けるmづくりを推進する。

③ m 女共同參画基本計画」に基,・く設を推進し、男女共同參画による

社 会 形 成 の た め の 開 を 進 め る 。

「 )  男女共同参画推理による出前It座を実施するなど、広く県民の意機の高場

を國る。

l・ 男女共同参画推進月間itおいて、男女共同参画税の普及開や県民の自主

的な取り組aの 田 を 国 る 。

④ 女性の目主的活動や社会8加を一属mするため、激々な分野における女性の

活 日 を 推 進 し 、 構 や 相 田 を 充 実 す る 。

〇 県南・県西・県it地区に複合施設としての女性教青会館の建設を進める。

@ 政策・方針等を客a・决定する場への女性の登用を國るとともに、その人材の

青成it努める。

(i) 配偶者からの基力などD vが 社 会 問 題 と な , て お り 、 W 者 の 配 か つ 的 確 な

保i重活動を実施するための体制をmする。

n 配 個 者 基 力 相 田 セ ン タ ー の 換 能 充 実 を 国 る 。

l' 解 や 市 町 村 、 解 新 な ど の 関 係 機 関 と のn独化を国る。

01 相識を受け付けるllな ど 関 係 llへの研修を税強化する。

目 被書者文fl i t 関 す る i 富 な ノ ウ ハ ウ や ネ ッ ト ワ ー ク を 有 す る 民 間 通 団 開

とのnを独化する。

的 2 4 時 間 の D Vi話相識を行う。

※ 〇 配の場itおける女性の活日を配するため、いばらき女性活日・0き方応基

t901会を中心に、キャリア形成の支最や、女性ロールモデルの情lai発信、女性を

llじ め 識 も が 〇 き や す い 開 のmを更に推進する。

(11) L G B T 等 性 的 マ イ ノ リ テ ィ の文選は、当事者が真i理むことを的確it把通す

るとともに、市町村や県出先機関等とのnを国りながら、理解增進の取組を推

進する。

lilt 社 会 的 に 用 で あ る 障 書 の あ る 人 々 や L  G B T Qの人々などを社会の中でし,

か り と 前 す る ダ イ パ ー シ テ ィ を 受 け 入 れ 、 理 し 合 う 社 会 づ く り に 取 り 組 む 。

〇 1果民の人構;意識の向上に向けた]Ill組を強化する。

1111 一人ひとりの違いを認め、互いit理解・共存し合うジュンダー ・ ,ユ ー ト ラ ル

の考え方を踏まえた県民のll改單の推進に取り組む。

a6) 消i生活,の空全確保

消費者の無知にっけ込む前な商法、 通 や 開 及 び 欠 隆 商 品 に 関 す る ト ラ ブ ル
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が後を絶たない。 また、 高 度 開 能 会 の 追 展 に よ り イ ン タ ー ネ ッ ト や ス マ ー ト

フ,ン 等 の 開 開 を 利 用 し た 被 書 や 高 構 の 消 費 者 ト ラ ブ ル が 增 加 し て い る 。

このため、県民の消費生活におけるWを防止し、その聞保を国るため、一属

きめ細かな消IR者行政が必要である。

(i) 消費者文理体制の聞をM的it進める。

「 )  消Ia着利益のllのために、消費者前に係るトラブルを円滑に解決できる

よう、県消費生活センターの換能強化を國るとともに、市町村の消費生活セン

ター等相m口の換能充実it対する文選を行う。

l' 前 解 不 当 な 取 引 行 お に よ る 被 書 防mの推進、欠船商品による定ii

の防止、不当表i示等の適正化に努める。

t, ,,l 消費者被書の?防止を国るため、消費生活it必要な知識の普及や開 の 提

供などの消Ia着教青や啓発活動を推進する。

② 消費生活関係団体の育成・指導を國る。

n 県消費者団体配など、関係消費者団体の青成指導it努める。

l・ 消費生商同組合の通営の適正化を指導する。
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5. 豊かな心を青む教青と文化の振異を国り、a土を量する人材づくりを進める

いつの時代も、 青少年は次代を担う後総者と して、 その成長が大い

に期持される存在である。 今の青少年は高度情報化社会、 高的杜会、

多機化杜会の中心的世代としての役割を果たしながら、 活力ある族城

を集いて行く重要な立場にある。従,て、青少年を心身共に設で活

力・気追にあふれ、思いやりの心を持ち、自主性とi任感・創造性を

持つ決城県民の一員として、地域社会・産業の発展に貢献できるよう

な人材として育成することは、学校はもとより家庭・地域の大きな責

任である。

また、 全ての県民が生選にわたって自らを密発し、 M で 文 化 的 な

生活が営めるよう、生選学習を一f充実する。地方の時代、文化の時

代にふさわしく、魅力ある芸tti・文化活動の撮真にも努める。

活力と安心の県民生活を目指し、 その実現を図るためには、 教育の

果たす役割は大きなものがある。 そのため、見設徒に基礎学力の定

着を国るなど、当面する認通に種 種的に取り組・み、かつ中・長期的展

望に立つた流策を推造する必要がある。

1 ) 学 校a[言の充実

学校教育ll、 通 生 田 の一期を辺えた今日、通生徒の個性に応じ、 そ れ を

伸長するとともit、きめ細かな指導itよ,て自主的・自立的精神を基い、確かな学

力を身にっけた,t想かでa l随的な人間の青成を目指して実施されなければならない。

〇 展いやりと道1適心・気程・貴任感と創経を持つた書少年の育成l地会の地

である。県民の教青it対する関心と理解を深めるため、知事部局と教青庁など関

係機関が一体となり、全庁的に「いばらき教青の日」(いばらき教青月間)にお

け る 取 り 組 み を 推 進 す る こ と に よ り 、 学 校 ・ 設 ・ mが 聞 し た 社 会 全 体 の 教

青力の向上を国る。

② 確かな学力の向上

n 通生徒に基使的・基本的な内容を身にっけさせるとともに、目ら学ぶm
や想度の青成を国り、 学力の向上it努める。

o少人数指導、習無の程渡に応じた指導など、田生一人 ひ と り に 応 じ た き

め 細 か な 指 導 の 税 を 國 る 。

o 適 切 な 国 器 教 青 は 社 会 生 活 の 前 提 と し て 不 可 欠 で あ り 、 田 の 前 力 と 論 理
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的 展 考 力 等 を 構 に 身 に っ け ら れ る よ う 、  理解力向上を國る。

o全ての学習の基盤となる基使的学力をl書実it定l書させるとともit、総合的な

学習の時間や各教科などの中で、自ら開を発見・解決する学習を推進し、

生選教育の基使をi告う 。

o小学校ill学年itおける教師の専門性や得意分野を生かした1tt總l任制の推進

を国る。

lロ) 全国学力・学習状況調査等の結果を分析して学習指導の改書に生かし、配・

生提の学力向上を国る。

01 動児期の教青が小学校以降の生活や学習の基雄につながることにmし、動

稚目・保育所・認定こども目と小学校の聞強化を進めるとともに、全ての子

ど も た ち が 開 i t 質 の 高 い 動 児 教 青 な ど を 受 け る こ と の で き る 環 境 整 備 i t 取

り組む。

目 目 主 的 ・ 設 的 総 llび集団の申で目己を生かす般力の育成を國るため、特

別前の充実を国る。

m 田生健の発通段階に応じた計画的なキャリア教青を行い、田生健の動労

観・設観を育成するとともに、主体的に追路を决定できる般力・総度の育成

を国る。̃ 大学等進学率の向上を国るため進学指導を充実する。

③ 知育・徳育・体育の税による豊かな心の育成

n 知青・描青・体青のバランスのとれた地青を確立し、特i t iかな心の育

成の充実を国る。

l可 高校での日本史教育の税を國る。

t, ,,l 子どもたちが、よりよい人間関係一i く り が で き る よ う itす る た め 、 ラ イ フ ス

キル教青の充実を国る。

目 将来、線になるための学びの場として、高等学校において激々な体験活動の

換会を設ける。

m 「ブラック校則」の見直しを求める声が高ま,ており、校E IJを見直すにあた,

て、見直す過程に生徒を參画させるなど工夫しながら、生徒のmのみな

らず、主体性の青成itも取り組み、生提の健全な成長P発建を目指したmillの

見直しを推進する。̃ mに開かれた学校とするため、搬lll を 広 く 周 知 す る よ う 学 校 に 商 す る 。

〇 総合的な生提指導体制の充実強化

n 学校の管 国ii営の適正化と家aび地m会とのn強化に場め る と と も に 、

生 徒 指 導 に 関 す る 預 解 の 税 を 國 り 、 地 の 共 通 理 解 の も と に 生 徒 指 導

体制の強化を国る。

l? 設生挂の問題行動等や非行の未然防止にfila的に取り組む。
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01 小・申学生の不登校や高校生の申途退学の間題等の解决のために、 ス ク ー ル

カウンセラー等の専門家を活用し、学校i tおけるカウンセリング換能を高める

などの教青相般体制の充実にm的に取り組むとともに、関係機関等との配

的 聞 に 努 め る 。

? 不登校'i'いじめ、間国行動等it対応できる体制一i くりの一還として、学校内

外 で 子 ど も を 取 り 送 く 解 な ど の 改 書 に 向 け 、 ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー や 機 々

な〇きかけを行うスクールソーシャルワーカーの活用を推進するため、国に対

して補動の流を要aし、 文選の充実を国るとともit、 ス ク ー ル ロ イ ヤ ー の 派

llの拡充に努める。

的 不登校の子どもたちや、負担を感じながら通学している子どもたちへの対応

として、県内の小中学校it専用の能を設けるなどitより、安心して過ごせる

居場所の確保を国る。̃ 不登前生徒に対する教育換会の確保に向け、フリースクール等民間の団

体 ・ 施 設 と の 配 と 、 施 設 を 利 用 す る 際 の 財 配 を 国 る 。

I t) 病 気 や 前 の あ る 通 の M な ど 、 大 人 が 担 う よ う な ケ ア を 引 き 受 け て い る

通 生 徒 ll、m精に打ち込めず、将来の多や必の制約が藤念される。教a
員による児設提の生活環;境の把1量や児量生結が相表できる体制のmに努め、

ヤ ン グ ケ ァ ラ ーの 状 想 を 解 消 す る た め に 、 ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー を 活 用

して適切な福祉サービスにつなげるなど、 関係換関と一体となって生徒への支

at努l j j-0o二る法) 高校生の':aRt章事tli等を防止するため、交通安全教青を推進する。

lリ) 開 学 通 の 要 全 確 保 の た め 、 ヘ ル メ ッ ト の 着 用 に つ い て 書 発 を 國 る と と

も i t 、 開 指 の 新 た な 費 用 負 担 へ の 開 確 開 を 前 し 、 市 町 村 i t お け る 導

入 を 田 す る 。

X い) 通 生 徒 のmモラル向上のために、SNSの正しい使い方に関する指導を

強l化するとともに、「生命(いのち)の安全教青」に取り組み、児童生提が性

田 や 性 基 力 の 加 書 者 、 W 者 、 開 者 に な ら な い よ う に す る 。

⑤ いじめのない学校ll く り

n 教員と児重生提の開関係なくしては、人間性iかな人格形成の教青は成り

立 た な い 。 教 員 は 人 間 性 を 唐 く こ と 及 び 田 生 解 に 努 め る 。

lie 「 い じ め 防 止 構 田 法 」 'e'「茨城1果いじめの開を日指す条例」等を踏ま

え、児重生提がいじめのない明るく楽しい学t姓 活 が 送 れ る よ う 、 い じ め の 末

然防止や、早期発見・早期対応による解消を国る。

o名学校の生徒の学校生活上の課題を通生徒目らが目分目身の間題として提

え、児重生提自身の手で解決する能力・想度を青成する。

01 田 生 挂 の 用 者 やm田 ・ 能 と 生 き た M 開 を 国 り 、 情 報
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を ll的に発信するなど開かれた学校ii く りを推進する。

? しっけや思い やりの心の青成等、iかな人間性を青む通青の換能回aを

国るための施策をm的に推進する。

的 学校がいじめの能事総に適切に対応できるよう、用育委員会が作成した

「いじめの重大事開応マ, ユアル」の普及・活用を国る。̃ いじめ問題等の早期発見に向け、S N S を 活 用 し た 相 能 口 等 の 設 置 と 接

を國る。

〇 開かれた学校づくりの推進

前 保a者や地t船i民等による学較関係者l手価の充実を国るとともに、学較の機々

なmを 保i重者やm田 等 に ll的に発信し、開かれた学校ll く り の 推 進 に

努める。

l? mと と も に あ る学較:-i く り と し て 、 コ ミ a ニ テ ィ ・ ス ク ー ル を 導 入 し た 学

校の成果などを検証した上で、全県的な導入を検討する。

〇 学校での子どもたちをめぐるa々な諸間国it対して、効果的it対応できる組;St

体制の開を国る。

〇 学 校 行 事 の 税

n 新事itおいて、国歌の斉唱と国注の掲場を使す。

l' m uをもとに、学校に学校行事の具体的な実施方法を学校に提案して、子

どもたちの展い出,・く り を サ ポ ー ト す る 。

(11) 国際理解を深めるための教青の推進

「 )  国解を操めるための国際交流を推進し、 グローバル社会で活国できる人

材の育成を國る。

o国際理解を深めるための国設流を推進する。

o外国との始味校提ill、交換管学事業を推進する。

l可 英 語 プ レ せ ン テ ー シ・ンフ,ーラムや英語弁論大会の実施、外国能m手

の招へい、教員atiltの充実などitより英語教青の推進を国る。

01 小学校の外国設青で配置されている外国能n手 ( A L T ) のa用形通

の違いによる預の負配や、市町村間の格差が藤念されるため、市町村への

文選を実施する。

〇 a土文化の創造

n 本 県 の 設 的 経 な ど 9 土 に 対 す る 理 解 を 操 め 、 新 し いm化を創造する

mを基うための教青を充実させることで、受校心やal,,受国心の高場を

国る。

l可 本県の魅力向上につながるようIB士 教 育 と 能 田 が 聞 し た 取 り 組 み を 検

討する。

01 我が国の領土に関する理解を操める教青の理を国る。
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〇 平和の大切さを学ぶ平和教育の税を國る。

1111 開 青 ・ 情 報 教 青 の 推 進

「 )  田生健の科学への真味・関心を高めるため、理科教青の充実を国る。

o特に字富少年団、少年少女発明クラブ等、る 種団体と関連した特別な活動等

を拡充する。

l' 学習指導要領に位置付けられたプログラミング教青への対応や、 I C T ( 情

報通信技tEr)社会に適切に対応できるm活用般力の育成を國るため、預の

I CT活用指導力を高めるとともit、 I CTit関する専門教員やI CT文Ill員

のm的な活用など、スキル向上を国る手立てを早急に前、実施する。

01 教 育 用 デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ ( 学 習 用 デ ジ タ ル 前 ) の 研 究 ・ 開 発 を 行 い 、 授

業での活用を国る。

目 ものづくりに対する真味・関心を高める教青を充実さ世、限高度化する

科学技tErに対応できる人材を育成する。

的 デ ジ タ ル 構 i t つ い て 、 先 行 事 例 を 0 考 i t し な が ら 、 そ の 教 青 効 果 や 田

などを検配し、望ましい活用のあり方を前する。

X ̃ 通 生 徒 1 人 1 台 の タ ブ レ ッ ト 端 末 等 の I  CT(情報通信技tEr) 換 器 を 活 用

し た 現 前 を 高 め る 授 業 が 設 で き る 教 員 の 青 成 や I  C T文Ill員配置などの

統 保 に 努 め 、 S ociet y5 .0時代を生きる科たちが同 1;1 レベルのI  C T教青

を 受 け ら れ る よ う に す る 。

また、国it対し、 1人1台端末等のi性 持 管 理 ・ 更 新 i t 係 る 財 配 を 講 ず る

よう要望する。

lト) トラブルやリスクが生じやすい具体的な場面を想定した指導を行うなど、実

自 的 な メ デ ィ ア リ テ ラ シ 一 教 青 を 配 し 、 子 ど も た ち の 情 報 の 精 査 能 力 の さ ら

なる向上を国る。

MI 推 進 役 と な る 預 の 指 導 力 の 向 上 を 國 り 、 田 新 、m の S T E M

教青を推進する。

【新Ia】 lリ) 高校在学中に事門教青が受けられるようにするため、県立a業的tl開発校等

と 通 操 し て I  T人材等を育成する。

ital 教a員の置9向上、採用・配置の適正化

「 )  学al崩通の未然防止のため、教Mの前の向上、また非常動購師の適正な

配 置 を 行 う と と も に 、設と の 一 属 配 な? i,・くりを進める。

l・ 用 配 セ ン タ ー i t お け るm内容の充実it努めながら、各種aft期 座 を

体系的に実施し、教Mの前の向上を国る。

01 ヵ ゥ ン セ リ ン グ マ イ ン ド 等 、 心 の ケ ア に 関 す る 能 を 高 め る た め 、 校 内 研 修

の充実を国る。

o カ ゥ ン セ リ ン グ ァ ド パ イ ザ 一 及 び ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー を 有 効 に 活 用 す る 。
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01 小学校外国設育のための英語の預、理科・数学(算数)等の専科教員の

流it努める。また、免許外1tt總l任制度itついては、教青の質の低下を招か

ないよう、制度の趣旨を踏まえた道切な通用を国る。

的 武道の学習を通じて、生徒がわが国固有の伝統と文化にさらにllれ る こ と が

できるよう、指導教員の置9の向上を国る。

ま た 、 聞 導 も 含 め 、 実 技 指 導 に 万 全 を 期 す る た め 、 前 のmや週lit教
員の活用を推進する。̃ 設m及び学校事務職員の配置改善を国る。

I t) 教員不足を解消するために計画的な教員採用に取り組むとともに、教員の欠

員 統 や 産 体 ・ 育 体 に 係 るm器師の確保とその処遇改善に努める。

al 教員の大量退alt 伴 い 、 教 員 の 年 開 i t 偏 り が 生 じ 、  ミ ド ルllが経験不足

のまま役戦を引き継ぐことになり、一部の学校では、学習指導などのノウハウ

解 に 者 心 し て い る 状 混 な ど が あ る こ と か ら 、 よ り 適 正 な 預 配 置 の 取 り 組 み

を 強 化 す る な ど し 、 次 代 を 担 う 「 ミ ド ル リ ー ダ ー 」 の M 的 な 青 成 i t 努 め る と

ともに、時代の変化や教青ニーズに応じた校長の着手登用など数な人事制度

の運用に努める。

lリ) 教a員 の 業 設 担 8 減 を 国 り 、 動 書 環 境 を 改 善 す る た め 、 小 学 校 で の 開

任制の便進と事f lト教員の配置・拡充を国り、学般担任の持ち時間数の9演に努

めるとともに、県が進めている業務の開化や定型化、外部委託等に関する実

証研究の成果を各学italに周知するなど、限が本i的なmに専念できるよう、

仕事の精通に努める。

また、県立学校を対象に、生徒の学a管理や学校事務系テ'一タの集申管理を

実現するため、統合型m通 シ ス テ ム を 導 入 し 、 教a員 の 業 設 担 の 8 減 を

国る。

い) 将来の本用育を支える預を確保するため、申学生などの早い段階や将来

教員を目指す学生などit対して教aの前を長えるmを実施し、教員i i 組者

の拡充を国る。

的 預 の 採 用 に つ い て ll、特色ある学校ll く り の 能 か ら 、 特 に 人 間 性 の 豊 か

さ・幅広い構と専門的知識・技能を重観するための加点制度や、講師田

者特別通考(全校種) 一 社会人特別通考(高等学校)の統 一 拡充を國り、経

M か で 力 量 の あ る 預 の 確 保 に 努 め る 。

ま た 、 設 か ら 採 用 ま で の ス ケ ジ ュ ー ル の 早 期 化 も 含 め 、 M で の 効 果 的 な

muを參考にしながら、 より多くの優秀な志願者を選得できるような制度づく

りに取り組む。

l9) 教員がmとして教青活動it從事できるよう、体前i t做らない指導能や校

内の集団指i i体制などの開を国る。
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X 0 )  通 動 部 活 動 の 税 と 教 llの業務負担軽減を國るため、部活動指導員のM

的 な 活 用 を 配 す る 。

い) 茨 城 国 体 の レ が シ ー を 将 来 に わ た , て 本 県 の ス ポ ー ツ 取 に つ な げ て い く こ

とが重要であり、専門的な指mi の強化や、合同チームの大会8加など、部

活動の活性化it取り組む。

lョ) 学 校 だ け で は 対 応 が 困 難 な 生 能 解 の 問 題 に 対 し て 、 解O B や 解 i 題

師・国株心理士などの専門家を市町村教育委員会や学校にMし、教llや保

護者it直接指i期fir言できる体制の構集を国る。

0) 教Mの構が多発する中、効果的と考えられるあらゆる取組を行い、資

質向上に努めるとともに、教ll一 人 〇 と り が コ ン プ ラ イ ア ン ス を 選 守 し 、 服

務規律を確保することで不祥事のmを国る。

集 lレ) 複離化する学校の始問題に対応するため、スクールカウンセラー、 ス ク ー ル

ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 、 ス ク ー ル ロ イ ヤ ー 、  I C T 通 、 生 徒 指 導 に 関 わ る 担

当 者 な ど 、 専 門 ス タ ッ フ の 配 置 流 i t 努 め る 。

【新Ia】 lソ) 民間人校長の理念を共有し、任期終了後もその成果をスムーズに引き継ぐほ

か、各学校へ取り組みを周知し、本県の高校教育が豊かな人間性と起業家精神

を兼Ia備えた地域のリーダーなどを青成できるよう、校長公募の充実it取り組

む。

【新a】 m 外国.人 S の 通 生 徒 の 保i重 者 と 円 滑 な コ ミ ュ ニ ケ ー シ・ンを國るため、多言

割ヒit対応したI C Tを効果的it活用するなどして教員の負担8減it努める。

〇 教青行政の充実

n 用育委員会委員についてll、 本 用 育 の 発 展 に 寄 与 で き る 高 い 能 を 有 す

る人物を選任する。

〇 適正かつ公平な教科書採択の推進

n 教科書調査委員会調査員、解用國書通定毒a会委員の通任についてll、 よ

り公平性・中立性を国るとともit、構成員等の見直しをする。

l' 県教'i援員会では教科書採択に当たり、一般的な指針を示すものとして、指

導 方 針 と 解 用 國 書 の 採 択 に 関 す る 解 開 を 作 成 し 、 採 択 事 務 を 進 め る 際 の

ll解itついては、学習指現低の改言「のポイント等i t視点をおくなど、資

料の見直しをする。

cl 教科書の採択組者に対し、各採択地区通定性a会 が 行 う 教 科 書 ご と の 能 や

違いitついての調査研究の0考となる資料を作成する。

01 文部開は「開かれた採択」を掲げて、教Mの意向だけで採択が決まる

こ と の な い よ う 、 保i重者や一般の意見が反映される採択を求めている。そのた

め、選定の過程で教a員 以 外 の 意 見 を 購 く 換 会 を 設 け た り 、 構 展 示 会 i t お

け る 能 等 を 簡 の 際 にal考と し た り す る こ と で 、 よ り 開 か れ た 商 を 目 指 す 。
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〇 学 校 國 書 館 の 税

n 本県の学校国書標準の建成率は、小学校が67. 4 % 、 中 学 校 が 5 5 .  5 %

であるため、国が策定した「第5次学校国書館国書整備等5ヵ年計画」による

地方交付税to置を、各市町村がll的に活用するよう〇きかけを行い、学校國

書館の充実を国る。

ll 学校国書館の充実を図る '=め、司書義ailを全ての数に配置するよう努める。

また、市町村における学校國書館組当llの配置や、読書活動ボランティアな

どの活用をM的it文選する。

〇 社 会 能 動 の 充 実

n 動労と社会事仕の精神を9ぶ通生徒を育成するため、社会8加 活 動 や M

学習を配するなど福祉教青の推進を国る。

l' 県立高校の生御二、mの中での役劃を自覚し、社会的なマナーを学んでも

ら う こ と を 狙 い と し て 、 小 学 校 で の 学 習 支 通 や 町 内 会 と 聞 し た ボ ラ ン テ ィ ア 、

田 辺 の 清 得 、 社 会 福 tif施 設 で の サ ポ ー ト な ど の 「 社 会 田 」 へ の 前

を個建するとともに、高校を法に小中高がnしたi8城-iく り を 学 ぶ 田あの

創出に努める。

t, ,,l 地域社会を担う人 Itオ青成のため、地域の配・解決it向けた企画・;iEi活動

等 を 行 う I B A R A K [ ド リ ー ム ・ パ ス 事 業 等 、 地 域 と の 交 流 拡 大 を 国 り 、 地 域

への設を高める取り組みを推進する。

1111 環境教青の推進

「 )  学校教青及び社会教青との融合を国りE S Dの視点を踏まえたm青の推

進を國る。

l・ 各学校で環境教青を組;St的・計画的it進めるカリキュラム・マネジメントを

推進できるよう、 リ ー ダ ー と な る 教 員 をm的に青成する。

〇 申・高校生における集物乱用がmされる新にあるため、学校及び社会教青

itおける薬物乱用防止教青を一ll推進する。また、小学生it対しても開者を交

えた教青を市町村に0きかけていく。

〇 学 校 に お け る 食 育 の 税

n 児 重 生 提 の # 地 を 深 め る と と も i t 、 地 産 地 消 を 推 進 し 、 質 の 良 い 能

itの能を国るため、引き境きより一属の学t船食への本県農林水産物の利用

配 を 國 る 。

omi t地場産物を使用する割合をさらit高めるとともit、児重生提と生

産者等との交流始食を実施するなどにより、it青の推進・充実を国る。

l可 学校始食における地産地消をさらに推進するため、県と市町村が性力し、学

開 費 i t 対 す る 動 成 の 流 を 国 る 。

01 mへの県産牛tiF[.の 空 定 開 を llする。
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01 学校始食用食材の設物能を実施するほか、学校始食行生管理第地研修会

を開値するなど、mの 經 を 確 保 す る 。

m 本県食青の推進を国る観点から、学t船会においてt要な役劃を担う茨城県

学校始食会の活動を通する。̃ mの基本物資委託カロコl業者の減少対策として、県や市町村の担当課の

営力を得て、情報の共有化や将来にわた,て委能加工業者を確保するための具

体援等への通を國る。

lト) 国itおける「早41、早起き、朝ごはんm」を推進するなど、会青を通した

子どもたちの望ましいe全な生商慣を青成する。

MI 通生従1一人0,とりが正しい食事の在り方や望ましい食習償を身に付け、食

事を通じて自らの健康管理ができるよう、栄基教l論のさらなる配E配を図る。

(リ) 「 構 供 始 開 始 持 経 費 」 と し て 、 現 開 に キ ャ ン セ ル 能 を 盛 り 込

ん だ 地 と す る こ と に つ い て 検 討 す る 。

に) m費 の M 化 の 実 現 i t 向 け て 前 す る 。

@ がん教青の充実を国るため、小・中・高等学校等において、学習指導要領に基・く生開開に関する指導のほか、がんに関する知識やがん患者に対する認識

i tついても、子どもたちi t正しく理解できるよう指導i t努める。同時i t、開者

に対してもがんに対する理験を広める機会をつくる。

@ たくましい心と体をもつた通生徒を育成するため、外選びやm ・ ス ポ ー ツ

活動の換会の拡大を国るとともit、新たな田it対応したmプ ロ グ ラ ム の 解

など体力向上策の充実に努める。また、m部活動の充実を国る観点から、生徒一に 伴 う ス ポ ー ツ 環 境 のmと水準を維持するため、m合同部等の]Ill組を促

進 す る と と も it、m団 体 と 配 し 生提の,-:'' it対応できるm部活動を推進

する。

② mク ラ ブ等と通操し、申? 高? 会にmク ラ ブ チ ー ム と し て の 參 加

を認めるなどの部活動の学校体青と社開の一本化を0きかける。

② 部活動の早期の解行に向けて、県がm的に自治体に対して受i[[1組差tの構

集を〇きかけるとともに、指導者確保のための人材,f ン ク の 税 を 行 う 。 ま た 、

体日の部活動を地域it移行する際の田等を整理するとともit、指針を示し、生

健の体It格差が生じないよう努め、 子 ど も た ち が 夢 を 抱 い て ス ポ ー ツ や 文 化 新

活動に打ち込むことができる体制の税を検討する。

〇 特別通教青の推進

「 )  前のある田生健への早期からの一iした教青支最(教青相般及び就学先

の 決 定 等 ) の 税 に 努 め る 。

l・ 小 ・ 中 学 校 の 特 別 文 建 i i 般 の 充 実 を 国 る と と も i t 、 通 般 指 流 の 配 配

に11;め る 。
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01 病院、在宅及び福i止 施 設 等 の 開 の あ る 通 生 徒 に 対 す る 訪 間 教 育 を 税 す

る o

目 小・中学校等において発通障書等のある田生解に道切な教青を行うため

の 校 内 通 開 lの 税 を 國 る 。

的 児重生提が快適it通学できるよう、適正なスクールパスの通行mの確保を

国る。̃ 校合や寄宿合の老Ill化 対 策 を 計 画 的 に 進 め る と と も に 、 通 生 徒 が 開 に 応

じて行動できるよう、エレベーターの配、スロープ・階段等の設備の改善を

mする。

X lト) 乳 動 児 期 の 開 教 育 に つ い て 、 相 開 lを 税 す る 。

al たんの開l'P経管栄i等 の 配 的 ヶ ァ が 必 要 な 児 重 生 提 が 流 す る 特 別 通

学校に看度施置の充実を国る。

X lリ) 特別支最学校の教青現場でll、車いすの乗降時やトイレ介動時など、llの

負 担 は 大 変 大 き い こ と か ら 、 体 の 動 き を サ ポ ー ト す る パ ワ ー ア シ ス ト ス ー ツ の

導入、m的な活用を田する。

【新a】 い) 神l西市内に新設する県立特別支最学校についてll、その開校までに十分な教

員を確保し、児重生提や開者が安心して学t姓 活 を 開 始 で き る よ う 環 境 を 整

え る o

【新a】 的 市町村に対し特別通教育支最員の配置に関する地方交付税to置の活用を促

す と と も i t 、 国 i t 対 し て 財 配 の 流 を 0 き か け る 。

@ 学校等施設における防災対策の田

n 学校施設の位の要全性を確保するため、現行一lfi量基準以前(昭和56年)

it建てられた構造物itついて、 構 化 を 配 す る 。

l' 学校施設はmにおける災書時の解となるものであり、大通換災書時に

おける選難所対応の初動体制や学校再開への手順等について、学校ごとに要全

管理のためのマ, ユアルを作成し、教a員atiltを通じて共通i機 を 国 る 。

01 学校における安全確保のため、施設の改書を国るとともに、学校と解の通

開 l、 教 llの 学 校 要 全 に 関 す る 研 修 及 び 通 生 徒 に 対 す る 防 配 な ど を

推進する。

〇 小・中学校における空き教室の有効利用

学 校 の 空 き 指 を 失 わ れ て ゆ くmの 民 俗 ・ 願 の 開 展 示 や 、 mの 生 解

習 前 ・ 福 tif活動のll点としての活用など地域it開かれた有効利用を国る。

@ 設生絶の教'言1事境1を充実さ世るため、公如i、・中学校のi的i配置を推進する

市町村の取り組みを通する。

前 合 を 行 う 際 の 教 青 環 境 のm和対策としての、教員の加配'P通E離通

学 に 対 応 し た ス ク ー ル パ ス 等 の 通 商 動 な ど のmの 理 を 国 る 。
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また、 県立高校においてll、 生 田 の一に よ り 、  保i重者が申心となって運行

しているスクールパスの廳止がa念 さ れ る こ と か ら 、 今 後 の あ り 方 を 前 す る こ

と o

@ 通学組年eの引き下げに伴い、高等学校等におけるmや通学等に関する政治

的教基を青む教青の充実を国る。

〇 学校施設の老朽化対策等の事業を計画的に推進できるよう、補動対象の拡大、

補動率の引上t f 、補動単価の見直し等、財M の拡売を国に対し〇きかける。

〇 学校のmが進む一方で、学校は地域コミュ , テ ィ の 中 心 で も あ り 、a々な

機能を有していることから、小温前での取組事例集を作成するなどして、市町

村 がm田 と 共 に 行 う 小 規 樓 校 の 統 房 合 に つ い て の 検 討 と 、 開 す る こ と と 決

定した小規模校の希a的挑戰を文選する。

@ 通の経済力の差によらず、子どもたちが安心して学ぶことができるよう、経

済的な通を必要とする子どもたちの学びを支える。 ま た 、 解 的 理 由 に よ り 大

学進学をmす る こ と の な い よ う 、 用 自 の 始 付 型 變 学 金 の 導 入 を 前 す る 。

@ 県立学校の施設改修要望を踏まえた適切な総持管理に努めるとともに、施設の

事故対策に万全を期し、通生徒が要全・安心に学校生活を送れるよう、教育環

境 の 聞 i t 取 り 組 む 。

@ 県内公如j、中学校の夏季の学習mを改書するため、特別教室の空相設備設置

を ll的に推進する。

〇 成人年船の18裁への引き下げを見据え、小中学校等の早い段階からの消費者

教青などに取り組む。

(2) 前 M の 推 進

本県における高等数等進学率は99.0%であるものの、 大学等進学率は51.0%

と全国平均を下回っている。かつ高校生の申途退学率は1.8%である。さらに、非

行間国など高校教青が拉える田は多い。急被な社会構造の変化をみている今日、

生健の真味・関,l、前 ・ 適 性 、 将 来 のm希望などが多様化している。その生徒

の個性や般力に応じて、多激な解・科日の通択ができ、それ'eれがもつ可般性を

存分it発i章で き る よ う な 教 青 シ ス テ ム や新しいタイプの高校一i くりは今日的時代の

要llであるといわなければならない。

〇 多部制定時制単位制高校、申高一貫教育校及びァクティプスクールを合め、高

校教青の充実と多a化を国る。

② 高 等 学 校 教 青 の 内 解 と 施 設 のmを推進する。

基使的・基本的な内容の定着を國るとともに、社会経ISIの変化に対応した教育を

進 め る た め 、 施 設 ・ 設 備 の 充 実 、 学 科 の 新 設 や 通 配 置 な ど 開 i t 努 め る 。

?) 高校の施般般備のMに11;め 、 校 合 ・ 体 青 館 ・ 部 室 ・ 更起 ・教青相般室・
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実習被などのmを進める。

l・ 専 門 高 校 i t お い て 、 産 業 界 と 配 し た 設 的 ・ 体 験 的 な 現 前 の 充 実 を 国

り、高いプロ意機を持つ事門性に特化した人材の青成に努める。

01 専門学科の通を進める。

o 産 業 構 造 の 変 化 や 前 新 の 進 展 i t 対 応 し て 学 科 の M を 進 め る と と も i t 、

事門学科の教青内容をより接さ世て、産業界の求める人材を青成する。

cl 魅力ある教育が展開できるよう施設mのmや教育内容の税に努める。

01 高 開 i t お け る 多aな生提の地it対応して、各学校の創意を生かした特

色ある学較:-i くりを推進する。

的 生徒の多激化に対応するため、国際教育の税、設につながる資格取得の

配 、 屋 前 や 離 関 理コ系大学等への進学の推進など、普通科等の特色化をさ

らに進める。̃ 専門教育の新を広く1果民に紹介し、専門教育に対する理解・性力を促し、-llの充実を国る。

lト) 県立高校のI C T機器の更新を進めるなど、教青a材の充実 一 活用に努め

る o

〇 総合学科の充実と多a化を国る。

〇 高校における転・編入学体制を整える。

n 保i重者の転動等に伴う転入学や、帰国生徒等のl日入学の受け入れを円滑にす

る o

〇 県立高校の再ii整備については、生健の多様化や中学校率業者数の演少などを

踏まえ、教育効果が高まるよう、学科改fl等を推進する。

〇 県立高校再編整備itよる学校の跡地利用・処分は、学校設置の経は'P地元市町

村の意向を十分に踏まえて進める。

〇 現行の県立高校入試制度について、社会の変化に対応できる資質・般力を開

できるよう改善し、生結一人〇とりをa々 な 視 点 か ら 商 で き る よ う 、 そ の 在 り

方 を 前 す る 。

〇 人口一に伴って小規樓化する県立高校が県内各地で増えていることから、そ

の田を略まえた学校の適正規程・適正配置を地域の意向なども略まえ、全県的

に 前 す る 。

@ 申高一貫教育校の成果や地ttへのMについて、周辺の市病や私学関係者な

ども加えて多角的な視点から検証し、地域で中心的f il を担う学校として教青内

容 の 理 を 国 る 。
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(3) 高等学校や特別支選学校の率業予定者へのより積極的
な就l量支選の推進

〇 生 徒 の 多 激 な 追 路 希 望 に 応 じ て 、 デ ュ ア ル シ ス テ ム や イ ン タ ー ン シ ッ プ な ど 地

域と配した体験学習の換会を活用してキャリア教青の充実を国る。

② 県立特別支最学校高等部生健の就労を支最するため、生一人ひとりの特性や

追 路 希 望 に 応 じ た 現 場 実 習 を 実 施 す る な ど 、 田 導 の 税 を 國 る 。

( 0 比 較 的mな知的能のある生提が増加していることを略まえ、将来の社会的

自立に向けたa業教青の充実を国る。

【新a】 ④高校生が主体的に就a活動を行えるよう、企業の意見や高校生の声、Mの状

況 を 略 ま え な が ら 、 前 会aの 場 で 、 1 人 1 社 制 の 在 り 方 i t つ い て 間 解 す る

と と も に 、 高 校 生 の 流 動 を 支 最 す る 。

(4) 私学(幼・小・中・高・事修学校) への助成拡充及び
大学の:ll用'i・ 願

〇 私学(動稚目、小・申・高校、専修学度) への動成拡売

n mや社会の進展it印した新しい教青'P保11者負担の81 1び私立学校経営

のe全化を田するため、経常費補動金の確保を国る。

l? 解 的 困llに よ る開 が増加Ia向にあることや、?設 及 び 始

会 用 の 田 が 高eし て い る こ と を 略 ま え 、 私 地 を 圧 追 し な い よ う 措 置 を

購じる。

01 保a者 負 組 の 公 ・ 私 間 格 差 の 是 正 、 開 の 拡 売 を 國 る 。

目 教a員の置9向上を国るため、教a員atla補動金の確保を国る。

m 私立i雄園における障書児教青の推進のため、特別支最教青補動の一属の充

実を國る。

o特別通教青では、早期の適切な文選が重要であるが、本来は通を必要と

していながら、現行の補動制度では支最対象とならない動児が增えてきてい

る こ と か ら 、 例 え ば 年 度 途 申 か ら の 転 入 者 で あ っ て も 通 で き る よ う 、 制 度

見直しを国る。

o 前 ア レ ル ギ ー を 抱 え る 田 が 增 え て い る た め 、 症 状 が t 度 の 場 合 のaな ら

ず、申程度の者も国庫補動の対象とするよう、 また目内での目目調理の際の

ア レ ル f 一 関 連 の 前 の 除 去 を 行 う な ど の 田 負 担 も 大 き い こ と か ら 、 財 政

支最について国に0きかける。̃ 新しい産業社会に対応できる人材を育成するための専修学校・各Ill学校の教

青内容の充実'P教青解の船持向上を国るため、通営費補動の充実を国る。

I t) 私 学 に お け る 就 業 ・ 田 のmを国る。
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② 大学短大・専修学校のmび 新 設 を 配 す る 。

〇 市町村itおいて、保青所'P公・私立効程園、識ll こ ど も 園 の 開 な ど の 連

操強化のmに11;め る 。

(5) 生E学i9の推進

余順の拡大と高it社会の進行で、 多くの県民は 「生きがい」 としての学習の場を

求め、科学技tEiの提やm化 ・ グ ロ ー,一化の追展ll、絶えず新たな知識・技 続

の習得を必要としている。このような? ,-:''は今後ますます高まることが見込

まれるため、生通学習の基雄のmと 接 を 進 め な く て は な ら な い 。

〇 生 開 を 総 合 的 に 推 進 す る 田 設 のm
生選学習の推進を国るためit総合的施設を聞し、器せて関班設の換能の向

上や活用を国る。

n 生 開 セ ン タ ー の 換 能 を 税 さ せ る 。 特 に 各 市 町 村 の 生 開 設 へ の 支

愛 換 能 を 流 す る 。

l' 県立国書館の情報ネットワークなど、国書館サービスの充実に努める。

o県内出身の文学・文姜作家の国影と作品の展i示、現代作家の創作活動を通

するため、近代文学館を器設する。

01 国 書 館 サ ー ビ ス の ネ ッ ト ワ ー ク イt扱び利用日域の広域化を進めて国書館サー

ビ ス の 向 上 を 國 る な ど 、 1 果 民 の M の 税 に 努 め る 。

目 公民館等の市町村立生選学習施般の聞を配するため、動成制度を創設す

る o

② 生 開 推 進 体 制 のm
n 現前の普及・充実を国るため、県・市町村itおける推進体制の充実it努

める。

o解部・課及び関係換関の施策を体系化し、一元的な展開を國る。

o 生 開 の 活 発 化 へ の M を 座 り 上 げ る た め 、  イ ーントを開値する。

o市町村の生通学習推進体制の充実を国り、生通学習のまちづくりを進める。

o生選学習の推追のたk解属・団体の育成を国るo特に女性団体・PTA・

子ども会など社会教青関係諸団体の青成指導it努める。

?1 「いばら き子ども解活動推進計画」に基づき、子どものt i書活動をa極的

に推進する。

〇 指導者の確保と学習換会・情報の解itよる活動の展開

「 )  体It活動を推進する指導者の養成・確保を国る。

l可 社会教育主事・社会教育指導員の設置を配するとともに、社会教育施設の

a員確保と専任化を進め、社会教青指導体制の充実を国る。

01 現代的l;el題対策a座 な ど M の 数 やm内 容 の 理 を 国 る 。
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01 水 戸 生 開 セ ン タ ー が 運 用 す る 生 開 解 シ ス テ ム の 税 を 國 る 。

的 青 開 ・ 成 人 期 ・ 高 船 期 や 三 世 代 の 交 流 な ど 、 ラ イ フ ス テ ー ジ i t 応 じ た 活

動の展明を国る。̃ 理 に わ た る 国 設 流 ・ 性 力 を ll的に推進する。

lト) 特 i t 生 開 前 の 一 還 と し て 、 社 会 参 加 活 動 ・ 各 種 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 を 變

動する。

MI 子ども会活動等の指導者に対して、活動のためのボランティア体暖が認めら

れるよう企業・公共換関等it田する。

lリ) 開かれた学較:-iくりを進めるため、学校・通m会が一属nした学校

通 ボ ラ ン テ ィ ア 等 の 制 度 化 を 推 進 す る 。

〇 「子どもいきいき自然体験フィールド100選」を活用するなど、自然とのふれ

あいや野外体験活動の田を国る。

⑤ 書少年活動の推進

n 青少年教青施般等itおいて、特色ある体験活動事業を実施し、青用青の

充実に努める。

l可 解 団 ・ 子 ど も 会 ・ 高 校 生 会 ( ジ ュ ニ ア ・ リ ー ダ ー ) 等 の 書 少 年 団 体 を

青成する。

t1 地域の大人の教青力を結集し、学校等を活用してmや通末におけるスポー

ツや文化活動などの激々な体験活動や交流活動等の税を通した子どもたちの

開 所一i くりを推進する。

l重) 体It学習の換範であるポーイスカゥトの活動は、たくましい心や豊かな心を青

成する上で極めて効果的であるため、ポーイスカゥト日本連盟が所有する高教ス

カ ウ ト フ ィ ー ル ド を 、 多 く の 青 少 年 の 心 身 を 最 え る 場 と し て 活 用 で き る よ う 、 子

ど も 会 な ど のi沙年団体に広報するなどm的に支最する。

〇 構 育 ・ 女 性 教 育 の 税 を 國 る 。

e) 家度教青支援の充実を図るため、「家度の教青力向上プoジニクト事業」等

を実施し、 0裁から18裁までの子をもつ保藤者に対して、機々な構会を活用

し た 構 育 に 関 す る 学 習 換 会 や 情 報 の 解 及 び 相 開 lの 税 に 努 め る 。

o特it開者への子青て文出'、保青所・動程園・識llこども園・学校行事へ

の 前 を 便 す 。

o企業の従業員向け家庭教育a座 等 の 開 設 支 最 の た め に 作 成 し た 開 や ゥ ュ プ

サ イ ト を 活 用 し 、 集内経濟4団体'i'市町村と配して企業内家E散青調座の

実施を支最することにより、家度教青の充実に努める。

cl 乳動児期からのmの発達を動長する育児やしっけについての学習資料を作

成 し 、 指 導 ・ 相 解 を 流 す る 。

cl ,e禮者や子どもからの相般に対応している子どもの教青相般及び子どもホッ



ト ラ イ ン の 税 を 國 る 。

cl 学校P家度itおいて「早41早起き朝ごはん」など、期l ll正 し い 生 構 信 の 重

要性を啓発する。

Ill 地域の人材を活用した家庭教育を通する団体等について、「設教育支理

チーム」(文部開 )としての登録を使し、前間型の通青への文選など、

mで支える家度教青の支最体制を開する。

01 構 育 に 関 す る 各Ill研修会を開催し、mに お け る 構 育 を 通 す る 人

材の青成を国る。

目 女性教青の充実を国るとともに、男女共同參画 一 地 前 の 推 進 に 寄 与 す る 。

〇 エイズ、通事故、環境・消費間題に対応した学習活動の推進

生選学習・社会教青等あらゆる換会を通じ、正しい認識を深めるための学習活

動を推進する。

o H I V感染者が社会生活の申で温かく辺え入れられるよう、社会環境の前

it努める。

〇 県 民 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン 活 動 の 取

n 広 域 ス ポ ー ツ セ ン タ ー 設 を 推 進 し 、 総 合mス ポ ー ツ ク ラ ブ の 質 的 税

を国る。

但1 「 ニ ュ ー い ば ら き い き い き ス ポ ー ツ d a y 1」や県民総合体青大会などの開催

を 通 し て 、 mのスポーツ活動の活性化に努め、スポーツ人口の増大を國る。

t, ,,l 動児から高1tt者まで、ライフステージit応 じ た ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン

活動の充実を国るため、スポーツ少年団の青成とともに、フ, ミ リ ー ス ポ ー ツ

や= ユースポーッの推進に努める。

目 生 選 ス ポ ー ツ 指 導 者 の 基 成 を 国 る と と も i t 、 ス ポ ー ツ リ ー ダ ー パ ン ク 活 用 の

推進に努める。

的 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ ェ ー シ・ン関係諸団体の育成強化を國る。

lilt 県民の#土it対するllと 持 り を 深 め る た め 、 水 戸 生 開 セ ン タ ー と 弘m
がnし、茨城県の特るべき歴史や先人たちの体業に関する能を日本進の弘

通 を M に 開 設 す る 。

6) ス ポ ー ツ の 田

〇 ス ポ ー ツ lftt力の向上と国際友好線善を國るため、 外国とのスポーツ交流を國

る o

② 社会体青施設のm
n 笠松・堀原通動公目など県営体育施設の繼合的なmを進める。

o通年利用が可能なスケートリンク専用施設の聞を進める。

o 開 合 の で き る 能 場 を M す る 。
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X l可 学校体育施設の開放を配するとともに、 クラブハウス・夜間照明施設など

を整備する。また、県立学校のm施設itついて、少人数競技のl国製'Pit点化

を見据えた活用を前する。

01 市町村の社会体育施設のm (河川較の活用等)を推進する。

〇 ス ポ ー ッ イーン ト の 開 値や、 合 宿 ・ キ ャ ン プ の 設 と い,た ス ポ ー ッ ッ ー リ :''
ム をm的 に 推 進 す る ほ か 、 本 県 の イ メ ー ジ ア ッ プ やm設 の 活 用 田 に も つ

な が る よ う 、 特 定 の 設 や タ ー ゲ ッ ト 等 を 明 確 に す る な ど 、 戰Ie的 に 構 開 を

国る。

〇 県 内 の サ ッ カ ー や パ ス ケ ッ ト ポ ー ル な ど の プ ロ チ ー ム とmし、 ト ッ プ ア ス リ ー

トとの交流を通じて県民の健康増進やチームの通強化を國る。

7) m化のa造 と 田

1果民の多e激な文化=一ズに適切に対応するため、 全 県 的 な 解 に 立 つ て 文 化

施解の充実を国り、市町村の施設・設備を充実さ't有換的な配を国る。また、

文イ国01設における内容の充実を国ることが必要である。

〇 1果民文化の創造と田に向けて、mイ 解 の 展 開

n 県 民 の 文 イ 田 高 場 と 文 化 活 動 を 配 す る た め 、 情 報 の 解 i t 努 め る 。

l? 伝統的な行事、民?能などの伝技文化の継承及び発展を国る。

01 開 な ど の 開 催 に よ り 1 果 民 の 文 化 活 動 の 税 や 文 イ 快 流 の 配 を 國 る 。

01 実技指導のleltlif会など、地域itおける前分野の指導者を青成する。

m 文イ日ttの発掘や保存、老朽化した文イ日ttの修理、防災設備の更新など、文化

財の保存・活用に努める。̃ 新 化 し た 開 放 化 財 の 前 等 i t つ い て 、 専 門 家 の 診 新 、 修 理 補 修 強 化

を推進する。

lト)m文化銀真条例及びm文化? 画に基,・き、m文化m
の活用等を含め、文化願構の総合的かつ計画的な推進を国る。

法) 市町村によるアートを活用した特色あるまちづくりを支最する。

② 文化関係諸団体の育成強化

n 県民の自主的・個性的な文化活動it対し、いばらき文化願財団itよる動成

を行う。

lロ) 市m化!a会 の 結 地 の 設 置 を 田 し 、 文 化 要 術 国 体 等 と の ネ y ト ワ ー

ク化、前文化活動への文ll体制を強化する。

③ I T・広域交流時代に合,た県民文化センターのm
n 1果民の文化・新・姜能などの創造・交流及びi=litのMとして専門性の高

い施設とする。

l・ 市 町 村 の 文 イ 随 般 と の ネ ッ ト ワ ー ク 化 を 国 る 。
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④ 1果立美術館のmの 税 と 1 果 民 に 線 し ま れ る 美 解 づ く  り

n 近設構で国内外のiれた作家・作品の配会を開値、iれた美術作品の

計画的な収集をm的に国,ていく。

l可 近代美術館の所a品のデジタル画像化に取り組み、 ホームページで画像を合

む所日品情報を離でもa lt 関 覧 で き る よ う 、 情 報 の 解 i t 努 め る 。

さらに、県所蔵美術品の画像貸し出しについて、有償化すれば安定的な収入

が得られ、画mサ ー ビ ス の 税 が 國 ら れ る た め 、 民 間 も 有 償 で 配 で き る

制度itついて調査前する。

01 つ く ば 美 術 館 の 関 のmと効果的な通営を国る。

目 五浦美術館の天Il、関係資料のMを國るとともに、現代作家の創作活動を支

愛する。

〇 ミaージアムパーク茨城県自然博物館の各種活動の充実等に努め、自然につい

ての理解を操めるとともに、魅力向上の取り組みを推進する。

〇 表 限 商 設 構 の 各 種 事 業 の 充 実 i t 努 め 、 県 内 商 妻 の 能 の 向 上 を 国 る 。

(i) 県mを法とした歴史系の総合ン'ー ン のmに努め、文化・歴史を活用し

た県の魅力発信にll的に取り組むとともに、増大する公文書資料の整理・保存

を 国 る た め 、 設 公 文 書 等 の 管 理 デ ー タ ペ ー ス の 開 能 の 充 実 強 化 等 、 公 文 書

開能の充実を国る。

〇 学校・設・地域が通して子どもたちの豊かな能を育むため、1果立美術館・

開 館 が 前 文 イ 随 設 のll点としてM的i t活用される環境づくりをより一ll 推

進する。

@ 旧 境 波 海 地 監 司 領 庁 合 を 保 存 し 、 精 の 設 を 構 さ せ る 取 り 組 み を 継

続する。

集 〇 関係市による茨城県のllな 開 で あ る tヶ清の解lき船の歴史的・民俗

的価値の調査・記録に対して支通・fa力し、今後の保存・活用に向けた取り組みを

進める。

Iii) 大名度園をテーマとした広m携による世界進登5への動きに対応するため、

関係換関と 通 操 して「開目」の価値を高めるための学tEi的な調査研究を検討す

る 。 ま た 、 「 大 名 度 園 サ ミ ッ ト 」 等 を 通 し て 、 M の 情 報 ! ll集it努める。
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6. 国内有数の農業,県として元気な
を一●発展させる

わが国の農林水産業を取り8く情勢は、 高船化や担い手不足、 實材

信格等の高Eなど、経営構は厳しい状况にあり、また、国際的には、

T P P協定等により急通なグローバル化の造展が予想される。

一方、 カ ロ リ ーベースの全料自船率は主要先進国の中で最低水準の

33%と依然低い状況にあり、食料安全保障の観点から、より高い水

準を目指していくことが求められている。

国においては、「農林水産業 ・地域の活力創造プラン」や、「食料・

設・農村基本計画」に基づき、若者たちが希望を持てる「強い農業」

と「美しく活力ある晨村」の創出に向けて施策を展l;a している。

このような中、表城原においては、経営感覚に優れた農業経営者の

育成を進めるとともに、農地の集積・集約化やI C T等の新技術の導

入による生産性の向上、プランドイtや6次産業化などによる付加価値

の向上により、「器かる農業」を実現することとしており、こうした取

組を今後一層推進していくことが必要である。

林業については、表林湖沼環境税を活用し、通正な表林整備と表林

資演の循環利用を推進し、 表林の公益的構能の持義的発郷とカーボン

ニュートラルの実現を目指していく必要がある。水産業については、

生産性の向上や所得增大に向けた取組を進め、 そ の 前 提 と な る つ く り

育て管理する漁業や漁港などの生産基盤の整備を推進するほか、養殖

設 の 創 出 に 取 り 組 る 、  水設の成長産業化を国る。

これら農林水産業を次の世代にしっかりと引き推いでいけるよう、

万金を期していかなければならない。

1) 解力のあるa.、産地': ;く り とHf売戦略の強化

(i) 本 県 設 の 願“) 茂城農業の振真を国るため、 I CT等を活用したスマート農業や農産物の

ブ ラ ン ド 力 強 化 、 国 内 外 へ の 開 に チ ャ レ ン ジ す るmあ る 産 地 や 配

体を文選する。

l' 開障の観点から、生産者の経営安定の確保を前提に、県産農書産物

の増産と目始率の向上対策に取り組む。

t1 レ ン コ ン 等 、 各 産 地 を 船 開 展 さ せ る た め 、 地 域 'i'作 物 の 能 it応じた設
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田 に 取 り 組 む 。

(2) 能 物 の ブ ラ ン ド 化 と 限 売101進

n 国内の米消費の減少が続く中、米のe出促進による新たな需要開拓を進める。

l国 市場取引の大型化に対応するため、個別能や理の再橋・統合を進め、

出荷単位の量を拡大し、青果物等の院力を強化する。

01 農業団体等とnし 、 茨 城 県 農 産 物 解 開 本 部 が 行 う 前 日 で の 県 産

能 物 の 売 り 込 み 活 動 や P  R 活 動 を 税 す る 。

目 加工された能物の始出itついても、その始出可解を探るため、国内外の

it品加工業者などのニーズの極に努める。

③ 本県設を支える担い手の確保・育成

n 識ila業者数の拡大と集落営aの組;tt化を推進し、構造改革が選れている土

地利用mの担い手の確保・青成を国る。

また、ll 購営eの組a化 や 解 営mの経営発展に向けた取り組みに対し

て文l国装を講じる。

l' 理定H集者や高解化・兼業化に対応する解営m、サービス事業体を支

量するとともに、人・e地 プ ラ ン の 実 行 に あ た っ て ll、認定e業者をmの申

心となる経営体と位置一iけ、力強い Ia業構造づくりを進める。

01 新通就農者青成総合対策等については、m的で安定した支最が必要である

ことから、十分な財源を確保する。また、新規就e者 の 現 を 占 め る 線 元 就e
への文選を強化する。

目 中 法 と な る 設m者、新通就農者などに対し、解制度の活用や就農のた

めの無利子資金の確保等により、地しやすいmづくりを推進する。

ま た 、 通 相 設 の ワ ン ス ト ッ プ 意 口 を 配 し 、 通 準 備 か ら 定 l 書 ま で 一 買 し

た 支 最 を 国 る と と も に 、 ホ ー ム ペ ー ジ 等 に よ る 茨 城 農 業 の 前 開 び オ ン ラ

インも活用した地相前応により、県内外の地希望者の呼び込みの強化を

国 る 。 さ ら it、解 が 濟 ん だ 、 も し く は新類就aから相当m数 が あ る

4 0 、  5 0 裁 代 の 将 来 中 法 と な る 農 業 者 の 支 最 を 独 化 す る 。 解 設 の 解 や

無 利 子 設 の レ ベ ル か ら 、 開 張 や 、 法 人 化 な ど 経 営 を 拡 大 強 化 す る!船 は 、

ワ ン ス ト ッ プ 相 能 口 の 開 設 を 推 進 す る 。

m 農業大学校における経営に関する設的な教青・解内容の充実独化や学生

の 県 内 地 の 通 を 國 る と と も に 、e業 高 校 や 能 、 民 間 企 業 と の 聞 を 強 化

する。̃ mぐるa (市町村・農営・農業団体・i沙年組差t・学校)で、農業への理

解 と M 者 及 び 書 年e業者組aの育成強化を進める。

lト) 新規参入者等it対する市町村Pa業 団 開 の 受 け 入 れ 体 制 の 聞 を 配 し 、

体 系 的 な 開 得 のIa会 を 能 す る と と も に 、mや 施 般 の M な ど の 支
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aこ努める。

al 解かる設を実現する強い経営体を青成するため、設参入を希ヨする企業

のmや参入後の温解大への支最を行うとともに、参入企業や農業法人等へ

の展用限の促進と人材青成を進 i i'るため、 「eのll用事業」 の 開と 活用を

推進する。

lリ) 農業分野における労0ヵを安定的に確保できるよう、農業団体等とnした

労〇力確保の仕組み,・く り をmする。また、在留資格「特定lltil・1など、e
前野i tおいて外国人材を労0者として活用できるよう、受入れ体制の聞を

進める。

い) 新規就e者や定年帰e者の技tEl等の研修について、いばらき営設の開器と

と も it、地域で開値する営allと の 配 を 推 進 し 、 効 果 的 な文選を国る。

n 農業の現場にt事書者の就労を便すために、農林水産省が水戸市の農林水産研

修所つくば館水戸ほ場内に設けた農福違操関係施設等を活用して、より一属

「a福 配 」 の 開 を 推 進 す る 。

l9) 優れた経営感覚と技術力を備えた独い経営者を青成する「いばらき農業アカ

デ ミ ー 」 を よ り 多 く の 方 に 受 器 し て も ら う た め 、 受 器 し や す いmに努め

る o

〇 農業・農村の担い手として活国できる女性農業者の青成

n mを リ ー ド す る 女 性e業者を育成し、e村に関する方針策定への女性の8

画を推進するため、a開 リ ー ダ ー の 青 成 や 設 関 係 開 員 へ の 女 性 の

登用などを推進する。

l可 e村女性にe業・能加工技tE l等の研修の場を解するとともに、能加工

グ ル ー プ の 設 化 や 解 定 の 開 を 推 進 し 、mit主体的it取り

組 む 構 者 を 青 成 す る 。

⑤ 水田の有効活用の推進

n 米 価 の 安 定 を 国 る と と も i t 、 相 作 能 が 前 を 持 , て 取 り 組 め る よ う 安 定 し

た支最制度を開するよう、国に0きかける。また、米価の下落が米H象の生

産mに 大 き な M を 与 え て い る 。 構 定 の た め 、 非 食 用 米 や 表 ・ 大 i な ど

への文選を流するはか、米の需能を国it対して前 it0きかける。

l' 表や大ii、そば、新通需要米に加え、野菜などの高収益作物への転換と生産

拡大を國るため、必要なm設のmを通するとともに、!l文量・品質向上

や解との直接取引の拡大に同けた開を造め、水E日a業 の 解 を 図 る 。

01 近年、気前による夏季の高温等の影・から、米の品質低下が問題とな,,

ている。 このため、高温のMを少しでも量和できる水管理等の基本技tErの微

画t加え、 高温能itすぐれた品種の開発を進める。

? 本県が全国にtoる カ ン シ・の 生 産 で 最 も 前 すべき サ ツ マ イ モ配病をはじ
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め、 イ ネ 組 開 及 び レ ン コ ン 黒 能 に つ い て ll、 防除対策の周知やmぐる

みでの開の推進等itより対策の充実を国る。

l重) 解力のある高品質・低コスト農業の推進

n 低 コ ス トe業の実現に向けて、e地 の M 集 約 化 、  I CT等の新技tErの活

用、新品種の青成や本県オリジナル品種の能等をM的it推進する。

l' 市町村、農業委員会による能等の利用の能化活動や能中間管理機構に

よ るe地 の 地 な ど を 一 属 配 し 、 担 い 手 に 対 す るe地利用Mを推進する。

また、農外からの多構な担い手による9精入9農脇による直識lHy i i を 配 し 、

能 のm的利活用を推進する。

さらに、e地申間管理事;建を推進するため、事務処理期間の配に向けて、

税 き の 効 率 化 、 置 業 化 を 国 る と と も i t 、 願 の 確 保 を 要 ヨ す る 。

01 地 ll用mの担い手の所得確保と地ll用 率 向 上 の た め 、 m作のも

と高品質・低コストな表・大iの産地化を推進する。

? 土a?新it基一i く 効 率 的 簡や局所簡の導入、たい1t1等有Ia物資源の利活

用を田するなど!l !1料コストの配を国るとともに、高品質な農作物の生産に

向 け て 、 開 聞 を 基 本 と し た 土 づ く り 活 動 を 推 進 す る 。 ま た 、!E料成分の的

確な分析、公表を行う。

m 畑地におけるaRt作 作 物 、 地 ll用型作物としてt要な表・大ii ・ そ ば ・ 前

生等の作付拡大と品質向上を國るとともに、「境波落花生」「常mそば」等の能

相化を推進する。̃ 農業就業人口の演少や高解化、水田経営をはじめとする農業経営の大通換化

が進む申、経営の効率化、作;建の省力化・酸i化等を進め、生産性を高めるた

め、生産現場でのI CTやロボット技tti等の先端技ttrを 活 用 し た ス マ ー ト 設

を推進する。

lト) I CTやロボット技tEl等の先J職itErを 活 用 し た ス マ ー トe業 の 導 入 に よ っ て

得られた成果'P、費用対効果などit関 す る 情 報 を 、 よ り 多 く の設者へ速やか

に分かりやすく解し、自ら判断できる:Eli組を進めるとともに、その役劃を担

う人材を育成する。

al 設 由 来 の 廳 プ ラ ス チ ッ ク の リ サ イ ク ル を 行 う 県 園 妻 リ サ イ ク ル セ ン タ ー の

通営経費について、農業用プラスチックを統する農業量材統業者等にも負

担を求めるなど、性力体制を税し、e家の負配加の抑制に努める。 また、

近 前 す る 前 ビ ,ールをMから受け入れることで、事業収入の増加を

国るとともに、必要な施設の総持に努め、農業由来の院プラスチックのi的ll処

理を確保する。さらに、e業由来の院プラスチックの部出抑制を國るための生

能フィルム't '、長期使用のできる被a用フィルムの能への普及推進を図る。

併 世 て 、 国 に 対 し て 、 農 業 由 来 の 院 プ ラ ス チ ッ ク の リ サ イ ク ル 前 がe全に確
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保 で き る よ う 、  プラスチック製造業者や配業者が部出処分に貴任を持つ制度

の創設を0きかける。

(i) 生 産 ・ 統 の 戦'llを有した産地づくり

n 本 県 能 出 額 の 約 半 分 を 占 め る 目 地 門 に つ い て ll、 マ ー ケ ッ ト イ ン の 視

点 を も と it青果物の品質向上をはじめ、生産・品質flit基一iいた差別化商品

の明発、市構等による新品日の導入や加工・業if向け野菜等のm大、

担い手の確保・育成などに取り組み、配力等の強化に:意8t的な生産集団を支

愛し、ブランド化等itよる革新的な産地の青成を国る。

l' 統力等の独化を国るため生産組差tの再lfi ・義合や、市場御売会社等とll

した新たな品日設による産地,・くりを推進する。また、本県で開発したオリ

ジナル品種を活用したブランド化の推進や、 G  I (地理的新)など知的財産

制度等の活用による地域ブランド数づくりを関係構関が一体とな,て造める。

tl 野菜の低コスト生産をmするn化一貫体系や、実?者=一ズに基,・いた

高品質な青果物を年間を通して安定的itmできる体制を確立するため、必要

な 開 ・ 施 設 のmを推進し、解力のある園芸産地を青成する。

目 国内外において・要が拡大しているかんしょ等の目姜作物について、地tt外

の担い手や設への参入意向のある企業の設など、市町村の枠を超えたa地

相 整 を 行 い な が ら 、 や る 気 の あ る 担 い 手 へ の 開 を 国 る と と も に 、 生 産 者

と 実・者とのマッチングを一体的に進め、 さ ら に 新 た な・要を開拓するなどの

mitよ,て 、 規? を文選 し、生産温興it取り組む。

m 干し芋のm大に向けて、前日での商般会や海外バイヤー招構など商酸

の設の解を行い、新たに干し芋の加工販売に取り組むe業者に対し、 きめ

細かな文選を行,ていく。̃ 施設園芸産地に対し、始油価格高隆の影・を受けにくい経営への転換を推進

するため、省エネルギー? の導入を通するほか、? 価格高?時に補 出 t

を 交 付 す る セ ー フ テ ィ ネ ッ ト へ の 加 入 配 を 国 る と と も i t 、 恒 久 的 な 制 度 と し

て位置付けるよう国に独く0きかける。

lト) 高品質な書果物を安定的に1表l合するため、国営e業水利事i建等で確保した畑

地かんがい用水を活用した新産地の青成を推進する。

法) コ ギ ク 、 グ ラ ジ オ ラ ス 、 バ ラ な ど の 切 り 花 、 シ ク ラ メ ン な ど の 前 、 ハ ナ モ

モなどの技物や芝など花き生産の一属の拡大を國るため、生産組aの強化や花

き 能 の 解 定 の た め の 省 力 能 、 施 設 の 導 入 な ど 生 産 基 盤 の 聞 を 推 進 す

る。また、関係団体等とnを独化し、新たな技術の明発や需要拡大に向けた

花育の普及、PR活動等を推進する。

lリ) 用t中山間地域の環境条件P地域資源を活用した技物産地を青成するため、

高 品 質 ・ 空 定 生 産 に 向 け た 前 llを 行 う 。
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ll 用 産 地 の 活 性 化 を 図 る た め 、 生 産 体 制 の 整 解 と 高 口 設 解 を 進 め る 。

特に補動事業の活用による県オリジナル品種など新品種の導入や改植、多目的

防 M な ど のal備支最や病書虫対策虫mを進める。

的 茶・たばこ等特用作物の生産基盤の確立と生産性向上を國るため、生産管理

用 能 ・ 施 設 の 整 削l進'P生産団体が開値する共進会等への文選を行う。

〇 特かる書産経営体の青成と本県書産業を取するため、生産性の向上や温解

大、経営・f禮管理技tErの高度化等によるmの高い経営体の育成、・M 料

it做存しないより強い書産m体へのa 長期的な視点it基一i く 能 構 産 物 の

更なる高簡値化やブランド化を推造する。また、消費者の信alに応える安全・

安 心 な 書 産 物 を 安 定 保 す る た め 、 飼 新 生 管 理 基 準 の 選 能 を 書 産 能 に 指

導するととも i t、書産mi t大きな影響を及ぼす家書長願の発生子防とまん延

防止に向けた防疫対策を購じる。さらに、象書排世つ物の適ill処理とi国l!1等の有

効利用を進め、環境と調和した書産業を確立する。

n 生産基盤の強化

o 書 産 能 とmの関係者が一体 と な , て 行 う 経 能 解 大 や 法 人 化 を 進 め る

と と も に 、 簡 易 提 の 聞 や 解 者 解 承 し た 書 合 の 改 修 等 を 行 い 、

mの強化を国るmを文選する。

o 略 能 へ の 高 前 な Ia 用難牛の導入によるm牛の確保や新卵移値の活用

を配し、申法的な担い手の育成及び生a生産体制の強化を國るほか、接

業並の体日確保や労0ヵ不足解消it向 け た 方 策 の 前 を 進 め 、 複 離者や開

就農者の確保を国る。

o 和 牛 構 の 規mや常ti牛指定生産者への繁殖購牛導入による一貫経

営 化 、 能 印 のi船 体 制 の 強 化 や 開 解 の 活 用 配 、 担 い 手 の 青 成 等 i t

より県内にmな 配 牛 群 をmし、子牛生産からE青まで、県内で一;i

した高品質な和牛の生産体制を税する。

o飼料用相等の利用配、外部受組El;St'PilHyii放集地等の活用を進めるととも

に、 i t品残種等の来利用前の利用拡大や牧草や子実用トウモロコシ等の生

産mを 國 る こ と で 、・M 料 に 頼 ら な い f ia料生産基盤に立脚した書産配

の実現を国る。

o配合銀1料・書産物等の価格安定対策の推進や書産経営指導、新技術の開発と

普及により、経営の安定化や低コスト化を國り、降力の高い経営体を育成

する。

l' 書 産 物 の ブ ラ ン ド 力 独 化 や 配

o 県 オ リ ジ ナ ル llの開発・利用等による「常監牛」、「ローズポーク」、「常E

の llき」、「典久慈しoも」等の一ll の ブ ラ ン ド 力 強 化 を 国 る と と も i t 、 能 相

書産物を取り扱う統店や飲食店の一国の拡大やP R 等 に よ る イ メ ー ジ ァ ッ
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プと販売促進を國る。

o 「常解i i」の生産拡1大を図るため、ゲノム情報を活用した;It殖1111牛の理

別や保9を推進するなど高品質化対策に取り組むとともに、常陸牛について、

アメリカや東南アジアへの・出拡大を推進する。

cill家 に つ い て は 、 デ , ロ ッ ク 種 系 前 「 o ー ズ D 1」を活用した船柄ほ「常豐

の11き」の知名度向上と生産・m大を推進する。

o ミ ル ク ス タ ン ド 、 統 一 ロ ゴ 等 を 活 用 し た 本 県 産a ・a製品のP Rのほか、

aの 日 や M 間 を 通 し 、 路aへの理解a成'P牛事L・m品の消費mを

推進する。

o共進会等の開催によるさらなる品質向上や流通販売対策を通する。

cl 期l itついては、生産量日本一のP Rを行うなど消費mを推進する。

01 高 病 原 開 イ ン フ ル エ ン ザ 、 口 開 やm業書伝染病の侵入防止のため、

風新生管理基準選守を推進するとともに、万が一の発生にillえ、危換管理体

制の充実を国る。

目 書産環境対策の充実

c1iitiall線書部せっ物利用m計画に基,・く家書部せっ物の適1];処 理 と 配 化

を進め、資源橋理書産を推進する。

cl 家書排世つ物のエネルギー利 用 な ど の 前 や 前 地 ・ 流 通 に 必 要 と な

る 施 設 整 備 の 通 な ど に よ り 、 広 開 を 推 進 す る 。

o 地 の 重 ヶ 統 域 か ら 流mへの流通01進等itよる開負荷削減対策を強化

し 、 tヶ清、北清などの水質静化を推進する。

m 「m食内流通合理化計画」及び「食内センター聞に向けた基本的考え

方」it基一iき、高品質で經な会内を理で き る よ う 会 内 セ ン タ ー の 再 編 等 整

備を施設関係者、生産者、 i t肉流通関係者一体 と な , て 進 め る 。

@ 食の要全・安心の確保

会の經・安心の確保it関する構を総合的かつ計画的it推進し、県民の生命

及 び 能 を 田 す る と と も に 、 消 費 者 の 開 を 確 保 す る 。

n 食 品 等 事 ; 建 者 に 対 し て 解 順 守 前 の 向 上 を 促 す と と も に 、 開 設 や 食 品

新 の 開 指 導 の 強 化 を 国 る 。 ま た 、 国 や 他 自 治 体 と 配 し た 効 率 的 か つ 効 果

的な始入it品のm を実施し、県内に流通するll入農産物やll入加工it品
の要全確保の税・強化を國る。

o 聞 防 止 な ど 田 確 保 のii点 か ら 、 能 の 通 商 の 能 を 国 る 。

cl 農 作 物 の 解 を 確 保 す る た め 、m 等不適切な農ii的i流通し、使用

さ れ る こ と の な い よ う 、 解 業 者 に 対 す る 立 入 調 査 を 実 施 す る 。

cl 登録a薬の少ない地域特産物の生産安定を国るため、田のための試験

を行い、道用拡大を国る。
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o 能 物 等 の 残 留m をm的に実施し、 そ の 解 果 を 1 果 民 に 分 り

やすく公表する。

o消費者が安心して本県の能物を購入できるよう、生産者に対し設につい

ての正しい知識・mの 解 に 努 め る と と も に 、 設 の 適 正 な 配 に つ い て

能 を 行 う 前 商 ア ド バ イ ザ ー を 青 成 し 、 能 物 の 經 を 確 保 す る 。

また、GAP (H集生産:1 :程管理)やトレーサピリティの取組を田する。

l?m食の要全・安心推進条例に基,・き、要全・安心な食品の生産及t;1表ltl

i t寄与するため、実効性のある総合的な会の經・安心構を推進する。

0 itと農の? 動の推進

n 市開や関係団体との聞を国り、学開への地tS産物の導入を促進する。

o? への集産? の安定開 を文選する。

l? 県民のi tに対する関心の高まりに応えるため、県内で生産された農林水産物

を1果民に差1書を持つて消費してもらえるよう、民間企業や市mと? して県

産 品 の 開 ・ P  Rit取り組む。

01 県 産 品 の 配 ・ P R の 取 り 組aが、県産農林水産物の消費拡大のaな ら

ず 、 能 客 の 設 や 県 の 魅 力 度 向 上 に つ な が る よ う 、 部 局 間 の 聞 を こ れ ま で

以上it強化していくとともit、取り組みの内容の充実を国る。

目 県民が新鮮な県産能物を能に入手できるよう、県内mや直売施設へ

の 保mを 配 す る 。

的 会やaへの県民の理解'P日本型会生活の普及を国る。

o 子 ど も たちのi t生活のt全化や、 自分通のitべ物 とm との関係を知る

食育を推進するため、 子どもたちに対し収種体験などを通した食e教育や食

青 推 進 ボ ラ ン テ ィ ア i t よ る 普 及 開 前 を 推 進 す る 。

Iii) m田 の 普 及 啓 発 と 支 最 策 の 充 実̃ 特別裁培農産物及び有機農産物の作付拡大を國るとともに、消費者'、の

P Rを進める。

l' 天截・フ,ロモン・対抗1置物の利用など、生物的防除や配法の改書による

環 境 に や さ し い 開 の 確 立 と 普 及 を 推 進 す る 。

t, ,,l 環境保全対策として水国の持つ制ヒ換能を活用するとともit、 適 正 な 簡 管

理 技 術 の 能 な ど に よ り 、 tヶ清、北清などの水質静化を国る。

X 目 化学!E料・化学合成e集 を 原 則 5 割 以 上 配 す る ]Ill組 と 合 わ せ 、 配 等 の 作

付 け i t よ り 、mの防止・地力の増強it努めるとともit、地球温暖化防止や生

物多裁性保全に効果の高い営農活動を支最する。

【新a】 的 温ヨ効果ガスの部出削設・9更!l文量を国が認証し取引を可能とする J ク レ

ジ ッ ト 制 度 で は 、a構 者 は ク レ ジ ッ ト の 院 i t よ る 収 入 を 期 待 で き る こ と か

ら、制度のm的な周知と活用mに11;め る 。 ま た 、 県 と し て 、 希 望 す る 設
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者に対してll、 願な手義きや費用負担が活用の防げにならないような多面的

な サ ポ ー ト を 講 じ る 。

〇 ィ ノ シ シ や 水 島 な ど に よ る 田 へ の 対 策

n ィ ノ シ シ に つ い て ll、e業設害等が拡大しているmが あ る こ と か ら 、 被 善

対策のmを強化する。また、アライグマなどの中型e、ltついても被書対策を

実施する。

l? 地向等のデータに基,・いた侵入防止器の設置や最 解のmなど、総合

的な被書防止対策を講じる。

01 ィ ノ シ シ の 地 の 適 正 イt扱び生息地tiの拡大防止のため、市町村や能会

等と 通 操 し た 能開 などの対策を強化する。

目 重 ヶ 浦 周 辺 i t お け る 前 i t よ る レ ン コ ン 被 書 を 防 止 す る た め 、 地 を 解 明 す

る と と も に 、 自 然mにmし た W 防mを購じる。

的 配 減 、 mの 所 得 向 上 、 mの増進のため、ジピェや度の加工品の

利 活 用 を 配 す る 。̃ ニ ホ ン ジ カ に つ い て 第':種特定期構目計画に基づき情報収集等を行うとと

も に 、 予 開 を 推 進 す る な ど = ホ ン ジ カ の 描 置 を 配 す る 。

lト) 能 解 と し て 、 人Itオ青成'P組;Stづくりを前するとともit、配

活動に係る経費について、財政指置を拡充する。

MI 高e化 等 に よ り 1111少 し て い る 狩 構 を 確 保 ・ 育 成 し 、 前 開 l の維持を國っ

て い く た め 、 担 い 手 と な る 開 開 も 含 む 開 の 経 濟 的 負 担 を 8 減 す る 取

り組aを拡充する。

lリ) 本県のイノシシ内ll、原子力災害対策特別配法の識i'により出能順申で

あ る が 、 県 が 実 施 し て い る 解 物 開 で は1 1m下 と な , て い る こ と か

ら、出荷制限を解除し、ジピエ料理への解を便すなど市場に流通さ世ること

によりイノシシの織置圧を高め、e家等のe作物被害防止につなげる。

ital 災書it強い Ia業 づ く り

?) 冷 ・ 雪 ・a・ 〇よう書・長商・干ばつ・台風等の開書に独いHal-iく り

を推進する。

cl 気it情報の的確な把通と広報体制を強化する。

o 開 フ,ンや多日的防用等の施設をmする。

o 低 コ ス ト 耐 能 ハ ウ ス や 、 強 度 の 高 い パ イ プ ハ ウ ス の 導 入 を 配 す る 。

c1a業用施般の補強対策等をまとめた前マ, ユ ア ル を 活 用 し た 設 指 へ の

技術的指導・動言を行う。

l可 災 害 な ど に よ り 被 害 を 受 け たe作物・能施設に対する共i寄制度やe地等の

a旧制度の流を国る。

01 mや 設 に よ る 事 設 防 止 を11機 す る と と も に 、 田 災 制 度 へ の 加 入
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配 を 國 る 。

〇 明 日 の 設 を 拓 く 前 ・ 新 品 種 の 開 発 と 普 及

解 の 向 上 と 解 力 の あ る 数 づ く り を 進 め る た め 、 開 を は じ め 、 消 費 ・

流 通 サ イ ド の =一ズや近年の気前を踏まえた新品llや新技tErの開発を進める

とともit、その成果をいち早く普及する。

「 )  大 学 や 筑 通 田 究 団 地 な ど と のnを一属独化するとともに、パイォテク

ノロジーや新技tEr開発に係る共同通研究を推進し、その地化を國る。

l・ 高度な前itついては研究員と普及指導員がチームをつくるなどして、新技

術のm的な導入とその普及に努める。

01 原 能 セ ン タ ー や 目 統 セ ン タ ー の 新 化 し た 換 器 設 備 の 新 を 國 っ た 上

で施般を活用して、ll能 の 安 定mを国る。

目 茨城県主要農作物等種子条例に基づき、米・表・大豆及びそば等の種子の生

産 開 lを維持するとともに必要な予算を確保し、m種子の安定保を國る。

解 担い手の確保・青成や能R能への生産・経営管理技術指導に加えて、

G A P 推 進 や I  C T 活 用 支 最 な ど 新 た な 開 にm的 に 対 応 で き る よ う 、 班

を直能導する普及指導員の増員を合めた普及指導換能の強化を國る。

1110 快適で活力ある Ia村づづくりの推進

「 )  農 開 の 生 活 基 雄 で あ る 道 路 や 生 構 M 設 等 のmを 支 最 す る と と

もに、e地や開水等の保全をll的にmし、Mで魅力あるe村,・く り

を進める。

01 前 解 情  - と 選 llし、都市と農村の交流をlet極的に田し、農業・

e村の活性化を國る。

o都市との交流を配するため、交流のll点 と な る 施 設 の 聞 を 配 す る 。

o 能 と タ イ ア ッ プ し た 解 清 の 開 設 な ど 、 グ リ ー ン ツ ー リ ズ ム を 推 造 す る 。

o 都 市限の目然とのふれあいや、高能の生きがい,・く り な どe地の有効利

用 を 配 す る 体 験a園や市民a園の開設や利用を配する。

o豊かなmの開を生かし、都市農限流活動に取り組む農業者等の青成を

國る。

t, ,,l 中山間地域の活性化を配する。

o m特 産 物 や 開 を 生 か し た 地 場 産 業 を 青 成 し 、 定 住 が 国 ら れ る よ う 、

山村銀真対策を推進する。

o能の管理't'作業受託を行う集団の青成や、地alお け る 6 商 化 の 配 、

市民農園や農業 一 加工体験を通した都市 一 地tt住民との交流の活発化を國る。

o 通 ・ 高e化が進む申山間mに お い て 、 mの法となる人材の育成を進め

る と と も i t 、a山村画有の多aな 資 源 を 生 か し た 前 と 活 力 の あ る 設 ・e
村 づ く り を 推 進 す る 。

- llR-



01 設物の加工・出荷販売体制,・く りを進める。

o 能 物 加コ技術指導のll点となる 「能加工指導センター」の換能を充実さ

世、mの特産品づくりを進める。

的 e村における美しい量aやMな屠住性を確保し、Mな む ら ,・く り を 進 め

る o

〇 農業団体の活動の独化

n e性の営e指導の活動強化、販売体制等経営体質の強化を國る。

o 広m観と関係市町村・普及センター等との配の強イl扱び営a指導の強化

を 国 る と と も に 、 中 法 能 に 対 す る 支 最 対 策 を 田 す る 。

oe性 に お け る 能 物mi の確立・強化をll的に推進する。

o計it伴い、能相産地の広域化への対応と産地青成を推進する。

l' 農業共灘EL合等の組差t体制独化を推進する。また、農業共灘tト金国庫負担金

等 の 確 保 を 国 に 〇 き か け て い く 。 さ ら に 、 解 の 第 i 三 の た め の セ ー フ テ ィ ー

ネットとして、収入演少を補てんする収入保険制度のより一日の普及について、

国に0きかけていく。

01 e業 制 設 融 の 活 用 配 に 努 め る と と も に 、 相 識 換 能 の 強 化 を 國 る 。

c1a業改自演金・a業近代化資金・スーパーL資金などの無利子又は低利の資

金の活用を田し、厳しい経mにある能に対し、金融面での支最を実

施する。

o近年のmの集中・大規程化から大型で高度なm入 や 施 解 、 書

産素牛等の導入など、大口借入へのニーズが高ま,ていることから、必要な

資金を活用できるよう、経営の拡大に:意8t的に取り組む個人のe業者の方に

関しては、法人化へのM的な文選を国る。また、特別準備金制度の流を

前 す る 。

目 e業委員会におけるe地利用;最Ia化推進委員の適正な人員確保やe地の利用

集演を国るための地国システムの活用など、市町村a業委員会の換能強化を推

進する。

〇 T P P な ど の 開 性 定 、 W T 0 数 泌 に つ い て

T P P な ど の 経 開 観 定 i t つ い て は 、 前 野 を は じ め 、 幅 広 い 分 野 i t 大 き

tti多〇を及ぼすことが感念されるため、 国際的な動向を踏まえながら、状况がど

のように推移しても万全の対応策を器じるよう政府等へ〇きかけていく。

交渉中の各国とのE P A ・ F T A や 、 W T Om渉itついては、我が国のe
業が持続的に発展していけるよう厳しい地をも,て交渉に当たることを、政府

等へ〇きかけていく。

1111 設 指 へ の 構 の 強 化

本県農業の解力強化のため、補動金・動成金などm制度の有効活用に
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2

向けたel 業 者 等 へ の 解 の 強 化 な ど 、  行 政 サ ー ビ ス の さ  らなる向上を國る。

魅力と活力あふれる本県設・e村を集き上t f て い く た め に ll、降力のある強

い産地一i く り it向け、高品質な能物の生産を文える生産基選の聞と担い手への

農地利用集iiを推進する必要がある。

ま た 、 mのe地 や 開 水 等 の 能 をmが共同して保全管理に取り組むとと

も に 、 前 や 能 水 等 を 含 め た 前 の i か な 自 田 な ど の 地 城 願 を 活 用 し て 、

都市にiらす人々との交流を田しmの活性化を国る必要がある。

さ ら に 、 温 住 化 が 進 む に っ れ 、 地 通 設 の 管 理 ・ 運 営 が 課 題 と な っ て き て お

り 、  これらを担,ている地能区の体制強化を国る必要がある。

集 (!) 能法・農最法の適正な通用及び農地改良制度の厳格な適用のもと、a良農用

地の確保と合理的利用を國る。特に、増加Ia向にある?e地について、国の動

成措置itよる有効活用策を講じるとともit、印時的it対応できる事業の創設を国

に要望する。 また、能法第3条の下限面積境止に伴う小温換なm得等によ

り、e地 の M 集 約 化 等 が 阻 害 さ れ る こ と の な い よ うe地の組利取得に係る許

可itついて、mな 田 の 確 保 を 国 る 。 さ ら i t 、 la地中間管理事業の配を国る

ことにより、担い手能等を青成する。

② m査 の ll的な推進を國り、一筆ごとの所有者・境界・面書等の正確な情

報と高い精度の地国を聞し、 Ia地の適正なi性持管理と Ia地の流動化の配など

生産基雄のmを国る。

③ e業生産基盤のm
n 低コスト・高生産性a業の実現it向けて、は場の大区画化や田化などの基

ll整備と農地中間管理ll業を活用した農地集i i ・集約化を一体 的 に 行 う 経 営

る 。

l? 選れている畑地の田 を 進 め る と と も it、 重ヶ浦用水などを活用した畑

地かんがい施設のmを推進し、収益性の高い大温換園芸産地を青成する。

01 団 体 営 ・ 解 地 通 設 に よ り 、 小 規m区のmを 配 す る 。

〇 解 施 設 の 聞

「 )  安定的な水開確保により、一属の設取を国るため、ヨ阿川治開区な

ど国営e業 水 利 事 ; 建 を 配 す る と と も に 、 関 田 通 設 ( 1 果 営 か ん が い 排

水、経営体育成基盤整備、県営畑地開合聞など各事業)の推進を国る。

l' 農業生産物の流通の合理化を国るため、解能のmをmする。

⑤ e村生活環境のm
n 開 経 解 i t よ る 生 活 環 境 の 改 善 と 合 わ せ て 、 交 通 期I P福祉対策な

ど総合的なmを進める。
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l可 m 設 の 効 率 的 な 新 を 國 り 、  e開 に お け る 生 田 田

設 、 開m解 の 聞 を 配 す る 。 ま た 、 今 後 、 更 新 時 期 を 迎 え る 施 設 i t

ついては、施設の機能e新相査や市町村のm能の策定を進める。

01 ため池や水路等のe業水利施設の保全管理とその水辺空間等を活用し、M

な生活環境の聞を国る。

目 農 山 開 の 接 が 設 で 安 心 で き る 保a ・ 配 ・ 高 開 批 を 確 保 す る た

め、介i重保険制度を将来にわたり常院可能とするための制度解や、配制度

改革の推進itよるm通 化 i t 向 け て 、  国への0きかけit取り組む。

l重) 中山間地等条件不利地tiにおける設;jl素 ln 申山間地など生産条件の不利なmにおいてll、 m能 を 生 か し つ つ 、 生

産mび生活環境の総合的聞をM的it実施する。

l' 事業実施にあたり、mの 特 性 を 考 意 し た き め 細 か な 基 聞 を 進 め る 。

01 m 設 や 解 間 を 結 ぶ 生 活 関 配 のm配 を 國 る 。

目 平地地域と比べてIa業生産条件が不利な中山間地域等itおけるilHyii放集地の

発生防止と多面的機能の確保を国るため、解営定に基づいて行われる農業生

産 活 動 等 を 通 す る 。

〇 各種整備事業の実施it富iし、必要it応じて生期iの調査や国園環境整備計画を

策定するなどして、事業計画に反映さ世、mの状1見i二応じながらmとの相和

に 配 意 し た 構 開 に 努 め る 。

〇 地 能 能mの8減

「 )  道路・用排水等の解的土地改良事業は全額国・地方自治体の負担とする。

l可 地 通 設 の 償 量 対 策 の 制 前 に よ り 、 流 設 の 軽 減 と 円 滑 な 償

通を国る。

01 農用地の集iiや大区画化等を国る構造政策関連の経営体青成基銀整備事業等

ll、 流 設 の 軽 減 に 努 め る 。

(11) Ia業水利施般等itついては、今後、更新時期を迎える施設が多いため、計画的

に施設のmや更新を進めるとともに、施設の機能e新などにより総持補修を行

い、施設の長寿命化を國る。

lilt 計 阻 書 要 因 の 解 消 を 国 る た め 、 地 能 区 の 個 別 の 田 i t 対 す る 能 な ど 適

切な支最を行い、土地改良区の合併を推進する

X 〇 e地・e業用施設や宅地等の目然災害による注水被害の防止や、地盤沈下によ

る前施設の換M下の回aを進めるため、?防除事業'P地選沈下対策事業

等の農開の防災演災事業を推進し、農業生産の総持・農業経営の安定及び県

土の保全に努める。

1111 近 年 増 加 し て い る パ イ プ ラ イ ン の 破 製 と い , た 地 前 設 の 実 発 事 故 i t 迅 速

かつm的 に 対 応 し 、 理 の 営 農 再 明 を llする。
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〇 e業・e村が有する国土設、 水源かん基、 量al形成等の多面的換能の維持・

構 の 配 を 国 る た め 、a用地、水路、解の地域資源の保全管理'P施般の長

新 化 を 国 る な ど の 地 域 の 共 同 活 動 に 対 す る llを強化する。

(3) 量 か な 統 ・ 活 力 あ る 構 の i 成 と 山 材 のa
近年、地i国l境 mの割ヒが問題とな,ており、 表 林 開 の 保 全 と 活 用 が t 要 な 願

と な っ て い る こ と か ら 、 山 村 の 田 と 構 を 活 性 化 さ せ る 施 策 を 総 合 的 か つ 強 力 に

進める。

(!) i的iな表林管理の推進

n m計 画 の 管 立 や 市 病 解m計画の指導を通して適切なmを

推進する。

l' 適切な表林mに不可欠な表構况相査などの解動を支最し、表林経営

計画の作成と着実な実行を國る。

t, ,,l 森林G I S ( 地 国 情 報 シ ス テ ム ) の 聞 を 推 進 す る と と も it、統合型G I S

とのnを国り、 林 地 台 帳 や 能 レ ー ザ ー 画 解 に よ る 表 林 情 報 の 配 な 能

が で き る よ う シ ス テ ム 環 境 のmに努める。

目 mプ ラ ン ナ ー i t よ るmの 集 約 化 を 国 る と と も i t 、 高 書 開 の

m、高性能林業機械の活用などによる低コスト作業システムの普及・定着を

國る。

※ 的 森林経営管理制度の円滑な田を国るとともit、森林環境al与8tit係る国の

義論も注視しながら、同税を活用した市町村による平地林・里山林を含めた表

林のmや 簡 ll用、普及書発等の推進を國る。

(2) 造林・録化事業の拡大

「 )  表林の持つ水開の種養や国土の開の公益的機能を向上さ世るため、間

検 等 の 解mや 長 開 股 を 推 進 す る 。

また、主做後の森林の再生を国るため、開沼環境8tを活用し、再造林を

推進する。

l可 開 苗 木 の・新 を 國 る と と も に 、 花 粉 の 少 な い ス ギ な ど 花 粉 発 生 源 対

策it資する苗木の生産とmを推進する。特it、通常の苗より成長がiれ、花

田 と し て も 期 待 さ れ る 特 定IS接tの前園mと安定した苗木生産が可能

な体制のmを國る。

また、從来の操苗と比較して、出荷までの生青期間が短く、m可能な時期

が長いマルチキャビティコンテナ苗について、民有林での普及を国る。

01 開 沼 開 を 活 用 し て 、 海 岸 防 災 林 に お け る 松 く い 虫 防 除 の た め の 予 防

統 や 做 個a除 を 行 う と と も i t 、 被 書 地 i t お い て は 広 解 のmを行う。

国 録を守る県民意機の高場と表林レクリェ ー シ・ンの場としての活用をmす

- Im-



るため、 iitia果民の表・續物目・ a多、慈證いの表・水a媒民の表などの目然報

構 の 充 実 を 図 る 。 特 に 各 施 設 の 見 ど こ ろ の P  R や 新 化 部 分 の 関 を 造 め 、

利用者の增加を国る。また、県有林や県民の表などの自然配設における、

ネーミングライッの導入を検討する。

※ 的 県民全体で森林を文えていく税のa成it向け、森林・構it対する理解・

関心を操めるため、表林の役劃や公益的機能のt要性、木材を利用することの

大切さについて、広く1果民に理解いただく普及書発活動や子供1= ち へ の 開

境教青を推進する。̃ 緑のダムとしての水源地ti対策を独化するとともに、保安林の適正な配置と

換能の強化を國る。

〇 山 村 ・ 構 の 願 と 木 材 需 要 の 拡 大

「 )  県産木材の利用田を国るため、mのシンボルとなる公共施設や国示効果

の高い民間施設の木造化・木質化を進める。また、m県 産 簡 ll用促進条

例it基一iき、より一IEの集産 精 の 利 用 配 を 国 る た め 、 集産mi用推進月

間である10月には、t点的に普及啓発に取り組む。

l可 県産精の安定保を國るため、木材流通加工施設のmを進める。また、

J A S材などの一般製材P集成材、新しい建集資材であるB P材やC L Tのは

か、改質リグニンをはじめとする新素材分野における利用など、さらなる県産

木材の・要開拓を國る。

更it、林野公共事業itおいて、県産精のM的な利用it取り組む。

01 県産木材の利用田を国るため、林業・木材関係団体が創設した「いばらき

開 明 制 度 」 の 適 切 な 運 用 を 推 進 す る 。

目 間做材の安定的なi船体制を早急it構集し、間做材などの末利用材の有効利

用を国る。

的 精 産 業 の 一 属 の 田 を 國 る た め 、 精 産 業 M 者 や 技 t Er者の育成を推進す

る õ しいたけ等の特用林産物の一属の生産振真を国るため、きのこ研究館・きの

こ博士館における研究・普及・教育等換能のll的な活用を國るとともに、 し

いたけ原木の確保やm設の導入を配する。

lト) しいたけ価格のmや担い手のa少により、県内産地tti1確i糖l的状1見itあ る た

め、生産量の増大や生産コストの配を國る産地への通を推進する。

al 構 開 設 ・ 能 数 等 の 拡 大 を M 的 i t 進 め る と と も i t 、 典 久 慈 林 業 地 帯 i t

M グ リ ー ン ラ イ ン 林 解 をmし、表林開の活用、mの 限 等 に 資 す

る。 また、既設林道の通行の要全確保が國れるよう、必要な補修等について効

果的な聞を推進する。

lリ) 山m書を未然に防止し、荒院管所を復旧するため、計画的に山地治山設
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を推進するとともに、 構 防 止 ・ 防 風 換 能 の 強 化 と 海 地 を 防 止 す る た め 、

海岸防災林造成事業等を推進する。

【新Ia】 ?) i気料金の高aについては、今年1月から国においてt;t!会社に対し支最が

行われ、企業等の月々の料金から値引きが行われているところであり、当初9

月までとしていた期間が12月まで延長することとされたところ。料金の高a
が境く間、引き境き支最をmするよう国へ0きかける。

【新a】 的 木質,f イ オ マ ス 1離料ll、 国 に お い て 保mを 國 る こ と と し て い る が 、 そ の

多くを占める木材チップの製造it使用する可mチップ製造換を対itとした9

油引mの免税指置は、構は素材生産業を営む者に能されており、木材

加工;建ll能 と な っ て い な い 。 そ の た め 、 木 材 チ ッ プ の 安 定 保 、 発 t コ ス ト

の低減等を国るため、木材加コl業も免8t対itとなるよう国へ0きかける。

l9) 林業労0ヵを安定的に確保するため、林業就業者の新解、労0解の改

善及び構設体の経営の合理化等を推進する。

0 )  高 性 能 構 能 の 普 及 配 の た め 、 オ ペ レ ー タ ー の 基 成 な ど を 行 う 開 い

手青成独化対策を推進する。

P) 開 〇 災 害 を 防 止 す る た め 、 要 全 点 検 ・ 指 導 ・ 設 衛 生 に 関 す る 普 及 税

等、労0災書防止体制の聞を国る。

lョ) 林業や特用林産への新識標者の確保・青成を推進するため、新たに林業事

l業体等での Ia用 を と お し た 実 配 を 行 う な ど 、 開 得 の た め の 研 修 制 度 を

充実する。

0) 田 に 山 林 に 残 る 林 地 残 材 を 木 質 ペ レ ッ ト 、 チ ッ プ な ど に 加 工 し 、 パ イ ォ

マス 1離 料 な ど に 利 用 す る 開 環 シ ス テ ム に よ る 安 定 保 を 國 る 。

lり 原発事故の影響が残る原木しいたけ等の生産再開や風簡の払titを国るた

め、特用林産関連の支最事業を充実さ世るとともに、県民に対し安全・安心な

しいたけをPRする。

〇 森林組合改革を推進し、健全で自主的な経営のできる森林組合として青成する

ため、表林組合系義の指導・監査体制を充実さ世るとともに、広域組合等の経営

基盤の強化を國る。

(ii) 構 関 係 諸 団 体 の 青 成 強 化 を 国 る と と も i t 、 構 ・ 精 産 業 のm善を推進

するため、林業関係制度資金を充実さ世る。

@ 全国第2位の生産量を持る地tt資源と伝統文化である器について、開きM

の青成と生産体制の強化、m開拓や地域間交流it取り組む。

4 ) :'l(産業のn
不安定な演業生産、m者の減少、配価格の変動、魚価の低迷など、本県

水 産 業 を 取 り 程 く 情 3 の 変 化 に 的 確 に 対 応 す る た め 、 識 営 配 と llして担い手の
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育成確?田 ?、 1集し選物の高設化、 6地業化などの]I ll組を進める

と と も i t 、 資 源 管 理 ・ 経 設 、 設 の 基 地 と な る 演 構 P 大 規a水産加コlは立地な

ど の 基 聞 を 推 進 す る ほ か 、 能 業 の 創 出 に 取 り 組a、識業と水産加工業が共

に成長していく水産建の成長産建化を國る。

(i) 能 資 源 の 開 的 な 利 用

「 )  茨城県裁塔識業t9会により、ヒラメ、アワピ等の能の大量生産・放流に取

り 組 む と と も に 、 鹿 解 llま ぐ り 、 マ コ ガ レ イ 等 の 生 産 ・ 放 新 開 発 を 進 め

る o

l' 度能はまぐりの1日類対策として、開状况や管理方策の動言により識業者

の目主的な資源管理を通す る ほ か 、 M 者 のa? り の 配 の 制 限 な ど の 1集l

業 制 度 の 田 を 行 う 。

01 識選可能量(TAC)制度により劃り当てられた、知事管理量を適切に管理

する。

目 沿開合域や重ヶ浦、北浦itおける通魚種の能資源の解析'P操業実態を

極 し 、 識 業 者 の 構 に よ る ll部措理型識業を推進する。

的 河 川 流 域 か ら 沿 開 に 至 る 水 域 の 開 設 に 関 す る 書 発 普 及 ・ 調 査 研 究

を推進する。̃ mの実想を能し、裁塔識業・ ll部措理型識業とmとの相和を推進する

とともに「ilt iall識 糖 船 性a会」の育成を國る。

lト) 経 設 や 資 源 管 理 型 演 業 を 推 進 す る た め 、 設 解 の 船 持 i t 努 め る 。

法) 水産1日類の回復と識mの改書を国るため、tヶ清、北清で水生1置物帯の

造成、保全活動を推進する。

(2) mの強化

「 )  識業の経営安定を国るための始油価格の変動や金融、担い手対策を充実する

とともに、生産性向上のために必要なmや省力・省コスト換器等の取得を支

愛 す る 。 さ ら i t 、 沿 開 i t お け る 効 率 的 な 生 産 体 制 の 構 や 知 事 許 可 設 の

温制をa和することにより企業的経営体の青成を国る。

l可 大申型まき制體!対策

o ま き 相 設 の 健 全 な 発 展 を 国 る た め 、 低 利 の 設 備 資 金 、 限 llの 開 i t 努

める。

01 Eグ浦、北浦など内水面水産建の田

o重ヶ浦、北浦で在来の魚種it Mを 与 え て い る ァ メ リ カ ナ マ:''等の末利用

魚の識選回収を通した、潮内からの室素・リンの取り出しによる水質静化を

推進する。

c1 j動Ill場及び演場の造成、放流事業など、資源の船能大it努めるとともit、

能の総持・塔養やm? に関する県民の経の高場に11;め る 。
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oアュを活用し、 mの 活 性 化 や 内 水 面 構 の 田 を 國 る 。

o 集 北 山 間 地 城 i t お け る ヤ マ メ 等 冷 水 数 類 構 の 振 異 を 図 る た め 、 魚 病 相

解の技術的支最を行う。

oアュなど内水面の重要能へのカワウによる食害を軽減するよう対策を進め

る o

目 意教ある着手識業者グループの経営改書のための取り組aの支最や、流通や

加工も合めた幅広い知識を得るための設の開催を通するなど、後離者対業

を充実する。

m 水産物の地産地消を進めるため、学t船 食 に 能 の 魚 や 加 工 品 を 解 す る

取り組みを進める。̃ 配裁制への対応

o期限付き指置とな,ている9油引m、 石油石炭税の免税制度を'l直タ、化し、

田 へ の M を 回 選 す る よ う 国 に 〇 き か け る 。

〇 能物流通Ia能強化と水産加コl業のll
「 )  魚食普及を進めるほか、水産加工品におけるa良産品の普及や新製品開発へ

の通を國り、水産物の消費mに努める。

l・ 流通加コ施 設 の 品 前 生 管 理 指 導 を 通 じ て 、 經 ・ 安 心 な 本 県 能 物 のm
に努める。

01 水産加工;建者の運転資金調達の円滑化に努め、聞の強い水産加工;建の安定

対策を推進する。

目 地元で識選される「前限物」や来利用・低利用開の利活用を田すること

に よ り 、 新itで要全・安心な地元水産物の消費mを國る。

的 地元で演選される能物を県民itと ,てさらi t身近なものi tするため、いば

らきの地角劇設JI體配制度等により、地元水産物の地産地消を推進する。

? 本1果水産物のブランド化を進め、国内外での認定度を向上させ、 體l ,・水産

加コl 業 の 願 を 国 る 。

I t) 識選から市場での入札・統までの:1:程における鮮度管理を向上さ世、高鮮

度水産物の流通強化に取り組む。

Pl 始出it関するm や始出国へ提出する証明書作成等の文選を行い、本県

産水産物の始出拡大を国る。

④ i股生産・生活基盤のmと 田 福 祉 の 向 上

n 演 港 の 聞

o水産業の総合的な基地としての識港整備事業の野に加え、識港関班設の

更なる有効活用を國る。

l・ 海 岸 の 聞

o 茨 開 開 地 計 画 に 基 づ き 、 識 開 岸 施 般 の 老 朽 化 対 策 等 を 計 画 的
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に進める。

t, ,,l 能業を通じた環境保全'P水域監観、演m化の構等地域が取り組む活動

に対し支最する。

目 本 田 合 開 に お け る ロ シ ア 等 の 外 国 糖 船 の 設 に 対 し 、 本 県 所 属 糖 船 の 安

全操業を確保するよう国it0きかける。

〇 茨城治海地区識連、県水産加:1:連、県内水面配など水産関係始団体の青成装

化 と 、 そ の 設 に つ い て 通 す る 。

n 表 開 海 地 区通観同組合連合会it対する文選を通じて、演観mの健全化

及び!ll売等事業の充実独化を国る。

l可 減 性 解 配 の 強 化 を 國 る た め 、 i意性合併を強力に推進する。

t1 国 の 設 の 活 用 itついて 支通す る と と も it、・lく産金田 を売実する。



7. 活力ある中小企業・小規模企業の青成に勢め、
その施策の充実を国る

.l日内中小企業・小規模企業は、 地域社会に密着した企集として地域

経済を支え、 地域経済杜会の根幹として大きな役割を果たしている。

同時に、地元県民ll用を優先する、いわば「属用のダム」として地域

杜会の安定に書与している。

中小企業・小規模企業を取り巻く経済社会環境は、人口滅少や高船

化 な ど に よ り 、 jtiiiおl として極めて厳しい状況が続いている。一方、経

済 の グ ロ ー バ ル 化 や I o T と い , た 「 第 4 次 産 業 革 合 」 な ど 産 業 能 の

大変革の状況を迎える中、これに郎応でき得る企業体質をつくること

が重要であり、 機動的な施策や不断の経営努力を補完する施策を推造

し、活力ある中小企業・小規援企業の青成を図る必要がある。

1) 新しい産業を担う人材の青成

(i) 民間itおけるa業 能 力 開 発 の 配

「 )  企業の自主的な前開発を田し、企業の人材青成と動労者の設前の向

上を國る。

l? 前指をはじめとする企業の人材確保と青成を文選す る た め 、 設 訓Ia
の充実を国る。

tl 企業等の多激な訓練=一ズに対応できるよう、 よ り 多 く のllでaれた技能

を持つもの一i く り マ イ ス タ ー の識iiな ど を 進 め 、 技 能 の 構や もの一i くり産業

を支える人材の青成を国りながら、解が3tされる社会づくりを推進する。

② 公共におけるa業般力開発の推進

n 自動章産業など本県itと,て新しい産業を含め、それを文える人材の青成を

国るため、県立産業技術短期大学校や産業技術事門学院が行う新温学率者等の

訓練や離a者等の再就aに必要な設訓戴労〇者の技能向上を國るための在

a者ilnliaの充実を国る。

l' 県立日立産業技術事門学院については、県北廳海mの も の づ く り を 支 え る

人 l l オ 育 成 施 設 と し て 、 時 代 の 商 に 応 え る こ と が で き る よ う 施 設 、 カ リ キ ュ ラ

ム等の充実を国る。

01 技術革新や情報化の通などに対応できる人材の青成を国るため、随時、前l

練カリキュラムの見直し等を行い、求人・求a=一ズに沿った訓練を行う。

t:ll 表 開〇局 及 び 高 船 ・ 能 ・ 解 ? 通開 と 配 を 国 り な が ら 、 離a
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者等の再就aに必要かつ多激な設訓練を行い、就a及び定着を國る。

的 能 者 を 対itとした訓Iaコ ー ス を 設 定 し て 設 訓Iaの充実を国る。

③ 設 前 商 制 度 の 推 進 と 技 能 の 限

n 技 能 検 定 制 度 の 税 や 地 9 重 の M 前 を 國 り 、 技 能 者 の 社 会 的 開 の 向

上it努める。

ll 若年技能者の識少に対応するため、事門高校 一 事修各種学校との通1111を國る。

④ 県内もの,・くり企業の生産性向上を國るため、企業の生i観場の改善を担う人

材の青成を推進する。

〇 解力のある中小企業を青成するため、産業技術イノベーシ・ン セ ン タ ー に お

い て 、 ビ ジ ネ ス ア イ デ ア を 生 み 出 す 設 を 解 す る と と も に 、 県 内 産 業 の 高 度 化

を文えるデジタル人材や研究開発の中技となる人材の青成を文選する。

【新Ia】 l重) 多くの中小企業において、0く人が日指すキャリアプランに応じた教'前1はの

機 会 が 確 保 で き て い な い こ と か ら 、 申 小 企 業 の 能 設 に つ な l l て い く た め に も 、

m員 の デ ジ タ ル 面 な ど の リ ス キ リ ン グ を 支通す る 取 り 組 み の 配 を 国 る 。

2) エ業の:Illa
(i) 中 小 企 業 の 前 開 発 の 配

「 )  産 業 技 術 イ ノ ベ ー シ・ン セ ン タ ーの施設の拡充と研究機能の独化を国り、共

同研究やm、解識、人l lオ育成などを通じて、申小企業の技tEr力の向

上'P新技tii・新製品の開発を文選する。特it、a商:[ 連1111tよる6次産業化へ

の対応を独化する。

l可 申小製造業の現場に専門家をMし、設計技tErや生産技tErの指導等を集申的

it実施することitよ り 、 高 度 化 す る 前,-:''など中小企業の課国i事決を文選

する。

01 つ く ば 地 区 の 研 究 換 関 等 の 研 究 成 果 の 解 転 を 配 す る た め 、 産 田

合研究所との配を強めるなど産お共同研究開発を進める。

目 地業から一播受注ができるような中小企業間のnを推進するとともに、

産学官での共T司13F究を実施することにより、? の=-?に対応し ll=新接続・
新製品開発を文選する。

m 中小企業の製品の付加価値を高めるため、デザイン相般などにより、製品開

発から生産・配段階に至るデザイン活動を総合的に支 最する。̃ 知 的 財 産 前 解 i t 関 す る 各 種Ill事国是修t・相設を実施するとともit、県内の

大学・研究機関等の保有する特許等の技術シー スについて、中小企業への移転

を 配 す る 。

lト) 産? の研?流、創造的な研究開発を企画・文選するつくば研流セ ン

タ ー の活用をmす る 。
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MI 研 M や 田 な ど のmの強みを生かすことができ、 今後成長が期待

さ れ る 分 野 i t お い て 、 産 お の 相 理 を 配 し 、 解 力 の 強 い 企 業 を 創 出 す

る o

【新a】 o も の,・くり企業、 ーン チ ャ 一企業と研究換関による新製品の開発や新設の

創出を目的とした交流会itついては、? 域のもの一i くり企業のM的な〇

画を便すなど、 更なる成果を上げるための取り組aを推進する。

lリ) 0・kちなかテクノセンターの換能を活用し、m業の高度化の通と レ ベ

ルの高い技ttr者の基成を推進する。

l )  ものづくり産業の基雄独化のため、新製品のは作開発、設備設を幅広く支

量 す る 補 動 金 の 拡 売 を 國 る と と も に 、 高 度 3 D プ リ ン タ ー の 導 入 な ど 公 田

研究換関のもの一i く り文選換能の強化を国る。

00 Societ y5 .0を実現するため、IoT・AI等の知職やビジネス創出ノウハウ等

の習得から、ビジネスプランの税や次世代技tErを活用したビジネスの創出・

展開までを文選 し、 集内中小企業の解力強化を国る。

② 中小企業のm大 ・ 経 営 革 新 の 田

n 下請企業と進出企業の交流を活発化させ、受注換会の拡大と取引先の多角化

を国る。

l' 先端技術の導入や新分野開拓を日指す企業の支最体制を独化するとともに、

動成融資制度の拡売を國る。

t, ,,l 産業構造の変化it対応するため、田 itチャレンジする中小企業の経営

革新を支最する。

目 ーン チ ャ 一申小企業等の目構や公的研究換関等からの受注換会の確保を促

進する。

m 解力の強い企業の創出・青成を國るため、独自技術で「売れるものづくり」

を日指すmある申小企業の新開発やm開 拓 を 通 す る 。̃ 富公需itおける中小企業及び富公需適格組合の受注を拡大するため、県内の

行政機関等に対し、官公需制度の趣旨の周知を国るとともに、日mを設定す

るなどして申小企業等への一属の発注促進に取り組む。

3 ) : 地 l l 産 量 の 田

m 社会の形成に大きな役割を果たしている、 地場産i建を取り'ttl く環境の変

化や地場産業の各産地が拉える田を略まえ、地場産品を地域ブランドとして確立

で き る よ う な 田aづ く り を 行 う と と も に 、 ま ち づ く り とnし て 総 合 的 な 限 を

國る。

(i) 本場結域細P笠間姚などの願を国るため、県と産地組合が一体とな,て産地

の 組 え る 開 や 取 策 を 前 ・ 推 進 す る 。
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本場結t船 i や 笠 間 焼 な ど の 解 を 保 存 す る た め 、  各 工 程 の 解 を 記

録 し 、 能 の 構 を 国 る 。

② 伝統的工芸品等、地場産業の産地組合などが実施する、新商品明発やm大

設 に 対 し 通 す る 。

〇 産 前 イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー i t 聞 さ れ た 清 酒 製 造 技 t tr研 流 設 をll点と

して、県産日本酒の品質向上と高度な口造It人の青成を独化し、ブラントイメー

Wの確立を國るとともに、国内外へのmを推進する。

〇 i恍物産展'P長統:[書品展を開値することi tより、県産品のmを国る。

「 )  ホ ー ム ペ ー ジ に よ る イ ン タ ー ネ ッ ト シ・ツ ピ ン グ や カ タ ロ グ に よ り 、 通 信 販

売の・要に対応した名産物を税させるとともに、紹介宣伝を推進する。

l・ コl業団地の末分前を活用して、大規程な県産品直売所フュアを開値する。

〇 砂 利 ・ 砕 石 等 の 開 のe全な発展のため、法に基づく適切な指導と合わ

せ 、 設 者 のm向上につながるよう必要な運用基準等の見直しを検討するとと

もit、事業所itおける自主的な災書防止への取り組みを配し、災書の精防止

を国る。 さ ら に は経油引mの開it免除情置の期間延長、あるいはll直タ、化につい

て国へ〇きかける。

〇 県 産 石 材 が 、 前 な 外 国 製 品 と の 価 格 開 で 厳 し い 環 境 i t あ る 中 で 、 時 代 の

ニ ー ズ やmの変化に対応した新たな活性化計画を策定し、石材産地の取を国

る o

n m・河川・海岸・ ll 岸 建 集 :[事・公園等、公共事業itおける県内産石材

の利用拡大を国る。

l可 新 た なmの開拓や産地からの情報発信(展示会の開催等)を推進する。

t, ,,l 新商品新技tiiの開発'P再利用・再資源化を推進する。

目 石材組合の青成を進めるとともに、院表物処理等mの環境対策の円滑化を

國る。

〇 笠間能地の願を国るため、笠間Pit度大学校itおいて高度で多aな技tti等を

習得さ世ることにより、現代日芸をリードする人材の青成を推進するとともに、

学生の修了制作展などの発表の場の確保をllじめ、学生とmの欲食店やイ ーン

ト 等 と の 配 を 国 る な ど し て 、 そ の 成 里 を 産 地 の 開 化 i t も 離 げ て い く 。

4) 申小商業・通・サービス業の:IB要

地施濟の担い手と して重要な0きをしている中小商業・流通・ サービス産業な

どが消費者ニーズの多裁化、高度情報化、経済のサービス化、那外への大型店進出

など環境の変化に対応し、的確に発展できるようll的 な 田 策 を 器 じ る 。

(i) 中小商業・商店街の活性化と願

M) m能 を 生 か し た コ ミ a ニ テ ィ 機 能 の 強 化 な ど 前 的 な 商 店 構 化 設
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をll的に支 最する。

l? 地域商業の活性化を国るため、空き店tif対策P個店mのための文選、 さ ら

に、 I T や キ ャ ッ シ a レ ス 決 済 の 活 用 に よ るm業者の生産性向上を支最す

る o

t, ,,l 大型店の描退'P交通期lの弱体化等it伴う高1tt者など買い物困離者の増大it対

応するため、市町村等とnした空き店錦への出店をm的に支最する。

目 商店街の活性化・田を國るため、商店街観離L合連合会が行う人llオ育成の

取り組みを文選する。

② 中心mの活性化

空洞化が進行している申心市街地の活性化を國るため、改正申心市街地活性化

法it基一iき、市町村等が取り組む中心市街地活性化対策の円滑・効率的な推進を

支最する。

n 国による申心市街地活性化基本計画の認定を受けようとする市町村に対して

基本計画の作成を文選する。

l' 中心mの活性化を国るため、その中心的役劃を担う「中心m配 化

Ba会 」 の 設 立 を 配 す る 。

〇 流 通 ・ サ ー ビ ス 業 の 願

「 )  高mと 前 のmに対応して、流通機能の独イt扱び中小流通業の活性

化llも と よ り 、 m業の田を國るため、多激な業種・換能を導入した産業

ll点としての表域中央コl業団地(笠間地区)の聞を進める。

l' 物流業の解力向上を田するため、物流機能の高度化、効率化への取り組

み を 通 す る 。

t, ,,l 少子高船化など社会的田it対応するソーシャルビジネスなどへの取り組み

を 支 最 し 、 新 た な サ ー ビ ス の 取 を 進 め る 。

目 デ ザ イ ン 業 の 田 を 國 る た め 、 デ ザ イ ン に 関 す る 1 果 民 の 前 税 や 関 通 業

間 の 配 を 配 す る 。

m 情報サービス産業等、m業の高度化に寄与する産業の青成・定着を国る

た め 、 産 通 換 関 等 に お い て 研 修 等 を 行 う 。̃ 産業の空洞化it対応し地施濟の活性化を国るため、新たな産業の青成・義

導 を 田 す る 。

lト) 販 路 拡 大 を 国 る 解 な イ ーン ト や 理 開 の 設 、 レ セ プ シ,ン ・ セ ミ ナ ー

などが開値できる大規程な複合コンーン シ ョ ン 施 設 の 設 を 推 進 す る 。

法) 石油統業の活性化のため、担当法口を設け、がソリンスタンドに関する施

策等m強会の定期開催に努める。

lリ) 地域の石油院業の青成を国るため、石油元売会社及び販売f会社itよるガ'

ソ リ ン ス タ ン ド の 通 能 び 営 業 を 通 制 す るmuの 創 般 を 前 す る 。

- In-



い) 公 用 車 の 開 達 に つ い て ll、書察活動への対応を;最最先にしつつ、受注a
会の拡大it努める。

m トラック及びパス業界における安全対策、環境対策等の事業を円滑に実施す

るため、運・設 開 成 補 動 金 に つ い て ll、運・設 の 田 の 動 成 に 関 す る

法律it基一iき適正な交付を国る。

〇 大型店対策差1第1Hj j?) 「大規劃、売店ll立地法」の建旨を始 ま え、周辺地域の生活環境に十分配!t

した大型店の適正な立地と器せ、地元商店街を中心とするまち一i く り や itぎわ

い再生事業を支最する。

l? iitia果大規使小売店的の地tti1献活動に関する 対 イ ド ラ イ ン に 基,・き、m
i くりへの観力やll構 のaなど大型店の地開 を 配 す る 。

01 大型店11腿 に よ る 中 心mの空洞化を選けるため、第':種i大温換小売店錦

立地法特例配の活用について市町村に周知する。

(ii) 国 願 割 ヒ の 配

「 )  国際ビジネスに関する情報提修t・相般と法口体制のmに よ り ジ,ト ロ と の

聞を進め、海外11易に関する普及書発を行う。

l? 表 限 上111事 書 所 と 配 し 、 中 小 企 装 の? 展開を 支通す る 。

5) 申小企業の経営ま定と創n
中小企業が業歡性や創m ・ 前 性 を 生 か し 、  中小企業it適した多品種少量生産

や、mに書着したきめ細かなサービスの向上など特色を発輝し、成長発国ができ

る よ う ll的 な 通 を す る 。 基 本 的 に ll、 解 配 の 強 化 と 多 激 なm m さ ら

it労0者の確保は重要な間国であり、それらへの対応が緊要である。

(!) 活力ある中小企n業の青成

n 開 の 円 滑 化 に 向 け 、 関 係 換 関 が 一 丸 と な っ て M 者 不 在 の 申 小 企 業 を

文選する「事業承離文iiネ ッ ト ワ ー ク 」 の 活 用 な ど itよ り 、 さ ら な る文選の充

実を国る。

l可 m間 降 が ま す ま す 激 化 し て い く 申 で 、 mが目立的・常院的な成長を実

現していくため、各地域の「強み」である地域資演の活用や農商工が連携した、

中小企業の新商品・新サービスの開発・市期ヒ等の取り組aに対する支最を装

化する。

t, ,,l 経営改善普及事業の安定的なm it努める。

② 小温ll業の経営安定

n 小規開者の人llオ育成等を國るため、商工会・商工会a所 に よ る 通 を 進

める。

l・ m業おこしをmす る た め 、 若 者 グ ル ー プ のi船 化 と リ ー ダ ー 養 成 を 行
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t, ,,l 開青 成 の た め 、 取 種 間 交 流 を 配 す る と と も it、? 強化のための

取組を推進し、mの担い手の青成を国る。

目 共同化・性業化・能改善などを配し、企業体質を強化する。

的 産業構造の変化i t対応できるよう新製品開発、新分野進出等の解を文

最する。

X ̃ タ ク シ ー ・ ハ イ ヤ ー 設 が 公 能 換 関 と し て 今 後 と も 維 持 で き る よ う 、 規

制選和の見直しを国り、同一地域・同一料金を配するとともit、交通91白地

に お け る タ ク シ ー動成制度の導入も前する。併世て、n許の取得に関す

る制度の見直しなど抜本的な対策を、国に〇きかける。

lト) パス事業者の経営の安定'Pi恍 産 業 の 発 展 i t 資 す る た め 、 高 速 パ ス や 前 パ

スに道用される一定のETC劃引制度(通動劃引、平日9間劃引、大口多額劃

引 等 ) の 開 を 國 る 。

al 各自治体が「地域公共交通計画」を作成する場合は、既存のパス事業者から

の意見を十分反映する。

lリ) ヵーナピや配車アプリの普及が進んでいる状混に整み、タクシーへの地國の

開 を 見 直 す 。

③ 1日l金01通の円滑化

n 信用保証性会の拡売・強化を國る。

l・ 高度化資金Iii付事業itついて、(独)中小企業基盤整備換構が直設し出すll

資の拡充をaきかけるとともに、高度化資金貸付事業を活用し共同施設事業・

集団化設・施m化 設 を 実 施 し た 組 能 に 対 す る 倒 産 組 合 員 の 解 免 除 、

経営m化に対応した債書の9減・免除、相続時の個人連帯保証の解除等事

業継承・再チャレンジへの新たな特別対策、低利の借り換え制度の創設等を構

じる。

t, ,,l 小規前者it対する施保・願証枠の拡大と:tii付条件の選和it努める。

目 売上高演少や取引事業所の倒産により、経営の安定に支障を来している企業

を 通 す る 解 l度 の 税 に 努 め る 。

的 産業構造の変化it対応するため、中小企業の新分野進出・新事業開拓のため

の 解 度 を 充 実 す る 。̃ 新技tEr ・ 新 製 品 の 起 業 化 を 通 す る 解 l度 の 税 を 國 る 。

lト) 環境マネジメントシステムの認証を取得する企業を文選す る と と も it、表域

エコ事業所登最制度の普及を国る。

MI 新たに Ia用を國る申小企業や、商店街の空き店的の取得、店的の増改集等を

行う小売商業者等it対する電It資制度を充実する。

lリ) 経mの期ヒしつつある申小企業の再チャレンジをllす る 融 前 l度の充
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実に努める。

に) 中 小 企 業 ・ 小 規 聞 者 のmが円滑it行われるよう、m時の觀

営者保配解除に向けた施策や、組族外承継の場合にt事書と な る開mの

調 達 に つ い て 、 新 経 営 者 に 対 す る 開 解 l度等のmを器じる。

〇 新事業の創出を配するため、中技的通換関を中心とした文ll体制を充実す

る 。 ま た 、 開m関 の シ ー スを活用し、 I T ・ ロ ボ ッ ト 、 パ イ ォ ・ メ デ ィ

カル産業等の高度化、新設の創出及びm開 拓 を 配 す る 。

(ii) 創造的企業の青成

「 )  起業家精神に富a、創造的・独a li 的な事業活動に取り組む中小企業を青成す

る た め 、 直 設 融 ・ 間 設 融 の 資 金 調 達 を 通 す る 。

l・ 中小企業の設を配するためit、企業が電It資を受ける際itは個人保証itつ

いて数に対応する。

01 女 性 に よ る 配 を 推 進 す る 。

目 中 小 企 業 の 全 国 的 ・ 国 際 的 な 解 開 を サ ポ ー ト す る た め 、 設 的 な 聞

letセ ミ ナ ーの 開 催 、 エ キ ス パ ー ト の 解 、 経 営 力 の 独 化 を 国 る 。

的 申小企業の開発リスク負担を軽減し、・要の開拓を國るため、新産l業分野に

係わる市場動向の調査研究等を文選する。̃ 新製品のm開 拓 の 場 、 開 と の 出 会 い の 場 を 解 す る た め 、 フ , アの開

催等m開 拓 を 通 す る 。

〇 消費者,-:''の多a化など、経濟社会の変化it対 応 す る た め 、 前 ・ 情 報 ・ 人

材 ・ 物 流 等 の 解 究 ・ 情 報 l 觀 を 有 効 に 活 用 す る と と も に 、 第 3 セ ク タ ー な ど

の支通機関のコーディネート機能を強化して、新製品や構の関発、販路開活、

新分野進出等の文量i業を流する。

(i) 創業期の企業を支最するため、開との出会いの場を解する。

〇 人材確保対策の強化

n 中小企業の人材確保のため、各種資金制度の流、社会保険への加入配、

構 の 改 開 を 進 め 、 は 力 あ るmづくり、動労者相l止の增進、住宅の整

備等総合的な対策を推進する。

※ l・ 東京日の人材it県内企業の企業・求人情報を長える人洲l事国是修tシステムの

利用拡大を国り、県内企業の人材確保を支最する。

01 申 学 ・ 高 校 に お け る キ ャ リ ア 教 育 を 税 す る 。

目 表開国人材文llセンターitおいて、中小企業it対し、外国人材との就a
マッチングや受入体制のm等の支最策を購じる。

@ 申小企業のI T化の推進

n 中小企業のI T導入の円滑化を国るため、専門家を0itiil す る と と も i t 、  I T

化に対応できる人材の青成を国る。
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l可 申 小 企 業 が イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し て 、  企業mや 動 成 等 の 解 情

報、文選換関のイーント情報など各種の産業情報を取得できるl、l報発信体制を

充実・独化する。

01 高 通 ・ 大 容 量 の 開 信 基 盤 「 い ば ら き ブ ロ ー ド,f ン ド ネ ッ ト ワ ー ク 」 を 活

用した産業願を国るため、利活用の文選 it努める。

目 中小企業におけるサイパーセキaリティ対策への支最を行う。

〇 外国人研修生・技能実習生・労〇者対策の強化

n 単it労0ヵ不足への対応とい,た視点から、安易it外国人を受け入れるので

はなく、あくまでも企業の合理化・省力化・効率化等によ,て対応できるよう

る 種の対策を推進する。

l可 解 習 生 等 、 正 規 ル ー ト ( 公 的 就 労 翻 it換関等)からの外国人itついては、

労0解・宿合等受け入れ体制のmを国る。

01 税 將 在 者 ・ 税 開 に つ い て ll、la用しないように企業への書発・指導

を国るとともit、実効ある対応を国る。

Iii) 商工会、商工会新、中小企業団体中央会など商工l者団体の青成独化を国る。

n 特に商工会・商工会a所についてll広 域 的 な 聞 を 推 進 し 、 組aの強化・拡

充を国る。

l' 高 i 清a用安定法の一部的iに対応するため、商工団体の再任用Mの補動

対象化を國る。

1111 国民の公簡生の向上i t資するグリー,ング業界は、中小朝11な事業者が大半

を占めており、建装基準法第48条(用前限地域)但し書き規定に基づく特可

申書llな ど に つ い て 、 通 な 負 担 な く 、 m して設可能な対応を器じる。

ital 理 ・ 美 容 師 の 各 法 の 違 守 を 能 す る た め i t 、 引 き 続 き 開 指 導 の 能 ・ 強 化 を

国る。

〇 理容;建が全国的に開向にある状混を踏まえ、地tti1献活動のあり方なども

間われていることから、 国の理数のl国製指針it沿,た文選の強化it努める。

〇 さらなる法人税の引き下げや投資精税など中小企業 一 小温解業者の力を底上

げし、強a化に資するきめ細かい解 を国と 通 操 してaじる。

flit 外形標準課8tは從業員への始開等を課8t対itとすることから、赤字中小法

人に対して新たな負担を独いるばかりでなく、黒字中小法人にと,ても增税とな

ることが藤念されるため、引き競き、申小企業への外形標準課税の拡大ll絶対に

行わない。

〇 エ ネ ル ギ ー コ ス ト を 配 さ 世 、m済を活性化さ世るため、 ト リ が 一 条 項 の

解を解除し、ガソリン価格の急激な変動に対応できるよう、国に対して〇きか

ける。

〇 能 営 化 法 の 趣 旨 を 踏 ま え 、 商 化 相 整 区 域 に お け る 能 合 のE般につい
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て算力的な運用を國る。

1111 印刷物班統の入札itおいて、最低制限価格の適用額の引き下げ、入札解

内択書の新について、必要性を含めて前する。また、工場設備を有する県内

設者の受注換会の確保に努める。

〇 コ ロ ナ 相 で の 通 数 と し て 、 タ ク シ ー i t テ イ ク ア ウ ト 料 理 を 通 ぶ デ リ パ リ ー

が 理 め ら れ た こ と を 踏 ま え 、 タ ク シ ー事業者等が、mの:l的量送事業者では対

応が困難な、例えば、買い物や忘れ物を属けるなどの取り組みが有開・送 と

し て 可 能 と な る よ う な 前 を 要aす る 。

6) 日用のま定と動労者福祉の充実

効 果 的 な 配 構 の 実 施 i t 努 め 、  県 民 の 配 の 安 定 を 国 る と と も i t 、  動労者の労

0解の改書や相批の增進を国る。

〇 Ia用 に 関 す る 解 の 税

就 能 設 、m 能の充実と効果的な再就a文基事業等を実施し、就aの

mを国る。

n 求a者の早期就aを國るため、就a活 動 に 必 要 な 解 な ど 、 効 果 的 な 就

解 を 行 う 。

l' ジ・プ カ ー ド 制 度 を 周 知 す る な ど 、 設 前 の 形 成 、 通 の 田 を 国 る 。

1ri 70歳までの性i制a用の促進、 シルバー人材センターの育成により、高年船

者 の 構 の 配 と 配 の 安 定 を 国 る 。

目 前 者 に 対 す るa域拡大、mのm改書を進めるとともに、茨城労00 局 と

聞 し 、 開 者 の Ia用 ・ 設 の 配 と Ia用の安定を國る。

的 新規学率者it対する求人情報の解や就a面接会の開値itより、 マ ッ チ ン グ

を個建するとともに、着者の早期的lit防止に向けた取組を購じる。̃ 1果外大学から県内企業に就aした場合に異学金返通を通する。

(2) 合理的な労使関係の安定を国る。

「 )  労使関係の安定を国るため、労0経済に係る相査を行い、情報収集を国ると

ともに、mの 解 に 努 め る 。

l・ 小規模企業の労0解向上を配する。

t、l 中小企業の労使間に生じる労a問題などについて助言を行う、「労a相般セ

ン タ ー 」 の 税 を 國 り 、 労 使 間 の 安 定 に 努 め る 。

目 a業生活itおいて、指流する人材の青成や労使関係の安定を国るため、

労0教'if事業を行う。

③ 動 労 者 福 祉 の 税

n 仕 事 と 生 活 の 調 和 ( ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス ) の 実 現 の た め 、 事 業 主 、 動

労者に対し〇き方改litのm能 を 国 る 。
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l可 労〇時間の配・通体2 日や育児・介a体 業 の 実 施 を 配 す る と と も に 、  快

適なa場づくりを進める。

o青児・介l重とa業生活の両立を支最するため、青児・介豊休業制度の定着を

國 る 。 ま た 、 生 活 田 l度の周知を國る。

o ボ ラ ン テ ィ ア 休 解 ' リ フ レ ッ シ , 体Iaな ど 、 多 構 な 田 の 普 及 に 努 め る 。

o フ, ミ リ ー サ ポ ー ト セ ン タ ーの設置を田し、仕事と青児やMが両立でき

る よ う 通 開 lをmする。

o企業it対しa場a帰 が 円 滑 i t で き る よ う 、 体 業 中 i t お け る 情 報 の 解 な ど 、

構 開 lの充実を推進する。

01 動労者とその家族の能を守る。

o表域カウンセリングセンターの実施する事業it動成する。

o が んm推進条例Cat城県がんmを推進し、がんと向き合うための県民参

田 l )の施行に伴い、がん検診の地、がん検診を受けやすいmを

文選する。

oがん治藤を安心して受けられ、治llに 開 が で き る よ う なmを

通 す る 。

目 中小企業の福利厚生施般の配・改善it必要な資金の:Iii付を行う。

m 労0者相l止団体の青成独化とその事業量金の充実独化(労0相批活動への動

成 、 生 活 資 金 の 設 な ど ) を 國 る 。̃ 中小朝11企業從業員の退a金共書制度への加入配や配保険の適用拡大を

国る。

④ 通動者の利便を國る。

n 田 ・ パ スe周 辺 i t B 解 ・ 自 転 章 置 き 場 を 聞 す る 。

l' 道路の理を解消し円滑な出追動のため、事業所に時差出追動や鉄道・パス

利用の書発を國る。

(ii) 0 き 方 改 革 i t つ い て 事 業 者 の 通 を 行 う と と も i t 、 時 間 外 労 0 の 改 革 を 推

進する中小・小通換事業者への経営上の影・を最小限にするよう、国に対して0

きかける。

7) 観光地の開発とm能

目由時間の増加やゆとりと創造・ リ フ レ ッ シ ュ な ど の 志 向 か ら 、  能 レ ジ ャ ー へ

の ,ー ズーE高ま,ている。1果内各地城の持つ特性を生かして、新たなii光 メ ニ ュ ー

の 明 発 や 開 のmを 国 る と と も に 、 新 た な タ イ プ の 能 レ ク リ ェ ー シ・ン需要

に対応する施設整備を推進する。

(i) i恍 レ ク リ エ ー シ ョ ン 地 域 の 開 発 聞

?) 民間の? を 生 か し 、 前 的 か つ地種で際落効果のあるm般 の M を
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通 す る 。

l・ 市町村が行う大規程で集客力のあるi恍 レ ク リ エ ー シ ョ ン 施 田 i t つ い て

構的な支最を行い、前aにおける中法的なIa光基地-iくりを進める。

tl 日本通産に認定された1込造tt及 び 開 目 をm として、識もが要全で快

適 i t 統 で き る よ う な 対 策 を 前 し 、 よ り 一ll の 前 向 上 を 国 る と と も i t 、 周

辺部(千波潮や周辺線地) との回mを高めるためのmを推進する。

目 開目本目の田ヒを契換に、梅まつり以外にも年間を通し、来目してもら

える県内随一のi恍 ll点とするためit、 新 た な 前 向 上 策 を 講 じ る 。

m 広 構 レ ク リ ェ ー シ・ン 基 地 と し て 、 国 営 ひ た ち 海 l 民 公 園 、 度 開

目、笠間新の表公目などの施設整備を進める。̃ 大規程なテーマパーク等のi恍 ・ レ ジ ャ ー 産 業 の 設 を 進 め る 。

I t) M波国定公園や県立自然公園の保l度及び利用施設のmを進める。

MI 用t・1果央・鹿行・県南・県西の各地l重整備構想の着実な展開を國る。

lリ) 重ヶ浦、北浦、牛久沼、 組沼等の湖沼やヨ阿川、タ、想I ll等河川の水辺理境の

保全を国るとともに、的りをはじめとする体ll lプログラムの造成や、体It学習

施設・約01型al光 レ ジ ャ ー 施 設 をmする。

に) 温泉を技とするi恍開発をM的i t推進する。

m 本県の周進観光filL点として、日本一の名所づくりを推進する。

l9) 目然mの申で激々な余暖活動ができるアウトドア施設のmを進める。

0 )  m 設を付加した総合的i恍 物 産 セ ン タ ー の 聞 配 を 国 る 。

い) ナシ・ナ ル サ イ ク ル ル ー ト に 理 定 さ れ た 「 つ く ばtヶ 清 り ん り ん ロ ー ド 」 の

う ち 、 mが11れ て い る Eグ浦の南?阿見町にある目ll総武器学校に係る区

間 は 、 湖 開 い を 離 れ 、 国 道 1 2 5 号 i tii回 す る コ ー ス と な , て お り 、 サ イ ク

リ ス ト に 簡 険 な こ と か ら 、 潮 開 に 自 転 章 と 人 の 事 用 道 路 を 設 置 す る こ と

を検討する。

lヨ) i恍 客 や サ イ ク リ ス ト の 自 転 能 用 を 国 る た め 、 国 道 な ど 静mでの自転

解 用 通 行 帯 のmなど、広域的な自転章通行空間のm向上を推進する。

(タ) ラ ム サ ー ル 条 約a地である滴沼に、関東でll初 と な る 経 ・a地 セ ン タ ー が

表域町と算国市の2ヵ所it一体的it聞されることが決定し、令和4年度i t建

設工事が始まる聞しとな,たことから、地元市町や関係機関とのnを独化

し、 滴沼の豊かな目然mの保全と置明な利用を推進するための具体的な取り

組 み を 前 す る 。

lレ) 牛久沼をよりは力ある観1flE想とするため、関係市町とnし、県営の都市

公目としてmすることを検討する。

(2) 「 き れ い な 海 」 の 保 全 と 海 津 ス ポ ー ツ ・ レ ク リ エ ー シ ョ ン 施 設 の 聞

M) 利用や:日alにmし た 海 岸 田 を 推 進 す る 。
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l? 国営o・t= ち海l民公目、鹿島義海l民公目や、 目然豊かな利用しやすい海開

を 創 出 す る た め の 施 田 を 配 す る 。

01 mやm等 の 開 の 通 を 国 る と と も に 、 旅 館 一 聞の整備促進、

企業による保基施設の設を國る。

e1 「表域の海と自然・世界の海と地球環境」のテーマのもと、案しみながら学

ぶ と い う 教 青 と 開 性 を 兼Ia 備 え た ア ク ア ワ ー ル ド 茨 限 開 の P  R に

努 め 、 能mを進める。

〇 i恍 客 義 致 の た め の 聞 と そ の 紹 介 宣 長

?) 能mを構的に推進するため、DM0による 観 光 地ll-iくりや、大型

能 キ ャ ン ペ ー ン 設 を 推 進 す る 。

l・ i恍客が快適it回進できるよう、i恍 ポ ラ ン テ ィ ア ガ ' イ ド の 青 成 ' Pi恍 事 業

者のおもてなしの向上を国る。

X lrt 訪日外国人旅行者数の国の目標6,000万人(20a0年)に対応して、来集へ

の 器 新 画 を 立 て 来 前 を 配 す る 。 特 i t 、 コ ロ ナ 後 の イ ン バ ウ ン ド 需 要 の 取 り

込あに向け、台湾などを中心に戦'll的 な プ ロ モ ー シ・ ンを展開する。

? 水IB、 E グ浦、境波、海地、a多、益など県内の代表的mへの器客を

配 す る 。

m 分かりやすい交通集内極験の設置など、県内al光地のmの改書を國る。

o境波山周辺の沿道の改善を推進し、良好な接の確保と能客が立ち寄りや

すい環境整備を国る。

cl 英観并ll!やピクトグラムによる分かりやすい案内極示を推進する。

o 高 配 I  C出入り口付近における禁止物件着板の裁去を進めるほか、官民

一体とな,た表域の前度向上itつながる集合l言板の配を国る。̃ 能 客 の 利 便 性 を 高 め る た め 、 開 間 及 び 観 1 性 情 報 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 を 国

る o

lト) 県 内 の 能 設 を 共 通 し て 利 用 で き る 、 入 解 の 割 引 制 度 の 流 を 配

する。

MI 田 化 の た め 、 魅 力 あ る イ ーントを開催する。

lリ1 東関東遭水戸戸橋i'e'開 の 早 期 完 成 、 つ く ば エ ク ス プ レ ス の 東 京It乗り入れ、

茨城空港の国内外開の拡大を国り、 国内外からの能客の增加を踏まえた観

光 関 通 業 の 田 策 を 器 じ る 。

?) ゥ ィ :''コロナ・アフターコロナ時代itおけるi恍戰略の一つとして、本県の

独aで あ る キ ャ ン プ 場 や ア ウ ト ド ア に 着 日 し た 新 た な 旅 行 ス タ イ ル を 提 案 す る

「いばらきツーリズム」を推進する。また、新たな頭客属の選得や通年型の受

け 入 れ を 配 す る た め 、 キ ャ ン プ 場 の ト イ レ や 始 湯 設 備 等 の 改 修 な ど を M 的

にま 通し、利用通境の改善に取り組む。
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的 本県の豊iなe林水産物のブランド力の向上や 「ご当地グルメ」、土産品な

どの開発を推進し、 これらを活かした流行商品の開発などを進める。

l9) 茨城が田としての地位を確保するため、農林水産物や加工品のブラン

ド力向上による食材のステイタス化を國るとともに、1果民一人〇とりに対し報

光イ ーン ト ・ 資 源 の 知 識 を 設 す る こ と i t よ り 、mへの章の根のi恍 ア ピ ー

ル活動を展開する。

0 )  県内のm設など激々な公共施設への器客を國るため、田等の名劇の

m i t割引券を付け、器客itつながりそうな相手itM的it名創を波す取り組

aを展開する。

P l 構 の 話 劃 工 ど 地 域 活 性 化 に 書 与 す る 「 道 の 田 に つ い て 、 解 「 道 の 的

の施設改修や新たな「道のll」 の配などit関して、市町村の意向を1 1重しつ

つ、m的に市町村の取り組aを支最する。

lヨ) 増加する訪日外国人旅行者と、受入111のm設の会話を手動けするため、

旅行者と施設との会話を通訳する24時間対応のコールセンターの開設を検討

する。

0 )  能 客 を 呼 び 込 む た め 、 ス マ ー ト フ,ンの位置m換能を使い、スタンプラ

リ ー の よ う に 日 的 地 を 適 る 米 国 発 の ゲ ー ム 「 I n 田 ( イ ン グ レ ス ) 」 の 活 用 を

前 す る 。

lり 構 に 寄 港 す る ク ル ー ズ 限 客 に 対 し 、 オ プ シ・ナ ル ツ ア ー 等 に よ る 県 内

周進i日光を配する。

t') タ ン デム自転車や高性能な自転車タクシー「ペ ロ タ ク シ ー」について、本県

の 能 田 に つ な が る よ う 、 利 用 配 に 全 力 で 取 り 組 む 。

m 自転章の理者を増やすことは、健農増進'P交通法構解消itつながることか

ら 、 修 理 サ ー ビ ス や 開 所 の 解 な ど にm的 な 自 転 解 店 へ 立 ち 寄 り や

すくするなどの取り組みを展開する。

体1 つ く ば 重 ヶ 浦 り ん りんoードが持続可能な形で地城に根一iいていくためには、

m接 と の 営 0 が t 要 で あ る こ と か ら 、m接 が ロ ー ド の 簡 易 な 路 面 総 持

や補修、周囲の除章・it操作;建等に主体的、m的 に 取 り 組 む 気 運 を 前 し て

いく。

い) 稲数、取手、能ケ時、河内、利根の5市町は、サイクリングコー スのmに

向けた性aを開始した。実現すれば、解・小員リ,f 一 サ イ ド ル ー ト と っ く ば

重 ヶ 浦 り ん り ん ロ ー ド を つ な ぐ コ ー ス と な る 。 ま た 、 全 県 的 な サ イ ク ル ツ ー リ

ズムにも資することから、利根川全流域に広げるなど地元市町村とnす る と

と も に 、 ll的 な 通 に 努 め る こ と 。

lラ) つ く ば 重,浦 り ん り ん ロ ー ド に は 、 県 や 地 元 自 治 体 で 整 備 し た 体 種 所 が

約 3 0 ヵ 所 あ る が 、 飲it・ 物 販 や シ ャ ワ ー 等 が 完 備 し た簡は2ヵ所のみで
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あり、 利用者の =一ズに合っ'一施設の整解・癌により一属取り組む。 併せて、

岩atと土浦Rのほぼ中間点it位置する旧北条ll跡地の活用方策itついて、地

元 市 を 含 め て 前 す る 。

国 ナ シ・ナ ル サ イ ク ル ル ー ト で あ る つ く ば E グ 浦 り ん り ん ロ ー ド ll、 解 消

の視点で、消費額の増加itつなげる。

01 「 つ く ば i ヶ 浦 り ん り ん ロ ー ド 」 に お い て 、 利 用 の 少 な い 女 性 に 向 け た P R

や効果的な情報発信に戰Ie的に]Ill組み、サイクリングを始めやすい環境を創出

し、更なる器客配を国る。

【新Ia】 “) M 山 ヒ ル ク ラ イ ム ル ー ト に 、 関 や 更 造 が 利 用 で き る 新 た な M・くりを地元市町と 通 操 して進めるなど、器mに向けた取り組みを推進す

る o

lン) 国や市町村等ともnし、ダムなどのインフラ施設と周辺のm設 な ど

とを組み合わせたインフラッーリズムによる地tt活性化の取り組みを推進する。

〇 前 あ ふ れ る 開 と し て リ ニ ュ ー ア ル オ ー プ ン し た 「 い ば ら き フ ラ ワ ー パ ー

ク 」 へ の 能 解 客 に一 属 取 り 組 む と と も に 、 県 内 開 等 と の 周 進 観 光 を 田 す

る 。
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8. 新しい飛理と均;al'ある発展のための県土づ
くりを進める

本県の新しい飛日と県土の均衡ある発展を国り、 豊かで安心できる

安定した地域社会を集くために、広域交通ネットワークの整備など県

土発展の基雄条件の向上に資する各種プロジェクトを一Ja推造し、長

期的・計画的な県土一: ;くりに積極的に取り組む。一方、新しい時代の

動向に量感に対応した施策を展開しつつ、 県内各地域の特性を十分に

生かすとともに、 filii木・群馬・福島県など藤県との十分な連携を図り

な が ら 、  県土の均行ある発展を図る。

1)基軸置路iMlの整備

m の 聞 を 進 め る 上 で 、  東関東自動章道水戸一ill、 首 都 日 中 解 自 動 章

道の建設は、本県交通体系のネットワーク確立_t二のt要l采題であり、これらの早期

完成が國られるよう強力に推進する。

また、国・県道からなる静mi t つ い て も 、 地 方 が 必 要 と す る 田 の 財

源を確保し、mを格ることなく推進する。

〇 国 土 開 発 開 目 動 車 道 の 地

n 北関東3 集をはじめとする限との一IEの 配 強 化 を 国 る た め ita々 な交流

事業等を推進する。

cl 沿線地;ttの開発計画を:業定し、その具制ヒを國る。

o 民 間 の 活 力 ( P F  I方式等)を利用し、SA・PAを活用した地城換l点整備

事業を推進する。

l可 東関東目動車造水戸線についてll、a来 I  C̃對田I  C間のm配 を 國 る

と と も i t 、 處 能 周m域への延伸itついて、具体化it向けた前it努める。

o 治 i 識Iaの限を国る構開発構想の策定を推進する。

X e 、l ( 仮 株 ) つ く ば ス マ ー ト I  C 、 ( 仮 株 ) つ く ば み ら い ス マ ー ト I  C、(仮称)

笠 間 P A ス マ ー ト I  C、 (仮称)千代E日PAスマートI  Cの整備を推進する。

ま た 、 既 設 ス マ ー ト I  C の 利 用 田 を 国 る ほ か 、 東 海 ス マ ー ト I  Cの大型章対

応について、東海村や那l可市を支通する。さらに、準備段階調査へ着手した

( 仮 称 ) 土 浦 ス マ ー ト I  C 、 ( 解 ) 守 谷 S A ス マ ー ト I  Cの新規事業化に向け、

土清市及び守谷市を支最する。

② 首 都 日 申 田 目 動 車 道 の 地

lイ) 首 都 日 解 の 中m市 をmするmi tついては、 4 通 化 の 前 前 を
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國る。

om域の開発計画を策定し、その具体化を国る。

③ 直糖国道・補動国道のm m
④ 開 規 開 のm推進

地域の活性化、地域開発を文選するための静田 、特it大規程プロジュ

ク ト 明 発 地 区 及 び 高 解 に 直 結 す る 道 路 のmを 田 す る 。

n 水 戸 外 環 状 道 路 、 前 西 部 ・ 字 都 宮 広 開 、 百 里 飛 行 場 連 絡 道 路 の 整

備を推進する。

l' 常総・字都営東部連格道路、茨期的m 千装茨城道路、取手・前

原連絡道路の計画m指定に向けて取り組む。

t, ,,l 千葉表城It路北延伸aのm 指定it向けて取り組む。

〇 IIE 天 時 の 解 確 保 の 面 か ら 、 高 解 の 排 水 性 錦 装 のmを 田 す る 。

@ 開 展 の た め 、 新 た な 交 通 軸 と な る 石 岡 市 か ら 笠 間 市 間 の 通 神 峰 の ト ン ネ

ル 化 を 含 む ( 仮 称 ) 表 解m ( つ く ば ̃ 笠 間 ̃ 大 子 ) と 用 開 前 規 格

道路(常翻阿港区̃大子)の実現に向けて取り組む。

X 〇 都市軸道路ll、 mの田に大きく寄与するため、国の補動事;建や道路公社に

よる有料遭路事業など、多aな整備手法を活用し、利測llの聞の前着工等、

その実現に11;め る 。

東北新解線の県内への新i;般置を田し、 併せて県内開のe送力增独に努める。

〇 開 の・送改善

n 中E離電章の通転本数の増を国る。

l' ス ピ ー ド ア ッ プ と 章 両 の 改 書 を 田 す る 。

01 特急列車の運転本数・停理・運行時間帯等の改善を國る。

目 田 の 精 上 化 を 推 進 す る 。

m mのは力度向上などの観点から、小田急ii特急ロマンスカーの 取 手 解

を検討する。

(2) つ く ば ェ ク ス プ レ ス プ ロ ジ ュ ク ト の 配

「 )  つくばエクスプレスの利用田を国るため、m能 を 国 る P  R等を行う。

l可 つ く ば エ ク ス プ レ ス 構 開 発 を 合 め 、 開 の 計 画 的mを進める。

〇 前 解 静 llび東北本破の新It を 前 ・ 前 地 区 i t 配 す る 。

〇 大1;随島iiの利用田

n 鉄道を軸とする魅力あるmづ く り を 進 め る と と も に 、 解 ・ B 開 をm
する。

〇 M の 始 送 改 善
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n 関係市町村と一体となって、 Mの利用促進及び活性化対策を國る。

l・ 利 用 者 の 利 便 の た め 、 開 辺 i t B 解 を 聞 す る 。

l重) 水戸iiの始送改書

n 運転本数の増、スピードアップを國る。

l・ 通動・通学の利便のため、ダイヤ改善を国る。

(i) 常 組11111通列章のさらなる增便、スピードアップを国る。

〇 東日本大量災被災1果リニア新開設に向けて、他の被災1果の動向を踏まえな

が ら 配 を 国 る 。

〇 簡合は多くの人の出会いと交流の生活空間であり、関係市町村とnのも

と、 より一属近代的なmを推進する必要がある。

n 公共施般などを器設し、前ある地域一iくりの技とする。

l' く a取 り 式 ト イ レ のm ・ 改 書 を 田 す る 。

01 開 生 ゴ ミ に つ い て ll、市町村との聞の申で円滑な処理を國る。

目 無人Itの環境改善を国る。

m 高 構 や 障 書 者 に や さ し い 政 づ く り を 進 め る 。 ( エ ス カ レ ー タ ー等の整備促

進)

lilt 前 の 改 自 及 び 立 体 化 、 開 カ メ ラ の 配 等 、 事 故 防 止 の た め の 構 を 強 化 す

る o

o オ ー,f 一 ハ ン グ 田 な ど ハ ー ド 面 のmのmを 配 す る 。

lt1) m設の構点検・改善など防災対策を進める。

〇 地商観画所が、鉄道ネットワーク、ひいては本県の発展の制約とならないよ

う、1果外への早期移転や十分な補償を新などに要望する。

【新a】 ital 地mは存続が求められる重要なインフラであることから、経営を改善でき

る 取 組 に 対 し て は 、 構 接 の 意 見 も 踏 ま え な が ら 、 県 と 構 自 治 体 でnした

通 を 検 討 す る 。

首都日の物流能を再l日し、 人口・産業の本県への開開を器導しつつ、 首都

日の均行ある発展を国るため、高速道路体系と一体的it北関東地域の物流ll点とし

て各港のmを進める。また、海津レクリェ ー シ・ン や レ ジ ャ ー へのニーズに対応

し 、 M で llい の あ る 開mの 形 成 を 國 る 。 さ ら に 、 県 内 能 の 田 の た め 、 港

湾 換 能 の 強 化 を 国 る と と も i t 、 効 果 的 な ポ ー ト セ ー ル ス を 行 い 、 地 の 確 限 び 新

mの明設を国る。

特に、用t :l l 港 の 統 合 に よ り 1 選 生 し た 構 に つ い て ll、北関東目動車道などの

広域交通ネットワークの聞通や好調な企業立地等を最大限it生かし、適切it機

能分担しながらm としての集i iを高めっつ、 ク ル ー ズm を推進するなど、
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開 を 國 る 。

ま た 、 表 開 及 び 處 能 i t お い て 、 カ ー ボ ン,ユ ー ト ラ ル ポ ー ト の 形 成 i t 向 け 、

新 エ ネ ル ギ ー供始fi l L 点 の 形 成 や カ ー ポ ン ニ a ー ト ラ ル タ ー ミ ナ ル 化 な ど 、 前 機 能

の高度化の実現に向けた取り組みを進める。

(i) 常 翻 阿 港 区 i t お い て 、 開 率 の よ り 一llの向上と利用mの 田 を 確 保

するため、東m提のmを 田 す る と と も に 、 設mび自動章等の始出の

増加に対応するため、大型R 0 R 0船等に対応可能な中央領の整備を促進する。

また、企業,-:''を路ま え た コ ン テ ナ 解 開 設 を 配 す る と と も it、 開 業 書 関

係 解 ( C  I Q業務関係法令)に基づく指定品日の拡大と機関の設置を便造する。

② 鹿 能 の 外 港 地 区 の 供 用 開 始 を 受 け て 、 南 開 、 申 央 開 、 外 港 地 区 の 整

備 を 配 す る 。 ま た 、 国 際 バ ル ク 戰'ill配 (設物)の実現を国る。

③ 日立港区の沖m提(粘り独い構造イl:)のmを推進するとともに、mi l

加を國るため、多激化する物流・要への対応を國る。

〇 被整化する自然災書it備えるため、 m提 や 開 提 な ど の 開 施 設 の 聞 を・
実に進めるとともに、港湾BOPなどの充実により、災書に強い安全な港-iく り

に 努 め る こ と で 、 本 開 の 解 を 高 め 、 更 な る 利 用 配 を 國 る 。

(ii) 表域の港の活用itついて内外への宣長を行い、利用地の確保と船の寄港を使

進 す る 。 特 に 、 外 開 船 の 通 をm的に進める。

@ 県内の開や減港など、太平津沿岸地ttの保安間題・環境間題・防犯間題等に

つ い て 、 関 係 部 暑 と の 配 の も と 対 i 量 を 造 め る 。

4) 表城重港の利活用の促進

(i) 表 地 港 へ で き る だ け 多 く のmの確保を国り、 国内・海外主要都市等と

の交流を推進し、商工業、能、農林水産業及び科学技術の取に取り組む。

o 官 民 一 体 と な っ た 全 県 的 な 利 用 配 開 lの確立を國る。

cl 新木、辞馬、福島と配した物流や広域i恍 のll点 と 位 置 付 け 、 田 画 を

策定する。

② 3 t 城 空 港 の 利 用 を 配 し 、 mに 大 き な 効 果 が 及 ぶ よ う に す る た め 、 能

資源の発堀・聞を進め、i恍 客 の 器 客 を 配 す る と と も i t 、 前 と の ビ

ジネス交流を田するための支最策を購じ、m業の拡大・活性化を国る。

③ 3t城空港と県内各地をつなぐ,f ス ・ タ ク シ ー な ど の 公 能 の 税 に 努 め る 。

本 解 の 発 展 と 地 t 確ISIの活性化、 Ia用設の創出のため、先Jii者産;建や関n
業の進出itもつながる程野の広い産業などm業の立地を配する。

(!) ェ業団地の用途見直しによる立地業種の拡大を国るとともに、立地推進本部を
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申心に、 企業の業務換能を合め識3t活動を組a的 ・ ll的に展開する。

(2) 大型投資の進む次世代自動章'P半導体関進業のクラスタ一化を国るため、関

連企業のmにm的に取り組a、a用の創出を国る。

また、それらの企業の製品を県内企業が活用しやすくなるようP R を 行 う な ど

環境づくりit努める。

③ 企 業 ニ ー ズ に 印 し たlilt指置や企業が活動しゃすい事業環境のll、戦'll的な

企 業 構 の 実 施 な ど に よ り 、 企 l 業 立 地 を 配 す る 。

oa々な企業の事業環境が向上するようit、交通ネットワークをはじめとする

各 種 イ ン フ ラ のmは も と よ り 、a制度の拡充、m可の配簡素化

に 努 め 、 m間 降 に 負 け な い 産 地 づ く り を 進 め る 。

o地域末来投資,Ill進法の特例措置をM的it活用することitより、地元企業が

新たに設備設を行いやすいmを つ く り 、mの中法を担う企業への成長

を促す。

o 国 の 補 動 金 や 用 自 のm制度を活用し、企業の国内回帰の動きを提えるた

めの統動を一属独化する。

④ 開 田 社 会 形 成 を 推 進 す る た め 、 規 制 量 和 を 配 的 に 國 り 、 新 エ ネ ル ギ ー ・
資源01環型産業の導入を国る。

〇 前 日 へ の 配 や 充 実 し た 広 域 交 通 ネ ッ ト ワ ー ク な ど 本 県 の 立 地aft性を生

か し て 、 設 の 配 を 國 る 。

6) I Tネットワーク社会づくりのIP日進

社? の変化やmの激々な課題への対応を國るため、 mの進んll't「報
通信基盤とI T サ ー ビ ス 等 を M 的 i t 活 用 し 、a々な情報イ解を計画的it推進す

る o

〇 人 口 が 減 り 、 ll数も減っていく申、行政の効率化と1果民サービスの向上のた

め、行政のデジタル化、DXは造めなければならない。居住市町1111tにかかわらず、

一律に質の高い行政サービスを享受できるよう、市町村における自治体システム

の標準化・共通化の推進など、県としても、市町村のD X推進をll的に 支 最す

る o

② 県及び県関係機関のホームページを充実さ世、一属の活用を国る。

③ 1 果 民 の 開 信 の 利 用 に つ い て 、 m間 格 差 が 生 じ な い よ う 、 ブ ロ ー ド,f ン ド

や ス マ ー ト フ,ン 等 の モ バ イ ル 端 末 な ど 願 信 環 境 の 聞 を 配 す る 。

【新Ia】 o開能の重波が届かない非能エリアについて、災書・事故時の対応や観

光 銀 真 の 能 か ら 、 開?設 者 や 市 町 村 な ど と 通 操 し、 通信 イ ン フ ラ の

聞 ・ 改 善 i t 取 り 組 む 。

〇 行 政 の 解 す る デ ー タ の オ ー プ ン デ ー タ 化 と 利 活 用 の 取 り 組aを推進する。
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⑤ 集内店的の利用を促し、 m済の活性化につなげるため、 県 解  「ひばり」

i t県内の店納で利用できるクーポン券を掲成する取り組みを前する。広報紙へ

の関心が集まることにより、県政に対する県民の解が操まる効果なども期待で

きる。

〇 ス マ ー ト フ,ンや'フレット端末で県内の話国やイ ーン ト 、 生 活 に 役 立 つ 開 、

道路の通行止めや土砂災書、ll動 告 、 解 の 災 書 情 報 、 算 道 ミ サ イ ル 発 射

等の国民保a情報などを関覧できるサービスに取り組む。

〇 民 間 能 数 者 i t よ る 開 テ レ ビ の 開 局 i t 向 け た 動 き が 本 格 化 し た 場 合 i t

は、実現に向け営力していく。

〇 「いばらきt子申請・属出サービス」について、すべての市町村において同じ

よ う it利 用 で き る よ う文選す る と と も it、利用者が使い やす い よ う 、 サ ー ビ ス の

改書を国る。

@ 国では昨年度から、「證一人取り残されないデジタル社会の実現」を目標に掲

げ 、 市 町 村 等 と 配 し な が ら デ ジ タ ル 活 用文 鐵el進事業を実施している。このよ

う な デ ジ タ ル デ パ イ ド 対 策 は 、  デジタル化が能に進む現代に欠か世ない取組で

あ り 、 県 と し て も ll的に関与し、全ての1果民がデジタル化の属意を享受できる

よ う な ]Ill組を推造する。

7) 水資通の確保と有効利用の推進

i か で M 的 ・ 文 化 的 な 県 設 活 を 確 保 し 、  産業活動の進展を文える緊要な基使

的条件である水開について、長jla的 な 水 能 の 聞 し に よ り 、 需 要 に 応 じ た 確 保

及び用水供始対策を進める。

(i) 水資源の総合的・計画的な開発

「 )  水源保全対策の充実独化を国る。

② 水 の 有 効 利 用 設 の 配

n 重 ヶ 浦 用 水 関 聞 の 推 進 を 国 る 。

tヶ清用水関連かんがい排水事業、畑地帯総合整備事業の推進を国る。

l可 県南西・鹿行・県申央広城水道用水保設、ヨ画川・鹿島・県南西・1果央

広域コ業用水道事業を進める。

01 ョ 阿 川 治 岸 開 ll解 の 田 を 国 る 。

③ 地下水の保全とその適正な利用を進める。

8) 科 学 技 術 の 田

〇 つくばの科学技tErの M を 活 用 し 、  次世代がん治基B N C T の 開 発 地 化 な ど

ラ イ フ イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ グ リ ー ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 分 野 の 新 事 業 ・ 新 産 業 の 創 出 を

通じて、わが国の成長・発1a i二11献する「つくば国l展戰e総合特区」の取り組a
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を推進する。

(2) 大強度解加速器施設( J P A R C)を活用し、つくばの科学技ttf't'日立の

ものづくり技術との結びつきを国り、 国解力のある産業の創出や独自技術を

持 つ 企 業 の 育 成 を 図 り 、 開 f 通 を 先 導 す る 癌mの形成に努める。

〇 大学や研究換関・産業支授検関との連携を強化し、産学富共同研究(例:

B N C Tの実用イl:)などの研究交流を推進する。

④ 県内におけるaれた研究開発の地や若手研究者の育成、国関係通研究換関

の 研 究 成 果 の 県 内 産 業 へ の 解 転 な ど を 配 す る た め 、 一 般 財 団 法 人 表 田

学技術振真財団等の活動を支最する。特に、ロボットについては(国研)産業技

tE船合研究所や0YBE RDYNli(株)等、関係機関と 選 操を国りながら、 ロ ボ ッ ト

館などで県民it分かるかたちで普及配を進める。

〇 県民の科学技術に対する理解と関心を高めるため、m的な啓発普及活動など

を通して、科学技tErに線しむmづくりを進める。

〇 集 ?研 究 換 関 が 、 産 解や 集民,-:''、解 を的確it路まえた研究開

発のt点化、分野検新的なnに取り組めるよう機能独化を国る。

〇 次世代のエネルギーとして期待されている水素エネルギーについて、本県にお

いても経関 連 の 前 開発を文選 し新たなmil出 を 配 す る 。 特 it、日本原子

力研究明発開の高温工学は験研究1111H T T Rの高商を活用した水素製造のは

験研究に必要な予算の確保を国に要望するなど、 サ ポ ー ト に 努 め る 。

〇 空を活用した物資の設や新たな交通手段まで、幅広い用途が見込まれる小型型・

起 の ド ロ ー ン の 社 会 実 装 に 必 要 な 取 組 を 、 官 民一体 と な , て 推 進 す る 。

9) ひ た ち な か 地 区 の 開 配
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開 発 開 画 の 具 制 ヒ を 配 す る 。

目 都 市 再 生 総 合 聞 数 を 配 す る と と も i t 、 ひ た ち な か テ ク ノ セ ン タ ー を 通

して地元中小企業の青成限を国る。

的 都市'ー ン に 企 業 の 設 を 進 め る 。

? 国 際 開 公 園 都 市一i くりのため、国内外のイ ーン ト 等 が 行 え る コ ンーン シ ョ

ン施設等のmを推進する。

lト) 留 開 に つ い て ll、留開利用計画に基,・く 企 業 設 を 進 め る 。

Pl 関係市村の一体的な広域都市一i く り を 考It it入れながら、 〇たちなか地区の

明 発 を 田 す る 。

lリ1 常困阿港区・国営〇たち海m目・阿字ケ浦地区にまたがる地区において、

海提環境を楽しめるレクリエーションの場を形成する。

② ァジァ・太平制者国の原子力技術者を養成するため、日本原子力研究開発開

に国際的原子力交流施設のmを推進する。

〇 若 者 の 開 会 の 創 出 、 地Iaの活性化のため、「宮の1111業団地」への金業立

地 を 進 め る と と も i t 、 能 状 況 を み て 、 コl業団地の聞を推進する。

「 )  ョ阿I  C周辺開発を推進する。

l可 用mへ の 企 業 設 に お い て 、 開 を 検 討 す る 。

(2) 企業立地it伴う産業の,-:'' it応える人Itオ青成のため、新率者設訓Iaの カ リ

キaラムの高度化を進める。

③ 地 觀t来投資促進法に基 -: ;く?i解 計画により、新製品・新技ttiの開発、

新産業の創出など用開域の活性化を推進する。

〇 mの産業空i同化に対応するため、技術指導や共同研究開発など、下tiけ中小

企業の活性化対策を重点的に推進する。

(ii) 大 設 W 加 速 器 施 般 ( J PARC )や日本原子力研究開発開i tおける研

究成果の活用及び周辺1機器等の受注・開能により産業取を推進する。

@ 用t山間mにおいてll、 生 活 環 境 施 設 ・ 産 地 ・ 福 祉 ・ 配 ・ 教 育 の 税

と地場産業のnなど、通法it基一i きm域 の 開 的発展のための新たな事

業をm的に展開する。

n 用mへの人口流入を國るため、m 住 配 団m設 を 推 進 す

る o

l' mの 持 続 的 発 展 を 国 る た め 、 通 市 町 が 実 施 す る 田 解 を 推 進

する。

〇 用開域のiかな自然環境'P歴史・文イmなどの地域資源を生かしたグリー

ン ツ ー リ ズ ム や ブ ル ー ツ ー リ ズ ム 、 ロ ン グ ト レ イ ル な ど の 格 在 ・ 体a型al光を推

- Im-



て 助 M の 聞 、

進するとともに、 首都日を代表する交流・二地tt雇Hli控間の形成を國る。

〇 首都日の小中学生などを対itit、用m'らではの演船it乗,てのシラス演l体験

や開づくりなどのH集体験、木造按合でのおやき作り体験など、幅広いメニa -
をそろえた体験型教育旅行を大々的に売り込むとともに、受け入れ開のmを

進め、首都日を代表する体験交流空間一i く り を 配 す る 。

〇 相島・茨城・新木にまたがる県際mがnして広域的なi8城-iくりを推進す

る F  I T構想に基,・き、mブランドの創出、交流、二地tt是Hillや広m 流

等 を 配 す る 。

〇 都市との交流事業の田を国るため、各市町村の filL点施設のmや ネ ッ ト ワ ー

クの形成を推進する。

lt1) 用 l 地 域 の i か な 自 開 を 活 か し た 前 的 な 地 城 ブ ラ ン ト イ メ ー ジ を 構 し 、

移住、交流の田を国る。

〇 一般国道・県道のmを 配 す る と と も に 、 開 t 部 開 や 開 通 と し

子) の具体化前など、交通体系のmをm的に推進する。

? 日立市新田・旧十王町願・数山・北前 目間及t;'言谷・菓1原線の整

備 と と も i t 、 県 解 を 進 め る 。

l' 日立市内など種性的な交通法格については、法構和を国るためのm
を推進する。

t, ,,l 解限 道 の 解 消 、 パ ス 交 通 不 能 区 間 の 聞 配

目 シ ー ニ ツ ク ・ パ イ ゥ , イ 能 の 条 件 で あ る 地 t 注 体 のt901会設立など、実現

に向けた取り組みへの通を國る。

※ ital 開 合 計 画 it基一iき、 J PARCを活用して、中性子を利用した研究成果か

ら革新的な新技術の創出を国る。また、研究成果のP Rを独化するとともに、字

富分野と関連,・け た P  Rの検討など、 J P A R  Cの更なる知名度向上に取り組

む。

〇 能物産会館(常数田市など)の建設を進めるとともに、法等の伝統:[ 芸 ・

特 産 物 の 田 や 新 し い タ イ プ の 工 姜 品 の 開 発 を 配 す る 。

1110 地域itおけるiれた自然資源を活用し、交流人口を増加させるための施田

を推進する。

〇 mの特色を生かした特産品,・くりを進め、mブランドを育成する。

1111 臨海地域itおいては、エネルf一供始地域としてのf il を 略 ま え る と と も i t 、

研究filL点としてのmを進める。

〇 用mの豊かな目然を活用したアウトドアスポーツの効果的な情報発信や施

田 への文選などitより、交流人口の拡大を国る。

〇 白転章で指定されたmな ど を 組 り 、 会 員 制 交 流 サ イ ト ( S N S ) に写: iを
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投稿すると、商品がもらえる 「 ソ ー シ ャ ル ラ イ ト 」 の 取 り 組 み をmで展開

することitより、地域の活性化itもつなげる。

〇 県 北 限 のmi と し て 、 M へ の S  Lの土日定期通行の早期実現に県を学

げて強力に取り組む。

〇 定住人口や労0建人口の減少を抑制するため、現存する地域のll点施設活用

や サ テ ラ イ ト オ フ ィ ス 等 のm、 ネ ッ ト ワ ー ク 解 の 充 実 を 国 り 、 県 i t 地 t i で

の移住・テレワークの取り組みを推進する。

※ 〇 常豐国ロングトレイルの円滑な展開や、地域資源としての利活用配のため、

地元市町をはじめ、関係団体や事業者等で前するt901会など推進体制の設立を

検討する。

〇 新 た な 用 t 願 チ ャ レ ン ジ プ ラ ン i t お い て は 、 地 域 能 を 略 ま え た 種 げ る 構

の限や、県it地tiの住民の安心安全を守るためのm配 の 充 実 な ど も 、  これ

まで成果を上t f て き たmリ組みと併せて推進する。

※ 〇 自然m設として組しまれてきた地物園や県民の森は、旅行者の前や行

動の変化などを踏まえ、県it地tiの多様な前を活用したi tの体illの解など、

観 l l性 あ る 地m設 に リ ニ ュ ー ア ル す る こ と に よ り 、 そ の 効 果 を 用 tI リ

ア全域へ波及させ、広域的な周進i日 光 が 配 さ れ る よ う 取 り 組 む 。  リ , ユ ー ア ル

に当た,ては、地元那可市とnを国りながら、値物園ならではの進びや学びが

語 ま っ た 特 別 なm画 の 解 や 、 オ リ ジ ナ リ テ ィ ー あ ふ れ る 施 設 のmな ど に

よ り 、 本 E の フ ラ ッ グ シ ッ プ と な るm化を目指す。

tif)!展央地域の:l量要

(i) 北関東の発展を基引する中糖部市としての水戸を中心とした都市日一i く り を 推

進する。

n 都市環境のm、高度技tEr産;建の設、魅力ある商店街づくり、大規使公目

等 の 聞 な ど 、 自 然 ・ 設 ・ 長 統 を 生 か し たi恍 レ ク リ エ ー シ ョ ンll点づくり

を総合的・計画的に進める。

② 北関東目動m の田を國るため、構開発計画の具現化を國る。

m開発の一還として、表域中央コl業団地の聞及び企業立地を推進する。

③ 茨城空港の利活用を踏まえ、常陸平野地tiの計画的な開発整備を推進する。

④ 水戸・鹿島両都市日の拡大を踏まえ、東関東目動車造水戸線・大流鹿島線の広

域 交 通 イ ン フ ラ it基一i く開発構想を推進する。

〇 水戸地方filL点都市地t憾本計画に基づく事業を推進する。

@ 水 戸 市 内 及 び 周 辺 の 通 投 將 解 消 の た め 、 開 の 早 期 整 備 を 國 る 。

〇 立 地 条 件 を 生 か し た 解 設 の 願 を 国 る 。

〇 県庁合関mの推進を国る。
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tl2) 集南itI!域のa指促進とつくばの田

〇 つくばのmを 配 す る 。

つくばを世界の研究開発センターとして、より一llの充実を国るため、次の施

策の展明を国る。

n 根幹的な交通体系のmと、新市街化地区のm配、周辺地区の開発、生

活 設 の 聞 、 多aな産業の導入等itよる自立都市の確立を国る。

l' 人口增加に対応し、必要となる小中学校等の公益施設について、都市再生機

構の関連公共公益施設の立替施行によるmを國るなど、地元目治体への財政

措置を国it要ヨする。

01 世 界 を リ ー ド す る 国 際 的 な 研 究 開 発 を 進 め る と と も に 、 そ の 解 と し て 、

つくば国際会1量l場において国内外の会aや学会等、激々な交流を配する。ま

た、つくば国際会a場itついて、時代it印した施設設備の聞と経営戰略実行

に選やかに取り組む。

目 つくばの科学技tEi集Ii i を 生 か し 、 つ く ば 研 前 セ ン タ ー の 設 が 円 滑 に 推

進 で き る よ う文選す る と と も it、中小企業の前開発を推進する。

m つくばエクスプレス構への企業立地の田を国る。̃ 土浦・つくば・牛久業務開市基本構想を推進し、 Illa捕部目立都市の申機

となる業書開市を青成整備する。

I t) つくば地区の大学や研究機関の研開から新温事第a li出 を 田 す る た め 、

産 地 聞 の 強 化 と 設 イmの 税 を 國 る 。

al 公的研究換関'P大学を今まで以上it広く一般it公開するとともit、児重生提

の探究活動の場としての活用田を国る。

(リ) 「 , ネ ル ギ ー フ o ン テ ィ ア つ く ば 」 と し て 、 量 観 や 将 来 を 見 提 え た 事 業 計 画

等it融tしつつ、ilHyii放集地'P湖沼等を活かした新エネル?一産業のnを国

る こ と に よ り 、 新 た なa用を創出する。

② つ く ば エ ク ス プ レ ス 開 の 計 画 的 なmを進める。

n 島名・福EEli;ll地区及び上河原時・中西地区の士地区画整理事業を推進する。

l・ 田 の 理 知 度 の 向 上 を 国 る た め 、 戰e的 に P R を 展 明 す る 。
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01 つ く ば エ ク ス プ レ ス 構 開 発 の 田 の 構 と し て 、  業 種 に 応 じ た 開

定期借地制度の活用や、住宅数指 と の 共 同iaa、民間卸などを一日M的

に推進する。

? 地tt未来投資Ill追法に基,・く 日m 計画により、日本を代表する科

精 の 集 演 を 活 用 し た 地 能 業 の 活 性 化 を 推 進 す る 。

③ 東京芸大取手校の立地等、県南地区のll性を生かした国際的な芸術文化前

M のmを進める。

内 外 の i れ た ア ー テ ィ ス ト を文選 し、現代の統 のll点形成を目指す「アー

ガス構想」の実現を国る。

④ 龍ケ始市と利根町との合併換運を前する。

(ii) 取手It北地区の士地区画整理事業を配する。

l重) m展を便すため、tヶ清・筑波山周ii!地tiのレクリェ ー シ・ン filL点形成を

配 す る 。

〇 「 開 合 計 画 」 it基一i き、重ヶ浦自転解、重ヶ浦、北浦などとの共生型地

Ia-iくりを推進する。

〇 Eグ浦、北浦などの周辺地itの活性化を國るため、飛行船を活用したmづく

りを推進する。

〇 tヶ清、北清などの周ii!地tiの振真方策として、「潮の0t」のmを国る。

〇 市民農目のmなど、都市化の進むmに 合 っ たe業 の 田 を 國 る 。

1111) 都 市 解設のnを国りつつ都市一i くりを進めるため、市街化区域内設者

の自主的な住宅開発を推進する。

〇 Eグ浦の重要な水源でもある境波山周辺の解mを推進する。

ital 上管トンネル等の聞効果を活かした、石岡市を東西it校新するmの実現可

能性について、茨城空港アクセス道路の配を前する。

〇 つくば市の小申学校の通生田が増加しているため、市内の県立高校の魅力

化や、進学先として通学できるェリァの県立高校の定員増を国るなど、生提が安

心して希望する進学先を確保できるよう教'i第量境を整える。

(!) 常組iのmと 構 開 発 の 田

n つ く ば エ ク ス プ レ ス と 常 総 線 の 相 限 り 入 れ の 設 化 を 國 る 。

l・ 常組i快速列章のさらなる増便、スピードアップを国る。

01 mの住宅・流通・業if等、複合開発を田する。

② m・板東・境・古河副次機都市整備

副次糖部市としての基盤づくりを進めるため、交通体系の聞、物流システム

整備a想及び住宅・工業団m計画の策定などを進める。
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③ 県西北部mの 総 合 的 な 田 を 國 る 。

n 筑西地方ll点都市地城基本計画it基一i く事業の展開を国る。

l' 解 化 個 建 道 路 事 業 を 推 進 す る と と も に 、 筑 西 市 ・ 結 城 市 な ど に お け る

開 を 配 す る 。

t, ,,l 常総・字都富東部m の 聞 配 を 国 る 。

〇 坂東市山地区における開発を推進するとともに、下妻商の工業団地整備事業

の 配 を 國 る 。

(ii) 前 解 静 llび 東 北 本 破 の 新 R 配 を 配 す る 。

「 )  新0般置の推進体制を独化する。

l可 古河・総和新書1ti、開発構想の具制ヒを國る。

〇 ll点 文 イ 随 設 の 能 進 と 計 画 策 定

「 )  県西地区の文化、国際交流など、複合的文化センターの機能を持つ filL点施設

建設のための計画:業定を進める。

l・ m源や自然資源を生かした複合レクリエーション開発計画を策定する。

01 前日中央通絡自動m の計画的なmを 進 め 、 M づ く り の 具 体

化 を 配 す る 。

〇 表域西部・字都富広m の 聞 配 を 国 る 。

〇 京演東化iiの小山Rまでの配を推進する。

@ 書生沼を申心とした教育的レクリェーシ・ン'ー ン のmを國るため、 ミ ュ ー

ジ ア ム パ ー ク 表 限 自 然 開 館 の 内 容 を 充 実 す る 。

〇 筑 西 開 のm推進を国る。

〇 日野目動車古河工場の関ll業 の さ ら な る 設 、 m業の新たな展開による

産業集演を推進する。また、企業で0く着者世代の定住配it向けて、地域の魅

力を高める、ゆとりと酒いのある生活交流空間の形成に注力する。

〇 各 目 治 体 間 の 聞 に よ っ て 、 民 間m ,f ス と コ ミ ュ ニ テ ィ,fス等の運行の調整

や 、 相 要 り 入 れ が で き るll点づくりit取り組み、利便性の向上を国る。

〇 日 地 と 北 関 東 道 を 結 ぶ 開 温 格 道 路 と し て 、 構 市 町 が 前 し て い る 県 西

控 開 の ]Ill組 を 通 す る 。

tl 4 )鹿行地城の田

〇 鹿島mのm
n 交 通 体 系 の 聞 、 都 領 能 の 強 化 な ど の 聞 を 配 す る 。

l' 中心mの 形 成 を 田 す る な ど 、 生 新 ・ 文 イ 国01設のmと関係市の一

体 的 な 新 鹿 前 市,・くりを推進する。

※ o ワ ー ル ド カ ッ プ 開 値 の 前 を 略 ま え 、 カ シ マ サ ッ カ ー ス タ ジ ァ ム の 県 民 へ の

幅広い利用とスポーツを法としたmづ く り を 進 め る 。 ま た 、 直 島 ア ン ト ラ ー
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ズll 2 0 2 3年に鹿n市 内 で の 新 ス タ ジ ア ム の 聞 討 を 進 め る こ と を 発 表

しており、速やかit新 ス タ ジ ア ム it移 行 で き る よ う 、 集と し て も 處 島 ア ン ト

ラ ー ズ の サ ポ ー ト に 取 り 組 む 。

01 真野谷tiコ;建団地への企業設を配する。

目 處島臨海コ業地帯の更なる解力強化i t向け、事業環境の聞や企業間配

などの取り組aに 加 え 、 先 を 見 据 え た コ ン ビ ナ ー ト の ス マ ー ト 化 と い , た 新 た

な取り組みを推進する。 また、配 ・ 教 育 の 税 な ど 〇 く 人 に 魅 力 的 な ま ち,・
く り の 視 点 i t つ い て も 前 を 進 め る 。

m 度島廳海工業地帯において、次世代エネルギーの サ プ ラ イ チ,ー ン を 先 導 的

に 税 す る た め 、 規 制 量 和 」P税財政支最など企業の立場に立つたmを 接

するなどして、民間i tよる先進的な取り組みを本県i t構し、カーボン,ユ ー

ト ラ ル 社 会 に ふ さ わ し い 産 解 づ く り を 進 め る 。̃ 日本製開11日本製鉄所鹿島地区での高炉一1基体止について、院田の不安

を受け止めるとともit、地域社会it与える影響を分析し、その結果it基一i く文

mに取り組む。

② 大流鹿島線沿線地tt能開の開発

m域の願とi;t道利用者を確保するため、水戸・處島間でm域の開発

事 業 を 田 す る 。

③ 大1完 町 か ら 簡 ま で の 理 の 統 な 開 を 生 か し た 、 解 レ ク リ ェ ー シ・ン・

リン'ート地域の聞を進める。

o シ ー サ イ ド 開 のmを国る。

④ 前から解市・相西市までの利制l l沿いを生かした、内田レクリェーシ・ン・

リン'ート地域の聞を進める。

o リ パ ー サ イ ド 開 のmを国る。

⑤ 對田西部工;建団地などの開発を推進する。

〇 東関東自動章道水戸一illの 聞 配 と と も i t 、m域 の 願 i t 資 す るm開発

計画の具現化を国る。

〇 mグ 開 の 建 設 や 水 戸 神i西 線 な ど 県 聞 のm統 を 進 め る 。

※ 〇 行 方 地 域 の 願 を 国 る た め 、 北 前 合 団 地 の 聞 を 推 進 す る と と も i t 、 東 関 道

水戸itの?開通を見据えた戦'll的な統動を展開するほか、tヶ開

の リ'一 ト開発を進める。

(11) 市内it3つの県立高校を有する神前では、中学校率業生の約半数が市外の高

校に進学している。子どもの劃合が県内市町村でも高いmであるため、 中学校

卒業生の進学における1果外、他市への流出の地消の前に、学設減や学校の統

? を し な い こ と it努 め 、 神 前 内 の集立高校itおける学力向上を文選 し、大学

進 地 の 向 上 を 国 る 。
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a0 国際化時代に対応した総合的mの確立と推進

国前ヒ新における交流は、 自治体・教青機関等のl制線iii、産業経済(資易・

企 業 や 新 の聞) の 交 流 、 新 ・ 文 イ破流、民間交流、留学生の受け入れ、技 続

m員の受け入れ等と広範・多a化している。

交流の相手国も、 mか ら ア ジ ア ・ 中 近 東 ・ 南 精 国 と 多 岐 に わ た , て い る 。 一

方、国設流の進展と入国者の增大に伴い、税常在・ 11tl労、理不明、各f事件・

事故・解 やェイ :'' ・配・福祉・教青・納81及び保解の諸間国を引き起こして

いるo

特 に 、 税 將 在 不 法 9t労等外国人の在住地;ttli県内全域にわたっており、その

就労形想もa々である。その人数'P生活実態・就労実態は一it把通できないまま

現在も進行している。

将 来 に わ た っ て の 本 県 の 社 会 ・ 産 業 ・ 解 解 を 考 え 併 せ な が ら 、 こ れ ら 一 連 の

諸 間 国 i t も M 的 i t 対 応 す る と と も i t 、 国 設 流 i t 対 す る 県 聞 の 高 場 と 国 際 理

解を高め、民間交流・グローバルな産業経済交流など各種国際交流事業の拡大・支

量を國るため、一元的・総合的施策と推進体制の確立が急務である。

(!) 拡大する交流事業に対応できる茨城県国際交流営会の独化

? 拡大するる 種の 国 設 流設に一元的・総合的に対応できるよう、m国

設 流 観 会 の 体 制 強 化 ・ 聞 を 国 る 。

ll 国 際 交 流 の 情 報 交 操 、 M づ く り な ど 国 前 ネ ッ ト ワ ー ク づ く り を 造 め る 。

01 国設流、在住外国人への対応についてのガイドラインを作成する。

o県内在住の外国人との交流事業、表境ふるさとフ, ミリ一事業等を推造する。

② 外国との友好交流の推進

n 田 県 ・ 州 と の 1 果 民 主 体 の 友 好 交 流 設 を 配 す る 。

l・ 文 化 ・ 前 ・ 学 ;ttr ・教青・スポーツ・青少年・女性等、各種交流事業を進め

る o

01 申 学 校 ・ 高 校 ・ 大 学 に お け る 国 際 教 育 を 税 す る と と も に 、 開 を 推 進

し ll留 田 を 流 す る 。

目 ァ ジ ァmとの産業・教青・文化など幅広い交流を田するため、上海事義

所の活動体制の税を國る。

〇 多文化が共生する社会の実現を目指し、県民と外国人の共生意識の前や相互

理解に向けた取り組aを進めるとともに、外国人が地tt社会の一員として県民と

共生できるよう環境整備を國る。

n 在住外国人力l各地域に港け込んだ生活ができるよう、日常生活等の開・

ll開 lの 理 を 国 る 。
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o 日 本 設 育 ・ 生 活 習 償 ・ 設 ・ 衛 生 ・ 配 ・  エイズ・教育・交通要全・住据

等it係わる諸間国it関する相設・文ll体制を聞する。

l' 解 の 推 進

o外国語によるラジオ放送や情報誌・生活ガイドブックの発行、インターネッ

ト i t よ る 構 を 進 め る と と も i t 、 病 院 ・ 公 共 施 般 、 案 内 設 な ど i t 外 国

i言表示をする。

01 通訳者等、交流ボランティアグループの育成を國る。

〇 産m濟の国際化・企設流の推進

本県産業の高度化 一 多機化とともに、海外との交流志向は高まりを参せている。

一方、鹿能 簡のm 、o・t= ちなか地区開発の進行によって、本県産?

濟界の国際商・前取引・責易等の進展が子想される。本能業の国際化を推進

し、経済の国前ヒを企業の成長に結びつけるため、総合的な海外戦letを 開 す る

ことが重要である。

n 国 際 開 の 聞 i t 対 応 し て 、 責 易i限 ll点 の 聞 を 配 す る 。

l? 工業団地院明会の開催などを通じて、外量系企業のmを推進する。

⑤ 外国人研修生・留学生等、県内の在留外国人のmを進める。

県 内 i t は 、 令 和 3 年 1 2 月 商m 71,000人の外国人が在留しており、生活等の

支最対策を推進する。一方で、構格在者・不法就第者も多数いると見られるた

め 、 そ れ ら の 流 に 努 め 、 ]Ill持りを強化していく。

n 外国人it関して基本的条l買を座り込んだ大llを制定する。

l' 外国人及び受け入れ事業ij得1の実期1'l遍を国る。

P、l 外国人研修生や留理等に対し、開なmの中でm ・ 解 が で き る よ う 、

受け入れ体制・宿合・日本語教青・日常生活保健展a等itついて文選する。

o商工・農林水産業における外国人技能実習生の受け入れを支最する。

o納税・保険制度や帰国担保対策等についてll、 解 及 び 外 国 人 に 周 知 ・ 指

導を国る。

cl 労0条件の確解、受け入れ事業所に対する啓発を進める。

o公共a機 S i 定 所 等 、 公 的 開m関のmを國る。

? 各種事件・事故の?防止、治安体制及びェイ :''等の能 ・展a対策事業

を独化する。

o 国 解 接 、 通 訳 体 制 のm等 国 際 化 を 踏 ま え た 開 lの強化を國る。

o特it、配ブ ロ ー カ ー ・不法風俗業者の摘発と と も it、 エ イ :''等の能の

ll・e開 lの確立を国る。

cl 議1基実推の調査や受統内書を作成するとともに、医基IR対策を進める。

〇 国前ヒm i t 対 応 し た 国 設 流 会 館 ( セ ン タ ー ) の 配 を 国 る 。

拡大するMの国l展交流、産經済界の交流や外国人研修生・県内在住・精在外
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国人間題等、 国際化時代に対応するための総合的Mとなる施設の建設を検討す

る o

o外国人が一時的にi言泊できる施設も併設する。

〇 国家・国益に関わるm (位間題ほか)で、1果民の関心が高いものについて

は 、 県 新 合 2 階 の 県 能 報 コ ー ナ ー で の パ ネ ル 展 等 i t よ り M 的 i t 広 報 す る 。

00 果独自のシンクタンクのM

県内各地域の均行ある発展や県設活の一llの向上を国るため、表域のカラーを

生かした特色ある施策や長jla的 な 開 、 開 発 プ ロ ジ , ク ト 等 の 相 前 究 を 行 う シ ン

クタンクが必要である。

0力 構造改革特区の推進

mの 能 に 応 じ た 規 制 量 和 に よ る 能 解 を 日 指 す 特 区 制 度 を 導 入 し 、 本 県 の

産m濟の活性化を国る。

(!) つくば・東海地区における研開と日立地区の産業集iiを活用し、国際的な

産地聞のもとで質の高い研究開発を推進し、次世代をリードする研究成果を

生むとともit、その成果を実用化・産業化へつなげる「つくば・東海・日立知的

特区」を推進する。

② 鹿島地区をわが国における索材産建再生のモデルとして、国際降力の高いコ

ンビナートへのmと高度な産業クラスターの形成を図るための「自島理済特区」

を推進する。

mi フィルムコミッションの推進

(!) 映 画 や テ レ ビ ド ラ マ 等 の ロ ケ ー シ・ン通影のmや 支 最 を 行 う フ ィ ル ム コ ミ ッ

シ・ン を ll的に推進し、本県の知名度向上と地tt資源の情報発信を國る。

(2) ロケ地日本一の実量を活かし、国内外の話国性のあるロケの設を国ることit

より本県のは力向上や解構を国る。

③ 海外の地関係者などに本県のロケ地の魅力をll的 に P  R し 海 外 か ら の ロ ケ

の 設 を 推 進 す る 。

00 果,民の意向を9まえた施策の推進

o集民の意向や要aが 強 い 構 (保健・福祉・配の充実、經・快適な社会一i

く り 等 ) の経を国るための予算のt点? に 'a!意する。

- 1 的 一



9. 美しい自然・水の保全を国り、 人と地環に
やさしいクリーン環境杜会の形成を国る

県民の健康と生活を公書から守り、 豊かな原土と自然を保護し、 水

と緑の快適な i目いのある理境をつくることは、県政上の重要な田で

ある。産業廃業物や:ごみの滅量化などはとりもなおさず、今日の大量

生産・大量消量・大量廳菜社会の仕組みの転換を国ることであり、境

境への負荷の少ない情理型社会の構集である。そのため、生産・流通・

販売など企業のシステム、地域や提など県民のライフスタイル等々、

すべての杜会構成者が模索し、具体的な行動を起こせるような施策の

推進が必要である。世界湖沼会選の成果が、量ヶ浦(西浦、北浦、常

陸利根川)などをはじめとした湖沼・河川の水質浄化に 発算されねば

な ら な い 。

1) 地康魔境保全対策の推進

環境基本条例が定める環境の保全と創造の基本理1念の実現it向けて、 環境保全施

策を総合的かつ計画的に推進する。

地球環51保全対策の開みとなる「地球温暖化対策実行計画」の行lit計画に基づき、

「環境への負荷の少ない地域社会の構集」it向けて各種it策を推進する。

(!) 構 計 画 の 推 進

a l 日 離 t 本 計 画 に 基 づ い た 開 開 を 國 る と と も に 、 簡 ・ 構 ・ 民 間 団 体 ・

行 解 が そ の 配 とf il分担の下it、環境の保全と創造のための行動を進めら

れ る よ う 、 パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 形 成 を 国 る 。

l可 市町村における姚難t本条例の制定と姚難t本計画の:業 定 を 配 す る 。

t, ,,l 環境it関連するa々な情報を収集し、 集民へ適切な情報を理する。

② m展 行 動 の 推 進

m 設 行 動 条 例 に 基,・き、1果民・設者・市町村及び県が一体と

な,た地斑競保全行動の推進を国る。

「 )  事業者に対して、解にやさしい事業活動の田を国る。

l可 ご み 間 題 か ら 構 間 題 ま で 、 幅 広 い 環 境 間 題 に つ い て の 普 及 税 や 設

活動を行う、県民・企業・行政が一体 と な , た 開 展 県 田 開 lの 聞 を

推 進 し 、 解 動 体 制 の 青 成 独 化 を 国 る 。

tl 環 境 共 生 ・ 情 地 の ま ち,・くりを推進する。

(S) 開 の 推 造
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学校 ・1離 能動団体・企業・市? と? して開 の推進を國る。

2) 富 組h対 書 の 推 進 リ サ イ ク ル 社 会 の 形 成 配

〇 一般l整表物 (ごみ) の設化・分別M・再使用・再生利用の推進

解 か ら 部 出 さ れ る ご み の M 化 と と も i t 、 温 f れ ば ご み 、 分 け れ ば 資 源 の

観点から、院表物の再使用・再生利用を田さ世るためのシステムづくりが必要

である。行政とともに製造業界・流通業界(小売店)や消能は共通の認識のもと

it、それそれの立場で社会的it任のf il分担をしなければならない。

「 )  市町村において、演量化とリサイクルの取り組aがなされているが、m
会 の シ ス テ ム と し て 確 立 し て い く 必 要 が あ り 、 行 政 ・ 関 係 新 ・ 田 等 の 性 力

に よ る ご み M 化 i t 向 け た 開 を 配 す る 。

o市町村における分別排出・収集体制のm等 を 田 し 、 使 用 済 プ ラ ス チ ッ ク

製品の分別m 再 能 化 に 係 る 市 町 村 の ]Ill組を後押しするなどにより、 ご

み減量化・再資源化(再商品イl: )のシステム化を確立するとともit、産解

等の様々な主体とnし、プラスチック使用量の削演や一ッ ト ポ ト ル の 水 平

リ サ イ ク ル に 取 り 組 む 市 町 村 の 拡 大 を 國 る 等 に よ り プ ラ ス チ ッ ク 能 情 環 を

推進する。

o生ごaの 土 M と 田 場 へ の 演 量 を 国 る た め 、  コンポストの普及を推進す

る o

o 食 品 o ス の 削 減 に 向 け 、 「 い ば ら き フ ー ド ロ ス 前 法 プ ロ ジ ニ ク ト 」 を 推 造 す

る と と も に 、 い ば ら きitべきり営力店のm指の拡大や、 i t品関連事業

者等と 通 操 した1果民に対する効果的な書発を実施する。

※ (2) ご み 開 施 設 の 広 域 イ 配

効率的かつ経済的なごa地にあた,ては、市町村枠にとらわれない広域的な

ご み 開mの整備が必要であることから、mごみ処理広城化計画を日まえ、

地域の実情it合わせたごみ処理の広域化を配する。

③ 産地表物の演量化・再開化の推進

産通表物の排出量は、平成 a0年度で1,Ia 万 ト ン と な り 、 nに よ り 生 産

能力が低下していた平成25年度it比べ増加している。 また、最終処分量は 48万

トンとなり、排出量の4.1%を占めているため、指環型社会形成に向け、さらな

る 設 化 ・ 再 能 化 の 取 り 組 み が 必 要 と な っ て い る 。

n 産m物のM化・有効利用を国るため、多量it産m物を部出する事

業所に対して、院表物処理計画に基づき、田画の推進について指導すると

ともに、設化・有効利用施設のmに対する通を行う等、申間処理施設の

聞 を 配 す る 。

o 院 室 物 再 開 化 指 導 セ ン タ ーの通営を強化し、演量化等に関する 11機 、 申 小
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企l業者等に対する設化・有効利用のための解導・相識・情報提修t等を

行う。

0 1業団地における共同処理をmする。

l? 建設工事に係る資材の再前化 等 に 関 す る 法 律 ( 建 設 リ サ イ ク ル 法 ) に 基,・
き分別解体の推進を国るとともit、m物の再資源化を配する。

o 解 工 事 業 者 の 能 を 実 施 す る こ と に よ り 、 ail体工事業者の拉工技術を確保

し 、 適 正 な 分 別 解 と 再 能 化 を 國 る 。

o コ ン ク リ ー ト 境 ・ ア ス フ,ルト境及び発生木材等itついて再生利用の拡大を

国るとともに、建設発生残土などの設副産物については、茨城県建設技術

管理センター建設副産物リサイクル設部の活用などにより、その有効利用

を国る。

o 再 生 砕 石 の 開 の 不 足 が 理 ま れ る 場 合 に は 、 開 量 に 余 裕 が あ る  「道路

用 の M 」 (天 然 の 原 石 を 津 い て M に し た も の ) の ll的な利用を國る。

cl 建 設 副 産 物 の リ サ イ ク ル を 配 す る た め 、  リサイクル建設資材識l制度を適

正に通営し、公共事業におけるリサイクル製品の率先利用を推進する。

o 設 関 係 者 等 を 対 象 と す る 構 習 会 な ど 普 及 設 に 努 め る 。

t, ,,l 設由来の聞濟 み プ ラ ス チ ッ ク itついては、 リサイクルを基本とした適正

処理を推進する。

目 石材端材の能化・再利用の配を國る。

的 地元市町村の意向を一i t略まえながら、 リ サ イ ク ル 関 通 者 のコl業団地へ

の立地を国ることにより、院表物のリサイクル及び適ill処理を推進する。

④ 家書部せっ物や木くずなどの'fイオマス(有換性資源)の利活用を推進し、循

理 社 会 の 実 現 と 設 ・a村 の 願 を 国 る 。

〇 商 防mの推進

n 構 の 投 減 に 向 け て 、 配 ・ 指mi の強化や発見・通報開lの 税 を

国り、早期発見・早期対応を行うとともit、廳プラスチック類の大量增演など

の不i的 i な 保 管 を 行 う 事 業 者 等 に 対 す る 指 導 の 田 ヒ 等 に よ り 、 商 に 関

する田の不安解消に努める。

l・ 設物等解体願物の不法投集防止のため、解体工事業者や産m物処理

許可業者への適ill処理の指導や啓発を行う。

01 産m物処理業の許可業務ll、標準処理期間内処理に取り組む。

〇 配 願 物 の 適 i ll処理の推進を国る。

(i) 有書使用済機器保管等業者に対する監視指導体制の独化を国る。

〇 再 生 製 品 の 利 用 開 を 推 進 す る と と も に 、 環 境 関 ll業の育成を國る。

(11) 産m物の県内組l入の事前観a lt つ い て は 、 こ れ ま で の llや現状等を略ま

え て 前 の う え 、 可 能 な 部 分 に つ い て は 通 制a和を国る。
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〇 1屋油引取税の課能除の特例の申に、「民表物処理事業を営む者が院表約の申

間処理施設itおいて専ら願物の処理のためit使用する能の動力源の用途」を

含める。

社会経済の進展に伴い、 昭和47年頃からt,浦 (西浦、北清、 常陸利制 I T) な

どの水質汚商が進んでおり、公害防止条例・i? i防止条例に基,・く対策を推進

した結果、一時は10(ag/'tif を上回つていたCODは、近年は改書優向にある

も の の 、 構 の 3  h / 91)に比較すると高い水i l lとな,ている。

量f浦の流域は22市町村にわたり、その流域に約100万人が生活している。 ま

た、高いCODを示している前川、新利測ll、新川など56の流入河川があり、そ

こから流れるC 0 Dの負荷量の割合は生活排水が17%、書産系12%、事業系9%、

e地 や 市 街 地 な ど か ら S 2 % ( 令 和 2 年 度 調 べ ) な ど と な っ て い る 。 県 民 に と っ て

重 ヶ 浦 は 地 や 設 ・ コl業などの重要な水源であるばかりでなく、やすらぎと酒

いのある、意いの場を解する自然の室庫でもある。水質静化とともに田な自然

環境の保全・創出ll、県政のみならず1果民にとっても重要な課題である。

量ヶ浦の水n化を設するために、平成19年3月に改正した「重ヶ浦水質保

全条例」に基づく下水道 一 農業集組非水施設、事業所の排簡制や、平成20年度

に 導 入 し 、 令 和 4 年 度 か ら 令 和 8 年 度 ま で 5 年 間 開 間 を 理 し た 開 沼 開

裁 を 活 用 し た 生 前 簡 な ど 、 こ れ ま で の i ii化対策の一llの拡大・強化を国ると

ともに、水質の割ヒしている河川流域での面源対策を独化するなど、水質静化の進

展を國る。

(i) 重 ヶ 解 セ ン タ ー の 効 果 的 な 利 活 用 を 国 る た め 、 新 た な 構 の 導 入 を 国

り、制確進体制を独化する。

n 湖沼の環境間題に関する調査研究・新開発について、精や研究換関等と

配し、効果的it推進するとともit、研究成果の利活用と発信it努める。

ll 学校教青とmし' 環境教青 一 学習、市民活動とのll- 通 な ど を 推 進 し 、

M 設 と も 聞 し た 効 果 的 な マ ネ ジ メ ン ト に 取 り 組 む 。

t, ,,l 重ヶ浦の水や自然it直接ふれながらの体験学習、野外でのiii化実験'Pその効

果 を 解 ・ 体 l l l で き る 野 外 フ ィ ー ル ド のmを 前 す る 。

目 国がmし て い る E グ開岸の目然再生地区を湖岸の續物や魚等の生l態系を

能 で き る 場 と し て の 活 用 を 国 る 。

② tヶ清の水質浮イl対策の接独化

? E グ浦に係る湖沼水質保全計画や条例に基,・く総合的な対策の展開を強力に

進める。

o 下 水 道 ・ 開 経 般 の M 及 び 前 設 に よ る 接 i 津 の さ ら な る
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向上、 重素・ リ ン が 除 去 で き る 高 通 制 ヒ 常 の 設 置 を 配 す る な ど 、  生

前 簡 の 充 実 強 化 を 国 る 。

o水質浮化意機の高場を国るとともに、解動団体の支最・青成に努める。

cl 流 域 に お け る 開 に 関 す るmを 分 か り や す い 形 で 解 す る と と も に 、 流 入

河川流域単位での制ヒ前を推進する。

o tヶ清に流入する河川等の制ヒを国るため、河川mを推進する。

o 設 ・ 書 産 ・ 構 な ど の 田 と の 調 和 を 國 り な が ら 、 負 荷 削iま対策を進め

る o

ll tヶ清の水質静化を図る '=め 、 開 が llした浄イt放術の開発を推造する。

01 1劃E し・ん せ っ な ど 湖 内 水 開 解 設 を 推 進 す る 。

目 重ヶ浦の自然再生it努めるとともit、演ll開 境 の 保 全 の た め 、 ョ シ な ど の 水

生社物帯の造成やョシ刈り等の開動を推進する。

的 市街地やe地 な ど 面 源 か ら の 開 負 荷 削iま対策を推進する。

? ァ メ リ カ ナ マ :''等の末利用魚の演選回収を通した、湖内からの重業・リンの

取り出しによる水質静化を推進する。

lト) 常国ll水門の算力的な開閉を配する。

〇 下 施 ・ 開 経 設 の 計 画 的 な 聞 、 及 び 重 業 ・ リ ン 除 去 能 力 が 高 い 高

度処理型浮化,F9の設置便進を国り、公共用水;tiの水質汚高防止に努める。

o制ヒ常についてll、点検・清1;i・法定検査が適切に行われるよう設置者への

啓発・指導を強化する。特i t、開沼環境8tなどの補動事業itより配さ

れた高度処理静イ略については、法定検査の受検率が100% と な る よ う 取

組を強化する。

o 開 的 か ら 合of処理差Pイ日l9への転換をさらに配する方策について、

市町村と一結に前・研究する。

om の開負荷を削減するため、台所流し台の観11日ストレーナ及び

三角コーナーの使用を推進する。

〇 農地・市街地からの流出構区として指定した地区(山王川、算田川流域)

について重点的な対策を実施する。

(ii) 小 規 模 事 業 所 か ら の 開 負 荷 を 削 減 す る た め 、 部 簡 指 導 を 強 化 す る と と も

に 、 排 M 設 のm田 を 国 る 。

X @ 滴沼及び牛久沼の水質保全の対応方針に基,・き、総合的な水質保全対策を推進

するはか、千波湖it対しても水質iii化対策を推進する。また、11tヶ時市が牛久沼

潮畔で計画している「道の0t」のmに併世て効果的な水質浮イl対策を推進する

な ど 、 成 果 を 「 見 え る 化 」 す る こ と 。

o ラ ム サ ー ル 前 開 前 で あ る 福 沼 の 水 開 ヒ を 推 進 す る 。

Ill) 特 に 都 市 河 川 ・ 組 沼 等 公 共 用 水 域 の 商 防 止 対 策 を 強 化 す る 。
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lie (!) 2 0 5 0 年 ヵ ーポンニaートラルの実現に向け、県地it温l受化対策実行計画に

国の野心的な削減日標と同等の日標を定め、二設イ解など温ヨ効果ガスのa度

増加it伴う地球温暖化の抑制や、 温暖化i tよる気前の影響への適応i t取り組

a、mレベルの地it温l受化対策を推進する。また、早急に2050年一a化tif

前出実質せ口を表明し、地球的な]Ill組を全県的に加通させる。

n 森 林 の 保 全 ・ 聞 や 前 i t よ る 線 地 の 創 出 を 配 し 二 酸 イ 田 吸 収 源 対 策 i t

努める。

Ill また、温量効果がスの部出・吸収の限等について識論するとともに、「い

ば ら き カ ー ボ ン,ユ ー ト ラ ル 産 業ll点a li 出プロジュクト」i t地産地消型のバイ

オマス発重も対象とするなど、 そ の 拡 充 な ど を 前 す る 。

② mと共生した再生可能エネルギーの導入や省エネルギー施設のmについて

総合的な取り組みを推進する。

「 )  省 エ ネ ル ギ ー型都市づくりを推進する。

o公共施設等についてll省エネルギー換器を導入する。

l・ コi3'P l期E物処理施設から発生する熱エネルf一等、末利用エネルf一の利

用個建を国る。

tl 河川水・下水等の温度差,ネルキーを利用したm? シ ス テ ム や 、 ソ ー

ラ 一熱mシステムの導入を推進する。

目 省 エ ネ ル ギ ー型住宅設の個性、省エネルf一型機器導入の普及を国るため、

補動金・設などの拡売を國る。

的 太開電を公共施般等it導入するとともit、住宅'P事業所への普及を配

さ世る。 また、m会との共生を国り、太ll光発till設のm入 を 田 す

る o

? 家民 it普及した住宅用太開電の有効活用を国るため、書能の導入を使

進する。

lト) 地 球 温 暖 化 対 策 に 有 効 な 新 目 動 車 と 売 前 の 普 及 を 國 る 。

〇 事 業 者 の 省 エ ネ ル f 一 構 や 県 民 i t よ る 温 暖 化 対 策 の た め の 開 を 推 進 す

る o

n ェ場等の大規樓部出源対策の強化を國る。

l・ 省エネルf一診新員の0itiil P 表 域 エ コ 構 l度の推進などitより、中

小通換事業者における省エネルギー対策の支最を行うとともに、年間を通じて

冷 解 を 適 切 に 配 し 、 ヨ 温 に 応 じ て 股 の 調 節 を 行 う ]Ill組など、環境にやさ

しいビジネススタイルへのllを 配 す る 。

01 通における省エネの取り組みを理する1晨民通動「いばらきエコスタイル」

- 175-



を推進し、 エ コ チ ャ レ ン ジ 設 な ど を 展 開 す る 。

5) 公 書 防 止 と 自 M の 保 全

〇 公害環境汚染の未然防止

n 公書の防止及び自然環境の保全itついて、適正なllが な さ れ る よ う 環 境 影・商法及び条例の適切な通用に努める。

l可 有害物質による地下水汚染の田査、対策を進める。

t, ,,l 広ll困it聞さ れ て い る 化?質itよ る 環 境i号染の? 防止対策を進める。

また、残管性の高い有機フッ素化合物などの化学物質については、mでの存

在状混を極し、当設物質の適1];処理を推進する。

(2) ダイオキシン類・環境ホルaン対策の充実

「 )  ダイオキシン類に関するmの監視及びmホルモンに関する相前究を一

属 推 進 す る と と も に 、 1 果 民 に 対 す る 解 に 努 め る 。

〇 アスペスト使用建集物への対策を進めるとともit、アスペスト使用建集物解体

時の飛散を防止し、適正な処理を確保するための施策を実施する。

④ m設 に つ な が る 高 度 処 理 ( 重 素 ・ リ ン 等 の 除 去 ) のmを ll的に導入し

ようとする中小企業it対する電It資制度の充実を国る。

〇 地下水く a上げによる地雄沈下の実態解明と、その防mを推進する。

@ 目然mの保全と線化の推進

n 自然公園の開と利用の増進を国る。

l' 身近に自然と般れ合える場のmを 国 る と と も に 、 自 然 田 教 青 の 推 進 と 自

然保ii展想の普及書発を國る。

o 本 県 の 開 を 装aする平地林や里山林の保全・聞を推進する。

01 国民の視日「山の日」の普及推進に向け、幅広い県民選0としていくため、

山・岳関係の民間団体などとの聞を推進する。

? 都市m や花と録の都市一i くりを進め、住宅周mの造成・保全it努

める。

m 造林・水預地かん基などと関連の上、 lit本 的 融 随 成 、 住 解 を 樹 立 ・

推進する。̃ 野 生 爲 9 大 に よ る 農 前 のEa止対策等を推進し、野生爲llとの共存を國る。

X lト) 河川、湖沼、解等における生l態系保全等のため、ナガェツルノゲイトウや

ミ :''ヒマワリ、アライグマ等の特定外来生物の防除を推進する。

(i) 自動章台数・交通量の增加に伴い、ディーゼル排気複粒子による大気汚梁やE

書、二設イ解の部出による地球温暖化等の環境間題に対処するため、行政・事

業者や県民が一体とな,た総合的な交通公書対策の推進を国る。

M) 新 白 動 章 ・ ハ イ ブ リ ッ ド 章 ・ 解 配 白 動 章 等 の 次 世 代 白 動 章 や パ イ ォ 始
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料の普及を國るとともに、 特に公用車への導入を推進する。

10 ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ な ど の エ コ ド ラ イ ブ の 普 及 配 を 国 る 。

6) 原子カ'拿't i,時の強化

(i) 全ての原子力関連ii業所itおけるiii全管理体制の強化

「 )  多 t 構 シ ス テ ム の 能 を 推 進 す る 。

l可 能した要全管理教育による管理体制の強化を國る。

t, ,,l J CO臨解故、東日本大量災itお け る 簡前福島第一原発事故などを国

まえ、原子力施設の安全対策の一属の充実・独化に努める。

目 高経年化(老Ill化)対策や放射性l整表物の処分間題への対応などに万全を期

す よ う 、 国 や 関 係 換 関 等 i t 前 i t 0 き か け る 。

m 国立研究開発法人日本原子力研究開発開において、義一的かつ一元的な安

全管理体制の確立を國る。

(2) 危換管理体制の強化

?) 初動体制の独化を国るため、現 地に お け る 対 第 本 部 ( オ フ サ イ ト セ ン タ ー)

と原子力能時通・研修センターとの一体的な運営体制を福島第一原発事故

を営まえて再構集するよう、国it対し強く求める。

l' 教 青 ・ 配 ・ 相 批 ・ 通 信 ・ 交 通 通 llなど、m設への情細1護体制の独化

を國る。

t, ,,l m設・違路f開l最、ii回 路 な ど の 聞 を 国 る 。

c1i搬;llは、県内でMすることを基本に改めて前を操め、県内での仮設住

宅の建設に要する用地の通定などを同時並行的に推進する。

目 ll者の治a'P住民のM調査などのできる、専門的病院'Pi始fill利用高度

治 藤 セ ン タ ーのmを国る。

的 防災に関する新研究・開発を進める。̃ 福島第一原子力発電所事故itついては、引き続き能した事故原因の究明を

行い、新たに得られた知見については、その設、適切に安全対策に反映さ世

るよう、国に対し強く求める。

lト) m構 や 解 制 、 新 の 通 営 体 制 、 社 会 福 tif施設入所者等要配」〇者の

構に要する車両確保などの藤題に対し、関係機関と相互にmして取り組む。

③ 原子力に関する正しい知 Iaを普及するための教育・広報活動を推進する。(原

子力教員セミナーや小冊i'itよる教青・広報活動など)

o原子力に関する情報を開し、一元的かつ分かりやすく発信する。

o原子力災害の研修を受器した教llに対し「修了証」を発行し、量修者の視

宣 化 i t よ り 、 教a員の自信や開者の安心感の向上を国る。

〇 原子カm般等の所在及び周辺市町村に交付されている重源三法交付金の対
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m囲の拡売について、 国に強く〇きかける。

(ii) 原発事故子ども・被災者文點ll基本方針it基一iき 、 必 要 な 構 を 講 じ 、 ll者

の不安解消に努めるよう、国に対し独く求める。

@ 現在、本県における安定ヨウ素剤の事前配布ll、PAZ日内屠住者及び日外か

ら日内の事業所への通動者を対itとしているが、 日外から日内への通学者がいる

学 校 に 対 し て も 配 能 の 位 を 国 る 。
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10. 防災・治安保持体制をa化し、 果民生活の
安全it保を国る

(1) 能 が 表 心 し て 平aに暮らせる書康力の充実と書豪活
動の強化

集 社 M の 変 化 を 反 映 し て 、 流 解 や ll事故が多発するなど、治安Ill9は厳

しい状1見i二ある。このような中で、田の予防、ll、交通事故の防止等にm的

に取り組み、要全で安心して基らせるm会を確立するため、各Ill広報書発活動

や 防 犯 ア プ リ 等 i t よ る 開 i t よ る 県 民 の デ ィ フ ュ ン ス 力 の 向 上 、 防 犯 イ ン フ ラ

のmをはじめとする響察体制の充実独化を一属国る必要がある。

〇 解 接 を 税 強 化 す る た め の 対 策

n 重解及び重前 解の?解 の た め 、?配l継文選シ ス テ ム の 聞

充実を国る。

l可 広m力 及 び 国 開 力 の 強 化 を 國 る 。

o 広 能 解 i t お け る 商 のmび そ の 活 用 を 国 る た め 、 接 通 シ

ステム等のm ・充実を国る。

o 国 解 接 及 び 通 訳 体 制 のm税 を 國 る 。

t, ,,l ? 力の充実強化を国る。

cl 適 正 な 解

cl 現場資料の消失、散ll、汚染防止

o 現 開 の 能

o ll・ 構 研 及 び 解 門 の 情 秘 l 有 に よ るnの独化

目 商 の 研 さ ん とaれ た 接 官 の 育 成 を 國 る 。

的 解 指 の 視 点 i t 立 ち 、 き め 細 か な 前 れ の な い 通 前 を 推 進 す る 。

o関係機関・団体とnした支最体制の充実を国る。

c 1 i l l i 開 建 害 者 等 の 解 的 、 精 神 的 負 担 の 軽 減 を 國 る 解 の 税 を 國 る 。

o 「 性 基 力 被 書 者 サ ポ ー ト ネ ッ ト ワ ー ク 表 域 」 の 配 を 強 化 し 、 性 基 力 等 被 書

者に対する総合的支最を推進する。̃ 搜査活動に対する1果民の性力確保構を推進する。

lト) サ イ パ一犯Ill対策を推進する。

法) 初 動 llの高度化を推進し、検学率の向上を国る。

lリ) 開 を 地 さ な い た め に 、 死 因 究 明 の 能 と 体 制 の 税 強 化 を 國 る 。

に) 客 E llを重観した適1111選 査 を 能 す る 。

的 田 の 未 然 防 止 と 被 最 者 の 理 構 に 登 す る た め 、 田 や 班 事 解 の 多 発
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地区などへの街頭防犯カメラの設置を配する。

※ l9) 迅 速 か つ 的 確 な 初 動 前 の 強 化 の た め 、 通 信 指 令 シ ス テ ム 、  1 1 0 番 映

像通報システム等各種システムの有効活用を國ると共に県民への周知に努める。

0 )  要人書i重の重要性を踏まえ、Wに万全を期す。

(2) m解 の 聞

「 )  事件・事故発生時の印応体制を確立するため、M宿合のm ・改書を進め

る o

l・ 前 を 強 化 す る た め 、 統 章 商 、 装 備 資 開 の 増 強 を 国 る 。

③ mの增員等

n 前 、 そ の 他 の llの増員を國り、1果民の要望や相識等に的確に応えられ

る体制を確立する。

l' 女 性 響 察 官 の 採 用 ・ 登 用 の 拡 大 を 国 る と と も に 、 地 開 が 0 き や す いa
開 づ く り を 進 め る 。

t, ,,l 響集at員it対する特別動t金等制度の適正な? を国る。

〇 基力団総合対策の推進

n i力団員の]Ill持 り 、 田 解 及 び 鏡 器 集 物 地 の 能 解 を 國 る 。

l・ 行政対it・民事介入,B力等事犯の解を国る。

01 基力団関係企業等に対する解りの独化を国る。

? i力団対策法の効果的な運用及びi力追放推進センターと 通 操 したi力団排

開 を 推 進 す る 。

m 茨城県基力団排除条例の効果的通用と周知活動を推進する。

⑤ 通m業 能 事 開 の 推 進

大規程災書発生時itおけるll者の観l器導、救出識11等災書対処能力の向上

を國り、能の安心安全確保に努める。また、原子力災書に備えた資開の整備・

統 や 関 係 換 関 と の 聞 強 化 等 各Ill対策を推進する。

〇 地域it根ざした經・安心活動前の推進

「 )  良好な治安を確保するため、mに書着した活動の充実・独化が求められて

いることから、引き競き通回配による防犯指導等に一属取り組むとともに、

企 業 等 i t 対 す る 解 の 発 生 状 況 等 の 構 や 防 犯 指 導 な ど の 取 り 組 み を さ ら

に推進できるよう、m力の体制独化に努める。

l可 交 番 ・ B 新 の 基 盤 をm し、生活要全センターとしての換能を強化する。

t, ,,l 日常活動の中で気flit実施できる「ながら見守り」を広く推異するなど、地

域 接 に よ る 開 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 に 対 す る 支 最 体 制 lを独化する。

目 m田 の 不 安 を 解 消 す る た め の パ ト ロ ー ル 能 頭 活 動 を 強 化 す る 。

的 総 合 相 能 口 等 i t よ る 解 設 書 の 充 実 強 化 を 国 る 。̃ 開 キ ャ ン ペ ー ン 等 に よ る 広 報 願 と 、 子 ど も と 女 性 を 性 田 等 の W か ら
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守るための対策を推進する。

lト) ス ト ー カ ー ・DV被書者の立場it立,た迅速かつ的確な対処を国る。

【新Ia】 法) 性基力Wのmを日指すためには、性田の再犯防止を国る例面も通

要 で あ る こ と か ら 、 性 理 性'l 力 加 者 者 に 対 し 、 相 前 応 や 社 会 解 の た め

の文選の強化it取り組む。

(i) 少年の非行防止とe全な青成

? 関係機関・団体等と違操 し、少年の健全育成・立ち直り支通活動を推進する。

l・ 新 開 の 街 頭 補 精 を 推 進 す る 。

01 少年による大麻等業物書L用事犯の未然防mを推進する。

目 イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 の 通 ポ ル ノ 等 少 年 の 福 祉 を 害 す る 解 の ]Ill持りを強化

する。

m 開 般 の 法 口 の 充 実 を 国 り 、 少 年 の 非 行 ・ 象 出 ・ 田 解 ・ い じ め や 自 投

の精防止及びその兆候の早期発見に資する。

? 関係換関・団体・地域社会等の配itよる少年を取り i量iく有書環境の制ヒ活

動を推進する。

o S N S等に浴む危能の周知や解構防止の広報書発活動を推進する。

〇 最定族対策の推進

「 )  あらゆる法令を適用した基理等解りの推進を国る。

l? 県・学校・その他関係換関団体等と 通 操 したm ilの高?を國る。

t, ,,l 基造がい集し、基定行あが行われ、または行われるおそれのある場所itつ

いて、管理者とnした道路改良等による基走行おを防止する対策の推進を国

る o

※ ? 数 や基造相 設 員 と の 配 及 び 開 者 へ の文選を強化し、基定行あの防止

に関する情報収集や啓発活動を推進する。

@ 鏡器・集物の]Ill持り強化等、生活の要全確保と良好な社会生活環境の形成

n 宣 前 l、 施 危 険 ド ラ ッ グ 等 薬 物 の 乱 用 防 止 対 策 及 び 解 り 並 び i t 風 俗 環

境の制略動を推進する。

l可 鏡器と火集類の税所持の]Ill持り、高圧ガス等危険物による事故防止及び放

射性物質のiii全対策を推進する。

o基力団によるi職発11重1事件等の鏡解をmするため、基力団の武器庫及

びn ・ 密 売 地 を 申 心 と し た 効 果 的 な 学 鏡 ]Ill持りの強化を國る。

t, ,,l 特定商取引事犯及び利前器nit係るM 法やヤ ミ 金fillなど、社会

問題化している県民生活を書かす生活経済事犯の解りを独化する。

目 願 物 地 、 不taj];残二l事IE、水質汚商事IE 等 の 解 構 を 推 進 す る 。

的 不正8油防止対策のより一llの強化・推進を国る。̃ 食品のal 装 表1111等 、 食 の 空 全 ・ 空 心 に 係 る 前 の 解 り を 推 進 す る 。
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lト) 住宅侵入itl選・目動理の予防対策、検学対策を推進する。

lilt 来日外国人犯Ill対策の推進

「 )  来日外国人の実期1'l起を国るとともに、地域安全対策の推進と来日外国人の

保護を國る。

同 グoーパルイt複向にある外国人組裁犯罪に対し、解を効果的に適用し、

開 の 解 明 とmを推進する。

01 税 將 在 ・ 税 解 外 国 人 の ]Ill持 り と と も に 、 構 留 外 国 人 を Ia用する不

法 前 動 長 や 在 留 カ ー ド のa造 な ど の 解 イ ン フ ラ の 摘 発 を 国 る 。

目 関係行政機関とnした、在管外国人の安全の確保に向けた総合対策を推進

する。

的 響基et員it対する各種タl国配の充実を国る。̃ 県 内 を 前 れ る 外 国 人 能 客 等 が 解 章 両 を 能 に 理 験 で き る よ う 、 パ ト カ ー

への「POL I CE」表記を推進する。

lt1) 県民の要ヨ・意見の把通とi直実な対応

「 )  各響察9に設置された響察9t90i会の活性化を国る。

l可 者情申し出等に適切に対応し、県民の意見を反映させた業務の改善を國る。

2) 交通空全対策の強化

〇 要全かつ円滑なm のm
n ill行者・自転章利用者等の經確保

o 歩 章 解 信 号 機 ・ 高 開 感 応 式 信 号 機 ・ 能 前 者 用 信 号 機 のm、被

構 の 設 置 、 通 開 の 視 認 性 の 向 上 を 推 進 す る 。

※ o 信 号 換 の な い 校 開 へ の i i i 全 対 策 を 進 め る と と も i t 、 歩 開 新 点 演 換 な

どを、検新歩行者の聞保に資する物理的デバイスの1つとして道路管理

者である目治体に提 集する。また、交通指導]Ill持り等、1果民の歩行者保ii意

識の向上を国る開itついても器せて推進する。

o 歩 道 ・ 自 転 解 の 自 転 章 通 行 環 境 のmを0きかけ、自転解用通行帯等

の解制を実施して、目転車及び歩行者の要全確保対策を推進する。

l・ 遭路交通の經と円滑化

o I T S の 活 用 、 信 号 機 の 新 設 及 び 改 良 、 効 果 的 な 交 通 温 制 、 解 施

設の整解によるm験個所の解消などにより、 理の安全と円滑化を図る。

o老Ill化した信号換やm・標示などの交通1111全i般 の 計 画 的 な 聞 を 推

進する。

cl 交 差 点 通 、 開 ・ ,f イ パ ス のm及び付加車線、簡易パーキングエリ

ア の 聞 を M 的 i t 推 進 す る 。

cl 交差点及び1醫切の改良や立体化を推進する。
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o 高 配 の 対 面 通 行 区 間 の 要 全 対 策 を 配 す る 。

t, ,,l 総合的なB章対策の推進

o 交通情3及びmの変化に対応した関制の見直しを推進する。

0 1願 性 、 危 能 、 通 性 の 高 いIE章建反を重点に]Ill持りを推進する。

(2) 交通ii全教書緒iトit基一i く交通ii全教青の推造

「 )  官民一体とな,た交通安全教青体制の充実独化

l可 生 選 に わ た る 段 階 的 か つ 体 系 的 な 田 育 の 実 施

o動児から高1tt者it至るまでの各年1tt1lit対し、心身の発建の度合いや、交通

社 会 へ の 前 の 開 に 応 じ た 適 切 な カ リ キ a ラ ム に よ る 交 通 安 全 教 青 を 実 施

する。

o自転章事故の地や一レ メ ッ ト の 前 前 果 i t つ い て の 広 報 開 前 を 推

進し、田者に対しては、動児や田が自転章に乗章する際のヘルメットの

着用の能を國るほか、全ての年e属の目転車利用者に対しても、ヘルメッ

トの着用を推異する。また、 ーレメットの着用向上のため補動金の創設等を

前 す る 。

01 參加・体験・經の交通要全教育等の推進

o実際の交通の場面it印した經な通行:11111が習得できるよう、参加・体験・実

地の交通安全教青を推進する。

o全ての目転車利用者に対し、「目転車安全利用動lf」等を活用したルールの

周知を能するはか、受精の年船日it応じ、その教青効果が高まるよう内

設び手段を工夫した交通安全教青等を推進する。

③ 交通要全活動の強化

cl 飲酒通転根絶の見地からも、県内自動m行業の業書の適正化it向け必

要な指導や支最を行う。

n 高 能 の 通 事 故 防 止

o統や市町村、地域交通1111全活動推進委員、交通fill 全 母 の 会 等 と の 配 11:よ

り、高i清世帯を直識 1問しての具体的交通安全指導を推進し、高開の交

通事故防止を國る。

o 部1知換 能 解 及 び 高開 を円滑it実施し、? ・受講待ちの一IEの改善

を国る。

o市町村・交通要全t8会・地t校通要全活動推進委員など、mの要全教育a
と の 配 を 強 化 し 、 田 青 ネ ッ ト ワ ー ク の 充 実 を 国 る 。

o 高ISI通転者に対する前・体l l l ・經の交通安全教青を推進する。

o夜間の通事故防止のため、タ基れ時のへツドライトの早め点ll「やこまめな

上下切換の普及配を国るはか、反射材の着用配を国る。

o限に不空を感じている高ii通転者が、 白 主 的 に 理 許 配 の 返 納 を し ゃ す
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い環境をmするため、 各目治体に対し、 免許返納後における移動手段の確

関 、文選期i,の流を0きかける。

l' i沙年通転者の交通事故防止

cl 要全運転管理者性a会や関係換関・団体と 通 操 し、書少年が程〇する事i建所

i tおける通転者管理の能と交通マナーの向上を国る。

cl 響察と県教青庁のnにより、高校生に対する通転免許取得前の教青を充実

する。

t, ,,l シ ー トーレ ト 及 び チ ャ イ ル ド シ ー ト 着 用 のm
cl 各 種 構 習 会 な ど を 通 じ 、 全 席 シ ー ト ベ ル ト の 着 用 及 び 適 正 な チ ャ イ ル ド シ ー

ト の 着 用 能 を 呼 び か け る 。

目 校 W 商 の 交 通 事 故 防 止

o歩行者に対する保l度意機の向上及び検新歩道におけるルール通守と安全な交

通 行 動 の 配 を 國 る 。

〇 通転者施策の推進

「 )  初心者通転教青の充実

o 指 定 目 動 地 所 に お い て 運 能 許 を 取 得 し よ う と す る も の に 対 す る 開 及

び取得時田を充実する。

l' 通転免許取得後の教青の充実

o 地 に よ る 指 導 、 解 な ど の 活 用 に よ り 、 新 時 構 習 、 高 能 能 等

の各種法定調l習を充実する。

c1iBE免關i得者教青m定制度を通じ、 1已lti者に対する実技教青の拡大を國る。

⑤ 車両の要全性の確保

n 不 正 改 造 章 商 等 i t 対 す る 解 り を 通 じ 、 章 商 の 田 を 確 保 す る 。

l' 解の一属の向上を国,た章両の普及啓発を推進する。

01 軽目動車の不正登録防止のため、関係省庁や団体等と連総体制を確立し、不

解 i t 関 す るmを行うなど配を書itし、各種対策を推進する。

l重) 道路交lf験序の総持

n ] 1 l i持りに必要な装備・資前の税を國るとともに、通事故の発生状混を

略まえ、交通事故防止it資する配性・危解・ii随性の高い違反it重点を置

いた交通指mりを推進する。

l可 通学路や生活道路における通生徒やm田の要全を確保するため、通学

路等における交通事故発生状況、地域住民からの取締り要ヨ等を把aした上で、

移動式オーピスの効果的通用を国る。

X 〇 交通事故分析の高度化及び分析の成果の活用

※ n 交通事解を総合的・科学的it分析し、交通事故の地を的確it把通する

と と も に 、 班 事 解 新 の 高 度 化 ・ 構 化 を 国 り 、 効 果 的 な 班 事 設 防 止 対 策
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を推進する。 また、 交通事故分析の成果についてll、 1 果 民 へ の 解 を M

的it推進する。

〇 損 書 M のi的i化

n 目 動 理 害 M 解 険 の 税 や 解 解 両 対 策 の 能 、 目 転 車 通 学 の 全 て

の児重生提it対する自転章保険の加入配を国る。

l' 交通事1tf相般所の活動の独化や自動章事故観i者等に対する支最制度の充実

を國る。

(11) 業 の 經 確 保

aの安全な通行を確保するための道路交通環境のmを推進する。

n 通学路などの日常生活に密着した通について、要全性の確保と利便性の向

上を国るii点 か ら 、 通 学 路 の 地 な ど を 重 点 的 i t 進 め る 。

l' 幅員の決小な道路についても、通学路の安全の確保を国る。

01 登 下 校 時 の 能 に よ る パ ト ロ ー ル の 強 化 を 國 る と と も に 、 P  TAや民間団体

などの憶力を得て地域ぐるみの見守り活動をさらit強化する。

3) 地最など大lao茂書 Ill]応体制の量備

平成23年3月 11 日の東日本大量災では、 東北地方から関東地方の沿岸部を中心

に甚大なWが発生した。この教tnlから、行政の災書能事;態の管理体制、m者

に対する設済・復典構など、多くの課題を学んだ。何よりも、「111害に強い県土

i く り 」 「 災 書 に 強 い 前 づ く り 」 が 重 要 で あ る こ と を 知らされた。中央防災会a
が発表した「首都直下理対策事門蘭査会報告」で、本県南西部を中心に32市町

村が農度6弱以上の補れが子想されており、表城県沖で30年以内にM6.9̃7.6の

地震が70%程度の確率で起きるとの子測が政府の地震対策本部から公表されてい

る。また、台風・大商などの大温換自然災書や火災などの恐れもあることから、地

域田の要全を確保するため、県が改定したm防災計画等を踏まえ、災害印応体

制の充実強化を国るとともit、災書it強い集土一i くりを推進する必要がある。

(!) 災書能事;態の定機管理体制の開

? 解 のa点と し て 配 さ れ たt 般 センターの:a正な管理通営を図る。

o 防 災 開 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム i t つ い て は 、 東 日 本 大 量 災 等 を 略 ま え 、 関 連

システム等とのm能独化等を国る。

o 防 災mネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム を 活 用 し て 、 通 ・ 的 確 に 災 害 時 に お け る 情

報 収 集 ・ 能 を 国 る 。

o ア マ チ a ア 開 等 民 間 の 開 を 活 用 し た 情 細 1 護 体 制 の 確 立 を 国 る 。

l可 能 時 に お け る 円 滑 な 通 解 の 確 立 を 國 る 。

t, ,,l 住民へのm を 配 す る た め 、 洪 水 ハ ザ ー ド マ ッ プ 津ailハ ザ ー ド マ ッ

プ 及 び 土 砂 災 書 ハ ザ ー ド マ ッ プ を 作 成 す る 市 町 村 へ の 前 llを 行 う 。

- IM-



01 災害時における対外交泌や災害対応を通に行うため、 災害対常本部とa会

との連携体制の強化を国る。

m 首都直下地量に備え、東京都などとのnに よ る 支 最 体 制 を 開 す る 。

X ? 災害の広域化や発災直後の選 難ifiの設置などの初動対応に的確に対応するた

め、 い ば ら き 災 書 対 応 文 l l チ ー ム や 田11:よる人的文ll体制の充実を国る。

I t) 総合防災前はについて、大通換災書に対応するための広関を想定した前l

ll日の見直しや市町村の実情に応じた開催方法を市町村の意見もMきながら

前 す る 。

法) 能時や災書時に、前者や高開、外国人など一般的に情報が届きにくい

と言われている人々にも、必要なmが 構 に 属 く よ う 、 テ レ ビ 放 送 に お け る

新 i t つ い て 国 等 i t 0 き か け る と と も i t 、 県 防 災 危 換 管 理 ポ ー タ ル サ イ

トにおける災書関連情報の多言i言表ll!について県民に広く周知する。

lリ) 市 町 村 の 業 M 計 画 の 申 で 、 国 が 必 ず 定 め る べ き と し た 「t気 、 水 、 解

等の確知「災害時にもつながりやすい多機な通信手段の確保」など重要な6

要素全てを虚り込んでいない市町村については、内容の充実を国るため、実効

性の確保に向けた通を強化する。

(2) ll者 の 前 ・ 組al体制の確立

「 )  他都道府県等との広域的な相:Ei応最体制の充実を国る。

l可 能 ・ 消 防 ( 救 急 車 ・ 消 防 車 )  ・ 目 衛 出 工 ど に よ る 開 開 lを確立し、

地域住民itよ るm訓Iaを実施する。

o 特 に レ ス キ a 一 は の 青 成 と と も に 、 前 資 前 のmを進める。

cl 救 急 用 へ リ ポ ー ト のmを國る。

o各種防災用品の備書倉11及び各地区の防災l換l点の聞を進める。

01 病 院 の ネ ッ ト ワ ー ク と 仮 設 病 院 設 営 ・ 配 前 ・ 業 品 等 の 備 書 を 国 る 。

目 表・食・住関連など、資前の備書を進める。

o各種生活用品の備書基地とともit、各地区の防災l換l点の聞を国る。

o使用期限のある備書品については、無駄のない在庫管理ができるよう、備書

方法を検討する。

o章中泊m者it係るエコノミークラス症解などの血1生症対策として、血流

を便す「; l l l性ストッキング」の備書を田する。

o人工呼吸器などの医基a器を配する在宅配患者について、災害時に必要

な電源が確保できるよう体制の聞を国る。

o 始 送 ・ 組a立 て な ど に 当 た る マ ン パ ワ ー や 企 業 ・ グ ル ー プ の 青 成 を 国 る 。

cl 地t船f会に身近なmが食料などを備書し、災害時に県からの通が属く

まで?的、一時的it住民を文選するなど、開 との防災it関 す る 配 を

前 す る 。
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的 被 装者の精神的l度労に対応するため、相開iのmを國る。̃ 福祉専門aか ら 成 る 災 書 商 祉 チ ー ム の 0itiil i t伴う前費用の制度化を国

に対して0きかける。

lト) 災害時において被 装者通に関わる多激な主体間の活動を調整する申間通

換能を担う団体の青成を前する。

法) 公共施設、各種公園、小・中・高校・大学などm所の指定とともに、周

知 の 能 を 國 る 。

o地域itおける防災選要lll点として、防災上の環境整備を進める。

o指定ii難所の非常用解設備は、過半数の施設が田の状1見i二あるので、

国 の 通 制 度 の ll的な活用を強く〇きかける。

o公共施般等への災書対策用L Pガ'ス設備等の導入を一日配する。

o各施設におけるii難受け入れの対応マニaアルを作成する。

cl 選難所における食生活、ごみ処理・トイレ等生活環境のM性を國る。

c11itl本地量で章中泊するm者が多か,たことから、商業施設P公共施般の大

温 開 を 「 屋 外ll難所」として活用できるよう、支最体制をmする。

o県が主導して「選難所外被災者」の対策を進め、車申泊などによる関通を

防ぐ取り組みを推進する。

o市町村が授a室やおむつ書えスペー ス な ど を 解 にmする際に、 県が支

量する制度の創設を検討する。

lリ) ごみ・し尿等の処理体制の確立を国る。

l )  m者への低利EiE制Itの支最と公営住宅確保を国る。

o 仮m宅ll、被 装者の立場に立つた仕程R 設備を準備する。

m 被状化被書it対する'a旧・mのため、市町村への被状化対策it関する情報

開 の 支 最 を 実 施 す る 。

また、都市防災推進設(市街地波状化対策事l業) について、補動要件の選

和を国る。

l9) 配会相l止t901会とnし 、 災 書 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ーの設置・通営に関す

る市町村と市m会福i止性a会の役割の明確化や、同センターの設置・運営

訓解の推進it取り組む。

l )  相 田 に つ い て 、 場 所 の 周 知 を よ り 一 属 能 す る と と も に 、 現 場 ス タ ッ

フの資質の向上を國る。

P) 全国社会福tl出a会 の 提 言 ( 令 和 元 年 9 月 ) を 略 ま え 、 ll者への福祉的文

最活動の filL点整備を推進する。

lヨ) 食物アレルギーに対応した食料を選 難ifiで? で き る よ う 、 食 物 ア レ ル ギ ー

i t対応した解の備書をM的it進めるとともi t、市町村it対して、備書の実

施や備書量の增加を〇きかける。
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また、 市町村に対して、選 難ifiにおける食物アレルギーを有する者の把量方

法 、 対 応 解 の 解 能 、 ア レ ル f 一 症 状 が 出 た 場 合 の 対 応 な ど i t つ い て 、 事

前に定めておくように便す。

0 )  コロナ相においてll目 主 防 M が 參 加 す る 訓 練 な ど 田 同 士 のmに制約

が か か る こ と を 考 f し て 、 「 我 が 家 の タ イ ム ラ イ ン 」 な ど の ツ ー ル を 活 用 し た

効果的な取組を進め、mにおける防災対応力を総持する。

【新a】 l? 市町村においてll、 災 害 対 繼i本法に基,・き、選難行動要通者の個別選難

計 画 を 作 成 し て い る と こ ろ で あ る が 、 田 制 t ば ら っ き が あ る た め 、 県 i t お

いて、県内義一の取組を推進することにより、市町村の計画作成を支最する。

通 者 が い な い 選 難 行 動 要 通 者 のm開 lのmに向けて、今年度申に

全 て の 市 町 村 で 田 マ , ユ ア ル を 聞 で き る よ う 、  ひ な 形 の 解 や 個 別 相

般に応じるとともに、 Ill難支最体制の充実・独化を国るため、自主防災組差tや

消防団などのmの関係者によるmの担い手の確保について、市町村へ

の ヒ ア リ ン グ i t よ り 、 災 書 ハ ザ ー ド 内 の 地 区 ご と の 田 を 把 通 し 、 解 決 i t 向 け

て 市 町 村 と と も に 前 す る な ど 、 市 町 村 に お け る ll行動要支最者のIll難支l最

体制のm配 を 國 る 。

〇 身元不明死開の適切なmいの推進

「 )  検視場及びi量体安置所の確保

cl 建造物等の倒?数 に 春 み 込 ま れ る な ど 災 害 のi登1;iによって死亡した死体

の 開 場 所 及 び10体安置所、納体袋、構を確保する。

l' 災 解 の 設 に よ り 行 方 不 明 と な , た 通 等 の 相 能 口 の 設 置

o 災 害 等 で 田 出 来 な い 新 商 明 者 の 家 族 等 の 相 識 窓 口 を 設 け 、 身 元 不

明死体の開時に得た新簡開と、行方不明者本人及び家;族等の身元確i基

用の採取のため、安置所に前る新に行方不明者等制燃口を設置する。

01 災害用の身元不明死mの 用 ホ ー ム ペ ー ジ へ の 田

o死体番号、開場所、発見年月日、死体の身長・体格・着表・所持品・m
似mの 能

④ ボ ラ ン テ ィ ア の 育 成

n ボランティア活動への参加を啓発・地するとともit、組;St化・ネットワー

ク づ く り を 国 る 。

o高校・大学や配関係換関におけるボランティア教育を進める。

o 業 た ち が ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 の 前 を 理 解 し 、 災 書 ボ ラ ン テ ィ ア へ の 関 心 を

高めるため、市町村教'i援員会や学校へ0きかけ、田生健の防mの口

成に努める。

l・ lelt l i f会等を実施し、専門的知識を持,た災書ボランティアリーダーの基成を

国 る 。
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om会福i止性a会 の 実 施 す る 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア リ ー ダ ー 研 修 等 を 通 す

るとともi t、災書0itiilの統一した文ll体制の聞を国る。

01 動労者のボランティア活動を動長するため、ボランティア休ll更制度の拡充を

國る。

目 ボ ラ ン テ ィ ア 保 険 の 流 を 国 る 。

〇 災書に独い県土・i8城-iくりなど防災対策の独化

n 東日本大量災クラスの地量を想定した解新と補強対策を推進する。

o集・市町村の庁合、公民館(文イ職的、学校など教青施設・ll・遭路・

精 果 ・ 前 ・ 配 ・ 消m設など公共公益施設

o水道 t気・通信・ガス・下水道などライフライン施設

o文化財・神社・仏関など設的文イ随設

o原子力施設や火力発i所・度島廳海工業地帯・つくば研究学園都市など企業

立地帯、倉庫・化学工場・石油・ガス開施設

o河川の提防や前ため池、地滑り・屋崩れなどの危M所の点検と対策

l' 既 存 設 物 の 田 、 構 物 の 2m書の防止のための応急定機度判

定 士 制 度 、 危 険 プ ロ ツ ク 標 構 な ど 、m物防災対策を推進する。

0m m計画it基一iき、全市町村と一体とな,て、m新を工事itつ

なげるための耐・改修補動制度の創設など、住宅等の民間設物の構化を

配 す る 。

cl 住 民 の 經 確 保 を11先し、nシュルター」「防災ベッド」等を活用し一部

屋のaを構化するなど、家屋金体の構イm外 の M 修 に つ い て 普 及 啓

発 な ど を 行 う と と も に 、 動 成 播 置 の 税 を 國 る 。

t, ,,l 集内 の M ・ 活 新IEの調査・研究'P地量子知相の強化とともit、被書子tif シ

ステムの適正な通用及び保守を行う。

目 首都直下地量の選難者受け入れなどを考意し、かつ教育換能や物流換能を備

えた、解的防災l換l点it準じる広域防災l換l点施設の聞を国it0きかける。

m 公共施設や企業などの防災機能の独化とともに、mや企業における自主防

M の 育 成 強 化 を 國 る 。

o平成27年9月の関東・東北1・南itおいて、m動告の在り方が改めて田

とな,たことから、多くの情報の中からt要な情報をつかa、首長の判新に

つなげる、災害の専門性を持つたllの 育 成 を 通 す る 。̃ 被 書 か ら の 前a旧のため、地量保険の加入を配する。

I t) m化 を 推 進 し 、 災 書 時 の 通 行 前 の 防 止 や 田 送 ネ ッ ト ワ ー ク の 確 保

のほか、安心でMな通行空間の確保を國る。

o 県 地 域 防 災 計 画 i t 指 定 し た 県 能 の 田m区 域 i t お い て 、 能 i t よ る

占 用 を 益 止 す る 措 置 を 道 用 す る こ と に つ い て 、 新 設 者 及 び 配 解
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者、書系、 市町村等と性aをmする。

al 西日本i・南災書では、m指示等が出されていたitもかかわらず、mしな

い住民の存在が開とな,たことなどを踏まえ、改めて住民の防mを高め

る取り組みとともに、これまでの防災対策の強化を國る。

〇 消防防災体制の聞・充実

「 )  県内消防本部幅)の広域イt扱び共同指令の全県一元化を推進する。

o災害の多激化に対応した市町村の消防体制のmを國るため、 目主的な市町

村の消防の広域化を推進するとともit、能(一本イl:)での広域化も温野it

入れた前を行い、対象市町村に対する支最の充実を国る。

oいばらき消防指令センターへの来加入消防本部の加入配を行い、共同指令

の全県一化を推進する。

l' e病者の救命率の向上を国るため、救急高度化対策を推進する。

o 高 開 急 目 動 llび 高 度 般 命 処 置 用 開 と A  E Dなどの整備を推進する。

c1a識上にi3いて高度な開命 処 置 を 前 で き る? 命士のi成を図る。

o心肺能法を含めた応急手当ての知験や技術が広く普及するよう、県民への

普及書発活動をll的に推進する。

o 真 i t 能 を 要 し 、 解 を 必 要 と す る 新 者 が 迅 速 i t 利 用 で き る よ う 、 県 民

への適正な救急章利用の普及啓発を国る。

01 消防施設、防災体制の計画的・重点的なmを進める。

o 防 災 行 配 が 能 時 i te電 し て も 商 で き る よ う 、 庁 合 用 自 家 発 電 装 置 を

設置するなどf識能の向上に努め る と と も に 、a能 の 高 度 化 と 全 国 ネ ッ ト ワ ー

クの強化を國る。

o構開精・河川・池・井戸などの消防水利'P各種防m設 の 聞 を 推 進

する。

cl 住民への知識の普及及び通信相のm税

目 防火対it物の消防用設備等点検報告率向上のため、広く県取び防火対it物

の関係者へ制度の周知を国る。

? 消防団員の年額報OHや出動報OHの引き上げを行う等、処遇の改善を国るほか、

「消防団応愛の店」制度の流を配するなど、消防団の充実強化it努める。

? 災 解 に お い て 解 中 に 負E・的aした消M ・消防団員及びmに対す

る 公 務 災 新mi 度等の適切な運用に努める。

lト) 地域防災体制の一IEの 聞 を 国 る た め 、 公 益 財 団 法 人 表 限 消tti観会を青成

独化する。

MI 海 難 防 止 及 び 海 上 開 lの強化を進める。

lリ1 1晨立消防学校について、施設改修計画や教青資前の整制更新計画に基づき、

教 青 機 関 と し て の 機 能 を 損 な わ な い よ う 開 化 を 国 り っ つ 、 設 え を 含 め 、
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そのあり方を検討するとともに、 消防学校を活用し1果民の防m育に努める。

に) 全国的it水防団員のmや高船化が進行し、地域防災力の低下がa念 さ れ て

いることから、水防団員の確保等による水防体制の強化について一属取り組む。

【新a】 的 関 係 者 が 聞 し た 対 策 を 実 施 で き る よ う 合 同 通 視 な ど の 設 を 通 じ 、 役 割 を

簡 す る と と も i t 、 新 た i t 前 的 i tft「便な新工法を水防団員の教青課程it組み

込むなど技術の習得を国り、水刷はをより設的な内容にするなどし、水防

訓練の今後の在り方を検討していく。

4)産業保空の確保

〇 多 激 化 し て い る 高 圧 ガ ス や 解 等 に よ る 災 害 の 未 然 防 止 を 國 る た め 、  新 ・

団 体 及 び 事 業 所 i t お け る 自 主 的 な 設 前 を 配 す る 。

② L Pがヌー般滑費者の事故防止を国るため、消費者の前高場に努めると

ともに、保安の高度化対策を推進する。

〇 大 規 程 シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー へ の ガ ' ソ リ ン ス タ ン ド 器 設 で の 經 確 保 対 策 と し

て 、 が イ ド ラ イ ン 等 の 策 定 に 向 け た 前 を 進 め る 。

(5) 河川の改修と治水事量の配

本県河川の改修は、 管定改修済区間を含めても令和4年度末の改修率は58.5%

と低く、水害m び危険配が多い。 〇 と た び 集 申 豪 雨 に 開 わ れ る と 、 水

書常a地域及び危険区域it住む多くの住民の生命と財産が危険itさらされることit

なるため、関係機関と相整を国りっつ、早急な河川改修や洪水W防止策を推進す

る必要がある。併せて民間設者による明ll開 設 の 活 用 を 國 る 必 要 が あ る 。  ま

た、河川は水書防止や利水のためだけでなく、河川空間の利活用を含めた河川環境

mなどを進める。さらに、流域治水の考え方に基づき、河川改修などのハード対

策のみならず、水位計や河川配カメラの設置、ダムの事11 做 流 な ど ソ フ ト 対 策 も

進める。

(!) ョ阿川改修の田を国る。

n ヨ画川下流部(J  R 開 か ら 下 流 区 間 ) の 改 修

l・ ヨ阿川中流部の進水地事業(大場及び御前山進水地)

② 利根川改修の田を国る。

利制ll下流部、神l西市(旧波始町のm区 間 ) の 改 修

〇 解 川 改 修 の 配 を 国 る 。

〇 県管理河川改修事業について、社会資本mt点計画に基づき、m的な推進

を國る。

桜川 (筑波及び真監:[区など)、中対ll、女沼川など中小河川についても改修

設 を 進 め る 。
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1301!11 農地の基盤整備事業、 地区画整理事業などに関連した河川の改修を促進

する。

l重) 河川空間の多裁な生fill系にmする多自然川づくりを推進する。

〇 河川量aの美化、意いの場,・くりなど水辺環境のmを進める。

組沼川、前川、 測 f litついて、通間 一iく り 河 川 聞数を進める。

〇 県管理河川の適切な総持管理や監視体制の独化を国る。

@ 河川のmの た め 、 統 ・ 構 す るmやごみ等の裁通用に対する動成

な ど を 前 す る 。

近年、 配 化 し て い る 海 岸mや海岸災書を精it防止するとともi t、  海津レク

リェ ー シ・ン利用需要の拡大に対応するため、mと利用にmし た 海 能 施 設

等のmを推進する。

(i) n ・ 高 潮 ・mi tよる災書を防止するため、海岸展施設の聞を進める。

「 )  津波・高Ia対策として、提防、消波工等のmに努める。

l可 侵食対策として、m な 解 の 維 持 ・ 回 復 を 國 る と と も に 、 9 海 岸 の

保全対策it努める。

② 海岸からのMや潮書を防止するため、海岸防災林造成事業を推進する。

7) 土砂災書防

土石流、 地滑り、 9船れ等の土砂災書から県民の生命・能を田するため、 土

砂災善防止施設整備のハード対策と、「土〇災著防止法」に基づく書減区城等の指

定等itよるソフト対策を合わせた総合的な土a'災書対策を実施し、災書防止及び被

書の9演に努める。

また、? し て い る ゲ リ ラま 雨や 能 な ど 、 狭 いmに:ti大 な 被 害 を も た ら

す局地災書の被書者への適切な文 動 ;行われるよう、国に対してのaきかけを行う。

(!) 保全人象の多い土砂災書危開所のうち、m所やIll難経路、要a意者利用

施設を保全対象に合む管所や実意iに9舶れが発生した管所等について、能的に

土砂災書防止i般整備事業(ハード対策) を実施する。

② 解 の 影・により地形的解が変化した場合や、新たに土砂災書防止施設等

が 配 さ れ た 開 に 、 土 砂 災 善 書 成 区 域 等 の 解 除 又 ll範囲の変更について、業

歡かつ迅速it対応する。また、住民への周知・啓発it取り組む。

③ 開 や 開 す る ダ リ ラ 豪 商 でaられるように、現行のm者 生 活 再 前

法ll、個々の被 装者が甚大な被害を受けた場合であっても、一定数以上の住家の

全通l等が認められない場合は適用されないことから、適用解の選和や上限額の

引 き 上 げ 、 現 田 に つ い て も 支 l 最 対 象 と な る よ う 、 前 院 直 し を 国 に 〇 き か け る 。
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